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　ダイキングループは、持続可能（サステナブル）な成長に向けた取り組みを毎年報告してい
ます。WEB「CSR・環境への取り組み」サイトでは、詳細かつ網羅的に取り組みを報告するよ
う努め、過年度のデータや関連情報なども開示しています。
このファイルは、WEB「CSR・環境への取り組み」サイト上の、2015 年度の取り組み年次報告
　をプリントアウトしていただけるようしたものです。

※冊子版「サステナビリティレポート 2015」は、特に重要なテーマに絞って編集しています。
冊子版の PDF もご覧ください。
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サステナビリティレポート

報告にあたって報告にあたって

編集⽅針

本報告書はダイキングループの持続可能（サステナブル）な成⻑に向けた基本的な考えと2015年度の実績、今後の
計画を報告するものです。

2016年7⽉に発⾏した「サステナビリティレポート2016」（冊⼦）の情報に加え、スペースの都合で冊⼦に掲載で
きなかった情報を、本サイトで開⽰しています。

冊⼦

冊⼦は、ダイキングループのサステナブルな社会に向けた戦略と、「価値提供のCSR」の4つの重点テーマ「環境」
「新価値創造」「顧客満⾜」「⼈材」、そのベースとなる「基盤的CSR」活動のうち重要な情報を中⼼に編集していま
す。

中でも、4つの重点テーマごとに注⼒した取り組みを特集として取り上げています。

特集は、活動ハイライトページでご覧ください。（P43）

WEB

本サイトは詳細なデータや事例なども含めて構成し、ダイキングループのCSRの⽅針と戦略・計画について説明した
「CSRと経営戦略」と、ダイキングループが重視している9つのCSRテーマ（「価値提供のCSR」の4テーマ「環境」
「新価値創造」「顧客満⾜」「⼈材」、「基盤的CSR」の5テーマ「コーポレート・ガバナンス」「⼈権の尊重」「サ
プライチェーン・マネジメント」「ステークホルダー・エンゲージメント」「地域社会」）ごとに取り組みをまとめて
います。

第三者検証

報告内容に対する信頼性の確保のために、温室効果ガス排出量と⽔使⽤量、排⽔量について第三者検証を受けまし
た。

第三者検証報告書（P289）
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参考にしたガイドライン

環境省「環境報告ガイドライン（2012年版）」、GRI（Global Reporting Initiative）の「サステナビリティ・レ
ポーティング・ガイドライン」第4版（G4）を参考に、報告書を作成しました。ガイドライン対照表はWEBサイトに掲
載しています。また、活動にあたってはISO26000も踏まえています。

2008年10⽉にダイキン⼯業は、国連が提唱する「グローバル・コンパクト」に署名しました。「⼈権」「労働」
「環境」「腐敗防⽌」の10原則を⽀持し、その実践に努めるとともに、国連にサステナビリティレポートを
COP（Communication on Progress）として提出しています。

ガイドライン対照表（P295）

ご注意
2015年度の活動を報告するにあたり、データを精査、これを修正した結果、2014年度の報告書と実績数値が異なっている項⽬がありま
す。また、端数処理のため、合計が合わない項⽬があります。

将来に関する予測・予想・計画について

本報告書には、「ダイキン⼯業株式会社とその連結⼦会社」（ダイキングループ）の将来に関する予測・予想・計画
なども記載しています。これらは、記述した時点で⼊⼿できた情報に基づいた仮定ないし判断であり、不確実性が含ま
れています。したがって、将来の事業活動の結果や将来に惹起する事象が本報告書に記載した予測・予想・計画とは異
なったものとなる可能性があります。

報告範囲

報告対象期間

2015年4⽉1⽇〜2016年3⽉31⽇

報告対象組織

ダイキン⼯業株式会社およびその連結⼦会社を報告対象としています。ただし、環境パフォーマンスデータの集計範
囲はダイキン⼯業株式会社の⽣産事業所4拠点と、国内⽣産⼦会社8社、海外の⽣産⼦会社42社としています。

国内

ダイキン⼯業株式会社（全事業所）

本社
（⼤阪市北区）

東京⽀社
（東京都港区）

堺製作所
（⼤阪府堺市） 空調・冷凍機器、圧縮機

滋賀製作所
（滋賀県草津市） 空調機器、圧縮機

淀川製作所
（⼤阪府摂津市） フッ素化学製品、油圧機器、空調機器、防衛精密機器

⿅島製作所
（茨城県神栖市） フッ素化学製品
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国内⽣産⼦会社8社

ダイキンシートメタル株式会社

ダイキンパイピング株式会社

ダイキン油機エンジニアリング株式会社

ダイキンレクザムエレクトロニクス株式会社

株式会社ダイキンサンライズ摂津

東邦化成株式会社

共栄化成株式会社

⽇本無機株式会社

海外

海外⽣産⼦会社42社

Daikin Australia Pty., Ltd. J & E Hall Refrigeration Sdn. Bhd.

Daikin Industries (Thailand) Ltd. McQuay Technology (Shenzhen) Co., Ltd.

Daikin Airconditioning (Thailand) Ltd O.Y.L. Steel Centre Sdn. Bhd.

Daikin Europe N.V. Shenzhen McQuay Air Conditioning Co., Ltd.

Daikin Compressor Industries Ltd McQuay Air Conditioning & Refrigeration (Wuhan)
Co., Ltd.

Daikin Chemical France S.A.S. O.Y.L. Technology (Shenzhen) Co., Ltd.

Daikin Chemical Netherlands B.V. McQuay Air Conditioning & Refrigeration (Suzhou)
Co., Ltd.

Daikin Device Czech Republic s.r.o. AAF (Suzhou) Co., Ltd.

Daikin Industries Czech Republic s.r.o. AAF (Shenzhen) Co., Ltd.

⼤⾦空調（上海）有限公司 American Air Filter Manufacturing Sdn. Bhd.

⼤⾦空調（上海）有限公司恵州分公司 AAF (Wuhan) Co., Ltd.

⻄安⼤⾦慶安圧縮機有限公司 Daikin Applied Americas Inc.

⼤⾦フッ素塗料（上海）有限公司 American Air Filter Company, Inc. (Delaware)

⼤⾦フッ素化学（中国）有限公司 ⼤⾦空調（蘇州）有限公司

⼤⾦機電設備（蘇州）有限公司 J & E Hall Limited (United Kingdom)

⼤⾦電器機械（蘇州）有限公司 Coulstock & Place Engineering Co. Limited (United
Kingdom)

Daikin America, Inc. McQuay (UK) Limited (United Kingdom)

⼤⾦制冷(蘇州)有限公司 AAF-Limited (United Kingdom)

Rotex Heating Systems GmbH AAF International B.V. (The Netherland)

Daikin Airconditioning India Pvt. Ltd. AAF International s.r.o. (Slovakia)

Daikin Malaysia Sdn. Bhd. Daikin Applied Europe S.p.A.
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ダイキンのサステナビリティダイキンのサステナビリティ

変化を続けるグローバル社会は、

気候変動や⼈⼝構造の変化などに伴う多くの課題に直⾯しています。

私たちダイキングループは事業を通じて新たな価値を社会に提供し、

持続可能な社会の実現に貢献することをめざします。

ダイキンは、どんな企業なのか？

「空調」「化学」「フィルタ」を3つの柱に、
グローバルに事業を展開しています。
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経営の基本的な考え⽅

ダイキンの事業

詳細はこちら（P22）

社是

1. 最⾼の信⽤ 2. 進取の経営 3. 明朗な⼈の和

詳細はこちら（P20）

戦略経営計画

英知と情熱を結集し、

空気と環境の

新たな価値を協創する
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ダイキンは、社会にどのような価値を提供しているのか？

ダイキンは、事業を通して健康的で快適な⽣活を
提供するとともに、

省エネや温室効果ガスの抑制に貢献しています。

⼤気汚染を予防し、
健康を守る

⽣産性向上と健康に
貢献する

快適な空気環境

⾼効率な
エネルギー利⽤による

省エネ

低温暖化冷媒の
開発などによる

温室効果ガス削減
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ダイキンは、社会課題をどう認識しているのか？

グローバル社会の変化に伴う課題を踏まえて、
新たなニーズの拡⼤や意識の変化に対応していきます。

経済発展 ⼈⼝構造の変化 ⾷料需要の増⼤

気候変動の
深刻化

⼤気汚染の
深刻化

⾷品サービス
の偏在

都市化・
⼯業化

エネルギー・
電⼒需要の
拡⼤と集中

エアコン需要の
拡⼤

エネルギー
使⽤量の抑制への

ニーズ拡⼤

脱炭素化に向けた
温室効果ガス抑制・
再⽣可能エネルギー

へのニーズ拡⼤

脱炭素社会に
向けた再⽣可能
エネルギーへの

ニーズ拡⼤

効率的な
コールドチェーン
へのニーズ拡⼤

新たなニーズの拡⼤・意識の変化
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地球に対する価値創出
気候変動や経済発展によるエアコン需要の拡⼤にこたえます。同時
に、電⼒の効率的利⽤と温暖化への影響が少ない冷媒の普及を通じ
て、温室効果ガス排出量低減に貢献し、温暖化の加速を防ぎます。

対応する持続可能な開発⽬標（SDGs）

ダイキンは、どう⾏動するのか？

課題解決に貢献する新しい価値を⽣み出し、
事業を通じて社会の持続可能な発展に貢献します。

ダイキンのCSR

ダイキンが創出する社会価値

環境
新価値創造
顧客満⾜
⼈材

価値提供のCSR

社会課題の解決に貢献する
価値を⽣み出す

コーポレート・ガバナンス
⼈権の尊重
サプライチェーン・マネジメント
ステークホルダー・エンゲージメント
地域社会

基盤的CSR

社会からの要請にこたえ、
持続的に成⻑する
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都市に対する価値創出
先進国・途上国の様々な空気ニーズに対応した空間を創造します。
また、エネルギー収⽀をゼロにするZEBなどの都市全体での空調管
理により、快適かつ省エネルギーな街づくりを実現します。

対応する持続可能な開発⽬標（SDGs）

健康・快適に対する価値創出
有害化学物質・⼤気汚染の軽減に注⼒し、⽣活環境改善と経済発展
を両⽴します。また、効率的なコールドチェーンを確⽴し、⾷品や
医薬品の適切な供給に貢献します。

対応する持続可能な開発⽬標（SDGs）

詳細はこちら（P149）
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CSRと経営戦略CSRと経営戦略

2016年度から、2020年度を最終年度とする戦略経営計画「FUSION20」が始動しています。
新興国を中⼼とする需要の拡⼤や気候変動への影響など世界のさまざまな課題を踏まえながら事業を通じて持続可能

な社会の実現に貢献し、企業価値を⾼めていきます。

2020年度に向けたダイキンのサステナビリティ

経営の基本的な考え⽅

CSR理念（P20）

経営の基本的な考え⽅

社是
グループ経営理念
⼈を基軸におく経営

外部環境

気候変動への影響
エアコン需要の拡⼤

経営戦略とCSR

戦略経営計画FUSION20

英知と情熱を結集し、空気と環
境の新たな価値を協創する

ダイキングループのCSR

気候変動への影響
エアコン需要の拡⼤

2020年度の⽬指す姿

売上⾼3兆円、営業利益12%の実
現を視野に

顧客・社会の課題解決に貢献する
新しい価値を⽣み出し、事業を通
じて社会の持続可能な発展に貢献
する
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世界的なエネルギー需要

2030年のエネルギー起源CO2

2000年⽐ 69 %増⼤（IEA）

冷媒の環境影響

2030年のフロン（HFC）排出による
温暖化影響 

2000年⽐ 5倍（当社調べ）

気候変動への影響 エアコン需要の拡⼤

2020年のエアコン需要  

2000年⽐ 4倍（当社調べ）

戦略経営計画FUSION20

英知と情熱を結集し、 空気と環境の新たな
価値を協創する

重点戦略

既存事業の強化事業領域拡⼤／事業構造転換
技術・モノづくりの⾼度化
経営管理の⾼度化
当社独⾃の企業理念の実践

新価値創造 環境 顧客満⾜
⼈材

ダイキングループのCSR

価値提供のCSR

基盤的CSR

コーポレート・ガバナンス
⼈権の尊重
サプライチェーン・マネジメント
ステークホルダー・エンゲージメント
地域社会

CSR理念（P20）

外部環境

経営戦略とCSR

2015年度までは、4つの重点テーマ「環境」「品質・CS」「社会貢献」「⼈材」に基づいたCSR活動に取り組んでき
ました。 詳細は以下のページをご覧ください。

CSR活動の歩み（CSRマネジメント）（P33）
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売上⾼3兆円、
営業利益12%の実現を視野に

既存事業（空調、化学、フィルタ）の強化
新分野（暖房・給湯、エネルギーソリューション、
商業⽤冷設、次世代冷媒・ガス、空気・空間エンジ
ニアリング）の事業拡⼤

2018年度中期実⾏計画

売上⾼ 2.5 兆円

営業利益 2,700 億円

営業利益率 10.8 ％

顧客・社会の課題解決に貢献する新しい価
値を⽣み出し、事業を通じて社会の持続可
能な発展に貢献する

地球温暖化抑制に貢献

2020年度⽬標

温室効果ガス排出抑制貢献量

6,000 万t-CO2/年

持続可能な都市開発に貢献
⼈々の健康・快適に貢献

2020年度の⽬指す姿
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CSRと経営戦略

トップコミットメントトップコミットメント

2015年度を⽬標年度とした5カ年の戦略経営計画「FUSION15」では、「真のグローバルエクセレント企業」の実現
をめざし、環境・省エネルギーを切り⼝の⼀つとして、新興国など新たな市場を拡⼤してきました。売上⾼はこの5年
間で約1.2兆円から2兆円超へと増加し、海外売上⾼⽐率75％、グループ従業員数6万⼈を超える企業へと成⻑しまし
た。
成⻑に伴い、当社グループへの社会からの要請・期待も広がっています。それらに応えながら、従来にない新たな価
値を創出し、持続可能な社会の実現に貢献していきたいと考えています。

省エネ技術と冷媒技術で気候変動への影響を緩和する

当社の主⼒事業である空調は、健康で⽂化的な⽣活と経済の発展に⽋かせない社会インフラである⼀⽅、使⽤時に多
くの電⼒を消費します。当社グループは、温室効果ガス排出量削減による気候変動への影響緩和を、最も注⼒すべき社
会課題と認識しています。
そのため主たる環境貢献技術である低温暖化冷媒R32と省エネインバータ技術を世界で普及させるべく尽⼒していま
す。R32冷媒は温暖化影響が従来⽐1／3であり、世界中のエアコンの冷媒がすべてR32に変われば、温暖化影響を約8
億トン削減できます。当社グループが新興国で販売した省エネインバータ機とR32冷媒を使⽤したエアコンによって、
2015年度は、温暖化影響を約3,500万トン抑制することに貢献しました。
2015年12⽉、気候変動対策の国際枠組み「パリ協定」が採択され、世界すべての国が共に努⼒する枠組みが⽣まれ
ました。新興国を中⼼にエアコン需要はさらなる増加が⾒込まれますが、当社グループは2020年に向けた戦略経営計
画「FUSION20」の中で、全世界で温暖化影響の6,000万トン抑制をめざします。
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社会課題の解決に貢献する新たな価値を⽣み出す

2015年9⽉には、国連「持続可能な開発⽬標（SDGs）」が採択されました。持続可能な世界の姿を共有し、社会課
題の解決に向けて、公的機関のみならず企業もそれぞれの⽴場で尽⼒することが求められています。
当社は2015年11⽉、グローバル研究所「テクノロジー・イノベーションセンター」を開設しました。お客様の「次
の欲しい」を創出することはもちろん、環境・エネルギーや健康といった社会が抱えるさまざまな課題の解決に貢献す
る新たな価値を、国内外の産官学と連携した「協創」によって⽣み出していきます。
主⼒事業である空調・化学に加え、⼤気汚染の抑制に貢献できるフィルタ分野や、⾷料の保存・輸送に寄与する冷凍
冷蔵分野にも注⼒するとともに、お客様のニーズに対応した空気・空間を創造するエンジニアリング事業にも挑戦して
いきます。

従業員⼀⼈ひとりが持てる⼒を発揮できる環境を整える

お客様・社会への新たな価値を創造するのは、グローバル6万⼈の従業員⼀⼈ひとりです。「⼈を基軸におく経営」
を競争⼒の源泉と位置付ける当社グループでは、多様な⼈材が活躍できるダイバーシティ・マネジメントを推進し、従
業員が持てる⼒を最⼤限に発揮できる環境を整え、成果につなげていきます。
また当社は、⼈権、労働、環境、腐敗防⽌の4分野に関する10原則を定めた国連グローバル・コンパクトを⽀持して
います。グローバルに事業が拡⼤する中、法令や国際的規範に従い、バリューチェーン全体を視野に、透明性や健全
性、倫理性ある活動を徹底します。
これからも「空気と環境の新たな価値を協創する」企業グループとして、お客様、株主、調達取引先、地域社会など
さまざまなステークホルダーの皆様の期待に応え社会に貢献してまいります。
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「経営理念」と「⼈を基軸におく経営」を両輪に

世界中のお客様から信頼され、また国内外の従業員が誇
りを持って働けるグループを実現するための⾏動のよりど
ころである「グループ経営理念」。⼈の成⻑の総和が会社
の成⻑となると考えて、従業員⼀⼈ひとりが能⼒を最⼤限
に発揮できる環境づくりに努める「⼈を基軸におく経
営」。

ダイキングループは、従業員、会社の双⽅が、この2つ
の考え⽅を実践することが、持続的な発展・成⻑につなが
ると考えています。

「次の欲しい」を先取りし、新たな価値を創造する1.

世界をリードする技術で、社会に貢献する2.

企業価値を⾼め、新たな夢を実現する3.

地球規模で考え、⾏動する4.

柔らかで活⼒に満ちたグループ5.

環境社会をリードする6.

社会との関係を⾒つめ、⾏動し、信頼される7.

働く⼀⼈ひとりの誇りと喜びがグループを動かす⼒8.

世界に誇る「フラット＆スピード」の⼈と組織の運
営

9. 

⾃由な雰囲気、野性味、ベストプラクティス・マイ
ウェイ

10. 

CSRと経営戦略

CSR理念CSR理念

経営の基本的な考え⽅

グループ経営理念
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環境 新価値創造 顧客満⾜ ⼈材

コーポレート・ガバ
ナンス ⼈権の尊重 サプライチェーン・

マネジメント
ステークホルダー・
エンゲージメント 地域社会

CSRの考え⽅

「グループ経営理念」を徹底して実践することによって、すべてのステークホルダーとの関係でグローバルに社会
的責任を果たし、当社グループの企業価値を⾼めるとともに、社会の持続可能な発展に貢献する。

1. 

企業倫理・法令遵守の徹底を基盤としながら、当社グループ本来の事業活動において、社会に貢献していくことを
主体に展開する。さらには、良き企業市⺠として、それぞれの地域の役に⽴つことを⾼い感受性で捉え、社会貢献
活動を実践していく。

2. 

積極的にCSRを事業活動に組み込み、融合させ、⼀体として推進することによって、真に継続的な取り組みとし、
かつ業績の向上にもつなげていく。

3. 

広く社会と双⽅向のコミュニケーションを⾏い、説明責任を果たし、⾼い透明性を維持することによって、CSRを
推進する。

4. 

CSRの重点テーマ

2015 年度に「FUSION20」の策定に合わせて、改めてダイキンにとっての重要性（マテリアリティ）を⾒直し、企
業と社会双⽅の持続可能な発展に向けた、「価値提供のCSR」として「環境」「新価値創造」「顧客満⾜」「⼈材」の
4テーマを定めました。

さらに、事業活動の基盤となるCSRとして「コーポレート・ガバナンス」「⼈権の尊重」「サプライチェーン・マネ
ジメント」「ステークホルダー・エンゲージメント」「地域社会」の5テーマを設定しました。

価値提供のCSR

基盤的CSR

2015年度までのCSRの重点テーマは以下のページをご覧ください。 

CSR活動の歩み（CSRマネジメント）（P33）
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環境性と快適性の両⽴を追求し、
世界中のあらゆる空調ニーズに応える製品を提供し続けます
空調は⼈々の健康と豊かで快適な⽣活になくてはならない製品である⼀⽅、多くのエネルギーを消費
します。省エネルギーで、快適な空間を実現する空調の開発が最重要課題です。

住宅⽤空調 業務⽤空調 空気清浄機

フィルタ 給湯・暖房 空調システム

CSRと経営戦略

ダイキングループの事業展開ダイキングループの事業展開

ダイキングループの概要

技術で、社会と環境に貢献する
ダイキングループは、「空調」と「フッ素化学」の技術を両輪に、世界中のあらゆる⽣活シーンを豊かにする製品を提
供しています。 強みとする省エネルギー技術を⽤いて、気候変動の原因となるCO2の排出抑制に貢献する製品・サービ
スを開発・提供することで、 社会の持続的な発展に貢献します。

ルームエアコン
「うるるとさらら」

ビル⽤マルチエアコン ストリーマ空気清浄機

エアフィルタ ダイキンエコキュート エアネットサービスシステム
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冷凍機

フッ素化学の特⻑を活かし幅広い分野に貢献します
⾃動⾞、情報通信からエネルギーまで多彩な分野で活躍するフッ素化学製品において、世界有数の
シェアを誇ります。世界で唯⼀、空調と冷媒の両⽅を⼿掛けるメーカーとして、環境負荷の少ない次
世代冷媒の開発に取り組んでいます。

エネルギー分野 ⾃動⾞分野

情報通信分野 冷凍・空調分野

海上コンテナ⽤
冷凍装置

リチウムイオン⼆次電池⽤材料 太陽電池向け材料 フッ素ゴム
（⾃動⾞）

フッ素樹脂、コーティング剤
（タブレット）

フルオロカーボン（冷媒）
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独⾃の油圧技術や精密加⼯技術、
ITソリューションで幅広い産業に貢献します。
空調事業で培ったインバータなどの技術を融合した省エネ性能に優れた油圧ポンプ・ユニットや、⾼
度な精密加⼯技術や品質管理技術が求められる航空機部品、在宅酸素医療機器などを開発していま
す。

⼯作機械 建設機械 在宅医療機器

電⼦システム

エコリッチ（油機） 油圧トランス
ミッション（油機）

酸素濃縮装置（特機）

製品開発プロセス改善
「SpaceFinder」（電⼦システム）
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グローバル展開

多様な⽂化や価値観を尊重する
海外売上⾼⽐率は7 割を超え、グループ全従業員数の8割が海外で働くダイキングループ。国や地域ごとに異なる⽂化
や価値観を尊重して、各地域のニーズに合致した製品を提供するとともに、海外の現地従業員が個性と意欲を発揮でき
る職場環境を整えて、世界中で地域の発展に貢献します。
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業績ハイライト

財務ハイライト
ダイキングループは、業績を拡⼤し企業価値を⾼めることが、株主・投資家の皆様をはじめとするすべてのステークホ
ルダーの期待に応えることになると考えています。
2015年度を最終年度とする戦略経営計画「FUSION15」の⽬標達成に向けてグローバル各地域での需要の創出に取り
組み、収益拡⼤に努めました。
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⾮財務ハイライト
企業が持続可能な成⻑を続けていくためには、事業を通じて社会の課題解決に貢献し財務データに表れない価値を⽣み
出していくことが不可⽋です。
「環境」「新価値創造」「顧客満⾜」とそれらのベースである「⼈材」をCSR の重点テーマに据え世界をリードする技
術で新たな価値を創造します。
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調達 開発・設計 ⽣産 販売・輸送・施⼯ 使⽤ アフターサービス・
回収・リサイクル

ダイキングループの環境影響

調達・資材によるCO2排出量

153万t-CO2 SCOPE 3

（⽇本、中国、アジア・オセアニア、欧州）

社会への影響を考慮した取り組み

サプライチェーン・マネジメント［基盤的CSR］

CSRと経営戦略

バリューチェーンバリューチェーン

社会への影響を考慮した取り組みを実践
ダイキングループの事業活動はバリューチェーンのそれぞれで社会にインパクトを与え、グローバル化に伴いその影

響の範囲も拡⼤しています。そうした影響を考慮して取り組むべき重要性（マテリアリティ）を特定し、戦略経営計画
に織り込んでいます。

SCOPE 1,2,3  第三者検証を受けた値です。

SCOPE1：直接的な温室効果ガス排出量
SCOPE2：エネルギー起因の間接的な温室効果ガス排出量
SCOPE3：その他の間接的な温室効果ガス排出量

社会からの要請・期待

世界に広がるサプライチェーン全体で、⼈権をはじめ、労働慣⾏、コンプライアンス、環境対応などさまざまな調達リ
スクへの対応が求められます。
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ダイキングループの環境影響

エネルギー起因CO2排出量

71万t-CO2 SCOPE 1,2

 前年度⽐104%（グローバルグループ）

CO2以外の温室効果ガス排出量

55万t-CO2 SCOPE 1

 前年度⽐70%（グローバルグループ）

社会への影響を考慮した取り組み

⾼効率なモノづくりと品質⼒強化［顧客満⾜］

技能伝承のグローバル体制を整備［⼈材］

社会からの要請・期待

新興国を中⼼にエアコン需要は拡⼤しており、快適性はもちろん、環境性能に優れ、現地の気候やニーズに合った製品
開発が求められています。

社会への影響を考慮した取り組み

環境性能に優れた製品の開発・設計［環境］

テクノロジー・イノベーションセンターを核とした差別化技術・商品の創出［新価値創造］

研究開発費 461億円

 前年度⽐104%（グローバルグループ）

特許出願件数（2014年度）

1,292件（ダイキン⼯業単体）

R&D⼒の強化に向けた⼈材育成［⼈材］

社会からの要請・期待

世界各地の⽣産拠点で、⽣産効率の向上と同時に製造品質を⾼め環境負荷を削減していくことが重要です。
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ダイキングループの環境影響

輸送によるCO2排出量

2.2万t-CO2 SCOPE 3

 前年度⽐85%（⽇本）

社会への影響を考慮した取り組み

冷媒の漏えい防⽌による
地球温暖化抑制への貢献
フロン漏えい防⽌のための施⼯技術者の育成
［環境］

19,360⼈（⽇本・アジア）

販売店、販売代理店への情報提供など⽀援
［顧客満⾜］

ダイキングループの環境影響

市場でのダイキンエアコン使⽤による
CO2排出量

10,150万t-CO2 SCOPE 3

（⽇本、中国、アジア・オセアニア、欧州）

社会への影響を考慮した取り組み

先進技術による地球温暖化抑制への貢献 全世界
でのCO2排出抑制貢献量※［環境］

3,480万t-CO2 第三者レビュー

※インバータ機採⽤によるCO2排出抑制貢献量とR32冷媒転換   に
よるCO2排出抑制貢献量の合計。

社会からの要請・期待

エアコンの施⼯不良は、品質問題だけでなく冷媒の漏えいなどの環境問題にもつながります。施⼯技術向上のために全
世界の従業員・販売店への教育が⽋かせません。

社会からの要請・期待

全世界で使⽤されているエアコンのライフサイクルを考えたとき、使⽤時のCO2排出は気候変動に⼤きな影響を与えて
います。
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循環型社会に向けたリサイクルの徹底［環境］

エアコンのリサイクル

9,419t（⽇本）  前年度⽐98%

修理・廃棄時のフロン回収

93万t-CO2（⽇本）  前年度⽐96%

顧客対応⼒の強化
アフターサービスお客様満⾜度［顧客満⾜］

4.05／5段階評価（⽇本）

社会からの要請・期待

循環型社会の形成には、エアコン⾃体のリサイクル、エアコンに使⽤されている冷媒の回収・リサイクルを徹底する必
要があります。

社会への影響を考慮した取り組み
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CSRと経営戦略

CSRマネジメントCSRマネジメント

CSR推進体制

グループ全体で統括的・横断的に推進

ダイキングループのCSRへの取り組みは、企業倫理・法令遵守の徹底を基盤とし、当社グループの本来の事業活動に
おいて社会への責任を果たしていくことを主体に活動しています。
CSR担当役員を委員⻑とし、CSR活動全体の⽅向付けと執⾏状況の監視・監督を担う「CSR委員会」のもとに、ス
タッフ部⾨である「CSR・地球環境センター」を設置して、グループ全体のCSR活動を統括的・横断的に推進していま
す。
2015年度は、外部からの期待・要請や事業拡⼤の加速など外部環境の変化を踏まえ、当社の果たすべき責任と提供
価値について、CSR委員会メンバーと議論。事業活動を通じて、社会的価値を創造し、社会と当社の持続可能な成⻑を
めざす姿勢を、2020年度までの戦略経営計画「FUSION20」に盛り込みました。

マテリアリティ（重要取り組み課題）

バリューチェーンを⾒渡して、マテリアリティを特定

2015年度に「FUSION20」の策定に合わせて、改めてダイキンにとっての重要性（マテリアリティ）を⾒直し、企
業と社会双⽅の持続可能な発展に向けたCSRの重点テーマとして「環境」「新価値創造」「顧客満⾜」「⼈材」の4
テーマを定めました。
これらを経営上重視することは戦略経営計画「FUSION20」にも織り込んでおり、今後、この4つのテーマごとに戦
略やグローバル化する事業が社会に与える影響を考慮してCSR⽬標・計画を策定予定です。

マテリアリティ選定プロセス

マテリアリティの評価にあたっては、ステークホルダー・エンゲージメントの内容や国際的なガイドライン、SRI調
査機関からの要請などを踏まえた「ステークホルダーの関⼼・影響」と、経営理念や中期経営戦略などに基づく「ダイ
キンにとっての重要性」の両⾯を考慮し、優先課題を選定しました。今後さらに社外の意⾒を広くお聞きし、中期的な
CSR⽬標・計画に反映していきます。
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マテリアリティの考え⽅

CSR活動の歩み

社会からの期待に応えるために重点テーマへの取り組みを深化

ダイキンはグローバル企業グループとして急速に拡⼤し、これにともなって、社会からの要請と私たちが果たすべき
CSR（企業の社会的責任）は重みを増しています。
私たちは、「グループ経営理念」を実践しながら、さまざまなステークホルダーの期待に応えてCSRを果たすべく努
めています。

2002年
「経営の基本となる考え⽅」を「グループ経営理念」として策定

世界中のお客様から信頼され、また国内外の従業員が誇りを持って働けるグループを実現するために、「グ
ループ経営理念」を策定しました。グループ全員が「経営の基本となる考え⽅」としてこれを共有して、従業
員⼀⼈ひとりの考え・⾏動の拠り所としています。
ダイキン⼯業をはじめグループ各社の経営⽅針や経営計画は、この経営理念に沿って策定しており、この経
営理念を体現することが、真のグローバルエクセレントカンパニーに近づくことだと考えています。

グループ経営理念（P20）

2005年
ステークホルダーへの責任に対するダイキングループの考え⽅を明⽰

ダイキングループのCSRとは、「グループ経営理念」を実践する事業活動を⾏い、さまざまなステークホル
ダーの期待に応えながら社会的責任を果たしていくことである、との考えを明⽰しました。

ダイキングループのCSRの考え⽅（P21）
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2008年
事業計画やステークホルダーへの影響を考慮して重点テーマを設定

空調機器とフッ素化学の世界的なメーカーとしての特性・事業計画を考慮して、「環境」「品質・CS（顧客
満⾜）」「⼈材」「社会貢献」の4分野を重点テーマと定めました。

2011年〜2015年
戦略経営計画「FUSION15」に基づいてCSR活動を積極的に推進

社会から求められていることを踏まえながら、2011年度からスタートした戦略経営計画「FUSION15」に織
り込みました。

CSRの⽬標と実績（P35）

2016年〜
戦略経営計画「FUSION20」に合わせて重点テーマを⾒直し

「FUSION20」の策定に合わせて改めてマテリアリティを⾒直し、企業と社会双⽅の持続可能な発展に向け
た「価値提供のCSR」として「環境」「新価値創造」「顧客満⾜」「⼈材」の4テーマと、「基盤的CSR」とし
て5テーマを定めました。

CSRと経営戦略（P15）
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インバータ機の普及拡⼤
ヒートポンプ式暖房機の普及拡⼤
省エネソリューション事業の展開
次世代冷媒の開発

特に成⻑著しい新興国で、環境配慮型製品の普
及推進

インバータ機などの販売拡⼤により、新興国のCO2排
出抑制貢献量3,000万t-CO2

節電ビジネスのグローバルでの需要創造
冷媒規制に対応した技術開発と商品投⼊で世界
をリード

新興国でのCO2排出抑制貢献量※1（ダイキン商品による）

R32エアコンの普及

全世界のCO2排出抑制貢献量※2

※2 インバータ機採⽤によるCO2排出抑制量とR32冷媒転換によ
るCO2排出抑制⽤の合計

CSRと経営戦略

CSRの⽬標と実績CSRの⽬標と実績

2016年度から新たなCSR重点取り組みテーマを策定していますが、ここでは、2015年度までのCSR重点取り組みテー
マに沿った⽬標・計画に基づき、2015年度の実績を報告します。
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ダイキン商品によるCO2排出抑制貢献量※1

※1 ⾮インバータ機の使⽤によるCO2排出量をベースラインと
し、当社が販売した省エネインバータ機によるCO2抑制量
を推計。排出抑制貢献量は年間抑制量×稼働年数で推定。

気候変動への対応 （P68）

活動ハイライト：環境―地球温暖化影響の抑制に
貢献する新たな市場環境を創り出す （P46）

温室効果ガス排出削減
⽔・資源の有効活⽤
化学物質削減

2015年度に温室効果ガスを2005年度⽐で1/3
に削減

温室効果ガスの削減⽐（イメージ）
気候変動への対応 （P68）
資源の有効活⽤ （P94）
化学物質の管理・削減 （P101）
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森林再⽣・植樹活動
環境教育

世界各地で⽣物多様性保全の取り組みを推進
※2 グリーンハート：地球を思いやり、環境を⼤切にする⼼。

広がるグリーンハート

⽣物多様性の保全 （P132）
環境保全（地域社会） （P243）
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安全・品質：お客様の視点に⽴って商品の安全性と品質の確保に努めます
CS（顧客満⾜）：最⾼のサービス品質（速さ・確かさ・親切さ）の実現に
努めます

世界各地の顧客信頼度を満たす最適・最良な品
質⽔準の確保
世界中の顧客ニーズに応える商品開発⼒の構築

グローバル開発体制へ転換、グローバル地域マーケ
ティングリサーチ機能強化 顧客満⾜ （P152）

活動ハイライト：顧客満⾜―「次の欲しい」を満
⾜させる商品をお客様が⾃ら選択できるようサ
ポートする （P55）

活動ハイライト：新価値創造―グローバルに異業
種・異分野と連携し社外との「協創イノベーショ
ン」を推進する （P52）

- 38 -
CSRと経営戦略



⼈材育成：事業の成⻑に⾒合った⼈材育成を全グループを挙げて実践しま
す
多様性の確保：年齢、性別、国籍、健常者・障がい者など異なる特徴を認
め合い、⼀⼈ひとりが主役となる多様性ある⼒強い職場をつくります
ワーク・ライフ・バランス：多様な働き⽅の推進など、ワーク・ライフ・
バランスに配慮した取り組みを推進します
労働安全衛⽣：快適で安⼼して働ける職場環境を整備し、従業員の⼼⾝両
⾯の健康を⼤切にし、従業員満⾜度を⾼めます

グループ各社が、経営理念や共通の⽅針・戦略
に基づきながら、⾃主性を発揮して縦横無尽に
活躍する多国籍企業グループの実現
本社・現地双⽅向コミュニケーション
⼥性・ベテラン層の活躍推進の加速

ダイバーシティ・マネジメントの推進

⼈材 （P167）
活動ハイライト：⼈材―全世界で⾼品質な製品づ
くりのために⽇本の技能を海外拠点に伝承する
（P58）
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「環境保全」「教育⽀援」「地域共⽣」への貢献を軸に、従業員が主体と
なって、各地域に役⽴つ社会貢献を実践しています

世界各地で現地に根ざし、尊敬され信頼される
企業としての社会貢献の実⾏

環境保全 （P243）
ＮＧＯとの協働
お客様との協働
従業員ボランティア

教育⽀援 （P245）
新興国への技術⽀援
次世代教育⽀援
奨学⾦・インターンシップ
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地域共⽣ （P249）
芸術・⽂化⽀援
スポーツ振興⽀援
地域市⺠活動

- 41 -
CSRと経営戦略



CSRと経営戦略

グローバル・コンパクトへの参加グローバル・コンパクトへの参加

国連グローバル・コンパクトへの参加

グループ⼀丸で活動を推進する体制を構築

ダイキン⼯業は、2008年10⽉、国連が提唱する「グローバル・コンパクト」への
賛同を表明し、参加することを決定しました。

グローバル・コンパクトは、1999年１⽉に開催された世界経済フォーラムにおい
てアナン前国連事務総⻑が提唱したもので、企業が社会の良き⼀員として⾏動するよ
う促し、持続可能な成⻑の実現をめざします。また、参加する世界各国の企業に対し
て、⼈権、労働、環境、腐敗防⽌の4分野について10原則を⽀持し、実践することを
求めています。

ダイキングループは、グループ各社の⾏動規範の指針となる「グループコンプライ
アンス指針」を2008年8⽉に改めて制定しました。また、ダイキングループの「企業
倫理ハンドブック」を2008年9⽉に改訂し、強制労働や児童労働の排除などの観点を
加えました。このように、グループ経営の中にグローバル・コンパクトの精神を反映させ、事業活動において実践する
ことにより、社会の持続可能な発展に貢献するとともに企業価値の向上に努めていきます。

グループコンプライアンス指針（P208）
コンプライアンス・リスクマネジメントの取り組み（P210）

グローバル・コンパクトの10原則

⼈権
企業はその影響の及ぶ範囲内で国際的に宣⾔されている⼈権の擁護を⽀持し、尊重する。1.
⼈権侵害に加担しない。2.

労働
組合結成の⾃由と団体交渉の権利を実効あるものにする。3.
あらゆる形態の強制労働を排除する。4.
児童労働を実効的に廃⽌する。5.
雇⽤と職業に関する差別を撤廃する。6.

環境
環境問題の予防的なアプローチを⽀持する。7.
環境に関して⼀層の責任を担うためのイニシアチブをとる。8.
環境にやさしい技術の開発と普及を促進する。9.

腐敗防⽌
強要と賄賂を含むあらゆる形態の腐敗を防⽌するために取り組む。10.
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環境 ⽇本の環境技術をグローバルスタンダードに──

新価値創造 お客様と社会の期待に応える新たな価値を
創出していくために──

2015年度

活動ハイライト活動ハイライト

地球温暖化影響の抑制に貢献する
新たな市場環境を創り出す

DAIKINʼS APPROACH
エアコンの気候変動への影響を緩和する環境技術を普
及させるために
新たな市場環境の創出によって現地市場、事業、環境
がともに「win-win-win」となる関係づくり

DAIKINʼS PERFORMANCE
低温暖化冷媒R32の普及に向けて全世界で基本的な特許を無償開放
インドで、現地の課題を解決し、R32を普及させる新たな市場環境を創造
政府・業界と協働での技術⽀援をタイで、マレーシアで展開
ダイキンの⽅針を明⽰して、世界で冷媒の環境影響抑制に貢献
インバータ技術の普及に⽋かせない性能を評価する基準の整備
インド政府を⽀援し、省エネ性能を適切に評価する指標・ラベルを導⼊

NEXT CHALLENGE
さまざまなステークホルダーと協働で新たな市場環境づくりを今後も推進

グローバルに異業種・異分野と連
携し社外との「協創イノベーショ
ン」を推進する

DAIKINʼS APPROACH
社内外との「協創」を推進して新しい価値の創造をめ
ざす

DAIKINʼS PERFORMANCE
技術開発機能を結集させたコア拠点「テクノロジー・イノベーションセンター」
社外との「協創」で独⾃技術「Airitmo（エアリトモ）」を次世代オフィスに活⽤

NEXT CHALLENGE
「空気・空間」の新しい価値を追求し社会課題の解決に貢献する
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顧客満⾜ 拡⼤するトルコ市場でお客様に喜ばれる商品
を提供するために──

⼈材 急激に増加した海外⽣産、そして海外従業員──

「次の欲しい」を満⾜させる商品
をお客様が⾃ら選択できるようサ
ポートする

DAIKINʼS APPROACH
お客様のニーズや期待に応える商品開発と情報提供

DAIKINʼS PERFORMANCE
お客様の理解しやすさに重点を置きWEBサイトとカタログを⼤幅改善
製品性能を体感いただけるショールーム「フーハ イスタンブール」
お客様⽬線でメリットを伝えられるよう販売店・代理店も対象に研修を実施

NEXT CHALLENGE
省エネ製品の認知度を⾼めることでお客様、環境双⽅に貢献

全世界で⾼品質な製品づくりのた
めに⽇本の技能を海外拠点に伝承
する

DAIKINʼS APPROACH
海外⽣産が急増する中で、技能伝承のグローバル体制
を整備

DAIKINʼS PERFORMANCE
技能の伝道師「マイスター制度」をグローバルに広げる
「技能オリンピック」の上位⼊賞者の6割以上が海外の技能者に

NEXT CHALLENGE
海外各拠点で「マイスター」の早期育成をめざす
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エアコンは⼈々に豊かで⽣産性の⾼い暮らしを提供する
⼀⽅、冷媒として使⽤されるフロンと電⼒消費に伴う気候
変動への影響は看過することができない社会課題です。特
に経済成⻑が⾒込まれる新興国ではエアコンの需要の拡⼤
に伴って温暖化影響も深刻化すると予測されています。こ
うした国・地域に低温暖化冷媒や省エネ性の⾼いエアコン
を普及させていくことは、地球全体の温暖化抑制にきわめ
て有効であると考えています。

ダイキンは世界で唯⼀、エアコンと冷媒の両⽅を⼿掛け
るメーカーとして、冷媒と電⼒消費の両⾯から、気候変動
への影響緩和に努めてきました。具体的には、従来冷媒に
⽐べて温暖化影響が⼩さいR32を採⽤したエアコンを全世
界に展開していくとともに、省エネ性能が⾼いインバータ
機についても、普及が進んでいない国々でのインバータ⽐
率の向上に取り組んでいます。

世界の温室効果ガス排出量の削減量予測
（住宅⽤エアコンの場合）

※ 2010年の世界の温室効果ガス排出量：490億t-CO2   （IPCC第
５次評価報告書、第3作業部会報告書）

注）ローレンスバークレー国⽴研究所 「Benefits of Leapfrogging
to Superefficiency and Low Global Warming Potential
Refrigerants in Room Air Conditioning(2015)」より、当社作
成。

⽇本の環境技術をグローバルスタンダードに──

地球温暖化影響の抑制に貢献する新たな市場環境を
創り出す

DAIKINʼS APPROACH

エアコンの気候変動への影響を緩和する環境技術を普及させるために
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新たな市場環境の創出によって現地市場、事業、環境がともに「win-win-win」
となる関係づくり

新しい低温暖化冷媒や省エネ技術を普及していくためには、環境影響の抑制効果を訴えかけることはもちろん、安全
性・経済性に対しても正しい理解を促していく必要があります。市場の既成概念を変え、新技術を適正に評価・活⽤で
きる仕組みを整えて、新たな市場環境を創り出していくことで、ようやく市場に受け⼊れられる技術となるのです。そ
れは1企業だけで進められるものではなく、現地の政府や業界団体、現地メーカーや据付業者など多様なステークホル
ダーと協働することで実現できるものです。

ダイキンは、⽇本政府や国連機関、国際機関と協⼒しながら、環境技術をグローバルに普及し、それにより新たな市
場創出を進めています。新市場を整備することによって、ユーザーに環境性能の⾼い製品を早くお届けできるだけでな
く、現地の技術レベルが向上し産業の発展につながります。さらに当社にとっても事業成⻑の機会が創出でき、環境影
響の抑制にも貢献するという、現地市場、事業、環境の三者に利益をもたらす「win-win-win」の関係づくりをめざし
ています。

環境配慮技術の普及に向けた新市場創出へのアプローチ

政府や国際機関と協業した新興国での技術⽀援を各
地で展開し低温暖化冷媒を全世界で普及させる
DAIKINʼS PERFORMANCE

低温暖化冷媒R32の普及に向けて全世界で基本的な特許を無償開放

オゾン層破壊と地球温暖化につながる従来の冷媒は「モ
ントリオール議定書」「京都議定書」によって使⽤が規制
されており、次世代冷媒への転換が急務となっています。
次世代冷媒の選択には、環境性・安全性・経済性などを総
合的に評価するのはもちろん、エアコン・給湯機・冷凍機
など⽤途に応じた適材適所の選択が必要です。ダイキン
は、国際的な議論を踏まえ、独⾃の評価・検討を重ねた結
果、現時点で住宅⽤・業務⽤エアコンの冷媒としてR32が
最適と判断し、全世界での普及を推進。2015年度末現
在、世界48カ国でR32を採⽤したエアコンを650万台販売しています。

さらなる普及に向け、各国のメーカーがR32エアコンを製造できるよう、2011年には、新興国で、R32を⽤いたエア
コンの製造・販売に関わる延べ93件の基本的な特許を無償開放しました。さらに2015年9⽉には、その範囲を全世界に
拡⼤。規制強化が進む先進国でも基本的な特許の無償開放に踏み切りました。今後、先進国の従来冷媒であるR410Aが
すべてR32に転換されれば、転換しなかった場合に⽐べ、2030年におけるHFCによる温暖化影響を、CO2換算値で約8
億トン（19％）削減できると予想しています。
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マレーシアでの技術⽀援

ダイキンが考える冷媒選択の⽅向性

注）ダイキングループが現在販売している代表的な製品についての冷媒選択の⽅向性を⽰しており、その他の製品では上図で⽰す冷媒以外
も使⽤される可能性があります。例えば、当社では製造しておりませんが、ウインド型エアコンや住宅⽤冷蔵庫には炭化⽔素系冷媒
（R600a、R290など）、カーエアコンにはHFO系冷媒が使⽤できる可能性があります。

インドで、現地の課題を解決し、R32を普及させる新たな市場環境を創造

R32という新しい冷媒の普及には、ダイキンが製造・販売するだけでなく、現地の理解と技術が必要です。多くの新
興国では、微燃性のあるR32が強燃性のプロパンと同じように考えられ、燃焼性が少しでもあると使⽤できないと判断
されていました。

そこで2012年度、⽇本の経済産業省の「地球温暖化対策技術普及促進事業」を受託したダイキンは、インドの4都市
8カ所でR32インバータエアコンの実証実験を実施。適切に扱えばR32が問題なく使⽤できることや、インバータとの
組み合わせで従来機に⽐べて30%以上のCO2排出量を削減できる可能性を⽰しました。さらに、2013年12⽉にはイン
ド政府関係者やインド冷凍空調⼯業会などを対象にセミナーを開催し、実証実験の結果やR32のメリットを説明し、
R32への理解促進を図りました。また、現地のエアコン据付・サービス技術者3,600名に対してR32を適切に扱うため
の研修を実施することにより、技術レベルの向上につながりました。

その結果、インドでは2014年にダイキンがR32エアコンを発売して以降、現地メーカーも含めて年間販売台数の
10％以上がR32エアコンです。

政府・業界と協働での技術⽀援をタイで、マレーシアで展開

インドでの取り組みによって、⽇本政府や現地国政府、
国際機関と連携しながら、現地の課題を明らかにしてR32
を普及させていくための経験やノウハウを蓄積することが
できました。これらの実績を踏まえて、2015年度からは
タイでも、世界銀⾏とタイ政府からの要請を受けて経済産
業省が⽴ち上げた⽀援プロジェクトに参画し、4⽉から現
地メーカーを対象にR32への転換に向けた技術⽀援などを
実施。続いて2016年2⽉には、マレーシア政府の要請に
よりマレーシアでも同様の⽀援を開始しています。

このように流通開拓や販売活動だけでなく、技能者の育
成や規格づくりへの⽀援など市場環境を整備してきた結
果、R32エアコンの世界展開による地球温暖化抑制への貢
献が評価され、平成27年度省エネ⼤賞「経済産業⼤⾂
賞」を受賞しました。
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ダイキンの⽅針を明⽰して、世界で冷媒の環境影響抑制に貢献

住宅⽤・業務⽤エアコンではR32の普及促進に世界的に取り組んでいますが、ダイキンの⽅針は、R32だけでなく、
「適材適所の冷媒を選択すること」です。こうした⽅針を明⽰し、冷媒を選択する際の判断材料としてもらうため、
2015年12⽉に「ダイキン冷媒ポリシーペーパー」を発⾏しました。「冷媒選択の多様性」「機器ごとの⽤途に応じた
適材適所の選択」といったダイキンの冷媒選択の考え⽅とともに、冷媒のライフサイクル全体にわたる環境影響の低減
をさらに推進する姿勢を表明しました。

エアコンのリーディングカンパニーとしての⽅針を明⽰し、今後さらに重要度の増す冷媒の適切な回収・再⽣に向け
て、さまざまなステークホルダーを巻き込みながら、適切な制度やインフラの確⽴などの仕組みづくりに取り組んでい
きます。

ダイキングループのR32エアコン累計販売台数

省エネ性能評価基準等の整備を⽀援して、新興国の
政府・業界団体とインバータ機の認知浸透へ
インバータ技術の普及に⽋かせない性能を評価する基準の整備

経済発展に伴う深刻な電⼒不⾜と地球温暖化対策の加速という課題を抱える新興国では、省エネ性の⾼いインバータ
機の導⼊が望まれています。インバータ機とは空調機の電圧・電流・周波数をコントロールするインバータ技術を搭載
したエアコンのことで、⾮インバータ機と⽐べ、消費電⼒を約30％削減できます。⽇本ではすでに100％普及していま
すが、例えば、⽇本・中国を除くアジアでのインバータ機⽐率は2割程度であり、世界に⽬を向けるとまだ普及は進ん
でいません。

その理由の⼀つに、インバータ機の省エネ性能を評価する仕組みが整備されていないことが挙げられます。エアコン
の省エネ性能を評価する指標として、以前は、気温の変化を考慮せず⼀定の効率でエネルギー消費量を計算する定格負
荷評価が⼀般的でした。しかし、温度変化に応じて最適な状態で運転するインバータ機の性能は、定格負荷評価では適
切に評価できないため、⽇本の空調業界が中⼼となり期間効率評価への変更を働きかけ、2013年には国際標準である
ISO規格となりました。この新しい指標の採⽤が始まりつつある新興国で、ダイキンは評価基準の整備を⽀援していま
す。
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世界の住宅⽤エアコンのインバータ機⽐率（2015年）

注）住宅⽤エアコン：ウインド・ポータブルを除く住宅⽤ダクトレスエアコン。北⽶のみ住宅⽤ダクト型エアコンを含む。 
（⼀社）⽇本冷凍空調⼯業会データを参考に当社作成。

インド政府を⽀援し、省エネ性能を適切に評価する指標・ラベルを導⼊

例えばインドでは、冷房運転の期間効率評価であるCSPFの導⼊⽀援に2013年度から取り組んできました。⽇本の経
済産業省や（⼀財）省エネルギーセンター、⽇系の他社メーカーとも協⼒し、インド政府に対してCSPFの有効性を説
明。また、評価機関に対して期間効率の計測⽅法を指導するなど、技術的観点から制度づくりを⽀援した結果、2015
年度にCSPFを評価基準とした、インバータ機を適正に評価する任意のエネルギーラベル制度が新たに発⾜。ダイキン
のルームエアコンが最初に新ラベルを取得しました。

さらに、インバータ機のエネルギーラベル制度の導⼊がすでに決定されているアセアン地域では、2016年度も引き
続き、（⼀社）⽇本冷凍空調⼯業会の取り組みに協⼒してCSPFへの理解を促し、各国で統⼀した制度の導⼊に向けて
⽀援をする予定です。規格化やエネルギーラベル制度によって、インバータ機の認知が広がり、省エネエアコンが普及
することで、エアコンに起因する温暖化影響の抑制につながることが期待されます。

インバータ機を適正に評価する指標に基づいた新しいエネルギーラベルが貼付されたエアコン（インド）
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評価指標の導⼊は、気候変動の緩和とインドの持続的発展
に貢献します

評価指標の導⼊は、インドで省エネエアコンの普及を加速させるた
めの重要なステップでした。ピーク時の電⼒負荷を減らすのに加え、
気候変動の緩和に⼤きく貢献します。空調業界と政府が緊密に協⼒し
ながら規格を開発しました。エアコンの効率を⾼め、インドの持続的
発展に貢献したダイキンの⽀援を評価しています。

インド電⼒省
エネルギー効率局 書記官
Sanjay Seth ⽒

エアコンと冷媒の両⽅を開発する唯⼀のメーカーと
して、ライフサイクル全体での温暖化影響を削減す
る

NEXT CHALLENGE

さまざまなステークホルダーと協働で新たな市場環境づくりを今後も推進

エアコンの地球温暖化への影響をダイキンの冷媒技術とインバータ技術の双⽅で抑制するため、⽇本政府や各国政
府、国際機関、業界団体など、さまざまなステークホルダーと連携してきました。その取り組みにより芽吹いた新たな
市場環境の創造は、少しずつ軌道に乗り始めています。

ダイキンでは、今後もさまざまなステークホルダーを巻き込みながら、こうした環境技術の普及に向けた制度づくり
やインフラの整備などを推進していくことで、⾃社だけでなく、現地市場、事業、環境がともに利益を享受できる
「win-win-win」の関係を構築していきます。そして、エアコンと冷媒の両⽅を開発する唯⼀のメーカーの使命とし
て、ライフサイクル全体での温暖化影響の削減をめざします。
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「社内協創」と「社外協創」

お客様と社会の期待に応える新たな価値を創出していくために──

グローバルに異業種・異分野と連携し社外との「協
創イノベーション」を推進する

DAIKINʼS APPROACH

社内外との「協創」を推進して 新しい価値の創造をめざす

多様化する顧客ニーズに応え、社会に貢献する新しい価
値を⽣み出すためには、まずダイキンが持つコア技術「イ
ンバータ技術」「ヒートポンプ技術」「フッ素化学技術」
を徹底的に⾼度化し、世界No.1の技術⼒を構築していく
ことが重要です。さらに、そこに情報通信技術、センサー
技術、先端材料・加⼯技術、医療・ヘルスケア技術といっ
た世界最先端技術を融合させることで、新しい顧客価値を
⽣む商品・サービスを創出する、いわゆる「モノ＋コトつ
くり」に挑戦していく必要があります。

技術の進歩がかつてない勢いで加速している現代において、新たな価値を創造していくためには、既存の枠を越え
た、多種多様な知識や技術の組み合わせによる「協創イノベーション」が求められます。鍵となるのは、いかに社内外
の⼒を結集し、⼈々のライフスタイルを変えるような驚き・喜び・感動を与える新商品・サービスが提供できるか。ま
た、環境問題、健康・医療といった現代社会が抱えるさまざまな課題の解決に貢献する技術を⽣み出すことができる
か。そこで、ダイキンでは社内外の「協創」を推進し、新たな価値の創出による社会への貢献をめざし、2015年11⽉
に「テクノロジー・イノベーションセンター」（TIC）を設⽴しました。
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「3×3 Lab Future」の次世代オフィスに「Airitmo」を搭載したオ
フィスチェアを設置

DAIKINʼS PERFORMANCE

技術開発機能を結集させたコア拠点「テクノロジー・イノベーションセンター」

⼤阪府摂津市に開設したTICには、技術開発のコア拠点として、さまざまな分野の技術者約700名が結集しました。
ダイキングループの技術者の総⼒を集め、テーマの探索、新技術の研究、開発、事業化といったそれぞれの段階で、
TICと社内の他の部⾨とが組織の垣根を越えて「協創」することで、技術の創出にとどまらずスピーディな製品化をめ
ざしています。

同時に、異業種・異分野のユニークな技術を持つ企業・⼤学・研究機関との連携・提携を強化することで、世界中の
⼈・情報・技術を呼び込み、社外との「協創」によるイノベーションを⽣み出していくこともTICの重要なミッション
の⼀つです。

こうした社内外の「協創」を促進するため、TICには、すぐに打ち合わせができる「ワイガヤステージ」や社内外の
パートナーと議論するための「フューチャーラボ」、当社のコア技術や開発中の先端技術を⾒ながら知恵を出し合うた
めの「知の森」など、技術者が集まり活発な議論ができる⼯夫を随所に凝らしています。

加えて、国内外の⼤学教授や各界のオピニオンリーダーに⾃由に使っていただけるフェロー室を⽤意。ノーベル化学
賞を受賞した根岸英⼀⽒（パデュー⼤学特別教授）による技術指導をはじめ、これまで共同研究開発を推進してきた京
都⼤学、⼤阪⼤学、奈良先端科学技術⼤学院⼤学の産学連携本部のサテライトオフィスとしても運⽤しています。

こうした社内外の「協創」を促進できるよう、エアコンから出る電磁ノイズを室内機・室外機に分けて計測できる世
界初の「電波暗室」や、実際に⼈が⽣活できる環境を構築した「睡眠・代謝実験室」など、世界最⾼レベルの設備を設
けています。

協創イノベーションによって空気環境と⼈の⼼や体
の関係に踏み込んだ新たな⽣活価値を創造する
社外との「協創」で独⾃技術「Airitmo」を 次世代オフィスに活⽤

「協創」によってダイキンがめざしているのは、空調に
よって空気や空間をコントロールするだけでなく、住空
間、町、都市、広域インフラまで研究テーマの対象を広
げ、空気環境と⼈体の関係を⽣理学や⼼理学にまで踏み込
んだ新たな⽣活価値創造です。

⼀例としてダイキンでは、15年前から⼈の状態を検知
するセンシング技術に着⽬し、空調による睡眠環境の改善
をテーマにした研究開発を⾏ってきました。その成果とし
て、独⾃のセンシング技術「Airitmo」を開発。チューブ
内の空気の振動を測ることで、⼼拍や呼吸、体動（⾝じろ
ぎ）、さらには睡眠状態やストレスといった⾝体情報を測
定することができます。何も⾝につけずに計測できるた
め、どんな⼈にとっても⾝体に負担をかけずに使えます。
この技術を使って、睡眠の深さを測定し、空調を最適に制
御する睡眠時専⽤コントローラー「soine」などを実⽤化してきました。

本技術を応⽤し、「Airitmo」を搭載したオフィスチェアを、2016年3⽉に三菱地所（株）がビジネス交流施設とし
て開設した「3×3 Lab Future」に設置。季節ごとのオフィスの室内環境と働く⼈の⼼体の状態との相関を2年かけて共
同で検証し、個⼈の健康状態に合わせた空気環境を実現することで、快適性や⽣産性をさらに向上させ、仕事がはかど
るような次世代オフィス空間の実現をめざしていきます。
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社会課題の解決にも貢献しうる今までにない価値の創出に
期待します

TICには、エネルギー消費ゼロの空調システムや持ち運びできるモ
バイル空調など、社会の多様性に応じて カスタマイズした、今までに
ない「新しい価値」を創り出してほしいと思います。室内だけでな
く、室外にも視点を広げることで、⼤気汚染や気候変動といった社会
課題の解決にも貢献していけるのではないでしょうか。

世界グリーン
ビルディング協会
副会⻑
Tai Lee Siang ⽒

NEXT CHALLENGE

「空気・空間」の新しい価値を追求し社会課題の解決に貢献する

このセンシング技術「Airitmo」は、健康で快適な空気環境を実現する空調機の開発には⽋かせない技術であり、TIC
における重要な研究テーマでもあります。今後、社内外の協創イノベーションを推進しながら、深刻化する⾼齢化社会
における課題など、さまざまな社会課題の解決につながる「空気・空間」の実現をめざしていきます。課題は、多様な
発想・アイデアを、どう技術に落としこんでいくか。TICを拠点に、技術者だけでなく、社会科学、⼈類学、認知科学
の知識とも融合させ、新たな「空気・空間」の価値を創出していきます。
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Miyora トルコで好まれるシンプルなパネルを採⽤

拡⼤するトルコ市場でお客様に喜ばれる商品を提供するために──

「次の欲しい」を満⾜させる商品をお客様が⾃ら選
択できるようサポートする

DAIKINʼS APPROACH

お客様のニーズや期待に応える商品開発と情報提供

ダイキングループは世界各地でマーケティングリサーチ
機能を強化し、お客様の声を製品開発やサービス向上に活
かしています。

ダイキントルコ社では、モダンなインテリアを好むとい
う現地市場調査の結果から、室内機デザインに⼯夫を凝ら
したトルコ専⽤モデルを投⼊。2015年度の新商品Miyora
はグッドデザイン賞を受賞しました。

著しい経済発展を背景に空調市場が急拡⼤しているトルコですが、エアコンが⼀般家庭に普及し始めたのは近年のこ
とです。トルコの家は、部屋の⼤きさや天井の⾼さが多種多様なため、最適なエアコンサイズを選ぶことが難しいこと
に加えて、冷房能⼒以外の省エネ性能や除加湿、除菌などの機能の効果がよくわからないという声がお客様から寄せら
れていました。

そこで、ただ部屋を冷やすだけでなく、環境性・快適性・利便性をも提供したいと考えるダイキントルコ社では、お
客様への情報提供を強化し、最適なエアコンのサイズや省エネ機を選択することが電気代の削減だけでなく環境保全に
もつながることを伝えています。また、湿度コントロールによる冷やしすぎ防⽌の機能が健康・快適にもつながるなど
機能⾯のメリットもわかりやすくお伝えし、お客様の納得した商品選択につながるよう取り組んでいます。
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WEBサイトでの商品検索プログラム
部屋の⽤途や天井の⾼さ、窓の数や⽅⾓、都市名などの情報から エ
アコンサイズを⾃動計算、最適な機種を⼀覧表⽰

データや写真を⽤いた わかりやすいカタログに改善

ダイキンは世界中のショールームで、最先端の機器・ソ
リューションを展⽰し、お客様が商品を検討する際の参考
にしていただいています。トルコでは製品を展⽰するだけ
でなく、“空気”をテーマとした体感型ショールーム「フー
ハ イスタンブール」を2015年6⽉にオープン。現在の主
な来訪者は販売店や建設会社ですが、⼀般のお客様にも気
軽にご訪問いただけるよう案内しています。機能や効果を
体感していただくことで、製品への意⾒を収集する場にし
ていきます。

「フーハ イスタンブール」を活⽤し、販売店・代理店に向けて製品
性能の理解を促進

DAIKINʼS PERFORMANCE

お客様の理解しやすさに重点を置きWEBサイトとカタログを⼤幅改善

ダイキントルコ社では、お客様⾃⾝が最適なエアコンを選択する助けとなるよう、WEBサイトでの情報提供に⼒を⼊
れています。

例えば、お客様がWEB上でエアコンを設置する部屋の情報を⼊⼒すると、空調能⼒を⾃動で計算し、最適な機種を表
⽰する商品検索プログラムを搭載。さらに希望価格や省エネラベルのランクからも検索が可能で、お客様が希望する商
品の情報へアクセスしやすくなりました。

また、品質や機能、環境性など、商品の特徴をきちんと伝えるため、商品カタログを⼤幅に改善しました。
例えば「うるるとさらら」の無給⽔加湿機能の説明として、仕組みを図解するほか、加湿機能の必要性や、湿度コン

トロールがもたらす快適性、除菌などのメリットをデータや写真を⽤いてわかりやすく紹介しています。

お客様が満⾜のいく商品選択に向けてきめ細かく対
応できる⼈材を育成する
製品性能を体感いただけるショールーム「フーハ イスタンブール」
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トルコのお客様が満⾜・納得する商品選びのためには、
まずお客様に接するセールス担当者が製品を理解し、質の
⾼い提案・サービスを実現していくことが⽋かせません。
ダイキントルコ社では従来から、従業員だけでなく代理
店・販売店をも対象とした「ダイキン・トルコ・アカデ
ミー」を開講。トルコ国内各都市や周辺国で営業研修、商
品研修、サービス研修、語学教育などさまざまな研修を実
施し、スキルアップを図っています。

2016年度は、新しく作成したカタログを⽤いて、ダイ
キングループの強みである省エネ製品について代理店・販
売店、約1,500名を対象に教育を実施する予定です。ま
た、トルコで2018年に施⾏が予定されているEUの省エネ
製品に関する規制「ErP規制とエネルギーラベル」や「グ
リーンビルディング認証」などをテーマにした講座も開講
し、お客様の環境ニーズの⾼まりに対しても、販売店・代
理店と共に迅速に応えられるよう努めています。

「ダイキン・トルコ・アカデミー」でR32冷媒の特性について学ぶ

理解しやすい新カタログのおかげでお客様の納得度が⾼ま
りました

トルコではエアコンの機種を選定するのにお客様の⾃宅を訪問する
ことが多く、カタログは⽋かせません。ダイキンの新しいカタログは
機能の必要性や効果が図や写真で説明されています。エアコンに詳し
くないお客様にも理解していただきやすく、具体的な質問も増え、コ
ミュニケーションツールとして活躍しています。ダイキンの実績や技
術⼒なども説明されており、お客様の納得度も⾼まりました。

ダイキン販売店
Koneva Mühendislik
社⻑
Mira DEMÍR ⽒

お客様⽬線でメリットを伝えられるよう販売店・代理店も対象に研修を実施

NEXT CHALLENGE

省エネ製品の認知度を⾼めることでお客様、環境双⽅に貢献

今後もトルコのお客様に対して、省エネ性能の⾼いエアコンを納得して選んでいただけるよう、提案⼒の向上に努め
ていきます。快適性や経済性などのメリットでお客様にご満⾜いただきながら、地球環境に配慮した製品を普及させ、
市場の環境負荷の低減にも貢献していきたいと考えています。

- 57 -
活動ハイライト



技能伝承のグローバル体制

急激に増加した海外⽣産、そして海外従業員―

全世界で⾼品質な製品づくりのために⽇本の技能を
海外拠点に伝承する

DAIKINʼS APPROACH

海外⽣産が急増する中で、 技能伝承のグローバル体制を整備

モノづくりのベースとなる技能――ろう付け、旋盤加
⼯、板⾦加⼯、アーク溶接、⾦型製作、治⼯具仕上げなど
は、エアコンを製造するための原点であり、⽣産ラインが
⾃働化されても、⼈の⼿で⾏えるよう伝承していかなけれ
ばなりません。技能の伝承を通じて技能者が⾃らの仕事に
情熱や誇りを持ち、⾃主的に品質改善へ取り組むことが、
継続的な品質向上につながるからです。ダイキンは、秀で
た基本技能を持ち、またそれらを指導できる技能者の育成
に⼒を⼊れています。
⽇本では2000年代、⾼い技能を持つ「団塊の世代」が⼀⻫退職するのを受け、ダイキン固有の技能をいかに継承す
るかが課題になりました。また、海外の⽣産拠点が急激に増加する中、各地域・各拠点で技能者の育成が急がれていま
した。
そこで全社的な技能伝承委員会を発⾜。卓越した技能者を「マイスター」に、その候補者を「トレーナー」に認定
し、国内外で技能者の育成にあたる仕組みを整えました。2013年以降、海外4地域でも技能伝承委員会を設⽴し、⽇本
と同じようにマイスター・トレーナーが技能を指導する環境を整備するなど、各地域内での⾃⽴的な技能伝承をめざし
ています。
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DAIKINʼS PERFORMANCE

技能の伝道師「マイスター制度」をグローバルに広げる

トレーナーがマイスターに認定されるには、⾼い技能はもちろん、優れた指導⼒が必須です。国内にあるグローバル
研修所「ダイキンアレス⻘⾕」では、マイスターが直接トレーナーを指導する16週間の研修を実施。指導の理論や技能
の基礎知識を学ぶとともに、実習を通じて、相⼿にわかりやすく伝える指導⼒や、製造⼯程の問題を解決する改善提案
⼒を⾝に付けます。⾃らの知識を惜しみなく伝えるマイスターの姿を⽬の当たりにすることは、トレーナーの、ダイキ
ンの技能者としての誇りや情熱、後進を指導することへの意欲を⾼めることにつながっています。
例えば、ろう付けの優れた技能を持つダイキンヨーロッパ社のベルギー⼈トレーナーは、⾃⼯場の技能者の指導⽅法
を改善し、品質向上に貢献。ろう付け不良率を1／3に低減させた成果と、他拠点や取引先の技能者にも指導してきた経
験から、2015年度に初の外国⼈マイスターに認定されました。これは欧州地域での技能伝承において⾃⽴化の⼀歩で
あり、後進の技能者にとってもマイスター認定に対するモチベーション向上につながっています。

卓越技能者の育成体系

海外拠点における技能の「⾃⽴」の核としてマイス
ターを育成する
「技能オリンピック」の上位⼊賞者の6割以上が海外の技能者に

技能伝承のもう⼀つの柱が「技能オリンピック」です。
技能者が互いに⾝に付けた技能を競い合い、⾼め合うもの
で、2004年から2年に1回開催。優れた成績を残した技能
者がトレーナー候補となっています。
参加拠点数は年々増え、海外参加者の上位⼊賞率も向上
しています。2014年10⽉に開催した第6回⼤会には、13
カ国28拠点から各拠点の予選を勝ち抜いた145名（うち
海外70名）が参加。上位⼊賞者33名のうち、64％にあたる21名が海外拠点からの参加者でした。こうした評価の場が
あることは、モチベーションの向上とともに、海外技能者の定着にもつながっており、技能が社外に流失することも防
いでいます。
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技能オリンピックグローバル⼤会

これからも私の夢と技能を世界中の若い技能者へ伝えてい
きます

マイスターとして、若い世代の⽅々に、⾃⾝の経験を共有し、技能
を指導できることは、光栄であり喜びを感じています。私は指導する
とき、次の3つを伝えています。「誇りと忠誠⼼を持つこと」「夢を持
ち続けること」「情熱とこだわりを持って挑戦すること」。今後も私
の夢と技能を、世界中に伝えていきたいと考えています。

ダイキン
ヨーロッパ社
Marc Bertens

NEXT CHALLENGE

海外各拠点で「マイスター」の早期育成をめざす

今後は海外各地域の技能伝承委員会を主体に、技能伝承の主体となるマイスターの早期育成をめざし、「技能」「指
導⼒」「改善提案⼒」を⾝に付けた技能者を、各拠点内で⾃⽴的に育成できる体制づくりをさらに進めていきます。技
能と意欲を⾼めることで、世界中どこでもダイキン品質を確保し、グローバルな競争に勝ち続ける企業グループをめざ
します。
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環境基本⽅針と環境⾏動計画

ダイキングループは環境基本⽅針と5
年ごとの環境⾏動計画を策定し、計画
的に環境保全を進めます。

事業活動における
環境負荷の全体像

事業活動における環境負荷の全体像
（インプット・アウトプット）を報告
しています。

環境活動の歩み

ダイキングループの環境保全活動の年
表を掲載しています。

価値提供のCSR

環境環境

企業の成⻑と環境貢献を両⽴させる

気候変動をはじめとする環境問題への対策はメーカーの必須課題です。加えて、ダイキング
ループの事業の柱であるエアコンは使⽤時に多くの電⼒を消費し、冷媒として使⽤されるフロン
は気候変動に影響を与えます。サプライチェーン全体での温室効果ガス排出量低減に取り組むと
ともに、気候変動への影響を緩和する製品・サービスの開発・提供に努め、加えて環境社会貢献
活動に取り組むことで、持続的な企業成⻑と環境貢献の両⽴をめざします。

先進技術と市場をつなぎ、環境・エネルギー問題の解決に貢献します
商品開発、⽣産、販売など経営全般にわたり、あらゆる地球環境の維持向上活動を展開するとともに、よ
り良い環境社会を実現するための商品開発や技術⾰新を推進し、環境・エネルギー問題の解決に貢献しま
す。
なかでも、エアコン使⽤時の電⼒消費と冷媒として使⽤されるフロンは気候変動に与える影響が⼤きい
と認識し、重点的に取り組んでいます。
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気候変動への対応

製品の省エネ化と低温暖化冷媒の開
発・普及を最重要テーマとして取り組
むとともに、⽣産時の温室効果ガス排
出削減にも注⼒しています。

資源の有効活⽤

廃棄物の発⽣量削減やリサイクルに取
り組みます。また⽔資源の有効活⽤に
も努めています。

化学物質の管理・削減

⽣産⼯程で取り扱う化学物質に対して
⾃主規定を設け、厳しく管理していま
す。

環境マネジメント

グループ全体を包括するグローバルな
環境マネジメントシステムを構築して
います。

⽣物多様性の保全

「事業活動」と「環境貢献活動」の両
⾯から⽣物多様性の保全に取り組んで
います。

エコ・ファースト企業認定

環境省の「エコ・ファースト企業」の
認定を受けています。
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環境

環境基本⽅針と環境⾏動計画環境基本⽅針と環境⾏動計画

グループ環境基本⽅針

環境理念

環境社会をリードする

地球環境への積極的な対応は、さまざまな事業を展開する私たちの使命であり、これを優先して経営に組み込んでい
きます。

商品開発、⽣産、販売など経営全般にわたり、あらゆる地球環境の維持向上活動を展開するとともに、より良い環境
社会を実現するための商品開発や技術⾰新を推進します。

「環境対応は重要な経営資源」と捉え、環境対応と企業経営を融合し、環境対応の実践が、外部からの信頼の獲得や
事業の拡⼤、さらには業績の向上につながるという「環境経営」の先進企業であり続けます。そして良き地球市⺠とし
て、快適な地球環境をつくりあげる活動の⼀翼を担います。

⾏動指針

グループ全員が環境問題への知識を深め、社会全体とのかかわりに責任を持って⾏動する。1.

グループで「環境経営」を積極的、かつ効率的に実践するために、環境マネジメントシステムを構築し、その徹底
とさらなる向上をはかる。

2. 

商品開発、⽣産、販売、物流、サービス、リサイクルなど事業全般にわたって環境活動を展開する。特に、地球環
境の維持向上に貢献できる商品開発や技術⾰新、さらには環境ビジネス展開で社会をリードする。

3. 

グローバルに整合した施策を展開するとともに、国や地域の特性に応じた環境対策を推進する。さらに、関連企業
や外部の組織・機関との連携、協業を積極的に進める。

4. 

環境に関する情報を正直かつ公平に開⽰する。また、社内外の意⾒に率直に⽿を傾け、環境保全活動の継続的な改
善に活かす。

5. 

ダイキンの環境シンボルマーク

2002年2⽉、当社の環境シンボルマークを策定しました。環境保全活動は⼀⼈ひと
りの⼩さな⾏動の積み重ねの総和が⼤きな成果をあげていくものです。従業員⼀⼈ひ
とりがグリーンハート（＝地球を思いやり、環境を⼤切にする⼼）を持って⾏動する
という決意を、緑のハート型の地球で表現しました。
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環境⾏動計画2015

ダイキングループでは、環境保全を重要な経営課題の⼀つとしています。戦略経営計画に基づき、環境⾏動計画を策
定、「地球環境への積極的な貢献と事業拡⼤の両⽴」をめざし取り組んでいます。

2015年度を⽬標年度とした環境⾏動計画2015では、「環境調和型製品の提供」「環境に配慮した⼯場・オフィス」
「ステークホルダーとの環境協働」の3項⽬で取り組んできました。

「環境調和型製品の提供」では、新興国で省エネインバータ機の普及拡⼤によりCO2排出量を2,993万t-CO2抑制す
ることができたと算出。それに加えて、先進国での省エネ機器や低温暖化冷媒R32の普及で487万t-CO2の排出抑制に
貢献できたと試算しており、2015年度は、3,480万t-CO2の排出抑制に貢献しました。

「環境に配慮した⼯場・オフィス」では、温室効果ガス排出量2005年度414万t-CO2の1/3（67%削減）という⽬標
に対し126万t-CO2の排出量で70%削減となり、⽬標を達成できました。

「ステークホルダーとの環境協働」では、21拠点で⽣物多様性の保全活動などを継続し、従業員の環境意識を⾼め地
域とのつながりを深めることができました。

2016年度からは、2020年戦略経営計画「FUSION20」に基づいた環境⾏動計画2020がスタートします。新興国で
のインバータ普及だけでなく、低温暖化冷媒と先進国での省エネ機器普及での貢献も⽬標に加え、製品を通じて6000
万t-CO2の温暖化影響抑制をめざします。

- 65 -
環境



環境⾏動計画2015

⾏動⽬標 2015年度⽬標値 2015年度実績 ⾃⼰評価

環境調和型製品の提供 お客様の省エネに貢献する商品を世界中で提供します

省エネエアコンの普及拡⼤による
CO2排出削減

次世代冷媒の開発

ヒートポンプ式暖房機の普及拡⼤
省エネソリューション事業の展開

インバータ機の普及拡⼤により、新興
国のCO2排出抑制貢献量注3,000万t-
CO2

R32エアコンの普及

注 ⾮インバータ機の使⽤によるCO2排出量を
ベースラインとし、当社 が販売した省エネ
インバータ機によるCO2抑制量を推計。排出
抑制 貢献量は年間抑制量×稼働年数で推定。

CO2排出抑制貢献量
2,993万t-CO2

注 第三者レビュー対象

48カ国で650万台販
売

環境に配慮した⼯場・オフィス ⽣産活動等での環境負荷を最少化します

温室効果ガス CO2排出量を削減

2005年度⽐2015年度1/3に
（67％削減） 70％削減

⽇本
エネルギー起因CO2を2005年度
⽐原単位20％削減

23％削減

海外
エネルギー起因CO2を2010年度
⽐原単位10％削減

3％増加

排出物 資源を有効活⽤し、
総排出物量を削減

⽇本

機械系：2010年度⽐原単位5％
削減 9％削減

化学系：2010年度⽐原単位10％
削減 19％削減

海外 2010年度⽐原単位10％削減 3％削減

⽔ 使⽤量を削減
⽇本 2010年度⽐原単位5％削減 4％削減

海外 各拠点2010年度⽐原単位10％削
減 18％削減

化学物質 環境負荷物質の
排出削減

⽇本

PRTR法対象物質排出量を2010
年度⽐15％削減 23％削減

VOC対象物質排出量を2010年度
⽐20％削減 19％削減

海外 VOC対象物質排出量を2010年度
⽐原単位10％削減 19％削減

グリーンハート
ファクトリー 環境先進⼯場の実現

主要⽣産拠点をスーパーグリーンハー
トファクトリーに

国内3拠点、
海外4拠点

すべての⽣産拠点をグリーンハート
ファクトリーに

国内5拠点、
海外20拠点

グリーンハート
オフィス 環境先進オフィスの実現 国内主要拠点をグリーンハートオフィ

スに 国内2拠点

ステークホルダーとの環境協働 世界中にグリーンハートの輪を広げます

環境社会
貢献活動

地域・⾃治体・NGO等と
連携し、地域特性に応じた
環境社会貢献活動の実施

世界各拠点で環境社会貢献活動（森林
再⽣・植樹、環境教育、事業所内⽣物
多様性保全）を継続実施

世界21拠点で実施

⾃⼰評価：⽬標の達成度を3段階で⽰しています。

：成果を上げました。   ：あと⼀歩で成果につながります。   ：努⼒しています。
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環境

事業活動における環境負荷の全体像事業活動における環境負荷の全体像

2015年度 ダイキン⼯業単独の値／（）内：グローバルグループの値
（※1 ⽇本、中国、アジア・オセアニア・欧州合計の値です）
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エアコンは多くの電⼒を消費する商品であり、
また冷媒として使⽤されるフロンにはオゾン層へ
の影響や温室効果があります。特に経済成⻑が⾒
込まれる新興国では、エアコンの需要の拡⼤に
伴って気候変動への影響も深刻化すると予測され
ています。
ダイキングループは、低温暖化冷媒と省エネ技
術の両⾯から、製品が及ぼす気候変動への影響緩
和に注⼒しています。

エアコンの省エネルギー性向上

ライフサイクルごとに環境影響を定量的
に評価し、電⼒消費の少ない製品・ソ
リューションを開発しています。

冷媒の環境負荷低減

気候変動への影響の少ない冷媒の開発・
普及に努めています。

インバータ機の普及促進

省エネ性の⾼いインバータエアコンを全
世界に広く普及させることに⼒を⼊れて
います。

ヒートポンプ式暖房・
給湯機の普及促進

省エネ性の⾼いヒートポンプ技術を⽤い
た給湯器や暖房機の開発に取り組んでい
ます。

フッ素化学製品、油圧機器製品
での省エネルギー

フッ素化学製品や油圧機器で、エネル
ギー消費の少ない製品を開発していま
す。

⽣産・輸送時の
温室効果ガス削減

⽣産・輸送に伴うエネルギー起源CO2の
排出削減に取り組んでいます。

フロンの回収・破壊

冷媒の⼤気への排出を防⽌し、確実に回
収する仕組みを構築し、適切な破壊処理
しています。

環境

気候変動への対応気候変動への対応

気候変動への対応の基本的な考え⽅

加えて、⽣産・輸送時の温室効果ガス排出削減に努めるとともに、⽣産から製品の廃棄に⾄るフロンの適切
な回収・破壊に取り組んでいます。
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気候変動への対応

エアコンの省エネルギー性向上エアコンの省エネルギー性向上

ライフサイクルアセスメント

使⽤時の省エネと冷媒影響削減に注⼒

製品のライフサイクルごとに環境影響を定量的に把握するLCA（ライフサイクルアセスメント）の⼿法を⽤いて、エ
アコンの温暖化影響を評価しています。

エアコンによる温室効果ガス排出量は、使⽤時の影響が最も⼤きく、次いで冷媒による影響が⼤きくなっています。
そこで低温暖化冷媒であるR32を採⽤し、その特性を活かした省エネ化を進めることで、CO2排出量を住宅⽤では約
21%、業務⽤では約34%削減しました。

LCA事例：ライフサイクルCO2排出量の⽐較注1

注1 住宅⽤エアコンは2.8kWクラス、業務⽤エアコンは14kWクラスでの当社基準による算出。
注2 期間消費電⼒量：住宅⽤は⽇本⼯業規格（JIS）、業務⽤は（⼀社）⽇本冷凍空調⼯業会の規格を使⽤。
注3 冷媒影響は使⽤時と廃棄・リサイクル時の平均漏れ率を考慮し、単位重量あたり温暖化係数より算出。

エアコンの省エネルギー性能向上

APF（通年エネルギー消費効率注1）とIPLV（期間成績係数注2）を向上

エアコンにおいて、設計から製造、使⽤、廃棄に⾄るライフサイクルのうちCO2排出量が最も多いのは使⽤段階で
す。

そのため、ダイキングループでは、製品の環境⾃主基準において、使⽤段階における省エネ性の項⽬をより厳しく設
定し、製品の省エネルギー性向上に注⼒しています。
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2016年2⽉に発売した店舗・オフィスエアコンでは、1.5〜6⾺⼒の全シリーズでR32を採⽤し、APF（通年エネル
ギー消費効率）を0.1〜0.4向上させました。また、住宅⽤エアコンや床暖房・給湯器でもR32冷媒を採⽤し、2015年
11⽉発売の「新うるさら7」でもＡPF向上に取り組みました。

2015年12⽉に発売したビル・⼯場⽤途の空調熱源機スタイルフリーチラー「JIZAI（ジザイ）」は、ビル⽤マルチエ
アコンに採⽤している新型スクロール圧縮機を搭載し、低回転時の圧縮漏れを極⼩化することにより、IPLV（期間成績
係数）を約16%向上させました。

注1 APF（通年エネルギー消費効率）：1年を通して、ある⼀定条件のもとにエアコンを使⽤した時の消費電⼒量1kWhあたりの冷房・暖房
能⼒を表したもの。値が⼤きいほど、省エネ性能が⾼くなります。

注2 IPLV（期間成績係数）：空調負荷の異なる4つの冷房COPの加重平均にて算出した省エネ係数で、パッケージエアコンのAPFに相当しま
す。実際の空調運転の⼤半は部分負荷運転をしており、IPLVの数値が⾼いほど、実⽤省エネが優れていることになります。

消費電⼒量とエネルギー消費効率（住宅⽤エアコン）注1

注1 2.8kWクラス当社試算。⽇本⼯業規格（JIS）条件による。
注2 ⼨法規定タイプの場合。
注3 2012年度まではJIS C 9612:2005規格に、2013年度より新基準JIS C 9612:2013規格に準拠し測定。

消費電⼒量とエネルギー消費効率（業務⽤エアコン）注

注 14.0kWクラスでの当社試算。⼀般社団法⼈ ⽇本冷凍空調⼯業会条件、⽇本⼯業規格（JIS）条件による。
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ビル⽤マルチエアコン「VRVシリーズ」が平成27年度省エネ⼤賞を受賞

ビルにおけるエアコンの年間使⽤状況は、真夏や真冬のように負荷が⾮常に⾼い中で運転する時間は短く、運
転時間の約90％は外気温と設定温度の差が少ない低負荷時が占めており、負荷が少ないときにどれだけ効率よく
運転するかが消費電⼒削減のポイントでした。

ビル⽤マルチエアコン「VRVシリーズ」は圧縮漏れ・ロスを極⼩化する新型スクロール圧縮機と、冷暖房時の
負荷に合わせて全⾃動で冷媒温度をコントロールする新しい制御技術などで、快適性を維持しながら無駄を抑制
し年間の消費電⼒を当社従来機⽐約21％削減。優れた省エネ性が評価され、平成27年度省エネ⼤賞「省エネル
ギーセンター会⻑賞」を受賞しました。

店舗・オフィス⽤エアコン「FIVE STAR ZEAS」新たな気流⽅式で約15％の省エネ

2016年2⽉に発売した店舗・オフィス⽤エアコン「FIVE STAR ZEAS」の新モデルは、気流を下⽅向に吹き出
していた従来の天井カセット形エアコンの暖房⽅法を根本から⾒直し、⽔平⽅向に吹き出す新たな気流⽅式「ア
クティブ・サーキュレーション気流」を採⽤。⽔平⽅向に吹き出された気流が床全体にすばやく広がり、壁や窓
から侵⼊してくる冷気を防ぎ、⾜元から暖かい暖房を実現するとともに、温度ムラが軽減されるため当社従来機
⽐約15％の省エネを実現しました。
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省エネ製品の開発

「DESICA」シリーズに⼾建て住宅⽤製品をラインナップ

「DESICA（デシカ）」は、⽔配管を必要とせず除湿と加湿ができる調湿外気処理機です。⾼効率の⽔分吸着材と熱
交換器を⼀体化させた「ハイブリッドデシカ素⼦」を搭載し、エネルギー消費量を従来の調湿外気の約6分の1（当社試
算）に低減しました。

これらが評価され、2011年6⽉、社団法⼈ 発明協会主催の全国発明表彰で特別賞「経済産業⼤⾂発明賞」を受賞し
ました。

2012年秋には新築⼾建住宅向けに住宅⽤全館調湿・換気ユニット「DESICA HOME AIR」を発売。1台で延床⾯積
120〜200平⽅メートルの住宅の24時間換気が可能で、⼀年中、すべてのお部屋を快適にコントロールすることができ
ます。この製品は業務⽤「DESICA」と同様、⽔配管がなくても除湿と加湿が可能。床置形のため、お客様が簡単に⾼
性能フィルターの交換・清掃ができるなどメンテナンス性にも優れています。⾼品質な空気環境を省エネルギーで実現
する本機は、すでに多くのご家庭で採⽤されており、⾼い評価をいただいています。

「DESICA HOME AIR」
エアコンは豊富なラインナップから選べ、多彩な組み合わせで温度と湿度のベストバランスを保ちます。
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Kältepreisを受賞

個別空調との組合せも可能です

産学共同でネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB）を普及

ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB）は、建物・設備の省エネ
と、再⽣可能エネルギーの活⽤などの創エネによって、正味のエネル
ギー消費量を「ゼロ」にする建物です。海外先進国や⽇本で導⼊が進め
られています。ダイキングループは、ビル⽤マルチエアコンをはじめ空
調の省エネ性向上を図るとともに、世界各地のお客様のニーズに応じた
最適なエネルギーマネジメントを提案することでZEBの実現に取り組ん
できました。

例えばダイキンヨーロッパ社では、ドイツ・ドルトムントの技術系⼤
学などと産学共同の実験プロジェクト「欧州ネットゼロエナジープロ
ジェクト」を実施しています。その第⼀弾として、2010年7⽉、ドイ
ツ・ヘルテン市に、当社のヒートポンプ技術による床暖房、冷房、除湿製品などと太陽光発電を備えた「ネット
ゼロエナジーオフィス」をAthoka社と共同で建設。同国の環境賞であるKältepreisを受賞しました。2012年の
エネルギー収⽀では、977kWhの剰余エネルギーを⽣み出し、この建物のエネルギー効率の⾼さを実証すること
ができました。

ここで得られた知⾒をもとに、実際の建物でダイキン商品を最適に運転するための新プロジェクトをスペイ
ン、イギリスで実施します。

今後もエネルギー管理システムと組み合わせて、ヒートポンプ技術を主要なお客様に提案していく⽅針です。
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省エネソリューションの提供

ビル全体・街全体の省エネを実現

ダイキングループは、インバータ技術や冷媒技術といった環境技術を駆使し、エアコン単体での環境影響を抑制する
だけでなく、ビル全体や街全体の省エネソリューションも提供しています。

快適性を維持した節電のためには、ビル全体のエネルギー管理システム（EMS）が有効です。経済産業省はEMSを広
めるため「エネルギー管理システム導⼊促進事業」を実施しており、2012年4⽉、ダイキン⼯業はその「エネルギー利
⽤情報管理運営者」（BEMSアグリゲータ）として採択されました。快適性を損なわずに空調の⾮効率な運転を防⽌し
節電と快適性の両⽴を図るきめ細かなデマンド制御や、気象予測データに基づき省エネ・節電制御を⾃動設定するシス
テムの提供を加速しています。

また、本事業は、2014年度から平成26年度エネルギー使⽤合理化等事業者⽀援補助⾦の「エネマネ事業者の活⽤」
にスキームが引き継ぎされ、当社もエネマネ事業者として登録、取り組みを強化しています。2015年度は20件のシス
テムを導⼊ました。

さらに2013年度から、環境省が主催する「グリーンビルディング普及促進に向けた改修効果モデル事業」等の診断
機関に選定され、エアコンを遠隔監視する「エアネットサービスシステム」の契約先などに対して、運転データをもと
に運⽤改善や省エネサービスを提案しています。2015年度までに累計71件の省エネ診断サービスを提供しています。
省エネ効果は年間約500万kWh、累計で1,800万kWhをお客様に提案しました。

イギリス・マンチェスターでは、2014年度からNEDO（（国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構）が実施する
「スマートコミュニティ実証事業」に、（株）⽇⽴製作所、（株）みずほ銀⾏と共に参画しています。これは600軒の
住宅の暖房を燃焼式ボイラーや電気式ヒーターからヒートポンプ式に置き換え、エネルギー消費量の削減をめざすとと
もに、複数の住宅の電⼒使⽤量を集約し、需給状況に応じて運転を⾃動で調整して⽣み出した余剰電⼒を売買するとい
う技術およびビジネスモデルの実証をめざしています。
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気候変動への対応

冷媒の環境負荷低減冷媒の環境負荷低減

冷媒の環境負荷低減

多様な次世代冷媒の実⽤化を推進

空調機器には、室内機と室外機の間で熱を運ぶための「冷媒」が使われています。現在先進国で主⼒冷媒であるHFC
は、オゾン層破壊係数はゼロですが、⼤気に排出されると地球温暖化に影響します。
ダイキングループでは、現⾏冷媒に⽐べて地球温暖化への影響が低い「次世代冷媒」を⽤いた空調機の実⽤化をめざ
しています。商品化にあたっては、冷媒の直接的な温暖化影響だけでなく、その冷媒を⽤いた空調機の使⽤時のエネル
ギー効率などライフサイクル全体での影響を考慮しています。また、環境影響だけでなく、燃焼性・毒性といった安全
性や、冷媒⾃体の価格はもちろん、その冷媒を⽤いるエアコンの製造コストなども考えて、総合的に判断しています。

冷媒選択時の総合的な評価項⽬（すべての機器に共通）

環境負荷低減に向けて適材適所の冷媒を選択

家庭⽤、業務⽤、暖房・給湯機器と冷凍冷蔵機器など機器によって冷媒に求められる性能が異なるため、⽤途に応じ
て最適な冷媒を選択できるよう、過去から⾃然冷媒やHFC冷媒などの候補冷媒を研究、空調機への採⽤の検討を進めて
きました。
これらの検討から得た知⾒をもとに、冷媒の温暖化影響と対策について、国際会議や学会、展⽰会なども活⽤、さら
に論⽂発表などを通じてグローバルに情報を提供しています。
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ダイキンが考える冷媒選択の例

注）ダイキングループが現在販売している代表的な製品についての冷媒選択の⽅向性を⽰しており、その他の製品では上図で⽰す冷媒以外
も使⽤される可能性があります。例えば、当社では製造しておりませんが、ウインド型エアコンや住宅⽤冷蔵庫には炭化⽔素系冷媒
（R600a、R290など）、カーエアコンにはHFO系冷媒が使⽤できる可能性があります。

オゾン層保護への取り組み

代替冷媒への転換と、フロンの回収の両⽅に注⼒

1980年代、当時の主⼒冷媒であった「HCFC」は、オゾン層破壊物質である疑いが強まり、モントリオール議定書に
より、先進国でのHCFC⽣産を2020年までに全廃することが定められました。ダイキン化学事業でもオゾン層に影響を
与えない代替冷媒の開発に取り組み、1991年にはオゾン層破壊係数ゼロの「HFC」の量産プラントを⽇本で初めて稼
働、1995年からは空調事業としてHFCを冷媒とした空調機器を開発、販売を開始するなど、オゾン層破壊防⽌に向け
た取り組みを推進してきました。
また冷媒のHFCへの転換と並⾏して、⼤気への排出防⽌にも徹底的に取り組み、「冷媒が漏れにくく回収しやすい機
器の開発」「⽣産⼯程・機器修理時の冷媒回収」などに努めています。2002年4⽉からは使⽤済み機器から冷媒を回収
し適正に処理する「フロン回収破壊事業」も⾏っています。

エアコンのライフサイクルと、冷媒の温暖化影響低減策

詳細は2015年度の活動ハイライト「環境―地球温暖化影響の抑制に貢献する新たな市場環境を創り出す」をご覧く
ださい。（P46）
フロンの回収・破壊（P89）
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海外でもオゾン層を破壊しない冷媒に転換

ダイキングループは、製品に使⽤する冷媒を従来のHCFCから、オゾン層破壊係数がゼロであるHFCへの転換を進め
ています。
すでに⽇本・EUではHFC機のみを販売しており、中国でも他社に先駆けてビル⽤マルチエアコンをHFC化し、住宅⽤
エアコンもHFC機を販売しています。
HCFC機が主流である新興国を中⼼とした地域では、現地の社会的インフラの状況を考慮しながら、低温暖化冷媒
R32機への転換を順次進めていくことで、オゾン層保護と地球温暖化防⽌の両⽴を図っています。

地球温暖化抑制の取り組み

低温暖化冷媒R32の採⽤を促進

2012年11⽉、世界で初めて、国内向け家庭⽤エアコンで、温暖化係数が従来冷媒であるR410A（HFC）の約3分の1
であるR32（HFC）の採⽤を開始しました。さらに2013年3⽉には、インドでもR32を採⽤した家庭⽤エアコンを発
売。グローバル各国への展開と、業務⽤エアコンや給湯機でのR32の採⽤を進めています。
また、世界でR32の採⽤を促進するため、R32を使⽤した空調機の製造・販売に関わる延べ93件の特許を、2011年9
⽉から新興国において、2015年9⽉から先進国含む全世界において無償で開放しています。

ダイキンR32エアコン発売国（2016年3⽉現在）

家庭⽤エアコン
⽇本、台湾、フィリピン、インドネシア、ベトナム、タイ、マレーシア、オーストラリア、
インド、シンガポール、ニュージーランド、欧州28カ国、ウクライナ、ロシア、ノル
ウェー、モンテネグロ、アルバニア、トルコ、UAE、サウジアラビア、オマーン

業務⽤エアコン（⼀部） ⽇本

給湯機（⼀部） ⽇本

詳細は2015年度の活動ハイライト「環境―地球温暖化影響の抑制に貢献する新たな市場環境を創り出す」をご覧く
ださい。（P46）
政府・業界団体などとの対話（P236）
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気候変動への対応

インバータ機の普及促進インバータ機の普及促進

インバータ技術

消費電⼒を約58％削減

ダイキングループは、省エネ性の⾼いインバータエアコンを世界に広く普及させることで、エアコン使⽤時の電⼒消
費によるCO2排出量の削減をめざしています。

インバータとは、電圧・電流・周波数を制御する技術のこと。インバータを搭載したエアコンは、エアコンの⼼臓部
である圧縮機のモーターを的確にコントロールします。更に従来のモーターや熱交換器に改良を加え、インバータなし
のエアコンに⽐べ約58%の消費電⼒を削減できます。

消費電⼒量⽐較（例）

インバータ機の普及促進

世界でインバータ機の普及を拡⼤

インバータ機を世界に広く普及させることで、エアコン使⽤時の電⼒消費によるCO2排出量の削減をめざしていま
す。

インバータ機はノンインバータ機と⽐べ⾼価なため、新興国での普及が進んでいませんでしたが、2014年度にアジ
アの冷房専⽤地域向けに普及価格帯のインバータ機を開発。東南アジアの省エネ規制の強化や電⼒価格⾼騰による省エ
ネ意識の⾼まりを受け、普及しつつあります。

また、インバータ機の普及を促進するために、インバータ機の省エネ性能を評価する仕組みの整備に取り組んでいま
す。エアコンの省エネ性能を評価する指標として、以前は、気温の変化を考慮せず⼀定の効率でエネルギー消費量を計
算する定格負荷評価が⼀般的でした。しかし、温度変化に応じて最適な状態で運転するインバータ機の性能は、定格負
荷評価では適切に評価できないため、⽇本の空調業界が中⼼となり期間効率評価への変更を働きかけ、2013年には国
際標準であるISO規格となりました。

この新しい指標の採⽤が始まりつつある新興国で、ダイキンは、⽇本政府や業界団体と協⼒して、新しい指標の規格
化やエネルギーラベル制度の整備など、評価基準の整備を⽀援しています。

詳細は2015年度の活動ハイライト「環境―地球温暖化影響の抑制に貢献する新たな市場環境を創り出す」をご覧く
ださい。（P46）
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世界の住宅⽤エアコンのインバータ機⽐率

注） 住宅⽤エアコン：ウィンド・ポータブルを除く家庭⽤ダクトレスエアコン。北⽶のみ家庭⽤ダクト型エアコンを含む。
（⼀社）⽇本冷凍空調⼯業会データを参考に当社作成。
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気候変動への対応

ヒートポンプ式暖房・給湯機の普及促進ヒートポンプ式暖房・給湯機の普及促進

ヒートポンプ技術

化⽯燃料を燃やす⽅式に⽐べて、CO2排出量を2分の1以下に削減

ヒートポンプとは、空気中あるいは⽔中の熱エネルギーをくみ上げて移動させて冷却や加熱を⾏う技術で、エアコン
にも利⽤されています。
ガスや⽯油、⽯炭などの化⽯燃料を直接燃やす給湯や暖房に⽐べ、CO2の排出を2分の1以下に削減できます。

ヒートポンプの仕組み

ヒートポンプ式暖房・給湯機の普及促進

CO2削減に貢献するヒートポンプ式とガス燃焼式の暖房・給湯機を欧州市場で普及

ダイキングループでは、省エネ性の⾼いヒートポンプ技術を⽤いた給湯機や暖房機の開発に取り組んでいます。
欧州では欧州連合（EU）が、2020年までに⾵⼒や太陽光などの再⽣可能エネルギーの利⽤⽐率を20％に⾼めること
をめざしています。2009年1⽉、ヒートポンプも再⽣可能エネルギー技術に認定され、ヒートポンプ式暖房機器の導⼊
も推奨されています。ダイキングループでは、2006年から欧州市場向けにヒートポンプ式住宅⽤温⽔暖房機を開発
し、機種の拡充を進めてきました。
それに加えて2014年度からは省エネ性の⾼いガス燃焼暖房機の開発にも⼒を注ぎ、ニーズに応じた省エネ機種への
転換を促しています。環境負荷の⼤きい暖房機はヒートポンプ式に置き換え、中程度の製品はヒートポンプとガス燃焼
式を⾃動で選択する「ハイブリッドアルテルマ」に、環境負荷の⼩さいものは省エネ性の⾼いガス燃焼機に転換すると
いう⽅針で省エネ機種の普及を図ります。
2013年12⽉に、北海道旭川市に設⽴した実験施設「ダイキン旭川ラボ」を中⼼に、世界中の寒冷地に対応する省エ
ネかつ快適な新しい暖房・給湯システムの開発に取り組んでいます。今後も、欧州暖房市場はもちろん、世界各地の市
場のヒートポンプ化とガス燃焼式の省エネ化を図りCO2削減に貢献していきます。
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ハイブリッドアルテルマ

2013年9⽉、外気温が著しく下がるとガス燃焼式運転に切り替わるなど、最も効率的・経済的な⽅法を⾃動的に選択
する「ハイブリッドテルマ」を欧州で発売しました。ガス燃焼式運転に⽐べ35%以上のCO2排出量を削減します。

⼤型ヒートポンプ給湯システム「MEGA・Q（メガキュー）」などを業務⽤市場に普及

家庭⽤の市場において、ヒートポンプ技術は家庭⽤エコキュートやヒートポンプ式温⽔床暖房『ホッとエコフロア』
などに搭載しています。また、業務⽤機器市場向けにも、省エネ性の⾼いヒートポンプ技術を⽤いた給湯機や暖房機の
開発に取り組んでいます。
ホテル・福祉施設などの中・⼤規模施設を対象に、2009年4⽉より販売している⼤型業務⽤ヒートポンプ給湯システ
ム「MEGA・Q（メガキュー）」のモデルチェンジを⾏い、2012年11⽉より新モデルを販売しています。新モデルは、
燃焼式給湯機に⽐べてCO2排出量を年間約62％、ランニングコストで約68％削減することが可能です。また、⽇によっ
て給湯量にばらつきのある病院やゴルフ場などに対して、ベースはMEGA・Qが給湯し、ピーク時にはボイラーに切り
替え運転ができるハイブリッド給湯システムを提案しています。
さらに、⽯油温⾵暖房機と⽐べてCO2排出量を約52％削減する業務⽤暖房専⽤機「暖全ヒート」の普及も進めていま
す。
燃焼式暖房・給湯機からヒートポンプ⽅式の給湯機へ積極的な熱源転換を図ることで、省エネに貢献していきます。

⼤型業務⽤ヒートポンプ給湯システム「MEGA・Q（メガキュー）」年間CO2排出量⽐較
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ゼッフル遮熱塗料の採⽤例
船舶

塩害による腐⾷にも強く、美観を維持し、船内温度も
抑制

⽯油タンク

温度上昇を抑えることで、タンク内の⽯油蒸気の発散
を抑制

気候変動への対応

フッ素化学製品、油圧機器製品での省エネルギーフッ素化学製品、油圧機器製品での省エネルギー

フッ素化学製品

「塗るエアコン」ゼッフル遮熱塗料で空調負荷を軽減

ダイキンでは、塗料⽤フッ素樹脂をベースに、屋根から伝わる太陽
熱を反射する「ゼッフル遮熱塗料」を開発。この塗料は、⼀般塗料に
⽐べて屋根表⾯の温度上昇を最⼤15〜20℃抑えることができます。こ
れによって室内の温度上昇も⼤幅に抑制でき、空調電⼒を約15％削減
し、夏場の節電対策に⼤きく貢献します。

ゼッフル遮熱塗料は、いわば「塗るエアコン」。省エネ型のエアコ
ンと併せて利⽤いただき、電⼒消費量削減に役⽴てていただいていま
す。

家屋の屋根や外壁材に塗る以外でも、ゼッフル遮熱塗料の遮熱効果
と耐候性能が⽣かされています。例えば貯⽔タンク。飲料⽔のタンク
では⽔温上昇を抑えることで衛⽣状態を保ち、⽔・氷蓄熱層では保冷
性を⾼める効果で省エネルギーになっています。また、船舶の天板に
採⽤する例も増えており、船内の温度上昇を抑えるとともに海⽔や紫
外線による劣化も防ぎます。

外壁パネルやアルミサッシなどビル建材⽤の新製品の販売を開始。
建材メーカーから遮熱塗装された建材の販売が始まっています。

⽇本だけでなく、中国、欧州、中東と販売地域を拡⼤しており、⼤
⾦フッ素化学（中国）有限公司の常熟⼯場では、原料樹脂の⽣産設備
を新設し、2013年5⽉に量産を開始しました。

ゼッフル遮熱塗料の特徴
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フッ素の特性を活かし、太陽電池の⻑寿命化に貢献

フッ素樹脂の耐薬品性、耐熱性、耐候性という特徴を活かして、太陽電池の普及に役⽴つ材料を提供しています。例
えば、太陽電池内部を劣化させる紫外線や湿気の侵⼊を防ぐバックシートに⽤いられるフッ素樹脂塗料「ゼッフル」
は、従来のフッ素樹脂フィルムより薄膜で同等の耐候性、耐久性を実現し、太陽電池パネルへの採⽤が増えています。

⼀⽅、太陽電池の表⾯保護フィルムに使われるフッ素樹脂「ETFE注フィルム」は、光線透過率が⾼く、太陽光下で
20年以上も使⽤できます。従来のガラスに⽐べて軽量で、折り曲げが可能なフレキシブルタイプと呼ばれる太陽電池に
利⽤されています。さらに、カバーフィルムに凹凸をつけて太陽光を効率よく取り込む集光フィルムや、パワーコン
ディショナーに搭載されるフィルムコンデンサーの⼩型化に貢献するフッ素樹脂フィルムの研究開発も進めています。

注 ETFE：耐薬品性、絶縁性に優れたフッ素樹脂。電線の被覆材などに使⽤されています。

油圧機器製品

省エネハイブリッド油圧ユニット「スーパーユニット」
⼯場の省エネ化とCO2削減に貢献

ダイキンは⼯場の⽣産ラインなどに組み込まれる油圧ユニットの省エネでも業界をリードしています。
独⾃のハイブリッド油圧「スーパーユニット」は、省エネ型エアコンに使⽤しているモータ・インバータ技術を採

⽤。待機時・動作時・保圧時の負荷圧に応じて⾃動的にポンプの回転数を電⼦制御し、保圧時の省エネ率は50％以上
（当社ピストンポンプ⽐）を実現。プレス機や加硫機、鋳造機など幅広い産業機械にご採⽤いただき、⼯場の省エネと
CO2削減に⼤きく貢献しています。2014年にモデルチェンジと機種拡充をし、2015年4⽉からモータのトップラン
ナー規制の対象外になった省エネへの取り組みとして採⽤をご検討いただくことが増えています。

海外でもさまざまな産業機械に採⽤され、精度の⾼さと省エネ性が⾼く評価されています。

「スーパーユニット」と従来機の消費電⼒⽐較
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浸漬形オイルコン

油冷却機器「オイルコン」
幅広いラインナップ展開を完了

⼯作機械で加⼯精度に⼤きく影響を与える潤滑油／冷却油の緻密な温度制御を可能にする
のが、油冷却機器「オイルコン9シリーズ」です。

±0.1℃の⾼精度温度制御を可能にすると同時に、インバータ制御や最新型圧縮機の導⼊な
どによって従来のオンオフ制御機に⽐べて45％の省エネを実現しています。また産業機械の
中でいち早くRoHS規制注に対応しています。

2014年9⽉に浸漬形の⼤容量シリーズ（5⾺⼒）と、産業機械⽤チラーの⼤容量シリーズ
（2〜3⾺⼒）をラインナップしたことで、従来にも増して幅広いニーズにお応えできるよう
になりました。

注 RoHS規制：電気・電⼦機器において、特定有害物質の使⽤を制限するEU（欧州連合）の法規制。

マイクロ⽔⼒発電システム
富⼭、福島に続き神⼾市で実証評価

環境省の「CO2排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業」に採択され、⼩型で低コストの管⽔路⽤マイク
ロ⽔⼒発電システムを開発しました。2014年度から2015年度にわたって富⼭県南砺市、福島県相⾺市において
実証実験に取り組み、製品の実⽤化に⾄りました。2016年度からは神⼾市と共に⻑期的な性能、運⽤コストなど
の評価を開始し、これまで利⽤されていなかった⽔流エネルギーを使った発電で、CO2排出量の削減につなげま
す。
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気候変動への対応

⽣産・輸送時の温室効果ガス削減⽣産・輸送時の温室効果ガス削減

温室効果ガス排出量の削減

2005年度⽐70％削減し、⽬標を達成

ダイキングループが⽣産⼯程で排出する温室効果ガスには、エネルギー使⽤によるCO2とフロン類の2つに⼤別され
ます。そのうち、⽣産⼯程から排出されるフルオロカーボンは4種類あります。京都議定書対象物質の「HFC、PFC」
と、⾮対象物質の「CFC、HCFC」それぞれで⽬標を⽴ててフルオロカーボンの排出削減に取り組んでいます。

ダイキングループでは、2015年度までに1/3（67%削減）という⽬標を設定し取り組んできました。
ダイキンアメリカ社でフロン類の代替・回収が進み、2015年度の温室効果ガス排出量は126万t-CO2（2005年度⽐

70％削減）と⽬標を達成することができました。
2020年度には、2005年度⽐4分の1に削減することを⽬標に取り組んでいきます。

グループ全体の温室効果ガス排出量（⽣産時）

注） BAU：Business as Usual。2011年時点での、対策をとらなかっ た場合の予測値。

温室効果ガスとは
地球温暖化の主な原因とされ、1997年の「地球温暖化防⽌京都会議」では、CO2、メタン、⼀酸化⼆窒素と代

替フロンなど3ガス（HFC、PFC、SF6）が規制の対象として議決されました。
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⽣産時のエネルギー起因CO2の削減

原単位を2005年度⽐15％削減

2015年度のCO2排出量原単位は2005年度⽐で15％削減し、エネルギー起因CO2排出量は71万t-CO2となりました。
2015年度の主な取り組みは、堺製作所・空調⽣産本部で⼯場のエネルギーをモバイルで⾒える化する「モバイル環境
あんどん」を導⼊したことです。また、従業員の意識向上を図るため、環境道場を設置しました。さらには省エネを
テーマとした第2回グローバル環境会議をタイで開催したことも⼤きな取り組みの⼀つです。

エネルギー管理の国際規格ISO50001の認証については、2015年1⽉にダイキンヨーロッパ社とダイキンインダスト
リーズチェコ社で、3⽉には堺製作所で取得しています。

CO2排出量削減の新たな⽬標としては、2020年度に2015年度⽐（2013年〜2015年平均値）原単位で5％削減を掲
げ、さらなる省エネ化を推進していきます。

CO2排出総量／⽣産⾼あたりのCO2排出量原単位

CO2⽣産⾼原単位とは
⽣産⾼あたりのCO2排出量を表す値です。この値が低下することは、同額の製品を⽣産する際に排出するCO2の

量が以前よりも減り、効率的に⽣産できるようになったことを意味します。

滋賀製造部の乾燥炉の消費エネルギーを40％削減

滋賀製造部では、職場単位で検討改善するのではなく、調査により⾒える化した測定データをもとに、省エネ
できるポイントを絞り出すことにしました。その結果、電⼒の多消費設備である乾燥炉の熱効率が悪く、省エネ
を図れる余地があることがわかりました。そこで熱⾵発⽣機2台のうち1台を撤去し、熱⾵発⽣機の取付位置を変
更。ブロアで熱⾵を循環させ、⾵量を最⼤限に活かす⽅式に変え乾燥時間の短縮化を実現しました。また、仕切
りを設け、炉内をより⼩さくすることで放熱ロスを防ぎ、熱効率を向上させました。

このような改善により、乾燥炉の電⼒使⽤量を69.143kWh、電⼒コストを968千円/年削減し、⼤きな効果を
⽣み出しています。
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輸送時のCO2排出削減

原単位で2010年度⽐10.7%削減

輸送によるCO2排出量を、2015年度までに2010年度⽐10%削減（売上⾼原単位）を⽬標に、輸送⼿段をトラックか
ら貨物列⾞やフェリーに切り替えるモーダルシフトのほか、海外⽣産地から⽇本消費地へ最短輸送距離となるルートで
船便を使う「ダイレクトシップ」の拡⼤などに取り組んでいます。

2015年度は海外⼯場と滋賀製作所での並⾏⽣産品の輸送に関して効率化を図りました。具体的には、滋賀製作所で
⽣産した製品を関⻄地区に配置し、それ以外の地区に海外⼯場の⽣産品を配置することにしました。その結果、滋賀か
ら東京間の10トン⾞を200台分削減。その他の施策と合わせてCO2排出量を315t-CO2削減しました。これは原単位で
2010年度⽐10.7％削減となり、10％削減という⽬標をほぼ達成することができました。また、2015年度のモーダルシ
フトの切り替え率は2014年度と同様に27％となりました。

2020年度には、2015年度⽐5%削減（売上⾼原単位）を⽬標に取り組んでいきます。

輸送におけるCO2排出原単位（⽇本）

輸送に関するその他の環境負荷低減策

国内⽣産拠点の構内物流においては、フォークリフト全数をエンジン式から電気式に変更しました。
倉庫内のレイアウトの変更からのフォークリフト移動距離短縮：
作業場変更による作業効率の向上などで就業時間を2時間短縮しました。
製造拠点構内において、⾞両にはアイドリングストップを求め、運輸業者様に対しても、アイドリングス
トップの実⾏を広めています。
輸送効率化や包装容積縮⼩によるCO2排出削減と、業務時間短縮による電⼒使⽤量削減に取り組みます。
業務改善策として、国内・海外ともに継続的に倉庫内のレイアウトを⾒直し、作業の効率化による就業時間
削減に取り組んでいます。
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太陽の位置に合わせて向きを変える太陽光パネル

CASBEE建築評価認定書
（ダイキン⼯業 テクノロジー・イ
ノベーションセンター）

NABERS認定書
（ダイキンオーストラリア社）

再⽣エネルギーの利⽤

太陽光・⾵⼒・⽔⼒などの活⽤を推進

ダイキングループでは、太陽光・⾵⼒・⽔⼒などの再⽣可能エネル
ギーの利⽤促進に努めています。

例えば、欧州では、EU指令によって太陽光・⾵⼒・⽔⼒などの再⽣
可能エネルギーの利⽤⽐率を2020年までに20％まで⾼めることを⽬
標にしています。ダイキンヨーロッパ社では、2007年度から⼯場・事
務所で使⽤する全電⼒約1,300万kWhを、100％⽔⼒発電によるグ
リーン電⼒に切り替えました。購⼊電⼒によるCO2の排出量はゼロに
なり、それまで年間約5,000t-CO2だったCO2排出量、約1,660t-CO2

まで削減することができました。
2015年度は、テクノロジー・イノベーションセンターに⾃社技術を

駆使し、太陽の動きを追尾する太陽光パネルを導⼊しました。

グリーンビルディング認証

世界各国の拠点で省エネルギービルとして認定

世界各国の拠点では、環境・社会に配慮して設計・建築・運営された建物を認証す
るグリーンビルディング認証の取得に積極的に取り組んでいます。

2010年12⽉、⽶国・ミネソタ州に設⽴した⼤型セントラル空調機の開発施設「ダ
イキンアプライドアメリカ開発センター」は、⾮営利団体⽶国グリーンビルディング
協議会が建物の省エネ度や環境設計について評価する認定制度LEEDで、Gold認定を
獲得しました。2016年7⽉にはテクノロジー・イノベーションセンターがLEEDの
Platinum認定を受けたほか、⼀般財団法⼈建築環境・省エネルギー機構が建築物や
街区、都市などに係わる環境性能を評価するCASBEEからSランクの評価を受けまし
た。

2011年度、ダイキンアプライドアメリカ社のデイトン倉庫は、エネルギー効率、
快適性などの項⽬で基準に適合した省エネ建物を認定する「エネルギースター」の適
合を受けました。

また、ダイキンオーストラリア社の本社ビルでは、2013年度も継続して、豪州の
建築環境格付け制度であるNABERSで、数少ない5.5つ星を獲得し、⾼いエネルギー
効率が評価されました。

ダイキンアプライドアメリカ開発センターがLEEDのGold認定
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気候変動への対応

フロンの回収・破壊フロンの回収・破壊

エアコンからのフロンの回収・破壊

ライフサイクル全体での負荷を削減で

エアコンの冷媒⽤に使われているフロンは、CO2の数百〜2,000倍の温室効果を持っています。
ダイキングループは、冷媒からエアコン開発まで⾏う唯⼀の総合空調メーカーとして、低温暖化冷媒を世界で普及さ

せることに加え、⽣産時や製品販売後での冷媒管理強化や使⽤後の回収・破壊・再⽣を⾏い、ライフサイクル全体で冷
媒での環境負荷削減に取り組んでいます。

全世界の⽣産⼯場で、試験運転時などに充填した冷媒を回収し破壊処理を⾏っています。⽇本とタイでは⾃社に破壊
設備を備えています。また、製品使⽤時の冷媒漏えいを防⽌するために空調の施⼯技術の向上に取り組むほか、お客様
のエアコンの修理・更新時には、サービスや施⼯スタッフがまず冷媒を回収してから作業をするなど、冷媒回収を徹底
しています。

フロン排出による環境影響を防ぐための取り組み

冷媒の回収と破壊処理の流れ
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冷媒回収の様⼦

1．気密・耐圧検査
冷媒を封⼊する前に4.2MPaという⾼い空気
圧⼒をかけ溶接部や配管などの冷媒回路の漏
れを確認します。

2．ガス漏れ検査
冷媒漏れのないことを確認したうえで冷媒を
封⼊し、冷媒検知器を使って全ろう付け箇所
について検査します。

3．出荷前確認検査
さらに製品の完成後、梱包された状態で、再
度冷媒検知器を使って最終確認を⾏っていま
す。

⽣産時の取り組み

フルオロカーボン回収装置を整備し、適正に破壊処理を実施（化学部⾨）

化学部⾨の⽣産⼯程で排出されるフルオロカーボン類は、フッ素化学製品の原料として使⽤するものと、副⽣物とし
て発⽣するものとがあります。排出を防⽌するために、⽣産⼯程に回収装置を順次整備し、回収したガスは適正に破壊
処理しています。また、破壊処理の際に⽣成される蛍⽯は、フッ素化学製品の原料として再利⽤しています。

2015年度には淀川製作所の破壊処理施設を増設しました。また、製造プロセスで副⽣する温暖化係数が極めて⾼い
HFC23の抑制に取り組み、排出量を削減しました。

フルオロカーボン類の排出規制がない海外でも、⼯場ではガスを⾃主回収して、各⼯場内の設備もしくは委託先で破
壊しています。2015年度はダイキンアメリカ社でパーフルオロヘキサンの代替を進めるとともに、PFC318の回収強
化に取り組み、排出量を⼤幅に削減しました。

今後ともフルオロカーボンの代替化を進め、環境負荷低減に努めていく⽅針です。

空調機に充填する冷媒の排出防⽌を徹底（機械部⾨）

空調機⽣産⼯程においても、充填する冷媒（HFC、HCFC）の排出率
削減に努⼒しています。

排出量削減の取り組みとして、

製品への冷媒充填前の、確実な配管漏れ検査の実施。
運転検査などの結果、⾒直しが必要と判断された製品については、
確実に冷媒を回収した後、確実に⾒直す。
冷媒充填作業は⼤気に漏れないよう細⼼の配慮のもと実施。
低GWP冷媒へ切り替え。

などを実施しています。これらは作業要領書（マニュアル）に基づ
いて、認定作業者が実施することを徹底しています。また、作業者には毎年、作業要領書に基づく教育を実施していま
す。

2015年度の充填する冷媒の排出率は、国内で0.2％、海外は0.7％となりました。なお、低GWP冷媒への切り替えに
よりCO2換算排出量を削減しています。

また、検査⼯程で使⽤するガスについても、オゾン層を破壊せず温室効果のないヘリウムガスに転換しています。

空調機製造⼯程での冷媒漏れ検査

ダイキン⼯業の住宅⽤・業務⽤エアコンの⽣産⼯程では、3回の冷媒漏れ検査を実施しています。これらの厳しい検
査によって信頼性の⾼い製品を市場に送り出すことで、製品不良による冷媒の排出を防⽌しています。
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冷凍・空調製品で冷媒の「⾒える化」表⽰

空調製品に使⽤されている冷媒は無⾊透明かつ無味無臭で⼈体には無害ですが、温暖化影響が⾼いことから、⼤気へ
の排出をあらゆる⼿段で防⽌せねばなりません。⼀般社団法⼈⽇本冷凍空調⼯業会は2009年に、冷凍・空調機器に使
⽤する冷媒についての温暖化影響を表⽰する「⾒える化」の実施⽅針を発表しました。

以後、ダイキングループも⽇本市場向けの冷凍・空調機器に「フロンの⾒える化」の表⽰シールを貼って出荷してい
ます。フロン排出抑制法の施⾏により、2015年4⽉から「フロンの⾒える化」銘板に冷媒のGWP値を記載して、フロン
の回収を喚起しています。海外拠点で⽣産し、⽇本に輸⼊する製品についても、同様にシールを貼付しています。

表⽰⽅法を⼯夫したり、シールを貼る位置までも計算・考慮に⼊れて設計することで、ユーザーや機器設置事業者の
理解を⾼め、回収率の向上に取り組んでいきます。

「フロンの⾒える化」シール（室内機⽤）

修理時・廃棄時の取り組み

フロン回収ネットワークシステムを構築、運⽤

国内では、業務⽤冷凍空調機器からのフロン（冷媒）の確実な回収に取り組んでいます。冷媒の回収量や、破壊業者
が破壊した量など、回収から破壊までの全⼯程の情報を⼀元管理できるネットワークシステムを構築。冷媒の回収量、
破壊業者が破壊した量などの情報を⼀元管理することが可能になりました。2015年4⽉施⾏の「フロン排出抑制法」に
合わせてシステムを更新しました。

冷媒の回収業者・破壊業者は回収・破壊量などを集計して、都道府県に毎年報告していますが、その報告書もシステ
ムにて作成⽀援ができるので、当システムは利⽤業者の事務効率向上にも貢献しています。

ダイキングループのフロン回収・破壊管理システム

冷媒回収1件ごとに、回収対象となった機器の種類や台数、実際に回収された冷媒量を⼊⼒し、管理することで、冷
媒回収率を的確に把握することが可能となります。
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破壊処理施設（淀川製作所）

回収・破壊を24時間・365⽇体制で受け付け（フロン回収破壊事業）

販売店様などからの依頼によるフロン（冷媒）の適正な回収・破壊も⾏って
います。依頼は、ダイキンコンタクトセンターで24時間・365⽇受け付け、回
収したフロンは淀川・⿅島製作所のほか、全国の提携破壊処理施設で確実に破
壊処理しています。

2015年度のフロン回収・破壊事業における破壊処理量は国内グループ全体
で401トンでした。

フロン回収・破壊事業における破壊処理量

注 当社淀川・⿅島製作所を含む全国の提携破壊処理施設で破壊処理した量。
注 2013年度まではダイキン⼯業単体、2014年度からは国内グループの数値。

確実に冷媒を回収してからメンテナンス作業

空調機器は、メンテナンス時に冷媒関連の部品を交換する際などに、機器内の冷媒が⼤気中へ排出される恐れがあり
ます。これを防⽌するため、ダイキングループでは、メンテナンスに携わる⽇本全国のサービスステーションに冷媒回
収装置を配備し、あらかじめスタッフが機器内の冷媒を回収してからメンテナンス作業をしています。

2015年度は、ダイキン⼯業単体で計293トンの冷媒を回収しました。

修理時のフロン回収量内訳（ダイキン⼯業単体）

お客様の冷媒漏えい管理作業をサポート

⽇本では、2015年4⽉にフロン排出抑制法が施⾏され、業務⽤エアコンのユーザーや管理者に対し、使⽤時の冷媒漏
えいに関して厳しい管理が義務付けられるようになりました。

そこで、スマートフォンWEBアプリ「ダイキンフロン点検ツールDfct」を2015年10⽉から無償で配信し、お客様の
点検作業をサポートしています。
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冷媒配管施⼯技術者研修

冷媒回収、施⼯する技術者を育成

冷媒を回収するには専⾨知識・専⾨技術が必要です。ダイキン⼯業では、営業・技術、⼯事、サービスなど各職種・
取引先様向けに冷媒回収に必要な専⾨知識・技術について研修を実施しています。

その⼀つ、「冷媒回収技術者」養成コースでは、講習会後の資格登録試験に合格すれば冷媒回収推進・技術センター
認定の「冷媒回収技術者」として登録されます。2015年度は販売店様や⼯事店様を中⼼に1,567名が受講し、受講者数
全体の53％を当講習会の受講者が占めます。

2015年4⽉にフロン排出抑制法が施⾏され、使⽤中の機器から冷媒が漏れないよう厳しい管理が求められるようにな
りました。管理者による機器の点検や、充填作業の作業者には新たな資格取得が義務付けられました。ダイキンでは、
これらに対応して、「第⼀種・第⼆種冷媒フロン類取扱技術者」資格取得者講習会を実施するとともに、ビル・⼤型店
舗法⼈・保守契約先に対して、フロン排出抑制法に関するセミナーを開催しています。

ダイキン研修部が開催した「第⼀種・第⼆種冷媒フロン類取扱技術者講習会」には、2015年度は全国で6,977名が受
講しました。

「ダイキン冷媒配管施⼯技術認定制度」を開始 

製品使⽤時の冷媒漏えいの原因の⼀つである施⼯不良を防⽌するた
めに、2011年4⽉から「冷媒配管施⼯技術者」研修コースを開催して
います。同時に、メーカーとして初めて、優れた知識・技術・技量・
モラルを有する技術者を独⾃に認定する制度「ダイキン冷媒配管施⼯
技術認定制度」を開始しました。

2015年度末で累計1,069名の販売店様・⼯事店様が認定されていま
す。

冷媒回収装置を配備し、研修を実施

欧州では、冷媒の回収が義務付けられており、特にフランスやイタリアでは、ガス溶接やフロンガス取扱いの国家資
格を付与できる研修を従業員や販売店向けに実施しています。

また、中国・アジアでは各国販社サービス部⾨に冷媒回収装置を配備しています。作業者全員が重要な環境対策であ
ることを認識して、お客様の要求に応じた冷媒回収作業を実施しています。
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製品での資源の有効活⽤

リデュース、リユース、リサイクルの
3Rにリペア（修理）を加えた「3R＆
リペア」を指針として、製品での資源
の有効活⽤に取り組んでいます。

廃棄物の削減

廃棄物発⽣量を削減するとともに、
「廃棄物ゼロ化」に取り組んでいま
す。

⽔資源の保全

グローバル各拠点での⽔使⽤量を削減
するとともに、⽔ストレス地域を特定
し、対応していきます。

環境

資源の有効活⽤資源の有効活⽤

資源の有効活⽤の基本的な考え⽅

持続可能な事業活動を実現していくためには、限りある資源を有効活⽤していく必要があります。
ダイキングループは、製品のコンパクト化などによって省資源化を実現するとともに、材料の共通化などリ
サイクルしやすい製品設計を⼼がけています。
また、⽣産時の廃棄物発⽣量を削減するとともに、発⽣したものは徹底してリサイクルする、「廃棄物ゼロ
化」に取り組んでいます。
昨今、⽔リスクが重要課題として注⽬されています。グローバルに事業を展開する企業として、⽔リスクの
ある拠点を特定するとともに、⽔使⽤量の削減に努めます。
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資源の有効活⽤

製品での資源の有効活⽤製品での資源の有効活⽤

3R＆リペア

資源の有効活⽤を重視した製品設計

ダイキン⼯業は、リデュース（省資源化）、リユース（再利⽤）、リサイクル（再資源化）の3Rにリペア（修理）を
加えた「3R&リペア」を指針として、資源の有効活⽤に取り組んでいます。

製品の開発・設計においては、この3R&リペアを重視しています。製品アセスメントに基づいて、製品の⼩型化・軽
量化をはじめ、部品点数やネジ本数の削減、分別や再資源化が容易な素材や構造の開発、メンテナンスのしやすい製品
設計などに取り組んでいます。

環境配慮設計（P121）

3R&リペアの取り組み

リデュース 製品の⼩型化・軽量化 再⽣材の使⽤

リユース 廃棄製品からの部品再利⽤

リサイクル
開発

分別・再資源化の容易な製品設計
・ 再資源化の容易な樹脂の使⽤
・ 素材の表⽰
・ 分離解体が容易な構造

使⽤後 使⽤済み製品のリサイクル

リペア
開発 メンテナンスのしやすさを考えた製品設計

廃棄後 製品を⻑く使っていただくための修理サポート体制の充実

3R&リペア 資源の有効活⽤
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リサイクル（再資源化）

解体・分離が容易な製品設計

製品設計においては製品アセスメントに基づき、3R&リペアを重視して設計しています。1997年から解体・分離が
容易な構造の製品設計を進めています。 

2014年度は、店舗・オフィスエアコン「新FIVE STAR ZEAS」にオールアルミ製のマイクロチャネル熱交換器を採
⽤しました。従来のクロス熱交換器に⽐べて製品から材料の分離が容易になっています｡また、2016年2⽉発売の店
舗・オフィスエアコンとS-ラウンドフローカセットは、ODMモータを採⽤することによりターボファンボス部の防振ゴ
ムの接着を不要にし、ファンの樹脂・鉄・ゴムの分離が容易にしました。

リデュース（省資源）

省エネ性とのバランスをとりながら製品の⼩型化・軽量化

資源使⽤量の削減（リデュース）には、製品の⼩型化・軽量化が有効です。空調機器の場合は商品の機種ごとに製品
全体・部品の重量削減⽬標を設定し、軽量化に努めています。しかし、省エネルギー性などを低下させずにこれを実現
することは技術的に⾮常に困難です。⼩型化・軽量化の結果、エネルギー使⽤量が増えるのでは、製品トータルでの環
境性が⾼まったとはいえません。

ダイキン⼯業では、通年エネルギー消費効率（APF）を下げない範囲で重量の低減について製品ごとに⽬標を定めて
新製品開発に取り組んでいます。2015年度には店舗・オフィス⽤エアコン「FIVE STAR ZEAS（4〜6HP）」「新・
Eco-ZEAS（4・5・6HPクラス）」の製品重量を、それぞれ1kg軽量化しました。また、家庭⽤エアコン「新うるさら
7Rシリーズ（2.8・3.6・4.0・5.6kW）」ではAPFを向上させながら、室外機の重量をそれぞれ2kg軽量化していま
す。さらに2015年度に発売した空気清浄機では、設置⾯積を従来⽐30％、容積⽐・重量⽐14%削減しています。

包装材使⽤量を2010年度⽐5％削減 

空調製品の包装材使⽤量を、2015年度は2010年度⽐5％削減することを⽬標に、その達成に向けて取り組んできま
した。従来は包装材料を⽊材から段ボールへと薄⾁化したり、部品点数の削減に取り組んだりしてきましたが、2015
年度は包装形態そのものを横置きから縦置きに⾒直したことで⽬標を達成しました。 

包装形態の変更は、⼯程の変更が必要になることから、今後さらに製造・設計部⾨との連携を図りながら、包装材の
使⽤量削減をめざしていきます。

製品1台あたりの包装材使⽤量 (⽊材、ダンボール、スチロール等)
（2010年度を100とした場合の値）
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埋め込み型エアコンの包装材を50％削減し、「包装部⾨賞（電気・機器包装部⾨賞）」を受賞

エアコンの梱包を横置きから縦置きに変更することにより、底⾯積を縮⼩するとともに、緩衝材の⼩型化によ
る包装材50％削減と保管効率の25％向上を実現しました。また、トレイと底緩衝材を⼀体化した薄型底トレイを
開発することで、梱包作業の⼤幅な効率化を図ることができました。

なお、この包装は公益社団法⼈⽇本包装技術協会が主催する「⽇本パッケージングコンテスト2015」において
「包装部⾨賞（電気・機器包装部⾨賞）」を受賞しました。

リユース（再利⽤）

修理交換済み部品を修理⽤部品にリユース

ダイキングループでは、資源の有効活⽤のためにプリント基板など複数の部品を組み込んだ修理交換済み部品を再利
⽤しています。不具合修繕や消耗部品の交換を実施し、機能確認や動作試験を⾏って部品品質を確認したうえで、修理
⽤部品としてお客様の了解を得て再利⽤しています。
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リペア（修理）

グローバルな修理体制を強化

製品をより⻑く使っていただくことは、資源使⽤量の削減（リデュース）につながります。そこで、ダイキングルー
プでは今、世界各国にサービス拠点を設け、修理のご要望をはじめ商品に関する疑問・質問などにも応える体制を強化
しています。

国内では、「ダイキンコンタクトセンター」で24時間365⽇お客様からお問い合わせを受け付け、サービス体制を整
えています。今後⼀層お客様に満⾜していただけるよう、エンジニア認定制度を導⼊しサービスエンジニアの技術⼒向
上とサービスマナーの向上に⼒を注いでいきます。また、お客様からの修理のご依頼に対して、受付対応者が迅速に対
応できるように過去の事例や実践的ノウハウ、経験則を⾔語化し閲覧できるシステムを導⼊しました。お電話⼝で必要
な情報を伺い、適切に案内することで不必要な訪問を回避し、業務効率化と顧客満⾜度向上を図っています。

海外では、製品販売国が世界各地に拡⼤するのに伴い、各国におけるサービス体制の強化を進めています。今後は
サービス業務管理システムの導⼊により、業務の効率化を図るとともに、⾃社エンジニアや、協⼒会社の従業員に⾄る
までサービス品質を⾒える化し、⾼品質なサービスの提供に努めていきます。

住宅⽤エアコンのリサイクル

家電リサイクル法を上回る90%を再資源化

家電リサイクル法では、メーカーは回収した⾃社製使⽤済み住宅⽤エアコンの80%以上を再資源化し、冷媒（フロ
ン）を適正に処理するよう義務付けられています。

2015年度は当社製住宅⽤エアコン約25万台（回収重量10,369トン）を回収、再資源化率は90%、フロン回収量は
160トンでした。

2015年度の住宅⽤エアコンリサイクル実績（⽇本）
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資源の有効活⽤

廃棄物の削減廃棄物の削減

廃棄物の削減

排出量原単位を2010年度⽐2％削減

ダイキングループでは2010年度までは⽣産⼯程で発⽣する廃棄物の100%再資源化に取り組んできました。2011年
度からは、出たものを再資源化するのではなく、出るものを減らす取り組みへ⽅針を変更し、再資源化物も含む、排出
物（再資源化物＋廃棄物）の削減に取り組んでいます。
2013年度までは、通い箱化や⾦型由来の不良品の撲滅などで削減が進みましたが、2014年以降、内作化等の影響に
より排出量が増加し、2015年度のグループ全体の排出量原単位は2010年度⽐2%削減となりました。

グループ全体の廃棄物・再資源化物発⽣量
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資源の有効活⽤

⽔資源の保全⽔資源の保全

⽔資源保全への基本的な考え⽅

ダイキングループでは、⽣産拠点での⽔使⽤量を把握するとともに、排⽔をできるだけ再利⽤することで、グループ
全体で⽔使⽤量の削減に努めています。
また、グローバルに事業を展開する企業として、⽔リスクのある拠点を特定するとともに、バリューチェーン全体で
⽔資源の保全に取り組みます。

⽔の削減

排⽔再利⽤によって取⽔量を削減

各製作所では、⽣産⼯程での⽔使⽤設備を定期的に整備・パトロールをしています。ダイキングループでは、⽔使⽤
量を把握し、排⽔をできるだけ再利⽤することで、⽔使⽤量の削減に努めています。2015年度に国内グループで⽔使
⽤量原単位を2010年度⽐5%削減、海外拠点では10%削減することを⽬標に掲げ取り組んできました。
2015年度は排⽔リサイクル設備の活⽤や⾬⽔の活⽤、洗浄⼯程の改良によって取⽔量原単位を2010年度⽐で国内
4％、海外18％削減しました。
また昨今注⽬されている⽔リスクに関しても、リスクのある拠点を特定し、取り組み⽅針を定めました。

グループ全体の取⽔量

⽔リスクへの対応

⽔ストレス地域での操業調査を実施

昨今、⽔リスクが重要課題として注⽬されています。ダイキングループでは2014年度から、世界資源研究所
（WRI）の⽔リスクマップ（Aqueduct）基準に基づき、⽔ストレス地域の調査を⾏い、インドや中国内陸などの5地域
において、⽔ストレス地域で操業していることが判明しました。
さらに2015年度からは、これらの地域や⽔の使⽤量の多い⽣産⼯場で⽔を資源と捉え、取⽔量から排⽔量を差し引
いた量をロスとして管理することにしました。そのためにまずはロスの調査から始めました。
今後は、この取り組みをグリーン調達ガイドラインに反映させ、サプライヤへの調査も開始して、バリューチェーン
全体での⽔資源への取り組みを強化していきます。
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製品に含まれる化学物質の管
理・削減

製品への含有に関わる化学物質につい
て法規制に基づいて管理しています。

⽣産時の化学物質の管理・削減

化学部⾨の⽣産⼯程で取り扱う化学物
質に対して⾃主的な削減に努めていま
す。

J-Mossへの対応

J-Moss（電気・電⼦機器の特定化学
物質の含有表⽰に関する新規格）の規
定に基づき、対象となる6物質の含有
についての情報を公開します。

環境

化学物質の管理・削減化学物質の管理・削減

化学物質の管理・削減の基本的な考え⽅

ダイキングループでは、製品への含有に関わる化学物質について、RoHS規制やREACH規則などの法規制に
基づいて、SVHC（⾼懸念物質）を定めた上でグリーン調達ガイドラインに明記し、資材購⼊先に遵守を要請
しています。
また⽣産⼯程で取り扱う化学物質に対して、⾃主的な使⽤量・排出量の削減に努めています。
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⾃動⾞業界では、⼤気汚染の⼀因となるガソリンなどの
VOC（揮発性有機化合物）の⼤気蒸散を厳しく規制する
動きが進んでいます。

「ネオフロンCPT」は、エンジン周りなど⾼温になる環
境のもとで、VOCの透過・漏出を抑える⾃動⾞⽤燃料
チューブ・ホース材料です。従来品（ネオフロンETFE）
に⽐べ、透過量を約5分の1に低減。また従来から燃料配
管に使⽤されているポリアミド樹脂や汎⽤ゴムと接着が可
能であり、積層チューブとして使⽤可能です。

⾃動⾞の⽣産台数が増加している中国を含む新興国で
は、環境規制が強化される中、⾮フッ素材料からフッ素材
料への積極的な切り替えが進められています。また、環境
規制が⼀段と進む先進国では、より⾼性能なフッ素材料が
採⽤されはじめています。このような今後の需要拡⼤に対
応していきます。

フッ素樹脂を使⽤した⾃動⾞⽤燃料配管

化学物質の管理・削減

製品に含まれる化学物質の管理・削減製品に含まれる化学物質の管理・削減

有害化学物質規制への対応

製品に含まれる化学物質の管理基準を策定

ダイキングループでは、RoHS指令注1やREACH規則注2、その他の法規制で規制されている物質を「指定管理物質」
として、グリーン調達ガイドラインの中に定め、製品に含有される化学物質の管理を実施しています。

注1 RoHS指令（2011/65/EU）： 電気・電⼦機器における、特定有害物質の使⽤を禁⽌する欧州連合（EU）の規制。
注2 REACH規則（1907/2006/EC）： 欧州で2007年6⽉に施⾏された化学物質規制で、欧州連合（EU）内で年間1トン以上の化学物質を

製造・輸⼊する企業に対し、化学物質の登録を義務付け、市場に出回るほぼすべての化学物質が対象となっています。

有害化学物質規制への対応（グリーン調達）（P127）

フッ素化学製品の化学物質の削減

⾃動⾞業界で、フッ素材料がVOCの漏出抑制に貢献
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化学物質の管理・削減

⽣産時の化学物質の管理・削減⽣産時の化学物質の管理・削減

化学物質の管理・削減

ダイキングループの国内外の拠点では、PRTR法対象物質やVOCといった、さまざまな化学物質の⾃主的な削減に取
り組んでいます。

PRTR法対象物質を2010年度⽐23%削減

ダイキン国内グループは、化学物質排出移動量届出制度PRTR法の対象物質の排出量を2015年度に2010年度⽐15%
削減することを⽬標に取り組んできました。

2015年度は、⼦会社の⽇本無機（株）で接着剤の代替や歩留り向上に取り組んだほか、空調⽣産本部で塗料の気化
防⽌に努めるなど、細かな取り組みを積み重ねました。その結果、国内グループの排出量は101トンと2010年度⽐
23%削減しました。

PRTR法対象物質排出量（⽇本）

PRTR法（化学物質排出把握管理促進法）とは
PRTRとは、Pollutant Release and Transfer Registerの略称。有害性のある特定の化学物質について、事業者

に対して、環境中（⼤気・⽔域・⼟壌）への排出量や廃棄物としての移動量の集計・届出を義務付けたもの。諸外
国でも同様の制度があり、⽇本では1999年に制定され、2009年に改正されました。
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2015年度PRTR集計結果 （取扱量1トン以上の対象物質）

化学物質名
環境への排出（t） 移動量（t）

⼤気 公共⽤⽔域 ⼟壌 廃棄物 下⽔

クロロジフルオロメタン（別名HCFC-22） 53.02 0.00 0.00 0.37 0.00

ジクロロメタン（別名塩化メチレン） 31.61 0.00 0.00 3.10 0.00

1-クロロ-1,1-ジフルオロエタン （別名HCFC-
142b） 9.90 0.00 0.00 0.00 0.00

トルエン 3.35 0.00 0.00 0.59 0.00

2-クロロ-1,1,1,2-テトラフルオロエタン （別名
HCFC-124） 1.40 0.00 0.00 0.00 0.00

ノルマル－ヘキサン 1.15 0.00 0.00 1.00 0.00

クロロホルム 0.84 0.00 0.00 4.10 0.00

フェノール 0.76 0.00 0.00 0.77 0.00

キシレン 0.71 0.00 0.00 0.00 0.00

ホルムアルデヒド 0.42 0.68 0.00 0.30 0.00

1,2,4-トリメチルベンゼン 0.30 0.00 0.00 0.00 0.00

ふっ化⽔素及びその⽔溶性塩 0.24 0.00 0.00 75.00 0.00

エチルベンゼン 0.20 0.00 0.00 0.00 0.00

ポリ（オキシエチレン）＝アルキルエーテル （アル
キル基の炭素数が12から15までのもの及びその混合
物に限る。）

0.02 0.00 0.00 44.00 0.25

N,N-ジメチルアセトアミド 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00

メチルナフタレン 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00

N,N-ジメチルホルムアミド 0.01 0.00 0.00 5.10 0.00

アセトニトリル 0.00 0.00 0.00 3.10 0.04

ほう素化合物 0.00 0.43 0.00 0.58 0.01

塩化第⼆鉄 0.00 0.00 0.00 8.74 0.00

アンチモン及びその化合物 0.00 0.00 0.00 1.20 0.00

メチレンビス（4,1-フェニレン）＝ジイソシアネー
ト 0.00 0.00 0.00 1.03 0.00

亜鉛の⽔溶性化合物 0.00 0.00 0.00 0.55 0.14

りん酸トリトリル 0.00 0.00 0.00 0.05 0.00

モリブデン及びその化合物 0.00 0.00 0.00 0.03 0.00

銅⽔溶性塩（錯塩を除く。） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

アリルアルコール 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

四塩化炭素 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

ペルオキソ⼆硫酸の⽔溶性塩 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
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VOC排出量を⽇本で2010年度⽐19%、海外では原単位で2010年度⽐19%削減

ダイキングループはVOC排出量に関する2015年度の⽬標を、国内では総量で2010年度⽐20%削減、海外では原単位
で2010年度⽐10％削減として取り組んできました。

2015年度はVOCの回収・リサイクルや代替化に取り組んだ結果、国内で2010年度⽐19％削減、海外では原単位で
19％削減しました。

VOC排出量と⽣産⾼あたりのVOC排出量原単位（⽇本）

VOC排出量と⽣産⾼あたりのVOC排出量原単位（海外）

PFOA全廃に向けた取り組み

代替品開発により製造・使⽤を全廃

PFOA（パーフルオロオクタン酸）は、⾃然界に存在しない⼈⼯の化学物質で、フッ素ポリマーの重合助剤として使
⽤されてきましたが、⾃然界で分解せず、環境・安全上の懸念材料とされています。

ダイキン⼯業は、持続性のある化学物質管理の⼀環として、PFOA（パーフルオロオクタン酸）やその類縁化合物の
製造、使⽤、それらを原料とした製品の製造を2015年末で中⽌しました。
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グリーンマーク

化学物質の管理・削減

J-Mossへの対応J-Mossへの対応

J-Mossへの対応

J-Moss（電気・電⼦機器の特定化学物質の含有表⽰に関する新規格）の規定に基づき、対象となる6物質の含有につ
いての情報を公開致します。ダイキンの製品のうち、ルームエアコンが本規定の対象です。

ダイキンでは2001年から、製品に含まれる化学物質の把握・管理と特定化学物質の使⽤廃⽌に取り組んできまし
た。その結果、ルームエアコン（2006年7⽉以降製造）について全機種、基準値を超えての特定化学物質含有を廃⽌し
ています。

ダイキンでは、お客様が安⼼して環境配慮製品の選択をできるよう、このような環境配慮製品の情報開⽰を積極的に
推進します。

J-Mossとは

J JIS C 0950「電気・電⼦機器の特定の化学物質の含有表⽰」
“The marking for presence of the specific chemical substances for electrical and electronic equipment”の

略。鉛、⽔銀、カドミウム、六価クロム、PBB（ポリ臭化ビフェニル）、PBDE（ポリ臭化ジフェニルエーテル）の6物
質の含有表⽰を電気・電⼦機器の製品本体等に実施するものです。対象となる機器は、（1）パーソナルコンピュータ
（2）ユニット型エアコンディショナー（3）テレビ受像機（4）電気冷蔵庫（5）電気洗濯機（6）電⼦レンジ（7）⾐
類乾燥機です。

ダイキン製品の状況

ルームエアコンにおける含有状況は、以下の通りです。なお、国内に出荷する2007年以降
のルームエアコン新製品について、グリーンマークの表⽰を実施しています。
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(1) パーソナルコンピュータ (2) ユニット型エアコンディショナー (3) テレビ受像機
(4) 電気冷蔵庫 (5) 電気洗濯機 (6) 電⼦レンジ
(7) ⾐類乾燥機

ルームエアコンにおける含有状況
機器名称：ルームエアコン（室内機/室外機）
形式名：2006年7⽉以降製造の全機種（注記3）

⼤枠分類
化学物質記号

Pb Hg Cd Cr(Ⅵ) PBB PBDE

構造部品 ○ ○ ○ ○ ○ ○

冷媒系統部品 除外
項⽬ ○ ○ ○ ○ ○

電気・電⼦部品 除外
項⽬ ○ ○ ○ ○ ○

圧縮機 除外
項⽬ ○ ○ ○ ○ ○

冷媒 ○ ○ ○ ○ ○ ○

付属品 ○ ○ ○ ○ ○ ○
JIS C 0950:2008

注記1 “○”は、算出対象物質の含有率が含有率基準以下であることを⽰す。
注記2 “除外項⽬”は、算出対象物質が含有マークの除外項⽬に該当していることを⽰す。
注記3 下記形式

《室内機》 壁掛形、天井埋込カセット形 (シングルフロー/ダブルフロー)、壁埋込形、アメニティビルトイン形、床置形
《室外機》 ペア⽤、システムパック⽤、システムマルチ⽤、ワイドセレクトマルチ⽤、温⽔床暖房機能付⽤

J-Mossの概要

資源有効利⽤促進法の改正により、対象となる機器はJ-Moss規格に適合する義務があります。 J-Moss (JIS C
0950)

The marking for presence of the specific chemical substances for electrical and electronic equipment
電気・電⼦機器の特定の化学物質の含有情報

規格の趣旨

電気・電⼦機器に含まれる特定の化学物質について含有表⽰を⾏うことにより、

サプライチェーンおよびライフサイクル各段階の化学物質管理の改善
⼀般消費者の理解の容易化
資源の有効利⽤の質的向上と環境負荷低減
適切に管理された電気・電⼦機器

のさらなる普及をめざします。

対象機器
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含有マーク

グリーンマーク

特定化学物質

化学物質 記号 含有率基準値 (wt％)

鉛 Pb 0.1

⽔銀 Hg 0.1

カドミウム Cd 0.01

六価クロム Cr(Ⅵ) 0.1

ポリブロモビフェニル PBB 0.1

ポリブロモジフェニルエーテル PBDE 0.1

含有表⽰

対象機器の特定化学物質含有率が基準値を超える場合、機器本体、包装箱、カタログ類に
含有マークを表⽰し、Webサイトで情報公開する必要があります。

⼀部の化学物質が含有マークの除外項⽬に該当し、その他の化学物質が基準値以下である
場合は含有マークの表⽰は必要ありませんが、Webサイトでの情報公開は必要となっていま
す。

グリーンマーク表⽰

特定化学物質含有率が基準値を超えない電気・電⼦機器については、「電気・電⼦機器の
特定の化学物質に関するグリーンマーク表⽰ガイドライン」注に基づき、グリーンマークを
表⽰することができます。

注）以下の3つの⼯業会が定めるガイドライン
⼀般社団法⼈ 電⼦情報技術産業協会 (JEITA)
⼀般社団法⼈ ⽇本電機⼯業会 (JEMA)
⼀般社団法⼈ ⽇本冷凍空調⼯業会 (JRAIA)
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環境マネジメントシステム

グループ全体での環境経営体制の構築
を進めています。

環境リスクマネジメント

環境に影響を及ぼすリスクを回避し、
万⼀の環境被害を最⼩限に抑えるため
の施策を講じています。

環境会計

環境対策にかけた費⽤とその効果を定
量化して⽰す「環境会計」を環境情報
開⽰の重要項⽬と捉えています。

環境配慮設計

環境負荷の少ない製品の開発に取り組
んでいます。

グリーン調達

お取引先様をも含めたサプライチェー
ン全体でグリーン調達を積極的に進め
ています。

「グリーンファクトリー」
「グリーンオフィス」

独⾃基準で環境に配慮した拠点を「グ
リーンハートファクトリー」「グリー
ンハートオフィス」に認定していま
す。

環境コミュニケーション

グリーンハート（地球や⾃然を⼤切に
思う気持ち）の輪を広げるコミュニ
ケーション活動に⼒を⼊れています。

環境

環境マネジメント環境マネジメント

環境マネジメントの基本的な考え⽅

グループ全体で同⼀の⽬標・管理体制のもとで環境保全活動を推進するために、ISO14001にのっとった環
境マネジメントシステム（EMS）を構築・運⽤しています。
監査の有効性向上や環境リスクの回避、従業員の環境教育などに、グループをあげて取り組んでいます。

- 109 -
環境



環境マネジメント

環境マネジメントシステム環境マネジメントシステム

環境マネジメントシステム

グループ全体での環境経営推進体制を構築

ダイキングループでは、ISO14001にのっとった環境マネジメントシステム（EMS）を構築・運⽤しており、下図の
ような組織体制を整えています。

ダイキングループに新たに加わった各社のEMS構築を順次進め、2016年度までに全拠点でのISO14001の認証取得
をめざしています。

また、データの信頼性を確保し、管理の仕組みをさらに改善するため、2013年度から、温室効果ガス排出量に対す
る第三者検証を受けています。

環境経営推進体制

ISO14001認証取得組織従業員の全従業員に占める割合（2015年度）
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グローバル環境会議inタイ

統合EMSを構築し、国内グループ全体で環境活動を推進

ダイキングループでは1996年から、国内全⽣産事業所において個別にEMSを構築し、環境保全活動を推進してきま
した。

2004年、「環境と事業活動を融合させ、積極的に環境経営を推進する」との⽅針のもと、国内全事業所と全⼦会社
(⾮⽣産事業所を含む)でISO14001の統合認証を取得し、販売会社など⾮⽣産拠点を含めた国内グループ全体で環境経
営を推進していく体制を整えました。営業部⾨による「環境セールス活動」や、設計部⾨による「環境配慮設計」な
ど、各部⾨で環境に配慮した事業活動を推進しています。

2015年度からは、国内外でISO14001:2015年版への切り替え準備をスタートさせています。

グローバル環境会議の開催

情報を共有し課題を議論して、環境活動をレベルアップ

グループ全社で環境経営を推進するために、海外では、4つの地域
（欧州、⽶国、中国、アジア・オセアニア）ごとに、環境会議を年1回
開催。現地拠点の社⻑、環境責任者、環境担当部⻑と⽇本の環境担当
部⻑などが参加し、グループの⽅針と中⻑期の⽬標を共有するととも
に、情報交換しています。

2015年度は従来の環境会議に加えて、6⽉にグローバル各社の省エ
ネ活動の加速を⽬的として、「第2回グローバル環境会議inタイ」を開
催し、⽇本、中国、オセアニア、欧州の環境担当者が参加しました。
今回は「学ぶ・話す・決起する」をコンセプトに、タイの2⼯場での改
善事例を⾒学した後、グループに分かれ今後の省エネ活動について活
発な議論を交わしました。

環境監査

内部監査と認証機関による審査を実施

統合EMS（環境マネジメントシステム）を取得しているダイキングループでは、ISO14001に基づき、認証機関によ
る審査と年1回の内部監査を実施しています。

2015年度は4⽉からのフロン排出抑制法の施⾏にあたり、国内グループにおいて機器の管理状況の確認などに重点を
置く内部監査を実施しました。また、分散拠点の法順守の取り組みについても現状の確認や課題点の把握などに努めま
した。

なお、国内グループの2015年度の内部環境監査については重⼤な指摘はなく、認証機関による審査でも不適合はあ
りませんでした。ただ、運⽤⾯で不明確になっている点や、各組織で是正事項が⽔平展開されていないことについて指
摘を受けました。これらの課題を解決すべく、ISO14001の改訂内容に沿って、2016年度にルールを⾒直す予定です。

2015年度の環境監査の状況（件） （件）

内部環境監査の指摘 認証機関による審査での指摘

重⼤な不適合 0 0

軽微な不適合 17 0

改善事項 136 6
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社内向け環境ニュース「エコとも」

e-ラーニングの教材

内部監査員を育成

ダイキン国内グループでは、現在、93名いる内部監査員の育成・レベルアップにも取り組んでおり、ベテランと若⼿
の監査員がペアで監査にあたったり、新しい内部監査員8名は監査員補として参加するなどしてスキルの伝承に努めて
います。また、内部監査員に対して毎年1回研修会を実施し、監査基準の徹底とレベルアップを図っています。

2015年度の監査員研修では、重点項⽬であるフロン排出抑制法について、法の理解とともに、監査の場⾯での確認
事項について教育を実施しました。また、客観的事実に基づいて課題を指摘する演習を実施しました。なお、2015年
度は監査員から主任監査員に7名、監査員補から監査員に14名が昇格しています。

今後も内部監査員制度を継続して研修を実施するとともに、内部監査員が他組織の監査を経験して、成功事例を⾃組
織で展開することで、質の平準化と全体のレベルアップを図っていきます。また、2016年度の重点施策として、改訂
されたISO14001:2015への移⾏をスムーズにするために、内部監査員の教育を実施する⽅針です。

環境教育

従業員の環境意識を⾼め、⾏動を促すさまざまな教育を実施

ダイキングループでは、さまざまな機会や教育を通して、地球環境とダイキンの事業との関わりなどについて従業員
の理解を深め、⼀⼈ひとりの環境意識の向上と環境活動の実践を促しています。

国内では、イントラネットを使った「e-ラーニング」を年1回実施、ダイキン従業員として知っておくべき環境課題
について教育しています。また、部⾨独⾃の取り組み事例などを紹介した社内向け環境ニュース「エコとも」を発⾏し
ています。

海外ではISO14001取得拠点の従業員に対して、各地域の事情に応じた環境教育を実施しています。

従業員の意識を⾼める広報・教育ツール
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2015年度の環境教育実施状況（ダイキン国内グループ全社教育）
国内グループの全社教育として以下の教育を実施しました。
そのほか、各組織にて環境教育を実施しています。

環境教育の名称 対象 実施回数

環境e-ラーニング 全従業員 1回

環境意識と知識の向上を⽬的とし、ダイキンに特に関わりの深い「地球温暖化」と「オゾン層破壊」に加え、毎年の
トピックスについて、幅広く学びます。
2015年度は「⽔資源の重要性」とCOP21で採択された地球温暖化対策の新たな国際枠組み「パリ協定」につい学習し
ました。また、ダイキンは「事業」と「社会貢献」の両⽅でCO2削減に取り組んでおり、それぞれの活動についても
学びました。
1）「事業」：空調機の省エネ化やインバータ機の販売拡⼤、冷媒の考え⽅などの取り組みについて
2）「社会貢献」：環境保全の取り組みについて

環境管理責任者教育 環境管理責任者 1回

ISO14001の2015年9⽉の改訂にともない、国内では2017年2⽉の移⾏を予定しています。そのため、2015年度は、
外部講師を招き、ISO14001の改訂の背景や他社および社会の動向、改訂版の考え⽅、要点について理解を深めまし
た。

ISO14001認証取得状況（国内、海外）

ISO14001認証取得状況（国内）

国内 1996年 ダイキン⼯業国内グループ注

注 1996年10⽉に、堺製作所で取得。以降、ダイキン⼯業の各事業所、国内⽣産⼦会社での取得を推進。「ダイキン⼯業国内グループ」と
して、2004年3⽉に統合認証による更新。

海外⼦会社のISO14001認証取得状況（2016年3⽉現在）

取得年⽉ 事業場

1997年9⽉ Daikin America, Inc.

1998年2⽉ Daikin Industries (Thailand) Ltd.

1998年2⽉ Daikin Europe N.V.

2001年11⽉ ⻄安⼤⾦慶安圧縮機有限公司

2001年11⽉ ⼤⾦空調(上海)有限公司

2002年6⽉ ⼤⾦フッ素塗料(上海)有限公司

2002年11⽉ ⼤⾦空調(上海)有限公司 恵州分公司

2004年1⽉ Daikin Airconditioning (Thailand) Ltd.

2004年1⽉ Daikin Chemical Netherlands B.V.

2004年1⽉ Daikin Airconditioning Germany GmbH

2004年6⽉ Daikin Airconditioning Spain S.A.

2004年11⽉ Shenzhen McQuay Air Conditioning Co., Ltd.

2004年12⽉ Daikin Airconditioning France S.A.S.

2004年12⽉ Daikin Compressor Industries Ltd.
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取得年⽉ 事業場

2005年1⽉ Siam Daikin Sales Co., Ltd.

2005年1⽉ Daikin Airconditioning Central Europe Handels GmbH

2005年2⽉ Daikin Airconditioning Poland Sp. zo.o

2005年2⽉ Daikin Airconditioning Italy S.p.A

2005年3⽉ Daikin Trading (Thailand) Ltd.

2005年3⽉ Daikin Airconditioning (Singapore) Pte. Ltd.

2005年4⽉ Daikin Asia Servicing Pte. Ltd.

2005年4⽉ Daikin Airconditioning Belgium N.V.

2005年12⽉ Daikin Airconditioning U.K., Ltd.

2005年12⽉ ⼤⾦空調機電設備(蘇州)有限公司

2006年1⽉ Daikin Chemical France S.A.S.

2006年6⽉ Daikin Industries Czech Republic s.r.o.

2006年7⽉ ⼤⾦フッ素化学(中国)有限公司

2006年9⽉ ⼤⾦電器機械(蘇州)有限公司

2006年10⽉ Daikin Australia Pty., Ltd.

2006年12⽉ Daikin Airconditioning India Pvt. Ltd.

2007年3⽉ DAIKIN Electronic Devices Malaysia

2007年5⽉ McQuay Air Conditioning & Refrigeration (Wuhan) Co., Ltd.

2007年5⽉ ⼤⾦(中国)投資有限公司

2007年8⽉ Daikin Airconditioning (Malaysia) Sdn., Bhd.

2007年8⽉ ⼤⾦冷気(⾹港)有限公司

2007年11⽉ ⼤⾦空調技術(上海)有限公司

2007年12⽉ ⼤⾦空調技術(北京)有限公司

2007年12⽉ ⼤⾦空調技術(広州)有限公司

2007年12⽉ Daikin Malaysia Sdn. Bhd.

2008年1⽉ Cri-Tech Inc.

2008年1⽉ AAF (Shenzhen) Co., Ltd.

2008年1⽉ AAF (Suzhou) Co., Ltd.

2008年2⽉ ⼤⾦フッ素化学（中国）有限公司 上海分公司

2008年2⽉ ⼤⾦フッ素化学（中国）有限公司 北京分公司

2008年2⽉ ⼤⾦フッ素化学（中国）有限公司 広州分公司

2008年3⽉ Daikin America, Inc. (Orangeburg)

2008年6⽉ Daikin Chemical Europe GmbH

2008年6⽉ McQuay Suzhou

2008年7⽉ Daikin Device Czech Republic s.r.o.

2008年9⽉ Daikin Airconditioning Portugal S.A.

2008年11⽉ Daikin R&D Sdn Bhd
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取得年⽉ 事業場

2009年1⽉ Daikin Airconditioning Greece S.A.

2009年1⽉ American Air Filter Manufacturing Sdn Bhd

2009年3⽉ DAIKIN Steel Malaysia

2009年8⽉ DAIKIN Refrigeration Malaysia

2009年4⽉ Daikin Air Conditioning South Africa

2009年12⽉ Daikin Turkey A.S.

2010年1⽉ J&E Hall Limited (United Kingdom)

2010年1⽉ Daikin Applied Europe

2010年1⽉ Daikin Applied Americas （Faribault）

2010年1⽉ Daikin Applied Americas （Owatonna）

2010年1⽉ AAF-Limited (United Kingdom)

2010年3⽉ Goodman Global Group, Inc (Cooling)

2010年3⽉ Goodman Global Group, Inc (Furnece)

2010年3⽉ Goodman Global Group, Inc (Fayetteville)

2010年3⽉ Goodman Global Group, Inc (Dayton)

2010年5⽉ Daikin Applied Americas （Dayton）

2010年7⽉ ⼤⾦制冷（蘇州）有限公司

2010年10⽉ AAF Internation sro (Slovakia)

2011年1⽉ AAF-International B.V. (The Netherland)

2011年3⽉ Daikin Airconditioning Netherlands B.V.

2011年3⽉ AAF (Wuhan) Co., Ltd.

2011年3⽉ 江⻄⼤唐化学有限公司

2012年2⽉ AAF (Columbia)

2012年3⽉ AAF S.A.(Spain)

2012年6⽉ AAF International (Louisville)

2012年6⽉ McQuay Technology

2012年8⽉ Daikin Airconditioning India Pvt. Ltd. (Neemrana Plant)

2013年6⽉ Daikin Applied Americas （Staunton）

2015年5⽉ Daikin Refrigerants Europe GmbH
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防災訓練（⿅島製作所）

環境マネジメント

環境リスクマネジメント環境リスクマネジメント

環境リスクマネジメント

環境に関する法令・規制の順守状況を監査し、是正

ダイキン国内グループでは、全社内部環境監査チームによる定期的な順法監査を年1回実施し、環境に及ぼすリスク
の回避に努めています。

各⽣産事業場・⽣産⼦会社では、万⼀、事故や災害が発⽣した場合でも環境被害を最⼩限に抑える体制を整えていま
す。

また、近隣の住⺠⾃治会と⼯場⾒学などを通して⽇頃から交流を深め、地域とも連携した緊急時連絡体制を整えてい
ます。

サイトレポート（http://www.daikin.co.jp/csr/report/site_data/index.html）

事故・災害時の環境被害を最⼩限に抑制

国内外の⽣産拠点では、万⼀、事故や災害が発⽣した場合でも環境
被害を最⼩限に抑える体制を整えています。化学部⾨、機械部⾨とも
に、化学物質やオイルなどの漏えい・流出といった緊急時に備え、対
応を細かく定めた「防災管理マニュアル」を作成、訓練を定期的に実
施しています。

2015年度、国内では、機械部⾨で納⼊トラックからの化学物質・オ
イル漏洩を想定し、初期対応や発⽣源の特定などを含めた訓練を実施
ました。化学部⾨では、活動区域を危険区域（ホットゾーン）、準危
険区域（ウォームゾーン）、安全区域（クリアーゾーン）の3ゾーン⽅
式に分けることで、有害物質の汚染拡⼤防⽌や隊員の⾝体防護を図っ
ています。

地域とも連携した緊急時の連絡体制を整備

製作所周辺の住⺠の⽅々への安全配慮も重要な課題です。特に住宅地に⽴地する淀川製作所では、リスクアセスメン
トによって、地域に及ぼす環境リスクの排除に努めています。

またレスポンシブル・ケア注の考え⽅に基づき、⾏政機関との連携を図るとともに地域住⺠への情報公開に努めてい
ます。近隣の住⺠⾃治会と⼯場⾒学などを通して⽇頃から交流を深めるとともに、緊急時にも地域と連携した連絡体制
の確⽴をめざしています。2014年度は⼤阪地区地域対話集会で「東南海・南海地震への対応」について報告しまし
た。

⼀⽅、滋賀製作所では地元の草津市との協定により、⼤気・悪臭・⽔質・下⽔・騒⾳・振動の1年間の分析測定結果
を報告しています。

注 レスポンシブル・ケア：化学物質を扱う企業が、化学物質の開発から製造、物流、使⽤、最終消費を経て廃棄に⾄る全過程で、「環境・
安全・健康」を確保し、活動の成果を公表し社会との対話・コミュニケーションを⾏う活動。

地域との信頼関係づくり（P249）
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フッ素化学製品のPFOAや、その類縁化合物の製造・使⽤を2015年に全廃

ダイキン⼯業は、持続性のある化学物質管理の⼀環として、PFOA（パーフルオロオクタン酸）や、その類縁化合物
の製造・使⽤、それらを原料とした製品の製造を2015年末で中⽌しました。

詳細は「PFOA全廃に向けた取り組み」をご覧ください。（P105）

環境基準の監視

各⽣産拠点で公的規制以上の厳しい管理を実施

ダイキングループでは、⼤気や⽔質への汚染物質の排出や、騒⾳・振動の発⽣について、国の環境基準や⾃治体の条
例の規制値より厳しい⾃主基準を設けて管理しています。定期的に測定を続けるとともに、それらの排出・発⽣防⽌に
努めています。

ダイキン⼯業4⽣産事業所の環境監視データについてはWEBサイトで公開しています 。

サイトレポート（http://www.daikin.co.jp/csr/report/site_data/index.html）/li>

⼟壌・地下⽔汚染への対応

淀川製作所における⼟壌汚染への対応

淀川製作所では、⼟壌汚染調査の結果、VOCやフッ素による⼟壌や地下⽔の汚染が判明しており、該当地は汚染⼟壌
の封じ込めや地下⽔の揚⽔浄化を実施しています。近年の調査の結果、敷地の中央部分で過去に使⽤していたテトラク
ロロエチレンとトリクロロエチレンの汚染濃度は減少しているものの、それらが⾃然分解して⽣じるジクロロエチレン
の濃度が上がっていることが判明しました。これは浄化の過程で⽣じるものであり、地下⽔の揚⽔により敷地境界への
拡散を防いでいます。

また、2013年にテクノロジー・イノベーションセンターの建設予定地の⼀部で基準値を超えるフッ素や⽔銀が検出
されたため、⼤阪府から形質変更時要届出区域注の指定を受け、建設⼯事を⾏いました。すべての⼯事は2015年12⽉
末に完了し、汚染⼟が除去された⼀部区域の指定解除を⼤阪府に申し出ています。

注 形質変更時要届出区域：⼟壌汚染対策法に基づく⼟壌汚染状況調査の結果、基準に不適合だった⼟地について、健康被害が⽣ずるおそれ
がない時に指定されるものです。

⿅島製作所の地下⽔浄化を継続

⿅島製作所では2000年、地下⽔に含まれる有機塩素系化合物の濃度が環境基準を超過していることが判明しまし
た。そこで汚染源での⼟壌の除去・浄化および地下⽔の揚⽔・浄化を実施し、その後も敷地外への汚染拡散防⽌と汚染
解消に努めています。

地下⽔浄化の継続によって、地下⽔中の汚染物質濃度は低下しています。環境基準値以下となるよう、引き続き対策
に努めます。
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PCBの保管と処分

PCBを含む機器を適切に管理し、処分を計画

有害物質であるPCB（ポリ塩化ビフェニル）を含む機器について、国の基準に従い適切に管理しています。保有品に
ついては、⽇本環境安全事業株式会社（公的処分場）に早期登録を済ませ、同社のPCB処理計画に基づいて処分してい
ます。

PCBを含む機器の処分の状況

製作所と保有品
処分実績

（品⽬と費⽤注）
処分計画

（費⽤は概算）

2009年度 2011年度 2013年度 2016年度以降

滋賀製作所：
コンデンサー5台、
蛍光灯安定器126個

⾼圧コンデンサー3台
（約180万円）

コンデンサー2台、
安定器126個
（約500万円）

堺製作所：
コンデンサー3台、
安定器7個、
絶縁油36L、
コンデンサー油付着のウエス

コンデンサー2台
（116万円）

安定器7個、
絶縁油36L、
コンデンサー1台、
コンデンサー油付着のウエ
ス
（約100万円）

淀川製作所：
トランス12台、
コンデンサー12台、
安定器448台

コンデンサー12台
（約1,700万円）

トランス12台
（約3,200万円）、
安定器448個
（約1,500万円）

注 費⽤は概算⾦額で収集運搬費と処理費を含む。
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環境マネジメント

環境会計環境会計

環境会計

2015年度集計結果

2015年度実績は、環境保全コストの総額は225億円（設備投資額32億円、費⽤額193億円）で、前年に対し98％の
実績です。

空調事業に関連する研究開発コストでは、省エネルギーや冷媒に関する技術開発に⼒を⼊れています。地球温暖化抑
制の重要性が⾼まる中、温暖化影響が従来の1/3である低温暖化冷媒R32、従来の燃焼式に⽐べてCO2排出量が半分以
下のヒートポンプ式暖房、快適性と省エネ性を両⽴するインバータ技術など、負荷抑制に貢献する商品開発、技術開発
を進めています。

集計⽅法

環境省の環境会計ガイドライン2005年版に準拠してコストと効果を算定、集計しています。

環境保全コスト
費⽤額には⼈件費を含みます。設備投資の減価償却費は含みません。環境以外の⽬的のあるものについては、当
社基準による按分集計を⾏っています。

環境保全効果
各々の項⽬の詳細は、関連ページを参照してください。

環境保全対策に伴う効果
環境保全効果および経済効果は、前年度との⽣産⾼調整⽐較による⽅法で算定しています。

環境保全コストの内訳
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2014年度、2015年度集計結果 (単位：百万円)

環境保全コスト

分類 主な取り組みの内容
2014年度 2015年度

設備投資額 費⽤額 設備投資額 費⽤額

事業エリア内コスト 1,421 5,525 1,590 5,695

1：公害防⽌コスト 公害防⽌施設・設備の導⼊・維持管理
⼤気・⽔質・振動・騒⾳などの測定・分析 442 1,382 665 1,818

2：地球環境保全コスト 省エネ型設備・機器の導⼊
⽣産⼯程からのフロン排出削減・回収 718 1,849 850 772

3：資源循環コスト 廃棄物減量化・リサイクル、外部委託処理、省資
源活動 261 2,294 75 3,105

上・下流コスト 使⽤済み製品のリサイクル、サービス時や使⽤済
み製品からのフロン回収・処理 5 228 8 234

管理活動コスト 環境担当組織運営、環境教育、情報開⽰環境マネ
ジメントシステムの構築・維持 11 1,107 19 1,159

研究開発コスト 空調機の環境3課題対応
環境対応フッ素化学製品開発 1,354 12,897 1,580 11,930

社会活動コスト 環境関連団体への⽀援（⼈材派遣・寄付等）
地域における環境保全活動 0 272 3 188

環境損傷対応コスト 地下⽔・⼟壌汚染の浄化のための費⽤ 0 67 0 67

合 計 4,213 20,097 3,200 19,272

当該期間の設備投資額の総額 78,400 11,2700

当該期間の研究開発費の総額 42,900 46,100

環境保全効果

効果の内容 2014年度
効果の値

2015年度
効果の値

事業エリア内コストに対応する効果

1：事業活動に投⼊す
る資源に関する効果

エネルギー消費に起因する
CO2排出量の削減

29,184t-CO2
増加

231t-CO2
削減

⽔使⽤量の削減 83,108m3

削減
374,313m3

削減

2：事業活動から排出
する環境負荷及び廃棄
物に関する効果

フロン排出量の削減 12t
削減

40t
削減

廃棄物量の削減 2,689t
削減

2,960t
増加

上・下流コストに対応する効果
事業活動から産出する
財・サービスに関する
効果

家庭⽤エアコンの回収台数
フロン回収量
容器包装リサイクル量

23万台
164t

204.7t

25万台
160t

132.6t

(単位：百万円)

環境保全対策に伴う経済効果 (実質的効果)

効果の内容 2014年度
⾦額

2015年度
⾦額

収益 廃棄物のリサイクル売却収⼊ 1,919 2,118

費⽤節減
省エネルギーによるエネルギー費の節減 643 844

省資源⼜はリサイクル活動に伴う廃棄物処理費の節減 331 1,174
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減量化・減容化1. 再⽣資源・再⽣部品の使⽤2.

包装3. 製造段階における環境負荷低減4.

使⽤段階における省エネ・省資源等5. ⻑期使⽤の促進6.

輸送・収集・運搬の容易化7. 再資源化等の可能性の向上8.

⼿解体・分別処理の容易化9. 破砕・選別処理の容易化10.

環境保全性11. 情報の提供12.

LCA（ライフサイクルアセスメント）13.

環境マネジメント

環境配慮設計環境配慮設計

空調機の環境配慮

13項⽬の環境評価基準をクリアしたものだけを製品化

ダイキン⼯業では、新製品の開発に際して、「性能」や「使いやすさ」などに加え、「環境性」についても重視して
います。このため新製品の企画・設計段階に製品アセスメントを導⼊し、環境性の向上を図っています。

製品アセスメントでは留意すべき13項⽬について詳細な評価基準を定め、これに基づいた製品開発を進めています。
また、製品のライフサイクルごとに、環境影響を定量的に把握するLCA（ライフサイクルアセスメント）の⼿法を⽤

いて、空調機器の温暖化影響を評価。前の製品モデルとの相対評価を実施し、トータルで環境負荷が低減されているこ
とを確認して製品化しています。

製品アセスメント評価項⽬

- 121 -
環境



フッ素は、主に炭素原⼦と結びつくことで「熱に強い」
「薬品に侵されない」といった⾼い安定性を発揮し、ユ
ニークな機能を持つ化合物に⽣まれ変わります。

ダイキンでは、こうしたフッ素の特性を活かし、環境保
全に役⽴つさまざまな商品を提供しています。

例えば、塗るだけで温度上昇を抑制し空調負荷を軽減す
る「ゼッフル遮熱塗料」や、太陽電池の⻑寿命化に貢献す
る「ネオフロンETFE」などは、お客様の省エネ活動に貢
献する商品です。また、フッ素材料はリチウムイオン電池
の⾼容量化に貢献することから、電解液などにも使われよ
うとしています。

フッ素化学が拓く環境ソリューション

フッ素化学製品の環境配慮

さまざまな分野でフッ素化学が環境保全に貢献

耐⾼電圧性・⾼容量化に優れたリチウムイオン電池⽤バインダーを開発し、性能の向上に貢献

フッ素化学製品はリチウムイオン電池の⾼性能化や安全性向上に貢献する製品として注⽬されています。
2014年7⽉に販売したリチウムイオン電池⽤のフッ素系正極⽤変性PVdFバインダー「VW700シリーズ」は、当社独

⾃のポリマー変性技術を応⽤することで、⾼電圧でも劣化しにくく、電池の⾼容量化を可能にし、電池の寿命も従来⽐
10％注改善しました。

今後も、リチウムイオン電池⽤に、電解液やバインダー、パッキン⽤フッ素樹脂などを開発していきます。

注 4.4Vでの充放電を200回繰り返したときの充電容量の保持率が約80％から約90％に改善しました。

さまざまな場所でフッ素材料が環境負荷の低減に貢献

フッ素材料が持つ耐熱性、耐薬品性などの特性を活かし、燃料電池向け材料や、オイル＆ガス分野向け材料の研究開
発に取り組んでいます。

また、太陽電池やリチウムイオン電池、⾵⼒発電などにも使⽤され、環境負荷の低減に貢献しています。今後も再⽣
可能エネルギー、新エネルギー、省エネなどの分野に活⽤の幅を広げていく⽅針です。
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製品アセスメント評価項⽬

評価項⽬ 評価基準

01.減量化・減容化

1-1 製品及び主な原材料・部品
の減量化・減容化

製品（主な原材料・部品含む）は減量化・減容化されてい
るか

1-2 希少原材料の減量化 希少原材料は減量化されているか

1-3 冷媒使⽤量の削減 冷媒（HFC）の使⽤量は削減されているか

02.再⽣資源・再⽣部
品の使⽤

2-1 再⽣プラスチックの使⽤ 再⽣プラスチックを使⽤しているか

2-2 再⽣プラスチック使⽤の表
⽰

再⽣プラスチックを使⽤していることを部品に表⽰してい
るか

2-3 再⽣部品の使⽤ 再⽣部品（リユース部品）を使⽤しているか、その部品の
標準化をしているか

03.包装

3-1 包装材の減量化・減容化・
簡素化

・包装材は減量化・減容化・簡素化されているか
・使⽤済み包装材を⼩さく、または分割し、容易に回収・
運搬できるか

3-2 再資源化の可能性向上

・複合材料の使⽤は削減されているか
・複合材料の素材ごとの分離は容易か
・材料の共通化は図られているか
・包装材のリユースは考慮されているか

3-3 再⽣資源の使⽤ 再⽣資源を利⽤した包装材が使⽤されているか

04.製造段階における
環境負荷低減

4-1 製造廃棄物の削減 製造廃棄物の発⽣量が少なくなるような設計をしているか

4-2 製造⼯程での省エネ性 製品仕様において製造⼯程でのエネルギー消費量削減が考
慮されているか

05.使⽤段階における
省エネ・省資源等

5-1 使⽤段階における省エネ性 製品使⽤時のエネルギー消費量は削減されているか

5-2 待機時の消費電⼒ 待機時のエネルギー消費量は削減されているか

5-3 省エネ・省資源等の機能の
導⼊ 省エネ・省資源等の機能が付加されているか 

5-4 消耗材の消費量削減 製品使⽤時の消耗材消費量は削減されているか

06.⻑期使⽤の促進

6-1 製品及び主な部品・材料の
耐久性向上 製品及び部品・材料の耐久性向上が図られているか

6-2 消耗材の交換性及び⼿⼊れ
性の向上

・ユーザが容易に取外しや取付けができる構造になってい
るか
・交換時期が従来より⻑くなっているか
・本体や取説に交換に関する情報提供が改善されているか

6-3 保守点検・修理の可能性・
容易性向上

・保守・修理の必要性の⾼い部品を特定しているか
・その部品の共通化が図られているか
・その部品は保守・修理しやすい構造となっているか

6-4 ⻑期使⽤のための情報提供

・保守・修理など⻑期使⽤に役⽴つ、ユーザー・修理業者
向けの情報提供が⾏われ、情報の内容、表現⽅法、表⽰⽅
法等が改善されているか
・故障診断とその処置、安全性等に関する情報を修理業者
に提供できるか
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評価項⽬ 評価基準

07.輸送・収集・運搬
の容易化

7-1 製品輸送時及び収集・運搬
時の作業性向上

・前後・左右の質量バランスが適切で、安全かつ容易に収
集・運搬が⾏えるか
・質量または容量の⼤きい製品の場合、把⼿や⾞輪が適切
に配置されているか

7-2 製品輸送時及び収集・運搬
時の積載性向上

積載効率の向上が図りやすく、荷崩れを起こしにくい形状
か

08.再資源化等の可能
性の向上

8-1 リサイクル可能なプラス
チックの使⽤ リサイクルしやすいプラスチックを使⽤しているか

8-2 リサイクル可能率の向上 製品全体として、リサイクル可能率は向上しているか

09.⼿解体・分別処理
の容易化

9-1 ⼿解体・分別処理の容易化

・⼿解体・分別対象物は取り出しやすい構造になっている
か
・解体性向上のリサイクルマーク表⽰等、解体を容易にす
るための情報提供がされているか

9-2 複合材料の削減 分離困難な複合材料は削減されているか

9-3 材料の共通化 材料の共通化は図られているか

10.破砕・選別処理の
容易化 10-1 破砕処理の容易性

・破砕機による破砕処理が容易か
・破砕機に投⼊可能な⼨法か
・設備や再⽣資源を損傷、汚染する物質はないか

11.環境保全性

11-1 低GWP冷媒の採⽤ 温暖化影響の⼩さい低GWP冷媒を採⽤しているか

11-2 ポリ塩化ビニル（PVC）の
削減 ポリ塩化ビニル（PVC）は削減されているか

11-3 リサイクル処理・処分段階
の環境保全性

・収集・運搬時に冷媒や冷凍機油が漏れないよう、安全・
確実に冷媒回収ができるか
・冷媒回収の⽅法が据説等に記載されているか
・標準的な⼯具で環境負荷物質を含む部品を取り外せるか

11-4 ライフサイクルの関係者へ
の情報提供

ユーザー及び関連業者に対して、適切な情報提供を⾏って
いるか

12.情報の提供

12-1 製品・部品、取扱説明書、
包装材等への表⽰

製品・部品、取説、包装材等への表⽰は、表⽰ガイドライ
ン等に基づき適切に⾏っているか

12-2 製品カタログ・ウェブサイ
ト等による情報提供

・省エネ、省資源等の機能の情報をウェブサイト、カタロ
グ等でユーザーに情報提供されているか
・リサイクルの促進および環境保全の促進、処理時の安全
性確保に関する情報を記載した資料が整備されているか

13.LCA（ライフサイ
クルアセスメント）

13-1 製品のライフステージごと
の環境負荷の把握

LCAで素材・製造・輸送・使⽤・廃棄の各段階の環境負荷
を評価しているか

13-2
製品のライフステージにお
ける環境負荷の低減⽅法の
考慮

LCAによるCO2排出量およびGWPについて、環境負荷の低
減ができているか
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グリーン調達率（全地域）

ダイキンアメリカ社でのグリーン調達展開説明会の現地スタッフと

環境マネジメント

グリーン調達グリーン調達

グリーン調達の進展

国内外の取引先様にグリーン調達ガイドラインの遵守を依頼

ダイキングループでは、2000年度に「グリーン調達ガイドライン」を制定し、⽣産⽤資材・部品を調達している国
内外の取引先様に遵守をお願いしています。

運⽤にあたっては、取引先様の環境保全活動状況をグリーン調達調査表で評価しています。また、EUでエネルギー使
⽤製品と関連製品に対して環境配慮設計を義務付けるErP指令に対応して、取引先様へのグリーン調達調査でも、使⽤
エネルギー起因のCO2排出量を把握しています。

取引先様ごとに環境活動の推進について議論を深め、調査の得点が満点の取引先様は「グリーンサプライヤ」として
評価しています。

2015年3⽉には「グリーン調達ガイドライン第8版」を発⾏し、最新の法令の変更内容を反映し、指定化学禁⽌物質
を追加しました。最新状況を踏まえて、引き続きグリーン調達ガイドラインを改訂していきます。

海外各拠点で改善要請や指導を実施

説明会で取引先様にグリーン調達の必要性を説明して、各拠点のグリーン調達率向上に取り組んでいます。国内にお
ける各事業部⾨をはじめ、海外の拠点においてもグリーン調達が浸透しつつあります。

2015年度は北⽶地域において、ダイキンアメリカ社の⼦会社であるCri-Tech社で現地スタッフを対象にした説明会を
開催して、グリーン調達を開始。また、北⽶の空調拠点であるGoodman社、ダイキンアプライドアメリカズ社、AAF
社の共通取引先のグリーン調達調査をGoodman社が実施し、結果のとりまとめを進めています。

また、タイ、中国、欧州でもBランク以下の取引先への改善要請や指導を実施しています。これらの結果、2015年度
のグリーン調達率は65％でした。

グリーン調達要求事項は禁⽌化学物質や⽣物多様性・⽔資源保護などの要求項⽬が増え、調査内容のレベルが年々上
がっています。調査結果を⽰すグリーン調達率が低下する場合がありますが、数値結果のみに捕われず、最新版グリー
ン調達調査表の調査結果からサプライヤーの改善につなげることが重要と考えます。今後も海外拠点で継続的に説明会
を実施することにより、グリーン調達率が低い地域での向上をめざしていきます。
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地域別グリーン調達率（％）

⽇本 中国 タイ
その他の
アジア・

オセアニア
欧州 北⽶ 全地域

2011年度 96 91 98 87 81 3 84

2012年度 99 92 98 90 83 36 89

2013年度 95 96 98 84 86 38 84

2014年度 94 97 98 76 91 39 78

2015年度 96 95 95 65 93 38 65

グリーン調達率＝ 
評価基準に達した取引先様からの調達額

全調達額

グリーン調達要求事項第8版（概要）

お取引先様の環境経営に関する要件
環境マネジメントシステム
（環境マネジメントシステムを構築し、ISO14001認証取得をする）
法順守
省エネ、廃棄物、輸送⼿段等の環境⾃主改善活動の推進
情報提供

製品に関する要件
化学物質管理

化学物質の使⽤制限1.
化学物質調査への協⼒2.
削減ランク物質について⾃主的な削減および管理物質の適正な管理実施3.

包装材
設計業務のある場合には環境配慮設計の実施

グリーン調達ガイドライン（サプライチェーン・マネジメント）（P229）

⽣物多様性
⽔資源保護
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有害化学物質規制への対応

製品に含まれる化学物質の管理基準を定めています

ダイキングループでは、製品への含有に関わる化学物質について、RoHS規制注1やREACH規則注2等の法規制に基づ
いて、SVHC(⾼懸念物質)について、下表のように定めた上で、グリーン調達ガイドラインに明記し、資材購⼊先に遵
守を要請しています。

2015年7⽉には、空調製品の化学物質管理の購⼊品要素規格通則（ASB040004K）が改訂され、禁⽌物質の追加と
閾値管理の強化を実施しました。追加禁⽌物質は、フタル酸エステル4物質注3とベンゼンアミン、N-フェニルー・スチ
レン・2.4.4トリメチルペンテン反応⽣成物（BNST）注4です。さらに、2016年7⽉に同じく購⼊品要素規格通則
（ASB040004L）が改訂され、EUバイオサイド規則について追記しています。

注1 RoHS指令：
電気・電⼦機器における、特定有害物質の使⽤を禁⽌する欧州連合（EU）の規制。

注2 REACH規則：
欧州で2007年6⽉に施⾏された化学物質規制で、欧州連合（EU）内で年間1トン以上の化学物質を製造・輸⼊する企業に対し、化学物質
の登録を義務付け、市場に出回るほぼすべての化学物質が対象となっています。

注3 2015年3⽉31⽇付けEU指令（EU2015/863）で、フタル酸エステル4物質が制限物質として追加されました。EUでの禁⽌適⽤開始は
2019年7⽉22⽇ですが、ダイキングループでの使⽤禁⽌は2019年1⽉1⽇以降の⽣産分より適⽤します。

注4 2015年3⽉14⽇より、カナダ環境保護法に基づき、ベンゼンアミン、N-フェニルー・スチレン・2.4.4トリメチルペンテン反応⽣成物
（BNST）が禁⽌されています。

化学物質管理指針（製品版）

管理ランク 物質名

禁⽌

カドミウム及びその化合物
六価クロム化合物
鉛及びその化合物
⽔銀及びその化合物
トリブチルスズ＝オキシド（TBTO）
トリブチルスズ化合物（TBT類） 注1）

トリフェニルスズ化合物（TPT類） 注1）

ジブチルスズ化合物（DBT類） 注1）

ジオクチルスズ化合物（DOT類） 注1）

ポリ臭化ビフェニル類（PBB類）
ポリ臭化ジフェニルエーテル類（PBDE類）
デカーBDE（デカ・ブロモ・ジフェニール・エーテル） 注2）

ポリ塩化ビフェニル類（PCB類）
ポリ塩化ターフェニル類（PCT類） 注2）

ポリ塩化ナフタレン（塩素原⼦1個以上）
短鎖型塩化パラフィン
パーフルオロオクタンスルホン酸塩（PFOS類） 注3）

Fガス（HFC,PFC,SF6） 注4）

アスベスト類
特定芳⾹族アミン⽣成のアゾ染料・顔料 注5）

オゾン層破壊物質（HCFCを除く） 注6）

放射性物質
フェノール、2-(2H-ベンゾトリアゾール-2-yl)-4.6-ビス（1,1-ジメチルエチル） 注2）

ジメチルフマレート（フマル酸ジメチルDMF） 注7）

ヘキサブロモシクロドデカン（HBCD）
特定PFOA類（パーフルオロオクタン酸&その塩およびそのエステル）
BNST（ベンゼンアミン,N-フェニル-/スチレン/2,4,4-トリメ チルペンテン反応⽣成物） 注11）

多環芳⾹族炭化⽔素（PAH） 注12）
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管理ランク 物質名

禁⽌予定 DEHP,DBP,BBP,DIBP

削減 ポリ塩化ビニル（PVC）  注8）

オゾン層破壊物質（HCFCのみ）

管理

酸化ベリリウム（BeO）  注2）

フタル酸エステル類(DINP,DIDP,DNOP)   注2）

過塩素酸塩   注2）

ニッケル及びその化合物  注9）

臭素系難燃剤（PBB類、PBDE類、HBCDD除く）
ホルムアルデヒド 注2）

EU REACH規則 ⾼懸念物質（SVHC）群（本ガイドラインで指定する禁⽌物質は除く） 注10）

注1） TBT類・TPT類は、2010年7⽉より使⽤禁⽌。 DBT類は、2012年1⽉（⼀部⽤途は2015年1⽉）より使⽤禁⽌。 DOT類は、2012年
1⽉より使⽤禁⽌。但し、禁⽌⽤途は「⽪膚に触れる商品類」と「2成分常温硬化成形剤」のみ。

注2） JIG例⽰物質に追加された物質群（2009年7⽉）。EU2015/863で制限物質に追加され2019年7⽉22⽇より禁⽌。
注3） 2009年5⽉にPOPs条約で製造・使⽤禁⽌物質に指定。 2010年4⽉より化審法で禁⽌（半導体、エッチング、業務⽤写真フィルムに

適⽤除外⽤途あり） 。
注4） Fガス（HFC，PFC等）は、発泡剤使⽤のみ禁⽌（国内安全基準の要求がある場合を除く） （2008年7⽉からEUで禁⽌）、冷媒使⽤

（HFC,PFCなど）は除外。
注5） ドイツ⽇⽤品規制で定められる特定アミンを形成するアゾ染料・顔料で⼈体に⻑時間接触する⽤途に限る 。
注6） HCFCの発泡剤製品は禁⽌。HCFCの冷媒使⽤も国内・EU向けは禁⽌。
注7） 2009年5⽉より使⽤禁⽌（⽪⾰製品や家具の防カビ剤として使⽤されていたが、EUで禁⽌）。
注8） PVCの代替可能なものは削減 。
注9） ニッケルの管理は、ニッケルが⻑時間⽪膚に触れる可能性のある場合。
注10） 今後追加されるSVHCはすべて管理対象とする。都度の追記はしない。
注11） カナダ環境保護法に基づく禁⽌物質（2015年3⽉14⽇以降、BNSTとその含有製品のカナダ国内での製造、使⽤、販売、流通、輸⼊

が禁⽌）。
注12） プラスチックあるいはゴム製で、ヒトの⽪膚あるいは⼝腔と直接⻑時間あるいは短期反復的に接触する物品は、

1mg/kg（0.0001wt%）を超えて含有してはならない。
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環境マネジメント

「グリーンハートファクトリー」「グリーンハートファクトリー」
「グリーンハートオフィス」「グリーンハートオフィス」

「グリーンハートファクトリー」の推進

独⾃基準で環境先進⼯場を認定

ダイキングループは、環境先進⼯場を環境性と社会性を評価した独⾃基準で認定する制度を設けています。100点満
点中95点以上を「スーパーグリーンハートファクトリー」、85点以上を「グリーンハートファクトリー」に認定して
います。
2015年度末時点で、国内3拠点、海外4拠点を「スーパーグリーンハートファクトリー」に認定しています。「グ
リーンハートファクトリー」には、ロテックス社とダイキントルコ社が2015年度に新たに加わり、国内5拠点、海外20
拠点を認定しています。

「グリーンハートオフィス」の推進

「グリーンハートオフィス」活動を展開

2011年度からオフィスなど⾮⽣産拠点での環境活動を推進するために「グリーンハートオフィス」活動を開始しま
した。オフィスでの環境活動を推進・啓発するためのポスターデザインを従業員に募集、オフィスに掲⽰するなど意識
を⾼めてきました。こうした活動が定着したことから、2014年度にはグリーンハートオフィスの達成度を評価する
チェック表を作成し、2015年度はトライアルとして本社や東京⽀社で評価を実施しました。
チェック表では「紙・ゴミ・電気」を縦軸に「意識・貢献」を横軸にしながらゾーンごとの取り組みレベルを「ゴー
ルドクラス」「シルバークラス」「ブロンズクラス」にランク付けし、各拠点の取り組みを相対評価できるようにしま
した。
今後、この取り組みを⽔平展開することにより、グリーンオフィス活動のレベルアップを図っていく⽅針です。
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アジア・オセアニア環境報告書 欧州環境報告書 中国環境報告書

環境マネジメント

環境コミュニケーション環境コミュニケーション

環境報告書の発⾏

⽇本・海外各地で独⾃の環境報告書を作成

ダイキングループの環境に関する考え⽅や環境保全の取り組みについてステークホルダーに知っていただくために、
ダイキン⼯業では1998年から毎年環境報告書（現・サステナビリティレポート）を発⾏し、これにあわせて、より詳
細な情報を当WEBサイトで開⽰しています。
海外グループ会社では、アジア・オセアニア地域、欧州地域、中国地域で、各地域の1年間の取り組みについて、環
境報告書を発⾏して開⽰しています。中国では独⾃のCSR報告書も発⾏しています。
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環境広告

電⾞広告や新聞などで、環境保全の情報を提供

ダイキン⼯業は、交通機関などの広告枠を使って、製品の紹介だけでなく、環境保全に役⽴つ情報や世界の空調や環
境に関する話題を発信しています。

ダイキン節電ソリューションドア上広告シリーズ

2015年度は環境負荷低減をテーマに広告を展開。低温暖化冷媒R32の世界規模での普及を紹介しています。

環境啓発活動

WEBサイトで、楽しみながら環境について考えるコンテンツを公開

ダイキン⼯業はWEBサイト上で、家計にも役⽴つ環境にやさしいエアコンの使⽤⽅法や、当社に関わりのある環境問
題などを紹介したコンテンツを公開しています。⼦どもから⼤⼈まで楽しみながら、エアコンと環境との関わりを学ん
でいただけます。今後も空気や環境問題、節電の⽅法などの情報を提供していく⽅針です。
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⽣物多様性の保全

ダイキングループは世界中で貴重な⾃
然や⽣態系のバランスを維持し、豊か
さを取り戻す取り組みを推進していま
す。

⽣物多様性の啓発

ダイキングループは従業員の⾃主的な
⽣物多様性保全活動を⽀援するととも
に、社外への情報開⽰や啓発活動を重
視しています。

環境

⽣物多様性の保全⽣物多様性の保全

⽣物多様性の保全の基本的な考え⽅

私たちの社会は多くの⾃然の恵みを受けて成り⽴っています。その源は「⽣物多様性」であり、ダイキンの
事業は地球温暖化影響を通して⼤きな影響を与えているため、事業活動全般にわたって温室効果ガスの排出削
減に努めています。 また、環境貢献活動として⽣物多様性の保全に取り組みます。中でも「地球のエアコ
ン」である豊かな森林を守り育てる運動に⼒を⼊れ、世界中で⽣態系のバランスを維持し豊かさを取り戻す取
り組みを推進します。
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⽣物多様性の保全

⽣物多様性の保全⽣物多様性の保全

⽣物多様性保全に関する基本⽅針

⾃然の恵みを守り再⽣する取り組みを推進

私たちの社会は⽣物多様性からさまざまな恵みを受けて成り⽴っています。中でも、森林には、光合成によって酸素
を⽣み出すほか、⽔蒸気を放出し気温の上昇を緩和する冷房効果や、⼤気汚染物質を空気中から取り除く空気清浄効果
があります。快適な空気環境を提供することを事業とするダイキンは、そんな森林を「地球のエアコン」と考えて、事
業活動と環境貢献活動の両⾯から⽣物多様性の保全に取り組んでいます。

ダイキングループの事業活動において⽣物多様性に⼤きな影響を与えているのは、温室効果ガスの排出です。開発・
設計から⽣産・販売のすべての⼯程において、温室効果ガスの排出削減に努めています。

環境貢献活動としては、「地球のエアコン」である豊かな森林を守り育てる運動に⼒を⼊れています。事業を⾏う主
要な国や地域で、政府や地域住⺠、NGO/NPOなどと連携し、⾃然を保護し再⽣する取り組みを進め、⾃社施設でも
「森づくり」を進めます。活動を担う従業員に対しては⾃主的な取り組みを⽀援し、社外への情報開⽰や啓発活動にも
努めます。

この考え⽅を2010年9⽉に「⽣物多様性保全に関する基本⽅針」として制定しました。

⽣物多様性保全に関する基本⽅針

私たちは、豊かなみどりと空気のために⾏動します

基本的な考え⽅（2010年9⽉制定）

私たちの社会は多くの⾃然の恵みを受けて成り⽴っています。その源が「⽣物多様性」であり、⽣物多様性が
損なわれれば、⽔問題や⾷料問題など、私たちの⽣活に⼤きな影響をもたらします。

また当社事業は「地球温暖化」影響を通して⽣物多様性に⼤きな影響を与えています。
私たちは持続可能な社会のために、事業活動全般にわたって地球温暖化抑制に取り組むとともに、⽣態系のバ

ランスを維持し豊かさを取り戻す取り組みを推進します。

主な取り組み

事業で
事業活動全般にわたって温室効果ガス排出を削減
製品開発・⽣産・輸送・営業・サービス・サプライチェーンなど事業活動全般にわたって、温室効果ガス排
出を削減

事業外で
⾃然の恵みを守り再⽣する取り組みを推進

事業を⾏う主要な国や地域で、政府や地域住⺠、NGO/NPOなどと連携し、⾃然を保護し再⽣する取り組みを
進めます。

1. 

⾃社施設での「森づくり」を進めます。2.
従業員の⾃主的な活動を⽀援するしくみをつくります。3.
情報開⽰や啓発活動に努めます。4.
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従業員ボランティアが参加し防⿅柵を設置

ヒグマ エゾシカ オオワシ カラフトマス

⾃然保護地域での取り組み

「“空気をはぐくむ森”プロジェクト」を世界7カ所で実施

ダイキン⼯業は、創業90周年を記念した社会貢献事業として、2014年6⽉からの10年間、「“空気をはぐくむ森”プ
ロジェクト」を実施します。国際NGOコンサベーション・インターナショナルと公益財団法⼈知床財団と連携して、従
来の森林再⽣・保全活動を世界7カ所に拡⼤。森と共に⽣きる地元住⺠とともに持続的な森林保全に貢献していきま
す。

「“空気をはぐくむ森”プロジェクト」（http://www.daikin.co.jp/csr/forests/index.html）

知床半島の⾃然環境保全事業を⽀援

ダイキン⼯業は、2011年7⽉、⽇本を代表する国⽴公園の⼀つであ
り、世界⾃然遺産にも登録された知床半島の⾃然環境保全・復元事業
を⽀援することで、知床財団・斜⾥町・羅⾅町（らうすちょう）の三
者と合意しました。2016年に第⼆期⽀援をスタートし、「“空気をは
ぐくむ森”プロジェクト」の⼀つとして、2024年3⽉末まで、経済的な
⽀援と従業員のボランティア派遣を⾏います。森林再⽣や環境⽀援、
⼈とヒグマとの共存⽀援に取り組み、次世代に知床の森をつなげてい
きます。

2015年度は、5⽉と9⽉に従業員ボランティア延べ23名が参加し、
岩尾別川沿いの防⿅柵（エゾシカから苗⽊を守る柵）1,200mの設置
作業が完了しました。

知床の野⽣動物

荒廃した河畔林（岩尾別川流域）

知床の⾃然環境保全〜⼈と⾃然の共存に向けて（http://www.daikin.co.jp/csr/shiretoko/index.html）
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⼤きく育った⽊々
(c) Conservation International, Photo by Anton
Ario

インドネシアでの森林再⽣活動

ダイキン⼯業は、“空気をはぐくむ森”プロジェクトの⽀援地の⼀つ
であるインドネシアのグヌングデ・パングランゴ国⽴公園において、
国際NGOコンサベーション・インターナショナル（CI）と協働で、失
われた森林を再⽣し⽣態系を回復していく事業を2008年6⽉から⾏っ
ています。

同国⽴公園は貴重な熱帯林が⼀⾯を覆い、絶滅危惧種に指定されて
いる多くの固有種が⽣息していますが、過去数⼗年の間に、農地への
転換や⽣活を⽀えるための伐採により深刻なダメージを受けていま
す。このプロジェクトは残された森林を守ることを⽬的とし、地域の
樹種を⽤いた植林、植林地を活⽤した農業（アグロフォレストリー）
への⽀援、住⺠への環境教育などを組み合わせ、⼈と⾃然に恵みをも
たらす森林として再⽣しました。

2015年6⽉までの7年間で、約300ヘクタールの⼟地に郷⼟樹種15
万本を、644の地元農家や20名の国⽴公園レンジャーとともに植樹し
ました。この森林は保全期に⼊ったことから、CIと10年間のプロジェ
クトの継続を合意し、今後も植林地を管理しながら地元コミュニティ
が森と持続可能な共⽣ができるための⽀援を続けていきます。

このインドネシアへの⽀援は、当社製品を使⽤されるお客様との協働によって進められました。

地元農家の⽣計⼿段の開発を⽀援（左：キュウリの栽培、右：淡⽔⿂の養殖）
(c) Conservation International, Photo by Anton Ario

インドネシアへの⽀援は当社製品を使⽤されるお客様との協働による取り組みです
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ボードに⽀援者のお名前を掲載

泉原アドプトフォレスト調印式

泉原での森づくり活動

お客様が楽しくエアコンの省エネ運転をしながら、森林再⽣に参加
することができます。

国内向けルームエアコン「うるるとさらら（Rシリーズ）」の「快適
エコボタン」を押すたびに、「リモコン画⾯上の⽊」が育っていきま
す。「成⽊」となった（10ポイントたまった）時点でご連絡いただく
と、「⽀援者」として、現地に設置したボードにお名前を掲載しま
す。2015年度の登録者は266名でした。

ダイキンエアコン森林再⽣プロジェクト（Re：エアコン・プロジェクト）（http://www.daikinaircon.com/eco/）

事業所周辺地域での取り組み

⼤阪府で⾥⼭再⽣活動を推進

ダイキンは、事業所がある地域での森林保全にも注⼒しています。
その⼀つとして、2012年5⽉には「ダイキン原城⼭の森づくり」協定
を⼤阪府、⾼槻市、森林所有者と結びました。この協定は、⼤阪府が
企業などと森林所有者の仲介となって森づくりへの参画を進める「ア
ドプトフォレスト制度」を利⽤したものです。

⼤阪府⾼槻市にある原城⼭は、以前は薪や炭の⽣産・⽵の採取など
で利⽤されてきましたが、近年は⼿⼊れが⾏き届かず、⽵林が拡⼤す
るなど荒廃が進んでいました。その過密⽵林の⽣産性を取り戻すた
め、地元の⽅々と協⼒して⽵林整備などの作業を進め、⾥⼭の再⽣を
図っています。また、従業員が気軽に森林ボランティアに参加し、汗
を流して⾥⼭保全に貢献できる場としても原城⼭の森を活⽤してお
り、2015年度は延べ118名の従業員と家族がボランティアに参加しま
した。

このように原城⼭の活動は定着化し⽵林の整備も進んできたことか
ら、さらに活動の幅を広げるため、⽵林以外の⾥⼭保全ができる活動
地として⼤阪府茨⽊市にある泉原でアドプトフォレスト制度を2016年
3⽉に締結し、森づくりを開始しました。放置された雑⽊林を豊かな⽣
態系に戻すことを⽬的に、2020年3⽉まで活動を実施します。
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ダイキンアレス⻘⾕（全景） 植⽣モニタリング 海岸林を復元するため、潮⾵と砂から苗⽊を
保護する「静砂垣（せいさがき）」を設置

拠点での取り組み

⿃取県のダイキングローバル研修所で海岸砂丘や砂浜の⾃然植⽣を保全・再⽣

⿃取県にあるグローバル研修所「ダイキンアレス⻘⾕」は、ダイキングループの⼈材を育成する研修施設です。
当施設は“鳴り砂”で有名な井⼿ヶ浜に位置する海岸砂丘地にあります。ここには、海岸の植物から内陸の植物へと、

すなわち⼀年草から多年草、低⽊、⾼⽊へと徐々に移⾏していく典型的な海浜植⽣が⾒られます。しかし、こうした海
浜植⽣は、この⼗数年で急速に失われつつあります。

ダイキン⼯業はこの地に研修所を建設するにあたって、この希少な海浜砂丘環境を保全するだけでなく、失われた⾃
然を復元し、もともとあった砂丘環境を取り戻す取り組みをしています。まず地域の植⽣を調査し、⽴地条件をきめ細
かく把握したうえで、植⽣・植栽計画を⽴案し整備。整備後も専⾨家にアドバイスを受けながら、植⽣・植栽のモニタ
リングや育成管理をしています。

また当施設は多⽬的な研修の場であり、新⼊社員研修で海岸林の苗⽊を植樹するなど、従業員の⾃然環境に対する意
識向上にもつなげています。

さらに当施設を地域の⽅々にご利⽤いただく機会を設けています。2015年5⽉には放送⼤学の「⾃然環境の保全と再
⽣」というテーマのフィールド授業として、6⽉には⿃取⼤学の庭園管理実習として海浜植⽣の保全や海浜地の樹林化
の実践フィールドとして利⽤していただきました。さらに、砂丘植物管理イベントとして、地域の⽅に海浜植⽣の保全
活動を説明し、管理作業をお⼿伝いしていただきました。

外部機関からの評価

2010年10⽉ 公益財団法⼈都市緑化基⾦による「⽣物多様性保全につながる企業のみどり100選」に認定

2011年12⽉ 公益財団法⼈都市緑化機構が運営する「SEGES社会・環境貢献緑地評価システム」の5段階評価の中位
にあたる「Excellent Stage2」に認定

2013年度 公益財団法⼈都市緑化機構が主催する平成25年度「みどりの社会貢献賞」「緑の都市賞 奨励賞」を受賞

2014年12⽉
公益財団法⼈都市緑化機構が運営する「SEGES社会・環境貢献緑地評価システム」の5段階評価の上か
ら2番⽬にあたる「Excellent Stage3」に認定。2011年に取得した「Excellent Stage 2」より1段階評
価が上昇
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「緑の都市賞 奨励賞」を受賞

「⽣物多様性の保全につながる
企業のみどり100選」認定書

「SEGES社会・環境貢献緑地評
価システム」認定

オカヒジキ スナビキソウ ナミキソウ ハマベノギク

⿃取県と国のレッドデータブックに該当する種

外来種を根気よく除去して、貴重な海浜植物を保護しています。

滋賀製作所で⽣物との共⽣をめざす⾥⼭再⽣

ダイキン⼯業滋賀製作所では、2012年度に敷地内に⾥⼭の⾃然を再現する取り組みを開始しました。
プロジェクト地を「ダイキン滋賀の森」と名づけ、⾃然再⽣を評価する⽣き物をホタルと定め、そのホタルが棲める

環境づくりを従業員の⼿づくりで進めています。具体的には、⽔路の整備・⽔路沿いの植栽、林内への植樹を実施。最
近では、近隣の⾥⼭から採取した樹⽊の種を、従業員やその家族が植え付け、1年後に育った苗⽊を家庭に植えること
で、従業員の⽣物多様性への意識を⾼めています。
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チェコ⼯場のビオトープ

国内外の⼯場内にビオトープを設置

⽇本をはじめ海外各地の⼯場でビオトープを設置しており、従業員とその家族で植樹などを実施しています。
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原城⼭での従業員ボランティア

⽣物多様性の保全

⽣物多様性の啓発⽣物多様性の啓発

従業員の意識の啓発

従業員ボランティアが⽣物多様性保全に参加

ダイキン⼯業では、従業員のボランティア活動を⽀援しています。従業員有志で発
⾜した環境ボランティア推進グループ「DO!」と連携・協⼒しながら、⾃然環境を⼤
切に思う⼼を育てる活動をしています。
2015年度は⼤阪府原城⼭の⽵林整備や知床森づくりなどの活動に延べ141名の従
業員が参加しました。さらに2016年3⽉より⼤阪府泉原の森づくりも開始しました。
そのほか、WEBや社内向け環境ニュース「エコとも」などで環境ボランティアの
情報を発信しています。
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環境

環境活動の歩み環境活動の歩み

環境活動の歩み

ダイキングループ全体 空調部⾨ 化学部⾨

70年代

公害防⽌管理体制の整備
公害防⽌対策委員会
公害防⽌規程
環境⽉間スタート

80年代
全社環境対策委員会の設置
全社環境管理規程の制定
フロン問題対応開始

1991 HFCの量産開
始

1992 環境担当役員・地球環境室設置

1993
「地球環境保全に関する⾏動原則」の制定
環境⾏動計画の制定

1994 環境マネジメントシステム構築開始

1995 環境監査の開始
HFC冷媒チラー発売
空調懇話会開始

CFCの⽣産全
廃

1996 ダイキン⼯業全国内⽣産事業場でISO14001の
認証取得

1997 海外⽣産事業場でのISO14001認証取得開始

1998 環境報告書の発⾏

業務⽤超省エネルギーエアコン
「スーパーインバーター60」発
売
HFC冷媒ビル⽤マルチエアコ
ン、住宅⽤エアコン発売

1999 環境会計の導⼊、グループ環境会議設置
フルオロカー
ボン破壊設備
の整備

2000 グリーン調達開始
HFC冷媒超省エネエアコン
「スーパーインバーターZEAS」
発売
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ダイキングループ全体 空調部⾨ 化学部⾨

2001

「環境⾏動計画2005」の制定
ダイキン⼯業国内⽣産事業場 (機械部⾨) にお
いて、廃棄物のゼロ化達成
海外4つの地域（欧州、⽶国、中国、アジア・
オセアニア）ごとに環境会議設置

2002 「グループ環境基本⽅針」の制定
フロン回収破壊事業開始
主要機種のHFC化完了 (⽇本)

2003 国内グループ統合ISO認証取得

2004 ダイキン⼯業全国内⽣産事業場において、廃棄
物のゼロ化達成

2006 「環境⾏動計画2010」の制定 欧州市場にヒートポンプ式住宅
温⽔暖房機「アルテルマ」発売

2007 欧州、⽶国で空調懇話会開催

2008
地球環境問題への積極的な貢献と事業拡⼤に重
点をおいた 戦略経営計画「FUSION10」 後半
計画を策定

「Ｒｅ：エアコンプロジェク
ト」 インドネシアでの森林再⽣
開始
世界初CO2冷媒を⽤いた ビル⽤
マルチエアコンを発売
グローバル（欧州・⽶国・⽇
本）で空調懇話会開催

2009 中国で空調懇話会開催

2010 国内外グループ全体において、温室効果ガス排
出削減⽬標を⼤きく上回って達成

アジア・オセアニアで空調懇話
会開催

2011
「環境⾏動計画2015」の制定

知床での⾃然環境保全活動を開始

2012
世界初、新冷媒R32を採⽤した
家庭⽤エアコン「うるさら7」を
発売

2013
世界初、新冷媒R32を採⽤した
業務⽤エアコン「FIVE STAR
ZEAS」を発売

2014 「空気をはぐくむ森」プロジェクトを開始 新興国向け冷房専⽤インバータ
エアコン発売

2015

R32冷媒を⽤いたエアコンの製造・販売に関わ
る延べ93件の基本的な特許を全世界で無償開放
冷媒の環境課題に対する⽅針をまとめた「ダイ
キン冷媒ポリシーペーパー」を発⾏
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エコ・ファースト・マーク

環境

エコ・ファースト企業認定エコ・ファースト企業認定

ダイキン⼯業は、環境省の「エコ・ファースト制度」において、「エコ・ファースト企業」の認定を受けてい
ます

ダイキン⼯業株式会社は、環境省が2008年4⽉に創設した「エコ・ファースト制度」にお
いて、当社の地球環境保全の取り組み⽬標を掲げた「エコ・ファーストの約束」を宣⾔し、
2008年11⽉11⽇に環境⼤⾂に認証を受けました。空調業界では初めて「エコ・ファース
ト・マーク」の使⽤が認定されました。

「エコ・ファースト制度」とは、業界のトップランナー企業の環境保全に関する⾏動をさ
らに促進していくため、企業が環境⼤⾂に対し、京都議定書の⽬標達成に向けた地球温暖化
対策など、⾃らの環境保全に関する取り組みを約束する制度のことです。

当社は、空調機器とその冷媒であるフルオロカーボンを開発・⽣産する世界唯⼀のメーカーとして、地球温暖化防⽌
への取り組みを最重要課題と捉えています。地球環境問題への積極的な貢献とそれをチャンスとした事業拡⼤の両⾯に
重点を置き、環境戦略テーマを策定し、温室効果ガスの排出削減や、地球温暖化防⽌に貢献する商品の開発および普及
に取り組んでいます。

2012年3⽉には「エコ・ファーストの約束」を更新し、空調で培ってきたインバータ技術やヒートポンプ技術などの
環境技術を駆使した積極的な事業展開で、地球環境問題への貢献と企業成⻑の両⽴をめざします。

エコ・ファースト推進協議会

ダイキン⼯業は、エコ･ファースト認定企業40社の「エコ・ファースト推進協議会」に加盟し、参加各社と連携して
「エコ・ファーストの約束」の確実な実践と、環境保全活動の推進をめざしています。

【活動の主な内容】
（１） 参加企業によるエコ・ファーストの約束の取り組みの強化
（２） 参加企業と環境⾏政との連携の強化
（３） 参加企業間の連携強化
（４） エコ・ファースト企業共通の広報活動の展開
（５） その他協議会の⽬的に適う事業の推進

ダイキングループ「エコ・ファーストの約束」

1. 事業活動に伴う温室効果ガスの排出削減を推進します。

⽣産時の温室効果ガス（CO2、HFC、PFC）のグループ総排出量（国外分も含む）を、2015年度までにCO2換算
で、2005年度⽐で1/3にすることを⽬指します。国内外の⼯場において、フロン類の回収、除去などオフガス対策
をさらに進めることで、排出削減を図ります。
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2. 地球温暖化防⽌に貢献する商品の開発及び普及を推進します。

消費電⼒削減効果の⾼いインバータ商品の全世界への普及を促進します。
中国での家庭⽤空調機市場においてインバータ機の投⼊を加速し、2015年度には50%の普及につながるよう
活動を推進します。
⼤型空調機市場においても、⾼効率空冷ヒートポンプチラーや⼤容量ターボ冷凍機などのインバータ搭載⾼効
率機を展開します。

既存の燃焼式よりもエネルギー効率の⾼いヒートポンプ式暖房・給湯商品を、各地域の特性に合わせて開発、普及
させます。
⾃然冷媒（CO2）給湯機、コンビニ⽤空調・冷蔵・冷凍⼀体システムなどのヒートポンプ商品の普及を促進しま
す。
空調設備遠隔監視システムの活⽤による省エネソリューション事業をグローバルに展開します。
太陽電池など再⽣可能エネルギー利⽤機器に使⽤されるフィルム材料や建造物に塗布し空調電⼒の省エネに寄与す
る遮熱塗料などフッ素化学製品の普及を促進します。
環境性能、安全性、効率をトータルに考えて、温暖化係数がこれまでの1/3である冷媒HFC32を使⽤した空調機を
グローバルに展開します。

3. 冷媒回収・破壊の推進により、⽣産時から廃棄時に⾄るまで冷媒漏洩を極⼩化します。

国内のお客様からの依頼によるフルオロカーボン回収を24時間・365⽇体制で受け付け、破壊処理施設で確実に処
理します。
冷媒フロン類の使⽤時の排出対策を強化するため、業務⽤空調機について使⽤機器の把握漏洩未然防⽌のための点
検、冷媒補充の履歴管理等を進めます。

4. 化学物質の管理を徹底し、排出量を削減します。

⽇本国内におけるPRTR対象物質は、回収の能⼒向上や対象物質を使⽤しない⼯程を採⽤することで、⼀層の排出削
減に努めます。
国内でフッ素化学製品の製造等に使⽤していたPFOA（パーフルオロオクタン酸）を、2012年度までに全廃しま
す。

5. 地球の未来を担う⼦どもたちに、持続可能な社会を考える⼿がかりとなる学びの場を提供します。

持続可能な社会を考える環境教育プログラムを作成し、全国の⼩学校に無償で提供します。
⼯場⾒学や営業イベント、WEBサイトなどさまざまな場⾯で、⼦どもたちが持続可能な社会を考える学びの場を提
供します。

環境保全の取り組みはこちら（P61）
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社会課題解決への貢献

業界団体や企業との協働、産学連携な
どによって、社会課題の解決に貢献す
る技術の創出に努めています。

SDGsへの対応

国連「持続可能な開発⽬標
（SDGs）」に対してダイキングルー
プとして何ができるかを検討していま
す。

価値提供のCSR

新価値創造新価値創造

社会・企業の持続的な発展の源として

グローバル化が進み、技術がかつてないスピードで変化・進歩している今、競合する商品の差
別化が難しくなり、顧客が商品に価値を⾒い出しにくくなるいわゆるコモディティー化が進んで
います。そうした環境の中で企業が持続的に成⻑していくには、先進的な技術を融合させ、エネ
ルギー・環境・健康問題などあらゆる社会課題の解決に寄与できるような技術・商品を創り出
し、これまでになかった新しい価値を世の中に提供していく必要があります。

社内外の⼈々と夢やロマンを共有し、
空気の⼒で健康・快適な⽣活をつくります

技術の進歩がかつてない勢いで加速している現代にお
いて、新たな価値を創造していくためには、既存の枠を
越えた、多種多様な知識や技術の組み合わせによる「協
創イノベーション」が求められます。社内外の⼒を結集
し、⼈々のライフスタイルを変えるような驚き・喜び・
感動を与える新商品・サービスを提供するために、そし
て環境問題、健康・医療といった現代社会が抱える課題
の解決に貢献する技術を⽣み出すために、2015年11⽉
に設⽴したテクノロジー・イノベーションセンターを中
⼼に、社内外の「協創」を推進します。
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新価値創造

社会課題解決への貢献社会課題解決への貢献

有識者・業界団体との協働

「ダイキン空気フォーラム」を開催

ダイキン⼯業は、2013年度から、社外の有識者と当社の技術者が、“空気”を切り⼝として社会的課題について議論す
る「ダイキン空気フォーラム」を開催しています。

2015年12⽉に開催した第5回のフォーラムは、11⽉に淀川製作所内にオープンしたテクノロジー・イノベーション
センターで開催。ダイキン京都⼤学イノベーションプログラム（DKIP）の委員を務める京都⼤学の宮野准教授が、「新
しい社会的価値とは？」というテーマで講演し、空調、建築、⽣活、医学などさまざまな分野の専⾨家と「新しい社会
的価値」について意⾒を出し合いました。

「世界睡眠会議」を設⽴し睡眠の質を向上させる空気を研究

2016年3⽉、ダイキン⼯業は、昭和⻄川（株）、ライオン（株）、
（株）ルネサンスと共同で、睡眠から⼈々の健康を考えるプロジェク
ト「世界睡眠会議」を設⽴しました。「世界睡眠会議」は、睡眠の⼤
切さに気付くことで、睡眠をケアする新しい健康づくり⾏動が定着し、⽇々の暮らしがより豊かで健やかになることを
⽬的に、睡眠の研究者や⽂化⼈、企業が業種や研究分野の枠を越えて睡眠を通じた健康づくりの実現に向けて情報を広
く発信していきます。

睡眠は“からだ”だけでなく、“こころ”に対しても影響を与えることはよく知られており、悪い影響を及ぼすと、うつ
や不眠症、集中⼒や⽣産性低下につながります。

睡眠に対する問題が顕在化し始めた中、ダイキン⼯業では、睡眠と温熱環境の深い関係性に着⽬し、TICに新たに設
けた「睡眠代謝室」を活⽤して、⽣活に即した環境を模擬し睡眠と温熱の相対関係を研究することによって、空気の⼒
で睡眠の質を向上させるような新しい商品・サービスを⽣み出していきます。

世界グリーンビル評議会への参画

ダイキン⼯業は、省エネ空調機器で建築物の消費エネルギー低減に
貢献することをめざし、2015年、世界グリーンビル評議会（WGBC-
World Green Building Council）に加盟しました。世界グリーンビル
評議会は72カ国の認証機関や企業などが加盟する国際ネットワーク
で、グローバルで環境配慮型の建築物を推進するための情報共有を
⾏っています。

2016年3⽉に開催された会議では、ZEB注実現に向けた省エネル
ギーエアコン開発に関する名古屋⼤学との協働実証実験の結果を紹介
しました。

注 ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）：建物・設備の省エネと、再⽣可能エネルギーの活⽤などの創エネによって、全体のエネル
ギー消費量を「ゼロ」にする建築物のこと。
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五感刺激と空間デザインを融合させた「⼈
があつまる空間」の試作機

温度や映像、照明などによって、「ほっこり体験エリ
ア」「さっぱり体験エリア」などエリアを区分

産学連携によるオープンイノベーション

京都⼤学との⽂理融合の連結協定

ダイキン⼯業は2013年6⽉、京都⼤学と「空間（空気、環境）とエ
ネルギー」分野における、将来の世界の姿を⾒据えた新しい社会的価
値テーマの創出や、その共同研究などの創⽣を⽬標とした、組織対応
型包括連携協定を締結しました。本プログラムでは、理系だけでな
く、⽂系の研究者にも積極的な参加を求め、社会や経済に寄与するイ
ノベーションの創出につながることをめざしています。

⽂理融合の「空気に関する概念」についてのワークショップを開催
し、空気が叶える新価値として、「空気が⾷をおいしくする」「空気
が⼈をあつめる」など、6つのコンセプトが浮かび上がりました。現
在、各コンセプトを実現するために技術課題を具体化する段階に⼊っ
ています。

奈良先端科学技術⼤学院⼤学との「未来共同研究室」

ダイキン⼯業と奈良先端科学技術⼤学院⼤学は、2012年10⽉、「未来共同研究室」を設⽴しました。従来の産学共
同研究では企業が提⽰した技術課題に⼤学が取り組んでいましたが、本共同研究室では、社会が抱える課題とその解決
の道筋について企業と⼤学とで議論したうえで研究課題を設定する「課題創出型」の連携活動を進めています。

現在、究極の防汚性能を追求する「クリーンイノベーション」の研究を進めており、さらに次の研究課題の創出に向
けての議論も定期的に⾏っています。2015年12⽉には、奈良先端⼤の学⽣を対象に「空調とIoT」というテーマでアイ
デアコンテストを開催。若い世代の夢や⾃由な発想から新価値創造を⾏う取り組みも⾏っています。

関⻄⼤学との連携

2012年11⽉には関⻄⼤学と、教育・研究・⼈材育成、社会貢献などの分野で積極的に連携する協定を結びました。
フッ素に関する寄付講座を開講し、共同研究の活性化に⼒を⼊れています。

⼤阪⼤学との「共同研究講座」

2006年、⼤阪⼤学に「ダイキン（フッ素化学）共同研究講座」を設置し、当社のフッ素化学と⼤阪⼤学の先進技術
の融合による⾰新的基盤技術の創造を⽬的に、研究資⾦の拠出と研究者の派遣をしてきました。その成果の⼀つとし
て、将来の環境に配慮した発電⽅法の有⼒なツールとして注⽬されている有機薄膜太陽電池の重要な構成成分である独
⾃のn型半導体PNPを開発しました。2015年度はPNPよりもさらに⾼電圧で、塗布プロセスによる製造に適した溶剤溶
解性が⾼い新規のn型半導体の開発に成功し、現在、デバイスメーカーとの試作を進めています。

これまでの実績をふまえ11年⽬となる2016年度からは、「ダイキン協働研究所」に発展させ、空調や他部⾨も含め
た包括的な共同研究に取り組みます。

中国・清華⼤学との連携

中国のトップ⼤学である清華⼤学（中国北京市）内に「清華－ダイキン R&Dセンター」を2003年に設⽴して以来、
空調分野の技術開発で連携を進めてきました。

2016年度からは、化学分野の技術も加え、空気質、⽔質、エネルギーといった環境分野にも領域を拡⼤してトップ
レベルの研究者と環境課題に解決に向けた研究を進めていきます。
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新価値創造

SDGsへの対応SDGsへの対応

グローバル社会は近年⼤きく変化し続けており、貧困・格差や気候変動といった社会課題を抱えています。そうした
課題解決に世界全体で取り組むために、国際連合は2015年9⽉、「我々の世界を変⾰する：持続可能な開発のための
2030アジェンダ」を採択し、「持続可能な開発⽬標（Sustainable Development Goals: SDGs）」を掲げました。

ダイキングループは事業を通じてSDGsの実現に貢献するために、「地球」「都市」「健康・快適」の3つのテーマを
特定。世界をリードする技術で、環境負荷を低減しながら、健康で快適な暮らしを実現できる、新たな価値の提供をめ
ざしています。

地球に対する価値創出

気候変動に対応しながら、環境やエネルギー負荷を低減する空調システムを提供

地球温暖化による異常気象が頻発している今、⾃然環境の変化はもちろん、感染症の蔓延など、⼈々の健康にも影響
が拡⼤しています。こうした気温上昇に加え、各地で進む経済発展と⼈⼝増加をきっかけに、エアコンを必要とする
⼈々は年々増加しています。しかし、エアコン使⽤に伴う多⼤な電⼒消費や、冷媒の漏えいによって、温暖化を加速さ
せてしまうことが懸念されます。

ダイキングループはグローバル空調メーカーとして、インバータエアコンや温暖化への影響が少ない冷媒の普及を通
じて、温室効果ガス排出量の低減に貢献します。そのほか、フッ素技術を活⽤し、⾃然エネルギーの利⽤と普及拡⼤に
役⽴つような新素材の開発・提供をめざしています。
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都市に対する価値創出

都市化に伴うさまざまな空気ニーズに対応した空間を創造

新興国では増加し続ける⼈⼝と経済発展により、急激な都市化が進んでいます。⼈⼝100万⼈を超えるメガシティが
驚異的なスピードで誕⽣すると⾔われ、都市におけるエネルギー需要の増加が予想されます。そのような都市では、近
年の気温上昇の影響もあり、快適な⽣活空間を実現するためにエアコンが⽋かせません。

⼀⽅で、⼈⼝が減少し続ける先進国においても、労働者がより働きやすく、⾼い⽣産性を維持できる、快適な空間が
必要となっています。

ダイキングループは、先進国と新興国の両⽅で、それぞれのニーズに応じた空間を創り出すエアコンを提供していき
ます。さらに、再⽣可能エネルギー利⽤などでエネルギー収⽀をゼロにするZEB、街全体でエアコンを最適制御し省エ
ネルギーを促進するICT技術の活⽤などに取り組み、「都市全体での空調管理」によって快適かつ省エネルギーな「住
み続けられる街づくり」を実現していきます。

健康・快適に対する価値創出

⼤気汚染軽減と安⼼・安全な⾷料流通に寄与し、⼈々の健康な⽣活環境の実現と経済発展を両⽴

経済発展とともに、急激な⼯業化や都市への⼈⼝集中、交通量が増加したことで、有害化学物質が⼤気を汚染し、健
康被害の深刻化と医療費の増⼤が問題となっています。

ダイキングループでは、⼯場などからの排気に含まれる有害化学物質を、発⽣源に設置するフィルタによって除去す
ることで、⼤気汚染を軽減できると考えています。室内環境においては、汚染物質の除去だけでなく、脱臭効果なども
付加し、室内空間の快適性を追求します。

また、⾷料不⾜が問題になっているにもかかわらず、保管・輸送する際の温度管理ができないために廃棄される⾷料
がある現状も、⼤きな課題です。

ダイキングループは、最適な温度管理はもちろん、独⾃の鮮度コントロールと省エネルギー技術を駆使した海上輸送
⽤・商業⽤の冷凍・冷蔵機器を提供します。⽣産地から消費地へ新鮮な⾷料を安全に輸送するコールドチェーン構築に
寄与し、廃棄される⾷品を減らして世界の⾷料不⾜を解決します。この技術は厳密な温度管理が必要な医薬品の輸送に
も応⽤でき、必要な治療をいつでも受けられる環境づくりにも貢献。健康な⽣活環境と経済発展の両⽴を実現します。

- 150 -
新価値創造



持続可能な開発⽬標（Sustainable Development Goals: SDGs）

1. 貧困をなく
そう

あらゆる場所のあらゆる
貧困に終⽌符を打つ

2. 飢餓をゼロ
に

飢餓に終⽌符を打ち、⾷
料の安定確保と栄養状態
の改善を達成するととも
に、持続可能な農業を推
進する

3. すべての⼈
に健康と福祉
を

あらゆる年齢のすべての
⼈々の健康的な⽣活を確
保し、福祉を推進する

4. 質の⾼い教
育をみんなに

すべての⼈々に包摂的か
つ公平で質の⾼い教育を
提供し、 ⽣涯学習の機
会を促進する

5. ジェンダー
平等を実現し
よう

ジェンダーの平等を達成
し、すべての⼥性と⼥児
の能⼒強化を図る

6. 安全な⽔と
トイレを世界
中に

すべての⼈々に⽔と衛⽣
へのアクセスと持続可能
な管理を確保する

7. エネルギー
をみんなに、
そしてクリー
ンに

すべての⼈々に⼿ごろで
信頼でき、持続可能かつ
近代的なエネルギーへの
アクセスを確保する

8. 働きがいも
経済成⻑も

すべての⼈々のための持
続的、包摂的かつ持続可
能な経済成⻑、⽣産的な
完全雇⽤およびディーセ
ント・ワークを推進する

9. 産業と技術
⾰新の基盤を
つくろう

強靭なインフラを整備
し、包摂的で持続可能な
産業化を推進するととも
に、イノベーションの拡
⼤を図る

10. ⼈や国の不
平等をなくそ
う

国内および国家間の不平
等を是正する

11. 住み続けら
れるまちづく
りを

都市と⼈間の居住地を包
摂的、安全、強靭かつ持
続可能にする

12. つくる責任
つかう責任

持続可能な消費と⽣産の
パターンを確保する

13. 気候変動に
具体的な対策
を

気候変動とその影響に⽴
ち向かうため、緊急対策
を取る

14. 海の豊かさ
を守ろう

海洋と海洋資源を持続可
能な開発に向けて保全
し、持続可能な形で利⽤
する

15. 陸の豊かさ
も守ろう

陸上⽣態系の保護、回復
および持続可能な利⽤の
推進、森林の持続可能な
管理、砂漠化への対処、
⼟地劣化の阻⽌および逆
転、ならびに⽣物多様性
損失の阻⽌を図る

16. 平和と公正
をすべての⼈
に

持続可能な開発に向けて
平和で包摂的な社会を推
進し、すべての⼈々に司
法へのアクセスを提供す
るとともに、あらゆるレ
ベルにおいて効果的で責
任ある包摂的な制度を構
築する

17. パートナー
シップで⽬標
を達成しよう

持続可能な開発に向けて
実施⼿段を強化し、グ
ローバル・パートナー
シップを活性化する
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製品の品質・安全確保

安全、⾼品質な製品・サービスを提供
することは、メーカーとしての社会的
使命だと考えています。

お客様満⾜（CS）の追求

お客様からのご意⾒・ご要望を活かし
ながら、「次の欲しい」を先取りし、
満⾜度の向上に努めています。

お客様情報の保護

お客様からお預かりした個⼈情報を適
切に管理・活⽤しています。

価値提供のCSR

顧客満⾜顧客満⾜

新興国での需要拡⼤に応えて

エアコン需要が拡⼤している新興国を中⼼に、
海外への事業展開が加速しており、持続的な成⻑
のためには、現地のお客様に満⾜いただける製
品・サービスを提供していくことが⽋かせませ
ん。

徹底したお客様志向と経験、実績、⾼い技術⼒で、安⼼と信頼を提供します

世界145カ国以上で事業を展開しているダイキングループは、各地の気候⾵⼟、⽂化、法規制などを踏まえ
つつお客様に信頼いただける⾼い品質⽔準を確保するとともに、現地のニーズに合致した製品・サービスの
提供に努め、お客様満⾜度の向上に努めています。
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顧客満⾜

製品の品質・安全確保製品の品質・安全確保

品質・安全性の考え⽅

「『品質』をご購⼊いただく」という意識で

ダイキングループでは、「最⾼の信⽤」「進取の経営」「明朗な⼈の和」の社是のもと、お客様の「次の欲しい」を
先取りした、安全で⾼品質な商品・サービスの提供に努めています。

ダイキングループの品質管理は、「我々は製品に『品質』を付加している。お客様にはその『品質』を購⼊いただい
ている」という考えに基づいています。そして、従業員⼀⼈ひとりが常に品質を他に優先させるべく⾏動しています。

空調部⾨の品質⽅針は「たゆまぬ改善活動で、顧客に⾼品質商品を提供」です。また、サービス部⾨では、品質⽅針
として「最⾼のサービス品質（速さ・確かさ・親切さ）の実現」を掲げ、お客様に価値あるサービス品質を常に提供で
きるよう努めています。

化学事業部の品質⽅針は、「顧客が求める品質、売れる品質」です。顧客第⼀の改善業務スタイル実現をめざしてい
きます。

ダイキングループは、2014年4⽉に「グローバル品質保証規程」を制定し、開発・⽣産・販売をグローバル展開する
中で、グループで共有すべき品質の考え⽅や、品質の監視・是正を円滑に実施するための責任と権限を定めています。

品質マネジメントシステム

開発・調達・製造の各プロセスで管理を徹底

ダイキングループでは、各⽣産拠点でISO9001の認証を取得し、それにのっとった品質保証システムを構築していま
す。製品の品質レベルを維持管理し、開発、調達、製造のあらゆる部⾨で管理を徹底しています。さらに、⽣産委託取
引先様も巻き込んで、品質向上に取り組んでいます。

品質保証システムの各側⾯については、事業部ごとに内部監査を⾏い、運⽤状況を評価し、実践・評価・改善を続け
ています。

また、毎年、グループ年頭⽅針に基づいて事業部ごとの品質重点施策と⽬標を策定し、これをもとに品質プログラム
（年度計画）を⽴て実⾏しています。その結果、製品品質が向上し、空調部⾨でのクレームコストは年々減少傾向にあ
ります。

2015年度、空調部⾨では、品質不良で⽣じるコストの削減⽬標達成に向け、購⼊部品の品質確保やグローバルでの
品質是正の取り組みを強化したことで、クレームコストを2011年度⽐でおよそ15%削減できました。化学部⾨では、
フッ素樹脂加⼯品の外観不良を防ぐため品質管理を強化しました。
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品質管理体制 品質保証プロセス

最優秀事例賞を受賞

「第34回 第⼀線監督者の集い：名古屋」最優秀事例賞を受賞

滋賀製作所の杉浦智⾏が、2016年1⽉に開催された、⼀般社
団法⼈⽇本能率協会が主催する「第34回 第⼀線監督者の集い：
名古屋」において、最優秀事例賞を受賞しました。

「第⼀線監督者の集い」は、モノづくり現場の最⾼責任者で
ある第⼀線監督者による職場活動事例の発表と情報交流の場と
して1982年から年1回開催されています。発表された活動事例
の中から、他の模範となる取り組みを参加者が投票し、最優秀
事例賞が選ばれます。

今回の受賞は、エアコン室内機の送⾵の役割を果たすクロス
フローファンバランス調整において、⾃部署のみならず他部⾨
も巻き込んで、測定機器を⼀から開発して部品の精度を向上さ
せ、⼀発合格率を94%まで地道に愚直に改善を続けてきたことが評価されました。

取引先様との連携

取引先様と連携した製品の品質向上・安全性確保（サプライチェーン・マネジメント）（P226）
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従業員教育

毎⽇のミーティングで品質への意識を向上

ダイキングループでは、従業員の品質意識をさらに⾼めるために、各部⾨においてさまざまな品質教育を実施してい
ます。

空調部⾨では、毎⽉19⽇を「いいQ（Quality=品質）の⽇」と定め、⼩グループで製品品質についてのディスカッ
ションをしています。

各部署では「⽇々の10分間ミーティング」を実施。品質に関する過去の事例や現状の課題を共有し、ディスカッショ
ンする場として定着しています。また、過去の市場不具合やその再発防⽌策をまとめた「品質カレンダー」を、各商品
グループで週1回共有し、商品開発時での品質に関する感度の向上に努めています。さらに毎週⽔曜⽇に、製品品質向
上、業務改善をめざした「⼩集団活動」や⽉1回の「品質昼礼」を実施し、コミュニケーションの深化を図っていま
す。

化学部⾨では、新⼊社員教育で営業・研究・製造の各部署に配属された新⼊社員を対象に、品質保証の考え⽅を指導
しています。

開発時の品質向上施策

デザインレビューのすべての基準をクリアしたものだけを製品化

空調部⾨では、デザインレビュー(DR)注を細分化・厳格化し、開発部⾨の責任者が「品質」「ものづくり」「コス
ト」「コンプライアンス」の4つの観点から、社内基準への適合を審査。さらに経営幹部が出席するデザインレビュー
と製品化レビューを計6回実施し、すべての基準にクリアしたものだけが製品化されています。

また、「製品安全性基準」を厳格化し、お客様が使⽤する際の安全性確保や、不具合の改善などをデザインレビュー
にて審査しています。

化学部⾨では、「開発テーマの検証」「技術確⽴」「事業性確⽴」「量産化」の4つのステージでデザインレビュー
を実施する「4層管理」に基づいて審査を実施。「品質」「ものづくり」「コスト」「コンプライアンス」の4つの審査
基準に加え、「安全」「環境対応」の観点も重要視しています。2015年度からは、「事業性確⽴」ステージの審査に
おいて顧客や業界によっては評価を確定できないケースが発⽣したため、チェックの回数を複数に増やし、デザインレ
ビュー機能を強化しました。

また、海外での新規開発商品でも同様に審査を実施しています。
今後も、開発の初期段階での課題発⾒・解決や、お客様の使⽤状況を想定した商品開発に努め、商品の安全性と品質

の向上に⼀層注⼒していきます。

注 デザインレビュー：
開発する製品の設計品質や、それを具現化するための各プロセスの品質について、客観的に評価・改善点を提案し、品質が⼗分なものだ
けを次段階に進めていく組織的活動の体系。
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品質向上のための開発プロセス（空調部⾨）

不具合発⽣時の対応

製品事故発⽣時に迅速に対応できるよう⼿順を整備

ダイキングループは、予測しうる誤使⽤、推奨範囲外での運転、作業の不具合などがあったとしても、お客様に被害
を与えないよう、また万⼀製品安全に関する事故が発⽣した場合にも、その被害を最⼩限に⽌められるよう、安全性基
準および設計基準を定めています。

万が⼀、製品に事故が発⽣した場合には、迅速な情報伝達・対応を⾏い、お客様や社会への影響を最⼩限に抑えるこ
とができるよう体制を整えています。

また、重⼤な事故に⾄る前に不具合を発⾒できるよう、軽微な製品事故の原因を究明する中で、重⼤事故につながる
可能性の有無を調査し、次の開発製品へ反映させています。

2015年度のリコール件数は、0件でした。

ルームエアコン・家庭⽤空気清浄機の無料点検・修理を実施

ダイキン⼯業が2006年9⽉から2010年8⽉までに製造したルームエアコン室内機と、2006年9⽉から2011年4
⽉までに製造した家庭⽤空気清浄機について、送⾵⽤ファンモータから発煙・発⽕に⾄る可能性があることが判
明しました。お客様に安⼼してご使⽤いただくために、対象となる製品の不具合箇所の無償点検・修理を実施し
ています。

無償点検・修理の受付
対象製品をお使いのお客様は、下記にご連絡ください。
（無償点検・修理の受付専⽤窓⼝）
フリーダイヤル 0120-330-696
（受付時間：平⽇、⼟・⽇・祝⽇ともに24時間うけたまわります）
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製品安全⾃主⾏動指針

ダイキン⼯業グループ（以下「当社グループ」といいます）は、お客様の視点に⽴って製品の安全性と品質を確保
し、お客様に満⾜していただける製品を提供することが最重要な経営課題であるとの認識のもと、以下の通り製品安全
に関する基本⽅針を定め、より⼀層の製品安全および品質の確保に努めてまいります。

法令遵守
当社グループは消費⽣活⽤製品安全法その他の製品安全に関する法令や安全基準を遵守します。

1. 

製品安全確保のための取り組み
当社グループは品質管理マネジメントシステムを確⽴し、製品の設計から製造、販売、アフターサービスに⾄る全
てのプロセスにおいて、製品の安全性確保のための取り組みを実⾏します。 また、お客様に当社製品を安全に使⽤
していただくために、製品や取扱説明書等に適切でわかり易い注意書や警告を表⽰します。

2. 

製品事故情報の収集と開⽰
当社グループは、当社製品に係る事故について、その情報をお客様から積極的に収集し、経営トップに迅速に報告
するとともに、お客様に対して適切な情報提供を⾏います。

3. 

製品事故への迅速且つ適切な対応
当社グループは、万⼀製品の安全性に関する問題が発⽣した場合には、お客様の安全を第⼀に考え、事故の発⽣や
拡⼤を防⽌するため、修理・交換、新聞などでの謹告、法令で義務づけられた所轄官庁への報告、販売事業者等社
外の関係者への情報開⽰など、適切な措置を迅速に⾏います。

4. 

製品安全推進体制の整備
当社グループは、市場での製品の安全性・品質情報の迅速な把握と対処、社内へのフィードバックによる製品の設
計・製造への反映など、品質保証体制を確⽴し、製品の安全性と品質を確保します。

5. 

教育・研修とモニタリングの実施
当社グループは製品安全に関する法令や社内規程等について従業員に徹底するとともに、製品安全確保のための取
り組みについて定期的なモニタリングを⾏い、継続的に製品の安全性確保と品質の向上に努めます。

6. 

（2007年6⽉制定）
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製品情報の開⽰

空調部⾨：使⽤⽅法を的確にわかりやすく説明

「消費⽣活⽤製品安全法」では、家電製品の事故を未然に防⽌するために、安全配慮設計や、消費者への情報提供・
注意喚起が求められています。

ダイキングループでは「フェイルセーフ注」の考えのもと、お客様の安全を再優先に設計するとともに、デザインレ
ビューによって安全性の確保をチェックする体制を整備しています。

また、消費者への情報提供として既に販売している製品の機種名と⽣産年リストをWEBサイトに掲載しています。
2009年4⽉から施⾏された「電気⽤品安全法技術基準省令」に基づき、対象電気⽤品である家庭⽤エアコン、換気扇に
は「設計上の標準使⽤期間」に関する注意喚起表⽰をしています。

また、⽇本における製品事故の約3分の1は、誤使⽤による事故で占められているため、安全な使⽤⽅法を消費者に的
確にわかりやすく伝えるよう努めています。空調部⾨では、製品本体や取扱説明書、据付説明書、梱包材の記載内容に
ついて、⼀般財団法⼈家電製品協会「家電製品の安全確保のための表⽰に関するガイドライン第5版（2015年10⽉改
定）」や、⼀般社団法⼈⽇本冷凍空調⼯業会の「表⽰実施要領」の改訂版（2010年3⽉）など業界の推奨するガイドラ
インに準拠して表⽰するよう努めています。

さらに、取扱説明書は、読みやすさ、わかりやすさ、探しやすさを重視し、設計、品質管理、サービス、営業などの
各部⾨と協⼒しながら作成し、お客様の疑問をすぐに解決できる説明書となるよう⼯夫しています。

2014年度に開発した業務⽤エアコンの据え付け説明書では、従来のA1サイズからA4冊⼦に変更して⽂字を⾒やすく
し、適切に据え付け・施⼯が⾏われることで安全に使⽤いただけるようにしました。

注 フェイルセーフ：
万⼀、機械装置、システムにおいて障害が発⽣した場合、常に安全なほうに制御するための仕組み、設計⼿法。

化学部⾨：フッ素化学製品の講習会を開催

化学部⾨で⽣産しているフッ素化学製品は、⾼機能・⾼性能な材料である反⾯、加⼯⽅法が特殊な場合があります。
テクニカルサービス部⾨がお客様を訪問し説明するだけでなく、お客様向けに「フッ素塾」と題したフッ素材料の特性
や当社設備を使った加⼯⽅法に関する講習会も実施しています。2015年度は「樹脂」、「ゴム」、「塗料」の講習会
を合計4回開催しました。

またWEBサイトでは、安全データシート（SDS）や技術資料に加え、偽造品の⾒分け⽅や⾼圧ガスボンベの返却につ
いての注意事項なども掲載しています。

2014年6⽉にはWEBサイトを全⾯的にリニューアルし、積極的に製品情報の発信にも努めています。
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ユニバーサルデザインの導⼊

誰にでも使いやすい製品を開発

ダイキングループでは年齢や障がいの有無などにかかわらず、できるだけ多くの⼈が使いやすい商品を開発するため
にユニバーサルデザイン（UD）の考え⽅を開発に取り⼊れています。

ユニバーサルデザインは、より多くの⼈が使いやすいようにする配慮を怠らないという、モノづくりの発想そのもの
であると考えています。UDが当然のこととして開発に活かされるよう、地道な努⼒を続けていきます。

ユニバーサルデザインの例

スマートフォン対応ソフトのユニバーサルデザインに関するガイドラインを作成
ダイキン⼯業は2012年12⽉、スマートフォンでエアコンの操作ができるアプリ「Daikin Smart APP」の提供

を開始しました。室内からだけでなく、外出先からも簡単に家のエアコンの運転状況の確認や停⽌、運転切り替
えができます。

誰にでも使いやすいアプリにするため、ユニバーサルデザインに関するガイドラインを作成。ユーザビリティ
テストを通じて、操作ミスが起こりにくいボタンサイズやレイアウトなどを追求しました。どんな⼈にもストレ
スなく⾃然に使える⼯夫をしています。

2014年4⽉には、エアコンのほかエコキュートや床暖房など、複数の機器をスマートフォンやタブレットで操
作できるアプリ「Daikin Home Controller APP」の提供も開始しました。

複数の機器を操作できるアプリを提供
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顧客満⾜

お客様満⾜（CS）の追求お客様満⾜（CS）の追求

CS（顧客満⾜）の考え⽅

「次の欲しい」を先取りし、お客様満⾜度を向上

ダイキングループは、グループ経営理念で「お客様⾃⾝も気づいていない「次の欲求」や「夢」を⾒つけ出し、新た
な価値を具体化すること」が使命であると定めています。⾼品質の商品、素材、サービスを提供するだけでなく、積極
的な提案やアプローチをしていくことで、お客様にとっての利便性と快適性を⾼めるのはもちろんのこと、満⾜度の向
上につなげていきたいと考えています。
これらを基本に、お客様の特性に応じて、各事業部で⽅針を⽴案し、お客様満⾜度向上に向けて取り組んでいます。
空調部⾨のお客様は、エンドユーザーと販売店様です。エンドユーザーに対しては「お客様の『次の欲しい』を先取
りした、営業発の新商品提案を！」を、販売店様には「時代を先取りした、他社の⼀歩先を⾏くきめ細かな提案営業」
をお客様満⾜の基本⽅針としています。
空調部⾨の保守・メンテナンスなどを担うサービス本部では「最⾼のサービス品質（速さ、確かさ、親切さ）の実
現」を基本⽅針に、サービスエンジニアの技術⼒アップや、お客様への対応レベルの向上に取り組んでいます。
化学部⾨では、満⾜度向上のポイントを「品質向上」「安定供給」「的確コスト」「ニーズの対応（新商品開発）」
と定め、お客様満⾜度に関する情報を継続的に評価、改善していくことで、お客様の信頼と満⾜を得られる企業をめざ
しています。

お客様への対応・サポート体制

空調部⾨：世界各地にサービス体制を構築

国内のお客様からの修理依頼・技術相談・購⼊情報などすべてのご相談は、総合窓⼝である「ダイキンコンタクトセ
ンター」が24時間365⽇体制で受け付けています。
また、海外でもアフターサービス体制を整え、「速さ・確かさ・親切さ」をモットーに、各国・各地域の事情に応
じ、お客様の多様なご要望にお応えしています。コールセンターの設置や、WEB上での技術情報の提供などにより、お
客様の満⾜度向上に努めています。

電話でのお問い合わせ窓⼝（左：中国、右：フランス）
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ダイキンコンタクトセンター受付件数
（国内グループ）

ダイキンコンタクトセンター受付件数
（中国）

中国の住宅⽤マルチエアコン（浴室⽤の室内機）

お客様ニーズの把握と反映

コンタクトセンターに寄せられるお客様の声を品質改善・新商品企画に活⽤

コンタクトセンターなどに寄せられるお客様のご要望・クレームなどの情報は、データベース化して記録していま
す。お客様からいただいたご意⾒・ご要望は、品質部⾨と関係部署が共有し、原因究明や対策を講じ、製品・サービス
の改善につなげています。
コンタクトセンターに寄せられる情報の約4割を占める技術相談には、市場で起きている品質問題の早期発⾒を可能
にするなど、品質改善につながるヒントがあります。相談内容に含まれるキーワードやその出現頻度を関連部⾨と共有
することで、潜在的な品質問題の解決に役⽴てています。
さらに、データベースの情報を新商品の企画にも活⽤しています。
今後も、お客様も気づいていない潜在的ニーズ「次の欲しい」を商品化すべく、お客様の声から新製品のコンセプト
を探り出し、開発につなげるよう取り組んでいます。

世界でマーケティングリサーチ機能を強化

海外展開を加速しているダイキングループが、お客様満⾜度を⾼め
ていくためには、海外各地域でのニーズを的確・迅速に把握し、製品
開発に活かしていくことが重要です。そこで、エアコンの開発体制を
⽇本⼀極集中型から、地域拠点でも商品開発・リサーチを⾏う⾃⽴分
散型に転換し、世界でマーケティングリサーチ機能を強化していま
す。中国、欧州のR&Dセンターを筆頭に、アジア・オセアニア、北⽶
拠点での開発機能強化を順次進めています。
例えば中国では、社会問題になっているPM2.5に対応したエアコン
や、激しい油煙に対応したキッチン専⽤の室内機、除湿乾燥を強化し
た浴室専⽤の室内機など、お客様の⽣活スタイルを提案し、ニーズに
応じた製品を開発しています。

- 162 -
顧客満足



調査結果を製品・サービスの向上に反映

ダイキングループでは、お客様の満⾜度向上を実現するために、各部⾨においてお客様アンケートを実施していま
す。お客様の声を継続的に調査し分析することで、サービス品質のさらなる向上に役⽴てています。

空調部⾨：製品に関するアンケート

空調営業本部では、お客様のニーズ・満⾜度を把握するために、ホームページなどを通じて製品に対するご意⾒を収
集するほか、量販店の店頭でお客様の⽣の声を聞くとともに、空気清浄機のユーザーにモニター協⼒をお願いし、お客
様の声を収集しました。
2015年度はホームページの愛⽤者アンケートを109件回収しました。
いただいたご意⾒は製品開発に活かしています。2014年度は住宅⽤エアコンについて「設定温度付近になると⼗分
な除湿ができない」というお客様からの声に応え、「プレミアム冷房」を開発。外気温が⾼い、熱がこもりやすいなど
の設置条件でも効率良く快適な温度・湿度にコントロールできる「⾼外気タフネス冷房」運転を実現しました。

空調部⾨：アフターサービスに関するアンケート

空調部⾨では、エアコンのアフターサービスにおけるお客様満⾜の向上を⽬的に、サービス完了後、無作為に抽出し
たお客様にアンケートはがきを送付し回答をいただく「ふれあいアンケート」を実施しています。2015年度は総合満
⾜度が5段階評価で4.05という結果になり、毎年⾼い評価をいただいています。これは、「お客様第⼀」をスローガン
に「⼀度の訪問での修理完了」の施策や、「技術⼒向上」、「お客様対応⼒の向上」などの教育訓練に取り組んできた
成果と考えています。

総合満⾜度

化学部⾨：お客様アンケート

化学部⾨では、年1回「お客様アンケート」を実施しています。2015年度のアンケートでは、品質、納期、テクニカ
ルサービスなどでは⾼い評価を維持している⼀⽅で、それらのより迅速な対応が求められていることがわかりました。
お客様とのコミュニケーションをより活発にして改善に努めています。
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従業員教育

3年間にわたる研修プログラムや、拠点間で競い合う「サービスアワード」を実施

ダイキングループでは、サービス品質向上のために必要な知識・技能教育体系を整えています。
国内では、空調サービス品質の基礎研修のほか、各階層や職種別にさまざまな研修や資格取得教育を実施していま
す。3年間にわたる研修プログラム「サービス⼤学」では、⼤学さながらに職種ごとに受講科⽬を決定し、定期的に試
験を⾏いながらステップアップを図っています。
また、全国各地にまたがるサービスステーションごとにチームを編成し、サービス品質を競い合う「サービスアワー
ド」を毎年開催しています。これは、品質⽅針である「速さ」「確かさ」「親切さ」などサービスの達成度合いを評価
し表彰するものです。サービスステーション間で競い合うことで、楽しくやりがいを持ちながら、お客様満⾜度を⾼め
ることをめざしています。
海外では、それぞれの国で必要な講習を専⾨機関で受講し資格を取得できるようにするほか、各社で新製品や技術情
報を共有する講習会を定期的に開催しています。
中国やアジア各国では、修理技術や電話応対、部品梱包の品質を競い合う技能⼤会を開催し、従業員同⼠で切磋琢磨
できる環境を整えています。

全国サービス技能競技⼤会を開催

⾼いサービス品質を実現するためにはサービスエンジニア⼀⼈ひとりの技術⼒が重要です。
サービスエンジニア全員を対象とした講習会や技術⼒評価試験を実施し、⼀定⽔準以上の技術⼒を有すると認められ
るサービスエンジニアでなければ⼀⼈で修理作業ができないようルール化しています。さらに、より⾼い技術レベルを
有するチーフエンジニアの育成にも取り組み、チーフエンジニア認定試験の合格者数は延べ1,300名以上になりまし
た。
また、現場作業時の安全を確保し、的確で確実な作業を⾏う技能⼒向上にも取り組み、技術・技能両⾯でお客様に満
⾜いただけるエンジニア育成をめざしています。
2015年度は全国各事業所で選抜された優秀者を集めた「全国サービス技術競技⼤会」を初めて開催。20名が参加
し、技術を競いました。
海外でも、地域ごとに設置しているトレーニングセンターで、社内エンジニアや販売代理店向けに技術講習会や評価
試験を実施しています。中国ではエンジニアの認定制度を設け、修理だけでなく、据付⼯事やオーバーホールについて
も技術⼒を⾼める取り組みを進めています。

化学部⾨：製品特性、応⽤分野など幅広い知識を共有

化学部⾨の営業担当者には、お客様である企業の研究者や開発担当者が求める機能をヒアリングして、最適な製品を
提案する⼒が求められます。お客様の業態に応じて、製品の持つ機能を発揮させるための加⼯⽅法、添加量、温度など
多種多様な知識が必要となります。
そこで⽉に1回、営業・研究・製造⼀体の会議を⾏い、営業情報だけでなく、製品知識も共有しています。具体的な
⽤途、採⽤事例の紹介やお客様のニーズを伝えることで、商品開発、⽤途開発に活かすとともに、開発製品の特⻑を深
く理解することで、お客様への新たな提案にも役⽴てています。また、部⾨内の優れた営業スキルを共有する場を設け
たり、お客様への教育プログラム「フッ素塾」を⾃⼰研鑽の場としても活⽤して知識を深めたりしています。
今後も、フッ素をさまざまな業態に活⽤できる幅広い知識を習得した従業員の育成を続けていきます。
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販売代理店様向けの技能研修

全受講者に配布する環境冊⼦

お客様への情報提供

化学部⾨：情報提供と対話を⽬的とした各種交流会を開催

化学部⾨では、お問い合わせの多くは、製品中の含有化学物質調査や技術データの提供依頼などです。ダイキン⼯業
の営業担当者が窓⼝となり、テクニカルサービス、研究開発、品質保証、環境・安全の各部⾨と連携してお問い合わせ
に対応しています。
またトップ層同⼠の交流会である「ダイフロンガス会」や「お客様感謝の集い」を毎年開催しています。
2015年度の「ダイフロンガス会」には32社51名が参加。「お客様感謝の集い」には、販売先だけでなく製造・調達
取引先も含む90社103名に参加いただき、事業⽅針などを説明するほか、交流を深めました。

空調部⾨：「ダイキンHVAC展⽰会」を開催

空調部⾨では2年に1回の空調業界最⼤の展⽰会「HVAC＆R」に出展した製品を活⽤して、全国8カ所で独⾃に「ダイ
キンHVAC展⽰会」を開催しています。導⼊を検討しているお客様にダイキンの空調製品の知識を深めていただけるよ
う努めています。

販売代理店・販売店様向けのサポート

空調に関する技術を習得できる研修コースを⽤意

国内では、販売代理店様などを対象に、設計・施⼯技術やサービス
技術を習得するための研修所を5カ所に設け、各種技術研修会の受講を
奨励しています。各研修所では、お客様に“役に⽴つ・わかりやすい・
親切に”をモットーに、最新の商品や動画教材を導⼊し、現場に即した
研修を実施しています。
そのほか、計画的なレベルアップをめざすステップアップ研修や、
販売店様の多様化するニーズに応えるソリューション研修、顧客満⾜
度向上を図るソリューションセミナー、資格取得・準備コースなど、
全51コースを⽤意しています。
さらに、環境保全の重要性について理解を深めることを⽬的に販売
代理店様を対象とした環境関連のソリューション研修を5コース開催し
ています。地球温暖化・オゾン層破壊問題の⼀般知識、フロン類の取
り扱いの注意、地球温暖化防⽌への取り組み要請などをまとめた環境
冊⼦を配布し、その内容を研修の全コースで展開しています。
また、需要が拡⼤している寒冷地で、販売店様の技術者を育成する
ため、空調⼯事やサービスの実習研修ができる「ダイキン研修プラ
ザ」を2014年度は宮城県仙台市に、2015年度には北海道札幌市に
オープンしました。
海外のグループ会社でも、販売店様向けの技能研修を実施し、お客
様満⾜の向上や作業者の安全確保に努めています。
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顧客満⾜

お客様情報の保護お客様情報の保護

お客様情報の保護

情報管理者を置き、従業員教育を徹底しています

ダイキングループでは、お客様からお預かりした個⼈情報を適切に管理し活⽤するために、「個⼈情報保護⽅針」を
掲げ、社内ルールを整備しています。各部⾨に配置された情報管理者が核となり、社内ルールに沿った個⼈情報の適切
な管理と活⽤の徹底を図っています。2005年から情報管理の取り組みを強化し、年1回、情報管理者会議を開催し、秘
密情報・個⼈情報を対象としたリスク軽減に取り組んでいます。
とりわけお客様から修理依頼を受け個⼈情報を⽇常的に扱う部⾨では、より万全なセキュリティ確保に努めていま
す。その運⽤状況は、従業員⼀⼈ひとりが⾃らの⾏動をチェックする⾃⼰点検、法務部⾨による法令監査、内部監査室
による内部監査などによりチェックし改善を図っています。

情報セキュリティ（コーポレート・ガバナンス）（P213）
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評価・処遇

成⻑への意欲を持つ⼈に活躍の場を提
供し、チャンスを活かして成果を挙げ
た⼈に報いる「機会の平等」と「結果
の公平」を追求しています。

⼈材の多様性確保・機会の均等

年齢・性別、国籍、⼈種、定期採⽤・
キャリア採⽤にかかわらず、多様な⼈
材が互いの価値観の違いを認め合い組
織⼒を⾼めています。

ワーク・ライフ・バランス

多様な⼈材が柔軟な勤務形態や勤務時
間をとれるよう、さまざまな勤務制度
を導⼊しています。

価値提供のCSR

⼈材⼈材

急激なグローバル化の加速を受けて

この10年間で急激なグローバル化を遂げ、海外で働く従業員数は
約5倍に増加しました。こうした中で、さまざまなステークホル
ダーの期待に応え、ダイキングループの強みである「環境」「新価
値創造」「顧客満⾜」を実現するためには、それらの活動の担い⼿
である「⼈材」が何よりも重要です。

個性・価値観を尊重し、個⼈の無限の可能性を引き出し、組織の⼒とします

ダイキングループの根本にあるのは、企業の競争⼒の源泉は「⼈」であるという「⼈を基軸におく経
営」。ダイキングループの強みを活かして社会に貢献していくため、世界各地の多様な個性を持った従業員
⼀⼈ひとりが能⼒を発揮できる組織づくりを実践しています。
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労使関係

「良好な労使関係は経営の基本」との
考えのもと、「労使対等の⽴場」、
「労使相互の信頼関係」を⼤切にして
います。

労働安全衛⽣

「誰もが安⼼して働けるよう、職場の
安全・衛⽣の確保を最優先」して、
「災害ゼロ」の職場の維持をめざして
います。

⼈材育成

「⼈は仕事の経験を通じて成⻑する」
という考えのもとOJTを中⼼に従業員
の能⼒開発に努めています。
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⼈材

評価・処遇評価・処遇

考え⽅

ダイキングループは、成⻑への意欲を持つ⼈に活躍の場を提供し、チャンスを活かして成果を挙げた⼈に報いる「機
会の平等」と「結果の公平」を追求しています。

評価・処遇

「機会の平等」、「結果の公平」を追求しています

ダイキン⼯業は、2001年度から年齢給・勤続給といった⼀律的な賃⾦項⽬や「定期昇給＋ベースアップ」⽅式を廃
⽌。年齢や勤続年数を問わず、従業員各⼈が成し遂げた成果に⼀層報いる処遇制度に転換しました。
⼈事評価にあたっては、能⼒の成⻑を重視する「能⼒評価」に、「結果」「挑戦」「成⻑」の3つの観点から「成果
評価」を付加。直属の上司だけでなく、複数の基幹職（管理職）が協議して評価を決定することで公平性を⾼めていま
す。また、結果に⾄るプロセスや組織全体への貢献度も考慮し、多⾯的に評価をしています。2002年度からは、同様
の処遇制度を国内関係会社にも導⼊しています。
2011年度から、成果主義の考え⽅と報酬への反映⽅法についてグローバルに統⼀したガイドラインの策定を進めて
おり、グループ全体で公平で納得性の得られる処遇制度の実現をめざします。

配属

従業員の事情を考慮する機会を設けています

ダイキン⼯業では、従業員の配属にあたって、本⼈の希望を確認する機会を設け、可能な限りその意向や希望に沿う
ように配慮しています。もし、本⼈の適性、部⾨のニーズにより希望に沿わない配属の場合はできる限り事前に話を
し、新⼊社員の納得が得られるように努めています。
また、毎年、全従業員を対象に、⾃⼰の業務記録表の「フリーライティング」の欄に、健康状況や家庭事情、希望な
どを記⼊し、提出できる機会を設けています。異動を検討する際は、記載内容を踏まえて本⼈と上司が話し合い、勤務
地希望に関する個⼈の特殊事情や前向きでチャレンジャブルな希望はできる限り反映させています。海外勤務を希望す
る者に対しては、従業員の海外勤務を⽀援するための海外拠点実践研修制度を設けています。
今後も、従業員が⾃らの夢や⽬標と会社の⽬標を重ね合わせ、働きがいを感じられる職場づくりをめざしていきま
す。
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⼈材

⼈材の多様性確保・機会の均等⼈材の多様性確保・機会の均等

考え⽅

ダイキングループは、企業の競争⼒の源泉は「⼈」であると考えています。多様な⼈材が互いの価値観の違いを認め
合い組織⼒を⾼め、⼤きな⽬標に挑戦していくことが、企業の⼒になると考えています。そこで、「多様な価値観、勤
労観を尊重しながら、お互いが違いを認め合い、協調し、持てる⼒を結集し、⼀⼈ひとりが常に夢を語りながら、熱い
情熱と逞しい執念を持って果敢に実⾏するグループ」をめざすとグループコンプライアンス指針に定めています。

こうした考え⽅に基づき、年齢、性別、国籍、⼈種、肌の⾊、宗教、障がいの有無、性的指向・性⾃認、定期採⽤・
キャリア採⽤等にかかわらず、多様な⼈材の活⽤を進めるダイバーシティ・マネジメントに取り組んでいます。

グループを構成する従業員は年々多様性を増しており、外国籍の従業員や⼥性の⽐率も拡⼤しています。また、
1991年からは、再雇⽤制度の導⼊などで、ベテラン層の活⽤に積極的に取り組んでいます。

従業員構成（ダイキン⼯業単体）注

2011 2012 2013 2014 2015

男性 ⼥性 男性 ⼥性 男性 ⼥性 男性 ⼥性 男性 ⼥性

従業員数 6,705 974 6,774 1,025 6,810 1,084 6,839 1,151 6,844 1,189

平均勤続年数 16.8 10.5 16.5 10.4 16.4 10.3 16.6 10.3 16.7 10.5

平均年齢 41.2 34.3 41.7 35.1 41.6 34.6 41.5 34.5 41.3 33.8

基幹職数 933 21 939 21 951 22 957 29 984 36

役員数 45 1 47 1 47 1 46 1 48 1

外国⼈数 34 21 38 20 38 20 47 29 52 21

注 出向者を含む
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新・ダイバーシティ経営企業
100選

なでしこ銘柄

えるぼし

⼥性活躍推進

⽇本で⼥性の活躍推進を加速

ダイキン⼯業は、性別にかかわらず従業員⼀⼈ひとりが持てる能⼒を最⼤限に発揮で
きる環境をめざし、⼥性の活躍推進に取り組んでいます。2020年度末までに⼥性役員1
⼈以上、⼥性管理職⽐率を10％（100名）とすることを⽬標に掲げました（現在3.5％・
2016年3⽉末時点）。2015年度は、⼥性を登⽤する管理職ポストとして「⼥性フィー
ダー（育成）ポジション」を部⾨ごとに定め、⼥性管理職を計画的に育成するととも
に、将来幹部をめざしうる若⼿⼥性を対象に「若⼿チャレンジプログラム」を開始しま
した。また、⼥性の役員・幹部候補者を直属の上司が⽀援する「スポンサー制度」の試
験導⼊、キャリアや職場に関する相談を受け助⾔する「メンター制度」の導⼊によって
⼥性社員をサポートしていきます。

こうした取り組みが評価され、2016年3⽉、経済産業省が優れたダイバーシティ経営
企業を評価し発表する「新・ダイバーシティ経営企業100選」と、経済産業省と東京証券
取引所が共同で⼥性活躍推進に優れた企業を評価し発表する「なでしこ銘柄」に選定さ
れました。

また、2016年8⽉には、⼥性の活躍推進に関する取り組みが優れている企業に対して
厚⽣労働⼤⾂が認定する「えるぼし」の最⾼位を取得いたしました。

⼥性の雇⽤

⼥性従業員⽐率が向上

ダイキン⼯業の⼥性の従業員⽐率は2016年4⽉現在で15.4％となりました。
2013年度から技術系・技能系分野でも⼥性の採⽤を増やし、従来以上に⼥性を積極的に採⽤する⽅針を掲げた結

果、新規採⽤者全体に対する⼥性の定期採⽤者数の割合は、3年連続30％以上を維持しています。
2015年度からは⼤学と連携し⼥性のキャリア育成につながる講演会、懇談会を実施し、⼥性の採⽤強化に努め、従

業員⼥性⽐率を製造業平均15.5%（2013年度）を超える17%を⽬標に毎年100名規模の定期採⽤を実施しています。
2016年4⽉の⼥性新規採⽤者数は85名で、採⽤者数全体の31.1％を占めています。

定期採⽤者数と⼥性採⽤者⽐率（ダイキン⼯業単体）
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ベテラン層の活⽤

毎年、100名を超えるベテラン層を再雇⽤

ダイキン⼯業では、2001年に希望者全員を65歳まで再雇⽤する制度を世に先駆けて導⼊しました。短時間勤務や登
録型勤務など柔軟な雇⽤形態を整備し、定年後もスキル・ノウハウを活かせる場を提供しています。制度導⼊以来、毎
年100名を超えるベテラン層を再雇⽤し、2015年度には596名が在籍しています。そのうち8名は海外拠点で勤務し、
優れたスキル・ノウハウを海外拠点においても伝承していくため、海外で勤務しています。

なお、⾼い成果を上げた従業員に対しては再雇⽤後も業績に応じて賞与に加算する定額加算型報酬で処遇するなど、
仕事への意欲向上を図っています。

2006年度の⾼齢者雇⽤安定法改正以降は国内関係会社でも再雇⽤制度を導⼊。本⼈が希望し、出勤率・評価など労
使で決めた基準に適合する従業員を65歳まで再雇⽤しています。

今後、少⼦⾼齢化が進む中でベテラン層の活躍推進の必要性はさらに⾼まると認識しています。ベテラン層⼀⼈ひと
りの意向や専⾨性を⼗分に把握し、役割を明確にして活躍してもらうため、上司との対話の充実、適正な再配置などの
施策を実施しています。

再雇⽤制度利⽤者数と再雇⽤率（ダイキン⼯業単体）

ダイキンのベテラン層活⽤の歩み

1979年 定年を55歳から60歳に延⻑

1991年 希望者全員63歳までの再雇⽤制度

2001年 希望者全員65歳までの再雇⽤制度

2004年 シニアスキルスペシャリスト契約社員制度

2005年 ベテラン層活性化プロジェクト

2006年 国内関係会社再雇⽤制度スタート
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ダイキンサンライズ摂津（⽇本）

ダイキンサンライズ摂津 新⼯場

障がい者雇⽤

グループ全体で障がい者雇⽤を拡⼤

ダイキングループでは、「⽣産活動を通じて障がい者が⾃ら成⻑
し、社会に貢献する役割を果たす⼈に成⻑してほしい」という考えの
もと、障がい者の雇⽤を進めています。

ダイキン⼯業は1993年、「障害者の雇⽤の促進等に関する法律」に
基づき、⼤阪府、摂津市と共同出資して、特例⼦会社「株式会社ダイ
キンサンライズ摂津」を設⽴。障がい者の雇⽤に特別な配慮がなされ
た事業所で、障がい者の能⼒を最⼤限に発揮できる機会を拡⼤してい
ます。また、多くのグループ企業をグループ適⽤し、特例⼦会社での
雇⽤者数を拡⼤することで、ダイキングループ全体での雇⽤率の向上
に努めています。

2015年度末現在での障がい者雇⽤率は法定を上回る2.15％となって
います。

障がい者雇⽤⼈数と雇⽤率（国内グループ会社）

注1 法定により重度障がい者1⼈につき、2⼈として計上。
注2 雇⽤率=障がい者雇⽤数÷常⽤雇⽤労働者数。
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上海市社会学習団体成果展⽰活動にて「グループ⾵采
賞」受賞（⼤⾦空調（上海）有限公司）

海外グループ会社でも障がい者を積極的に雇⽤

中国の⼤⾦空調（上海）有限公司でも障がい者を積極的に雇⽤し、
現在67名が在籍しています。2014年4⽉には、政府から⾝体障がい者
の職業訓練基地と認められました。

また、2015年7⽉、全国障がい者能⼒展⽰祭に参加し5位に⼊賞。
11⽉には⼤⾦空調（上海）有限公司の障がい者グループが上海市社会
学習団体成果展⽰活動に参加し、「グループ⾵采賞」を受賞しまし
た。このように障がいがある従業員が⾃ら、社会活動にも積極的に参
加しています。

このほか、ダイキンインダストリーズタイランド社では22名、ダイ
キンコンプレッサーインダストリーズ社では19名の障がい者を雇⽤し
ています。

海外現地従業員の登⽤

海外現地従業員をリーダーとして登⽤

ダイキングループでは事業のグローバル化の進展に伴い、経営のグローバル化を推進し、海外現地従業員の役員・管
理職への登⽤を積極的に進めています。また、グループ経営や各拠点の経営を任せられる幹部の育成策として、グロー
バル拠点の現地経営幹部向けの「グローバル経営幹部塾」を開催しています。

2015年度末現在、海外拠点の現地⼈社⻑の⽐率は51%、取締役の⽐率は47%にのぼり、欧州の販売会社では20社の
うち現地⼈社⻑は13社となるなど、外国⼈幹部の登⽤が進んでいます。

従業員の多様性教育

海外赴任に向けた⽇本⼈従業員の教育を実施

ダイキン⼯業では、世界各地域で働く現地従業員の価値観を尊重し、良好なコミュニケーションがとれるよう、海外
赴任を予定している⽇本⼈従業員に対し、赴任前研修を実施しています。

研修は、現地に少しでもスムーズになじめるように、赴任する各地域の現状・⼈々の意識や価値観・ビジネスをする
際の留意事項などの知識の強化を図るとともに、グループ全従業員が共有すべき求⼼⼒としてのグループ経営理念につ
いて理解を深めることを⽬的としています。また、必要があれば語学研修も⾏っています。2015年度は約95名の従業
員が参加しました。
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⼈材

ワーク・ライフ・バランスワーク・ライフ・バランス

考え⽅

ダイキン⼯業は、従業員のワーク・ライフ・バランスを重視し、多様な⼈材が活躍できるよう、さまざまな制度や施
策を導⼊しています。

また、次世代育成⽀援対策推進法の認定企業として、⼦どもを持つ従業員が安⼼して仕事と育児を両⽴できる職場環
境をめざした⾏動計画を策定・実⾏しています。特に育児休暇や育児との両⽴⽀援の制度を充実させており、男性従業
員の取得も奨励しています。

多様な働き⽅の⽀援

フレックスタイム制や裁量労働制など、柔軟な勤務制度を導⼊

ダイキン⼯業では、柔軟な勤務時間がとれるよう、「フレックスタイム制」を導⼊しています。また、研究開発業務
だけではなく、事業運営の企画・⽴案・調査などの業務についても「裁量労働制」を導⼊しています。

従業員がより柔軟な勤務形態や勤務時間で働けることから、2015年度の離職率は3.9％（定年退職者も含む）と全産
業の平均15.5％（平成26年厚⽣労働省 雇⽤動向調査）と⽐較しても⼤変低い⽔準を保っています。

離職者数と離職率（ダイキン⼯業単体）
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産前産後休暇と育児休暇の取得者数（ダイキン⼯業単
体）

認定マーク

ダイキン⼯業は次世代育成⽀
援対策推進法に基づく⾏動計画
の⽬標達成が認められ、厚⽣労
働省⼤阪労働局から認定を受け
ました。

育児との両⽴⽀援

仕事と育児を両⽴して活躍できる職場づくり

ダイキン⼯業は従業員が仕事と育児を両⽴して活躍できる環境づくりを推進しています。2013年度には、⼦どもを
保育所へ⼊れるための活動、いわゆる“保活”を専⾨家が全⾯的にサポートする「保活コンシェルジュサービス」を導⼊
し、出産後に育児休暇を取得する従業員が活⽤しています。

2014年4⽉から「次世代育成⽀援対策推進法」に基づく第四次⾏動計画を実⾏しています。育児休暇からの早期復帰
者を対象に、より柔軟な勤務形態を導⼊するほか、育児⽀援カフェテリアプラン制度注をさらに充実させ、選択できる
メニューを増やすとともに、早期復帰者を対象に復帰時期に応じて費⽤補助を最⼤60万円に増額するなど、⽀援を拡⼤
しています。

2016年1⽉には、⼦どもを持つ従業員がより柔軟に働き、仕事に挑戦し成果を上げられるよう「在宅勤務制度」を新
たに導⼊しました。フルタイム勤務者を対象とした「週1回までの在宅勤務」、育児休暇からの6カ⽉未満での早期復帰
者を対象とした「週4回までの在宅勤務」、働く時間と場所の⾃由度を上げる「スポット的な在宅勤務」の3種類を状況
に合わせて選択することができます。今後も、従業員が仕事と育児のバランスをうまくとりながら能⼒を発揮できるよ
う⽀援していきます。

注 育児⽀援カフェテリアプラン制度：
⼦どもを持つ共働きの従業員が、残業・出張時や⼦どもの病気時に利⽤した育児⽀援サービスに対して費⽤補助を⾏う制度。

128名の男性従業員が育児休暇を取得

ダイキン⼯業は、男性従業員に対して「育児のためのまとまった休暇」の取得を奨励し、男性従業員が育児休暇を取
得しやすい⾵⼟づくりをめざしています。専業主婦を配偶者に持つ場合の取得制限を外す、育児休暇の取得回数を1回
から2回に変更するなど、法改正に先んじて制度改訂を実施したほか、制度の周知徹底と取得推進を図っています。

その結果、2015年度は128名の男性が育児休暇を取得。⼦どもが⽣まれたタイミングや、配偶者の育児休暇からの職
場復帰前などに利⽤しています。

今後も、男性の育児参画を推進し、性別にかかわらず仕事と育児を両⽴しながら活躍できる環境づくりに取り組んで
いきます。
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次世代育成⽀援対策推進法に基づく第四次⾏動計画の内容

計画期間：平成26年4⽉1⽇から平成31年3⽉31⽇までの5年間1.
内容：2.

⽬標1： 育児休暇からのスムーズな職場復帰と職場での活躍を⽀援するための施策を実施する。
＜対策＞
●平成26年4⽉〜 「育児⽀援カフェテリアプラン制度」の制度改訂について、周知徹底し、活⽤促

進を図る。
●平成28年3⽉末までに 育児休暇期間中のスキルの維持・向上策を導⼊する。
●平成29年3⽉末までに 「保活コンシェルジュ」の定着と効果ある施策にするための改善を実施する。

⽬標2： 仕事と育児を両⽴する社員を対象とした新たな勤務形態として、「部分在宅勤務」の導⼊を検討す
る。

＜対策＞
●平成26年4⽉〜 トライアル実施
●平成26年7⽉〜 トライアル結果の検証、課題解決

制度化に向けて検討

⽬標3： 仕事と育児を両⽴する社員が、両⽴のバランスをうまく取りながら、挑戦・成⻑・キャリア構築し続
けられる⾵⼟・環境づくりに取り組む。

＜対策＞
●平成26年4⽉〜 上司を対象としたマネジメント研修の継続実施
●平成26年7⽉〜 育児休暇復帰者およびその上司を対象とした「育児休暇復帰者セミナー」の継続

実施と内容のブラッシュアップ
●平成28年3⽉までに 「仕事と育児の両⽴」と「キャリア構築」を考える他社合同の交流会やセミナー

等を開催

仕事と育児の両⽴⽀援策

1992年 育児休暇制度、育児勤務制度制定

2005年 次世代育成⽀援対策推進法に基づく第⼀次⾏動計画策定

2007年
第⼀次⾏動計画⽬標達成
第⼆次⾏動計画策定
育児⽀援カフェテリアプラン制度導⼊

2010年 改正育児･介護休業法の施⾏にともない、育児休暇・介護休暇の⾒直しを実施

2012年
第⼆次⾏動計画⽬標達成
第三次⾏動計画策定（計画期間2012年4⽉〜2014年3⽉）
育児⽀援カフェテリアプラン制度改訂

2013年 「保活コンシェルジュ」サービス導⼊

2014年

第四次⾏動計画策定（計画期間2014年4⽉〜2019年3⽉）
育児⽀援カフェテリアプラン制度改訂
育児休暇からの早期復帰者⽀援を⽬的とした、より柔軟な勤務形態の導⼊、および育児⽀
援サービスの実施
週1回までの「部分在宅勤務」の試⾏的実施

2016年 在宅勤務制度の導⼊
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介護⽀援

介護休暇・介護勤務の制度を整えています

ダイキン⼯業では、家族が介護を必要とする状況になった時にも、不安を抱かずに安⼼して働ける環境の整備と、働
き続けたい⼈が働き続けられる環境づくりに努めています。

「介護休暇」は対象者⼀⼈につき通算365⽇を限度として要介護状態に⾄るごとに1回取得できます。「介護勤務」
は、対象者⼀⼈につき通算365⽇を限度として時差勤務やフレックス勤務、1⽇6時間の短時間勤務が可能となります。
また、短期の介護休暇も可能にしており、対象者が⼀⼈の場合は年5⽇、⼆⼈以上の場合は年10⽇まで取得が可能で
す。

介護休暇取得者数（ダイキン⼯業単体）

その他福利厚⽣制度（⼀部抜粋）

年⾦ 確定拠出年⾦

有給休暇
シルバー休暇制度 55歳到達⽉から定年退職までの期間で3⽇の特別休暇を付与

海外⻘年協⼒隊参加 休職を認めるケースあり
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⼈材

労使関係労使関係

考え⽅

ダイキン⼯業は、「良好な労使関係は経営の基本」との考えのもと、「労使対等の⽴場」、「労使相互の信頼関係」
を⼤切にしてきました。現実を直視し、課題解決に向けたプロセスを⼤切にしながら、「本⾳での話し合い」、「筋・
けじめを⼤切に」、「できること・できないことをはっきりさせる」とのスタンスは、今後も変わることはありませ
ん。
ダイキン⼯業では、基幹職と契約社員など⼀部の従業員を除き、全員が組合員です。会社と労働組合とは活発に協議
しており、事業計画の⽅針が明確になり次第、会社は労働組合に対して経営協議会を開催し説明します。
2015年度の本部における経営協議会は延べ22回開催し、働きの質の変⾰に向けた取り組み、テクノロジー・イノ
ベーションセンター設⽴に向けた取り組みなどについて協議。⽀部でも随時、会議を開催しました。
また、従業員の処遇や地位についても労使協議を実施し、協議の結果については、従業員に対して各部⾨で速やかに
伝達するよう⼼がけています。

労働者の権利の尊重

就業規則、労働協約で規定し、周知徹底しています

ダイキン⼯業は「会社は、従業員の⼈格を尊重し、その福祉の増進を図り、従業員は勤労者の本分を尽くすこと」と
考えて、就業規則、労働協約の中で労働者の権利の尊重について定めています。
労働者の権利については、⼊社時に就業規則、労働協約を説明する中で周知徹底するほか、労働組合でも同様の教育
を実施しています。

従業員との対話

従業員へのヒアリングの機会を設け、労働環境の改善につなげています

ダイキン⼯業では、全従業員の3％程度（約240名）以上の従業員に対し、年間約10回の聞き取り調査を実施してい
ます。賃⾦交渉では、「会社の業績や動向」「経営諸課題」「世の中の動き」「組合員の働き」などさまざまな事項に
ついて労使間で議論しています。こうした議論の内容について従業員各⼈にヒアリングし、その結果を賃⾦交渉に反映
することで、より納得性の⾼い回答につなげています。
従業員へのヒアリングは賃⾦交渉時だけではなく、「年頭⽅針」「予算・決算の報告」「賞与⽀給時の社⻑のメッ
セージ」など経営陣からメッセージが発せられるたびに⾏われます。また、職場ごとに年間⽬標の設定時や評価時期に
は、必ず上司と部下の対話を⾏うなど、対話の機会を定期的に持つ⼯夫をしています。従業員から率直な意⾒を聞くこ
とで、社内の労働環境の改善に役⽴てています。
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⼈材

労働安全衛⽣労働安全衛⽣

考え⽅

ダイキングループは、「職場の安全確保はもとより、地域の⽅々の信頼をより確かなものとするために、『安全第
⼀』の考え⽅に⽴ち、安全操業に万全の注意を払い、⾏動すること」をグループコンプライアンス指針に定め、従業員
と業務請負企業の⽅々が安全に働き、⼯場周辺の皆様にも安⼼していただけるよう、「災害ゼロ」の職場の維持をめざ
しています。

推進体制

各事業場で安全衛⽣委員会を組織し、安全対策や災害防⽌対策を推進

ダイキングループでは、全体の安全衛⽣推進体制を下図の通り定めています。各事業場で安全衛⽣委員会を設置し、
毎年独⾃に安全⽅針とスローガンを掲げ、安全衛⽣計画を⽴案、安全活動のPDCAサイクルを回しています。

安全衛⽣委員会では、リスクアセスメントによる設備の安全対策や災害防⽌対策を審議するとともに、現場のパト
ロールを⾏いルール遵守の徹底や、安全体感教育の実施によって、安全の感受性と意識向上に努めています。また、各
安全衛⽣委員会事務局は他の事業場の安全委員会に出席し、情報を共有しています。

全社安全衛⽣推進体制図
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労働安全衛⽣マネジメントシステム

24拠点でOHSAS18001等の認証取得

世界各地に⽣産拠点を持つダイキングループでは、⼯場の安全操業、従業員の安全を確保するために、各拠点独⾃に
安全衛⽣マネジメントシステム（OHSAS）を構築するほか、国際規格OHSAS18001などの認証を取得しています。こ
のシステムに基づき、リスクアセスメントによる安全健康リスクの低減と管理、および法令等の遵守管理を継続的に
⾏っています。

2015年度末現在で、国内3製作所、海外21社がOHSAS18001等の認証を取得しています。

労働安全衛⽣マネジメントシステム認証取得状況（国内）

取得年⽉ 認証 事業場

2006年9⽉
JISHA⽅式適格
OSHMS認定 ダイキン⼯業 ⿅島製作所

2012年8⽉ OHSAS18001 ダイキン⼯業 堺製作所

2012年12⽉ OHSAS18001 ダイキン⼯業 滋賀製作所

労働安全衛⽣マネジメントシステム認証取得状況（海外）

取得年⽉ 認証 事業場

2002年11⽉ OHSAS18001 ダイキンインダストリーズタイランド社

2007年5⽉ OHSAS18001 ⼤⾦機電設備（蘇州）有限公司

2009年3⽉ OHSAS18001 ⼤⾦フッ素化学（中国）有限公司

2009年8⽉ OHSAS18001 ⼤⾦電器機械（蘇州）有限公司

2009年10⽉ OHSAS18001 ダイキンインダストリーズチェコ社

2010年3⽉ OHSAS18001 ダイキンデバイスチェコ社

2010年5⽉ OHSAS18001 ⼤⾦空調（上海）有限公司

2010年6⽉ OHSAS18001 ダイキントルコ社

2010年6⽉ OHSAS18001 ⼤⾦制冷（蘇州）有限公司

2010年4⽉ OHSAS18001 McQuay Air Conditioning & Refrigeration (Suzhou)
Co., Ltd.

2011年1⽉ OHSAS18001 ダイキンヨーロッパ社

2011年1⽉ OHSAS18001 ダイキンマレーシア社

2011年3⽉ OHSAS18001 ⻄安⼤⾦慶安圧縮機有限公司

2012年2⽉ OHSAS18001 Daikin Applied Europe S.p.A.

2012年2⽉ OHSAS18001 ダイキンコンプレッサーインダストリーズ社

2012年3⽉ AS/NZS 4801:2001 certification ダイキンオーストラリア社

2013年3⽉ OHSAS18001 ダイキンインド社

2013年10⽉ OHSAS18001 ⼤⾦空調（蘇州）有限公司

2013年12⽉ OHSAS18001 ⼤⾦液圧（蘇州）有限公司

2013年1⽉ OHSAS18001 ダイキンケミカルネザーランド社

2015年3⽉ OHSAS18001 AAF (Suzhou) Co., Ltd.
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度数率注1（ダイキン⼯業単体）

注1 100万延べ実労働時間あたりの労働災害による死傷者数で労働
災害の頻度を表したもの。

強度率注2（ダイキン⼯業単体）

注2 1,000延べ実労働時間あたりの労働損失⽇数で災害の重さの程
度を表したもの。

労働災害の発⽣状況

グループ全体で労働災害ゼロをめざす

ダイキングループでは、「災害ゼロ」をめざし、さまざまな安全衛⽣活動に取り組んでいます。グループ全体での安
全レベルの向上を⽬的に、保安・安全合同会議を年2回開催し、ノウハウを共有。国内外の各拠点では、独⾃に安全教
育や安全パトロールなどを実施して労働災害ゼロをめざしています。

ダイキン⼯業の災害度数率、強度率は、全国製造業平均を⼤きく下回る⽔準で推移しています。

休業災害発⽣件数（ダイキン⼯業単体）

従業員教育・訓練

国内外で、安全意識を⾼める体感教育を実施

ダイキン⼯業では、労働安全衛⽣に関する各種教育や訓練を実施しています。
特に近年は、事故につながる危険を疑似体験することで安全への意識を⾼める体感教育に注⼒しています。機械製造

業で事故の多い機械への「巻き込まれ」や「挟まれ」を体感したり、化学製造業での化学反応による圧⼒・燃焼の怖さ
を知ることができる、「⾒る・触れる・感じる」体感装置や機械を⾃作。原理原則に基づく知識教育と組み合わせた、
効果的なプログラムにしています。

淀川製作所では、プラントが緊急停⽌した際にどのような状態になるかを疑似体験できるエマージェンシー・シャッ
トダウン体感シミュレーション教育を実施。プラントの過去の変調・異常時の挙動データと専⾨家の知恵を盛り込ん
で、緊急停⽌の動きを仮想的に再現し、どのような対策を講じるべきかを訓練しています。

海外でも安全教育や安全パトロールなどによって労働災害ゼロをめざしています。

製作所内の取引先様の安全確保（サプライチェーン・マネジメント）（P228）
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従業員の健康管理

健診・指導で、健康の維持増進を⽀援

ダイキン⼯業では、従業員の健康維持を⽀援するため、年2回の定期健康診断を実施しています。また、特定作業に
従事する従業員対象の特殊健康診断も安全衛⽣法などの法律に基づき、年2回、事業所ごとに実施しています。

何らかの所⾒が⾒られた従業員には、健康管理室が直接本⼈に事後措置の指導を徹底しています。過重労働対象者に
対しては産業医が健診を⾏い、診断結果から配慮や対策が必要と判断された場合は、産業医が本⼈と上司を指導してい
ます。

2015年度、化学部⾨では従業員全員が定期健康診断を受診し、有所⾒率は46％と減少傾向にありますが、引き続き
⼀次予防対策に取り組んでいます。 淀川製作所では従業員の健康増進のため、健康保険組合が主催する、106⽇間で
平均1万歩/⽇を⽬標として歩く「つながるWalking」への参加を推進。2,000名以上が参加し、事業所の半数以上の従
業員が1⽇1万歩以上を歩く結果となりました。また、従業員の健康意識を向上させる取り組みとして、産業医による
喫煙のリスクをテーマにした健康講話を年2回開催するほか、カゴメ株式会社、株式会社ヤクルト本社の協⼒を得た⾷
と健康に関するセミナーを3回実施しました。

空調部⾨では、従業員の健康増進やコミュニケーションの活性化を⽬的に、毎年、事業所内で、スポーツイベントを
開催。堺製作所では、毎年1,000名以上が参加しています。

メンタルヘルスケア

メンタルヘルスの問題を抱える個⼈や組織を把握し、専⾨家がケア

ダイキン⼯業は、従業員の⼼⾝両⾯の健康維持に取り組んでいます。厚⽣労働省の指針であるセルフケアや外部専⾨
機関によるケアなど、「4つのケア」の観点から、各事業場の特性や状況に応じた取り組みを計画、実施しています。

取り組みの例として、⼈事異動後や採⽤3ヵ⽉後、アンケートで課題の多い職場に対して、産業医による⾯談を実施
するほか、メンタルヘルス講習会を実施しています。

アメリカやタイ、オーストラリアなどの海外拠点でも、⼼理カウンセラーや相談窓⼝を設置するなど、健全な職場づ
くりに取り組んでいます。

⻑時間労働の排除

定時退社⽇の設定や仕事の効率化で、⻑時間労働を排除

ダイキン⼯業は⻑時間労働を排除する取り組みとして、週1回の定時退社⽇を設定したり、原則として休⽇出勤を禁
⽌（やむをえない場合は部⾨⻑決裁）したりしています。

こうしたルールの遵守と併せて、「仕事の効率化」に組織的に取り組んでいます。従業員⼀⼈ひとりの仕事と勤務時
間の年間計画を⽴案し、その計画に基づいて仕事と労務管理をするため、チェックリストによる⽇常の業務管理をして
います。

また、有給休暇の「5⽇連続計画取得制度」や「3⽇の⼀⻫有給休暇取得⽇」を定めることで、ワーク・ライフ・バラ
ンスを重視し、よりメリハリのある働き⽅をめざしています。

- 184 -
人材



有給休暇取得率
（ダイキン⼯業単体）

従業員⼀⼈あたり平均超過勤務時間
（ダイキン⼯業単体）

⻑時間労働排除の施策

⽇々の業務管理
チェックリストに基づき⾃⼰点検・相互点検

1. 

従業員の意識・⾵⼟改⾰
基幹職⾃らが、休⽇出勤・深夜業をしないよう率先。労働時間の管理スパンを、⽉単位から週単位に短縮す
るなど、仕事の計画・負荷を早めに調整。異常な⻑時間労働に対して職場の⾃主的なルールを設定

2. 

「5つの徹底」
週1⽇の定時退社の設定・実⾏。休⽇出勤の禁⽌。異常な⻑時間労働のゼロ化。賃⾦不払い残業を起こさない
管理徹底。深夜業の原則禁⽌。各部⾨単位で、仕事の上限時間を設定

3. 

業務の管理・⾒える化
勤怠システムの導⼊・活⽤

4. 

各部⾨での⽣産性向上、効率化のテーマ設定5.
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グローバル研修所「アレス⻘⾕」

⼈材

⼈材育成⼈材育成

考え⽅

ダイキングループは、グループ経営理念や「⼈を基軸におく経営」の実践が当社グループの成⻑に⽋かせないと考え
ています。「国籍や在籍会社を問わず、⼀⼈ひとりの成⻑の総和がグループ発展の基盤」であるという考え⽅を企業理
念の⼀つとして掲げ、「⼈は仕事の経験を通じて成⻑する」という考えのもと、⼈材育成は⼀⼈ひとりの適性を⾒極め
て仕事を任せてチャレンジさせるOJT注1を基本にしています。また、OJTを補完するものとして、グローバル事業の第
⼀線で活躍できる経営幹部層を育成する「ダイキン経営幹部塾」や若⼿をグローバル⼈材として育成するための「海外
拠点実践研修」など、Off-JT注2も含めた育成の機会の充実を図っています。また、語学研修、通信教育などの受講を⽀
援し、⾃主的に学ぶ機会を提供しています。

2015年度からは、グループ経営や海外拠点の経営を任せられる外国⼈経営幹部の育成策として、「グローバル経営
幹部塾」を開催しています。現経営幹部と幹部候補の2コースを⽤意し、ダイキンの企業⽂化や独⾃のマネジメントの
考え⽅を学ぶための研修プログラムとなっています。

注1 OJT：実際の仕事を通じて、仕事に必要な知識・技術・技能・姿勢などを修得させる⼿法。
注2 Off-JT：知識や技術を得るため、仕事の場を離れて学習させる⼿法。

教育制度

グローバルに活躍できる⼈材を育成

グローバルな事業展開を背景に、異なる価値観を持つ⼈々を⼀つの
⽅向にまとめるリーダーシップとマネジメント能⼒を持つ⼈材を育成
することが重要であると考えています。

2008年5⽉には、⿃取県にグローバル研修所「ダイキンアレス⻘
⾕」を設⽴しました。ここでは、世界の⽣産拠点における指導者育成
を⽬的とした、グループ従業員対象の「技能トレーナー研修」、新⼊
社員対象の合宿研修、将来の当社の経営幹部育成を⽬的とした「ダイ
キン経営幹部塾」、グローバル⼈材の育成を⽬的とした「海外拠点実
践研修」などを実施しています。2015年度は12,000名以上の従業員
が利⽤しました。
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「オー・ド・シエル蓼科」のセミナーハウス

社内の従業員だけでなく、社外のお客様のリピーターも多く、最近
の3年間では8〜9割程度の⾼い稼働率となっています。

当社は、⼈材⼒強化に向けたグループ全体の研修ニーズから⾒て
も、現有施設ではキャパシティが⼗分でないため、2014年6⽉に⻑野
県にある「オー・ド・シエル蓼科」を増築しセミナーハウスを設⽴し
ました。蓼科の⼤⾃然の中で、都会の喧騒から離れ、⻑時間かけて徹
底的に議論する場所として、戦略⽴案や課題解決に向けて、アイディ
ア・発想を出し合い、具体案にまでブラッシュアップするための合宿
や研修の場として、また、ロビー活動、他社との⼈材交流、トップ
セールス、各事業部の重要なお客様のご招待等に積極的に活⽤してい
ます。

今後、グローバルな採⽤⼒の強化、国・地域を越えた⼈材の配置、競争⼒ある評価・処遇制度の構築など、⼈材⼒の
強化を加速する⼈事制度の構築や、本社・現地双⽅向のコミュニケーションの促進などを進めていきます。

教育体系図

新⼊社員研修

新⼊社員の研修では、社会⼈としての基本、⼼構え、ダイキングループの歴史・現状・めざす⽅向などを学ぶととも
に、⾃分の意⾒を端的に述べ、⾃分と異なる意⾒を持つ⼈ともコミュニケーションをとりながら仕事を進めることので
きるビジネスパーソン育成をめざしています。5⽇間の英語研修を実施するなど、グローバル企業として必須の英語
⼒、異⽂化理解の基礎研修を強化しています。

また、毎年、⿃取にある研修所「ダイキンアレス⻘⾕」で、5泊6⽇の合宿研修を実施しています。従業員のベースと
なる「⼈を基軸におく経営」「求める社員像」を、⼈と⼈との関わりの中で、ディスカッションや⾏動プログラムなど
の体験を通して学び取ることをめざした研修です。 
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グローバル経営幹部塾

開会式（選⼿宣誓）

海外拠点実践研修

将来、グローバルに通⽤する逞しい⼈材を育成することを⽬的とし、20歳代半ば〜30歳代の若⼿メンバーらを対象
に、海外に1年から最⼤2年間派遣する研修を実施しています。

通常の海外出向とは異なり、現地の販売代理店・取引先、事業提携先、⼤学などにおいて実践的なテーマを持ち、既
成概念にとらわれないチャレンジ精神と異⽂化の中でのコミュニケーション能⼒を⾝に付けることが⽬的です。

2015年度は25名が参加し、1999年度からの累計派遣⼈数は202名になりました。今後、年間約40名を新興国も含め
た各地に派遣していきます。

また、2015年5⽉には、海外の若⼿従業員を⽇本に迎える研修も開始しました。

国内留学

技術⼒の向上、MBAの取得、視野の拡⼤、幅広い⼈脈の構築などを⽬的に、国内の⼤学に若⼿従業員を派遣し、その
育成に努めています。2015年度は、豊⽥⼯業⼤学に計5名の従業員を派遣しています。

ダイキン経営幹部塾・グローバル経営幹部塾

ダイキン経営幹部塾はダイキン⼯業の幹部層を対象に、グローバル
経営幹部塾は海外拠点の幹部層（外国⼈）を対象にした、次世代経営
者育成のための研修です。グループ経営理念や「⼈を基軸におく経
営」に基づくリーダーシップを発揮して、グループ全体最適の視点で
経営・事業をリードする幹部の育成をめざしています。

2013年度より、ダイキン経営幹部塾の受講対象者を⾮基幹職にまで
拡⼤し、次世代のリーダー育成を強化しました。グローバル経営幹部
塾は、従来実施していたダイキンビジネススクールの育成プログラム
を刷新し、2015年度より実施しています。

2015年度までの累計受講者数は、幹部塾190名、グローバル経営幹
部塾（旧：ダイキンビジネススクール含む）102名となりました。

技能伝承

海外へ技能を伝承する「トレーナー」の育成に注⼒

ダイキン⼯業は2001年に「卓越技能伝承制度」を創設し、モノづく
りのベースとなる熟練技能を次世代に継承していく取り組みを進めて
います。空調部⾨では、ろう付け、旋盤加⼯、板⾦加⼯、アーク溶
接、⾦型製作、治⼯具仕上げに関する卓越技能者を「マイスター」と
して認定しています。化学部⾨でも、2006年度から卓越技能者を「エ
キスパート」に認定しています。これらの「マイスター」「エキス
パート」は、国内外の拠点で、その卓越した技能を伝承し、技能者・
指導者の育成にあたっています。
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競技⾵景

さらに2010年4⽉には、製造⽀援を担う⼈材の不⾜を補うために、
将来の「マイスター」「エキスパート」候補⼈材を育成する制度とし
て「トレーナー制度」を新設しました。

これら「マイスター」「エキスパート」「トレーナー」を講師に、
国内外の⽣産拠点から選抜された従業員を対象とする技能研修会を定
期的に開催しています。

2015年度は海外拠点で初めての「マイスター」が誕⽣し、2015年
度末現在で空調部⾨の「マイスター」は34名、「トレーナー」は90名
（国内26名、海外拠点64名）、化学部⾨の「エキスパート」は7名登
録されています。

海外での新⼯場建設やM&Aによる拠点の拡⼤にともない、海外での
技能⽔準を⾼めるため、2020年度までに「トレーナー」を161名に増やしていく予定です。

2015年度の活動ハイライト「⼈材―全世界で⾼品質な製品づくりのために⽇本の技能を海外拠点に伝承する」
（P58）

技能オリンピックや技能研修で技能⼒を向上

製造現場での技能⼒向上を⽬的に、2003年度に国内拠点を対
象とする「技能コンクール」を開催。翌年からは対象を海外⽣
産拠点に拡⼤した「技能オリンピックグローバル⼤会」を2年ご
とに開催しており、2014年度は過去最⾼となる13カ国145名が
参加し、技能を競い合いました。

「技能オリンピック」を開催しない年には、次期指導者育成
に向けた「技能研修会」を開催しています。「マイスター」
「エキスパート」「トレーナー」が講師になり、国内外の⽣産
拠点から選抜された従業員にダイキン流「⼈づくり・モノづく
り」を伝授します。2015年度は国内の⽣産拠点から14名、海外
からは4名の従業員が参加しました。

また、海外のグループ会社やエリアごとに技術コンペを開催
し、拠点ごとの技能伝承の進捗状況や課題、⽬標を共有しなが
ら、グループ全体で⾼い技能を有する⼈材育成に努めていま
す。
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代表発明者に対する報奨の授与

若⼿技術者・技能者の育成

社内留学制度でベテラン従業員の技術・技能を伝承

ダイキン⼯業では、1994年から⽣産現場の改善活動に取り組むベテラン層で構成する「カイゼンチーム」に、⽣産
部⾨の若⼿従業員を「社内留学」させる取り組みを続けています。

4〜6ヵ⽉の留学期間中、若⼿従業員1名に2〜3名のベテラン従業員がついて指導にあたります。電気回路設計などの
座学をはじめ、板⾦加⼯、アーク溶接、回路の応⽤など、その年のテーマに応じた実習を受講させています。

留学の対象は当初の中堅従業員から、最近は技術・技能伝承を⽬的とした若⼿従業員に移⾏しています。社内留学は
技術・技能の継承にとどまらず、⽇頃交流の少ないベテラン従業員と深く関わる機会となり、若⼿従業員の意識向上に
も役⽴っています。特に空調製造部においては、現場の従業員が⾃ら改善保全活動を素早く実⾏できるようになり、⽣
産性向上に役⽴っています。

2015年度までで、堺製作所では延べ154名、滋賀製作所では延べ103名の従業員が社内留学を経験しています。

知的財産の創造促進

2つの制度で知的創造活動を活性化

ダイキン⼯業は、従業員の発明意欲を⾼め、知的創造活動の活性化
を図るため、2つの制度を設けています。

⼀つは、従業員の職務に属する発明に対して出願補償⾦や実績補償
⾦を⽀払う「職務発明制度」で、2015年度は出願補償に加え、528件
の実績補償がありました。

もう⼀つは、優れた有効特許を発明した従業員を適切に報奨する
「有効特許報奨制度」で、2015年度は90件の報奨実績がありまし
た。

こうした制度により知的創造活動の活性化を図る⼀⽅で、競合分野
で質・量ともに勝る特許の増強や、注⽬技術を中⼼とした新興国を含
む海外特許の増強に取り組み、2014年度は国内で948件、海外で344
件の特許を出願しました。

2015年度は、空調部⾨では前年度に引き続き「熱交換器、圧縮機、インバータなどの基盤技術の強化」からの出願
を進めるとともに、「温暖化係数が低く、省エネ性能の⾼い冷媒R32を⽤いた空調機に関する特許網の強化」などを進
めました。また、化学部⾨では「特許情報の解析を⾼度化し、ライバルに先んじた研究開発の促進と出願戦略」を推進
しました。

今後も先⾏調査を徹底し、問題特許に関して早期に対策を講じることで開発障害特許を確実に排除しつつ、グローバ
ルに特許を増強する取り組みを継続していきます。

特許出願件数（ダイキン⼯業単体）
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コーポレート・ガバナンス

経営の意思決定と業務執⾏の⼀体型経
営によってスピードアップを図るとと
もに、健全性・透明性を確保していま
す。

取締役の経歴

ダイキングループの取締役の名前と経
歴を紹介しています。

リスクマネジメント

リスクの全体像を的確・迅速に把握
し、その軽減を図るため、全社横断的
なリスクマネジメントを導⼊していま
す。

基盤的CSR

コーポレート・ガバナンスコーポレート・ガバナンス

企業の不祥事が問題となるたびに、経営のチェック機能としてのコーポレート・ガバナンスの
重要性が叫ばれます。
コーポレート・ガバナンスを強化していくことは、企業リスクの回避や不祥事防⽌だけでな

く、企業の収益性や中⻑期的な企業価値の向上と、持続的な成⻑を⽀えます。ひいては、すべて
のステークホルダーの利益を守ることはもちろん、創出した価値を社会に還元することで、経済
の好循環を⽣み出すことにもつながるのです。

ダイキン⼯業は、取締役がスピーディで戦略的な意思決定と健全で適切な監督により経営全般に対して連
帯して責任を果たす経営責任と、業務執⾏責任の両⾯を担う「⼀体型運営」により経営のスピードアップを
図っています。
監査役会設置会社として監査の実効性を確保する体制を整備し、取締役会のもとにCSR委員会、企業倫

理・リスクマネジメント委員会などを設置。持続可能な成⻑の基盤となる企業統治を強化しています。
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コンプライアンス

グループ全体のコンプライアンス（企
業倫理・法令遵守）とリスクマネジメ
ントを統合的に推進する体制を整えて
います。

⾃由な競争と公平な取引

フェアな企業活動を⾏うために、独占
禁⽌法・景表法・下請法を遵守するた
めの取り組みを実施しています。

贈収賄の禁⽌

業務に関わる接待・贈答は、各国・地
域の法令に従い社会的常識の範囲で節
度を持って⾏うことを徹底していま
す。

情報セキュリティ

社内ルールを整備し、情報管理体制を
構築して、情報管理の徹底に努めてい
ます。

知的財産権の尊重

重要な会社財産である知的財産の侵害
⾏為に対して適切かつ正当な権利⾏使
を⾏うとともに、他社の知的財産権も
尊重しています。
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コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンスコーポレート・ガバナンス

コーポレートガバナンスの基本⽅針

企業価値のさらなる向上に向けて

ダイキングループでは、コーポレート・ガバナンスの果たす役割を、グループの経営課題と取り巻く環境変化に対
し、半歩、⼀歩先⾏く意思決定と実⾏のスピードアップ、透明性・健全性の絶えざる⾼度化との両⾯を推進すること
で、企業価値の向上を実現することと捉えています。

今後もスピード経営の⾼度化や健全性・透明性の⼀層の確保に向けて最適なコーポレート・ガバナンスの有り様の検
討と⾒直しを⾏い、当社グループにとってのベストプラクティスをグループレベルで追求、推進し企業価値のさらなる
向上をめざしていきます。

コーポレートガバナンス体制

経営・執⾏体制

ダイキン⼯業は、意思決定および業務監督と業務執⾏を完全分離させる⽶国型の「委員会制度」ではなく、当社グ
ループの事業特性上、意思決定と実⾏のスピードアップには有効との判断から、「⼀体型運営」を採⽤しています。
「⼀体型運営」とは、取締役が、スピーディで戦略的な意思決定と健全で適切な監督により経営全般に対し連帯して責
任を果たす経営責任と、業務執⾏責任の両⾯を担うものです。併せて複数の社外役員の配置など独⽴した⽴場からのモ
ニタリング機能も強化を⾏っています。また、各事業・地域・機能における⾃律的な判断や決断による執⾏のスピード
アップを狙いとし「執⾏役員制」を導⼊しています。

当社の取締役の選任にあたっては、国籍・性別・経歴など多様な背景を持っていることを重視しており、2016年6⽉
末現在、12名（うち、⼥性1名、外国⼈2名）の取締役が、グループ全体の迅速かつ戦略的な意思決定と健全な監督を
⾏っています。

また、当社と利害関係を有さないことを条件に社外取締役を3名選任しています。社外取締役に求めるのは、豊かな
経験と⾼い⾒識に基づく広範で⾼度な観点から意思決定に参画し、経営を監督することです。したがって、上場企業の
取締役など、実務経験者であることを、主な選任基準としています。

主な兼任先が5つ以上の社外取締役はいません。
社外取締役設置の実効性を確保するため、補佐する担当者を当社の経営企画室に配置し、「取締役会」⽇時の早期提

⽰に努めています。社外取締役が⽋席した場合も、関連資料の提供や、後⽇の議事説明などを⾏っています。

- 194 -
コーポレート・ガバナンス



監査体制

ダイキン⼯業は監査役設置会社であり、「監査役会」を設けています。2名以上の社外監査役を任命するよう努め、
主な選任基準は当社と利害関係をもたない独⽴性をはじめ、社外取締役と同様です。2016年6⽉現在、計4名の監査役
のうち2名が社外監査役です。

監査役は「取締役会」をはじめ当社の重要な会議に出席し、報告を受けるとともに、さまざまな意⾒を述べることが
できます。

さらに、実効ある監査機能を担保するため、監査役会は経営や業績にかかわる重要事項について必要時に報告を受け
られるほか、関係部署の調査、稟議書の確認や、代表取締役、執⾏役員、監査法⼈との定期的な意⾒交換を⾏っていま
す。

監査役の実効性を確保するため、監査役の職務を補助する監査役スタッフを配置し、監査業務を補助する監査役室を
設置しています。監査役室スタッフは監査役の指揮命令下で職務執⾏しており、⼈事異動、評価等については、監査役
会の意⾒を尊重しています。

スピード経営を⽀える体制

取締役を少⼈数化して実質的な議論に基づく迅速な意思決定の確保を図っています。当社の主要な意思決定機関は、
取締役会、最⾼経営会議、執⾏役員会の3つです。

「取締役会」は、グループ全体に関わって、法令および定款で定める事項の意思決定機関であるとともに、業務執⾏
の健全かつ適切な監督を⾏います。また定期的に取締役会の実効性について⾃⼰評価しています。2015年度は取締役
会を16回開催し、社外取締役・社外監査役の平均出席率はそれぞれ91％、84％です。

「最⾼経営会議」は、ダイキングループのマネジメントシステム上の最⾼審議機関であり、重要な経営⽅針・経営戦
略をすばやくタイムリーに⽅向付けし、課題解決を迅速化しています。2015年度は6回開催しました。

さらに、株主以外のさまざまなステークホルダーの利益を尊重し守るために、取締役会のもとに「内部統制委員会」
「企業倫理・リスクマネジメント委員会」「情報開⽰委員会」「CSR委員会」を設置しています。

コーポレートガバナンス体制（2016年6⽉末現在）
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役員の報酬等

ダイキン⼯業では、役員⼈事・処遇にかかわる運営の透明性確保の⾒地から、「⼈事・報酬諮問委員会」を設け、役
員選任基準、候補者、報酬などを審議・検討しています。「⼈事・報酬諮問委員会」は社外取締役3名、社内取締役1
名、執⾏役員1名の計5名で構成し、その委員⻑は社外取締役の中から選出することとしています。

取締役および監査役の報酬は、株主総会の決議による最⾼限度額内において、「⼈事・報酬諮問委員会」の答申をも
とに、取締役の報酬は取締役会の決議で、監査役の報酬は監査役の協議でそれぞれ決定されます。

役員報酬体系は、役員が経営⽅針に従い株主の皆様の期待に応えるべく、継続的かつ中⻑期的に業績向上へのモチ
ベーションを⾼め、当社グループ全体の企業価値の増⼤に寄与する体系としています。

取締役の報酬は、「固定報酬」と、短期のグループ業績（売上⾼、営業利益）および担当する事業を反映する「業績
連動報酬」と、中⻑期的業績を反映できる「ストック・オプション」から構成されます。業績連動報酬は、業績連動⽐
率を世間相場より⾼めにし、業績向上へのインセンティブを⼗分に確保しています。

社外取締役および監査役の報酬は、「固定報酬」のみです。
報酬⽔準は、⽇本の⼀部上場企業約200社が活⽤している役員報酬調査の専⾨の外部機関によるデータを⽤いて国内

⼤⼿製造業の報酬を分析・⽐較し、当社の業績位置と報酬⽔準の相対位置を検証したうえで決定しています。
なお、2015年度のCEOの年間報酬は230百万円、その他の従業員の年間報酬の中央値は7.1百万円で、その報酬⽐率

は32：1です。

役員の報酬額（2015年度）

区分
報酬等の総額 報酬等の種類別の総額（百万円）

対象となる役員の員数
（百万円） 基本報酬 ストック・オプション 賞与

取締役
（社外取締役を除く）  1,254 775 128 350 10名

監査役
（社外取締役を除く）  65 65 - - 3名

社外役員 59 59 - - 4名

報酬等の額が1億円を超える役員（2015年度）

⽒名 報酬等の総額
（百万円） 役員区分 会社区分

報酬等の種類別の総額（百万円）

基本報酬 ストック・オプション 賞与

井上礼之 338 取締役 ダイキン⼯業（株） 213 27 97

⼗河政則 230 取締役 ダイキン⼯業（株） 138 27 65

⽥⾕野憲 176
取締役 ダイキン⼯業（株） 109 13 41

董事⻑ 連結⼦会社
⼤⾦（中国）投資有限公司 12 - -

川村群太郎 119 取締役 ダイキン⼯業（株） 75 13 30

三中政次 117
取締役 ダイキン⼯業（株） 6 13 29

取締役 連結⼦会社
ダイキンヨーロッパ エヌ ブイ 67 - -

冨⽥次郎 105 取締役 ダイキン⼯業（株） 61 10 33

松崎隆 103 取締役 ダイキン⼯業（株） 61 10 31

会計監査⼈の報酬等の額（2015年度）

監査費⽤ 201百万円
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グループとしてのガバナンス

M&A企業を含むグループベースでのガバナンス確保の観点から、「グループ経営会議」を開催し、グループの重要経
営⽅針や基本戦略の共有を徹底するとともに、グループ会社の課題解決の促進・⽀援の強化を図り、グループとして意
思統⼀された企業⾏動をめざしています。また主要グループ会社の監査責任者で構成される「グループ監査会議」で
は、グループベースでの監査・監督機能の強化を狙いとして、その運営の充実に取り組んでいます。

また、多国籍企業としてのコーポレート・ガバナンスと組織マネジメントの⼀層の強化を図るべく「グローバルグ
ループ代表執⾏役員」を設置し、グループの求⼼⼒のさらなる向上に努めています。
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1957年 3⽉
1979年 2⽉
1985年 2⽉
1989年 6⽉
1994年 6⽉
1995年 5⽉
1996年 6⽉
2002年 6⽉
2014年 6⽉

コーポレート・ガバナンス

取締役の経歴取締役の経歴

井上礼之

役職
代表取締役会⻑兼グローバルグループ代表執⾏役員

⽣年⽉⽇
1935年3⽉17⽇⽣

略歴および地位
当社⼊社
当社取締役
当社常務取締役
当社専務取締役
当社代表取締役社⻑
当社代表取締役会⻑兼社⻑
当社代表取締役社⻑
当社代表取締役会⻑兼CEO
当社取締役会⻑兼グローバルグループ代表執⾏役員（現職）

重要な兼職の状況

関⻄電⼒株式会社社外取締役
阪急阪神ホールディングス株式会社社外取締役
公益財団法⼈ダイキン⼯業現代美術振興財団理事⻑
特定⾮営利活動法⼈関⻄フィルハーモニー管弦楽団理事⻑

取締役候補者とした理由
井上礼之⽒は、代表取締役社⻑、代表取締役会⻑、CEOを歴任するなど、⻑年にわたって当社の経営を担い、先⾒性あ
る経営⼒でグローバルな事業拡⼤と企業価値の向上に多くの成果をあげてまいりました。その豊富な経験と実績は今後
の持続的な企業価値向上の実現のために必要であり、当社取締役として適切な⼈材と判断したことから、引き続き取締
役候補者といたしました。
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1973年4⽉
2002年6⽉
2004年6⽉
2006年7⽉
2007年6⽉
2011年6⽉
2014年6⽉

1976年6⽉
1977年6⽉

2002年6⽉ 
2006年7⽉ 

⼗河政則

役職
代表取締役社⻑ 兼 CEO

⽣年⽉⽇
1949年1⽉11⽇⽣

略歴および地位
当社⼊社
当社取締役
当社取締役兼常務執⾏役員
当社⼈事・報酬諮問委員会委員（現職）
当社取締役兼専務執⾏役員
当社代表取締役社⻑兼COO
当社代表取締役社⻑兼CEO（現職）

取締役候補者とした理由
⼗河政則⽒は、2011年6⽉から代表取締役社⻑兼COOとして、また2014年6⽉からは代表取締役社⻑兼CEOとして、
戦略経営計画FUSION15の遂⾏にリーダーシップを発揮し、その実現に貢献してまいりました。その豊富な経験と実績
は今後の持続的な企業価値向上の実現のために必要であり、当社取締役として適切な⼈材と判断したことから、引き続
き取締役候補者といたしました。

寺⽥千代乃

役職
社外取締役

⽣年⽉⽇
1947年1⽉8⽇⽣

略歴および地位
アート引越センター創業
アート引越センター株式会社〔現アートコーポレーション株式会社〕設⽴、代表取締役社⻑就任（現
職）
当社取締役（現職）
当社⼈事・報酬諮問委員会委員⻑（現職）

重要な兼職の状況

アートコーポレーション株式会社代表取締役社⻑
アートチャイルドケア株式会社代表取締役会⻑
株式会社ロック・フィールド社外取締役
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1962年3⽉ 
1981年8⽉
1985年8⽉
1987年8⽉
2003年6⽉
2005年10⽉ 
2011年6⽉ 
2014年6⽉ 

取締役候補者とした理由
寺⽥千代乃⽒は、企業経営者としての豊かな経験と⾼い⾒識を有しており、これらをいかした独⽴した⽴場から当社経
営を適切に監督いただくとともに、当社ブランドの重要性など消費者視点に⽴脚した経営や⼥性社員のさらなる活躍推
進策などに対しても積極的に提⾔いただいております。今後も当社の企業価値向上に貢献いただけるものと考え、引き
続き社外取締役候補者といたしました。

川⽥達男

役職
社外取締役

⽣年⽉⽇
1940年⽉1⽇27⽇⽣

略歴および地位
福井精練加⼯株式会社〔現セーレン株式会社〕⼊社
同社取締役
同社常務取締役
同社代表取締役社⻑
同社代表取締役社⻑兼最⾼執⾏責任者
同社代表取締役社⻑兼最⾼経営責任者兼最⾼執⾏責任者
同社代表取締役会⻑兼社⻑兼最⾼経営責任者兼最⾼執⾏責任者
同社代表取締役会⻑兼最⾼経営責任者（現職）

重要な兼職の状況

セーレン株式会社代表取締役会⻑兼最⾼経営責任者
北陸電⼒株式会社社外取締役
株式会社ほくほくフィナンシャルグループ社外監査役
福井商⼯会議所会頭

取締役候補者とした理由
川⽥達男⽒は、セーレン株式会社において代表取締役を務められ、ビジネスモデルの転換やイノベーション創出、組織
⾵⼟変⾰などをはじめ企業経営者としての豊かな経験と⾼い⾒識を有しております。これらをいかして独⽴した⽴場か
ら当社経営を適切に監督いただくとともに、広範かつ⾼度な視野から経営全般に関して提⾔いただくことを通じて、当
社の企業価値向上に貢献いただけるものと考え、今回、社外取締役候補者といたしました。

牧野明次

役職
社外取締役

⽣年⽉⽇
1941年⽉9⽇14⽇⽣
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1965年3⽉ 
1988年6⽉ 
1990年6⽉ 
1994年6⽉ 
1998年6⽉ 
2000年4⽉ 
2004年6⽉ 
2012年6⽉ 

1970年4⽉ 
2000年6⽉ 
2002年6⽉ 
2004年6⽉ 
2009年5⽉ 
2011年6⽉ 
2013年6⽉ 
2014年6⽉ 
2014年12⽉ 

略歴および地位
岩⾕産業株式会社⼊社
同社取締役
同社常務取締役
同社専務取締役
同社取締役副社⻑
同社代表取締役社⻑
同社代表取締役社⻑ 執⾏役員
同社代表取締役会⻑兼CEO 執⾏役員（現職）

重要な兼職の状況

岩⾕産業株式会社代表取締役会⻑兼CEO執⾏役員
岩⾕⽡斯株式会社取締役会⻑
セントラル⽯油⽡斯株式会社代表取締役会⻑

取締役候補者とした理由
牧野明次⽒は、岩⾕産業株式会社において代表取締役を務められ、エネルギーや環境分野、サービスビジネスなどをは
じめ企業経営者としての豊かな経験と⾼い⾒識を有しております。これらをいかして独⽴した⽴場から当社経営を適切
に監督いただくとともに、広範かつ⾼度な視野から経営全般に関して提⾔いただくことを通じて、当社の企業価値向上
に貢献いただけるものと考え、今回、社外取締役候補者といたしました。

⽥⾕野憲

役職
代表取締役 兼 副社⻑執⾏役員

⽣年⽉⽇
1947年1⽉12⽇⽣

略歴および地位
当社⼊社
当社専任役員
当社常務専任役員
当社専務執⾏役員、中国地域代表担当（現職）、空調グローバルコミッティメンバー（現職）
⼤⾦（中国）投資有限公司 董事⻑ 総経理（現職）
当社取締役兼副社⻑ 執⾏役員
当社国内空調事業担当（現職）
当社代表取締役兼副社⻑執⾏役員（現職）
⼤⾦フッ素化学（中国）有限公司 董事⻑（現職）

重要な兼職の状況

⼤⾦（中国）投資有限公司 董事⻑ 総経理
⼤⾦フッ素化学（中国）有限公司 董事⻑

取締役候補者とした理由
⽥⾕野憲⽒は、中国および国内における空調事業の経営などに携わり、豊富な経験と実績を有しており、今後の持続的
な企業価値向上の実現のために適切な⼈材と判断したことから、引き続き取締役候補者といたしました。

- 201 -
コーポレート・ガバナンス



1983年10⽉ 
2005年7⽉ 
2007年6⽉ 
2008年6⽉ 
2010年6⽉ 
2011年6⽉ 

1970年4⽉ 
2008年6⽉ 
2009年11⽉ 
2010年5⽉ 
2010年6⽉ 
2011年6⽉ 
2015年6⽉ 
2016年5⽉ 

三中政次

役職
取締役 兼 副社⻑執⾏役員

⽣年⽉⽇
1953年7⽉9⽇⽣

略歴および地位
当社⼊社
ダイキン ヨーロッパ エヌ ブイ 取締役社⻑（現職）
当社専任役員、空調グローバルコミッティメンバー（現職）
当社執⾏役員
当社常務執⾏役員 
当社取締役兼副社⻑執⾏役員（現職）、欧州・中近東・アフリカ空調地域代表担当（現職）

重要な兼職の状況

ダイキン ヨーロッパ エヌ ブイ 取締役社⻑

取締役候補者とした理由
三中政次⽒は、欧州・中近東・アフリカ地域における空調事業の経営に携わり、豊富な経験と実績を有しており、今後
の持続的な企業価値向上の実現のために適切な⼈材と判断したことから、引き続き取締役候補者といたしました。

冨⽥次郎

役職
取締役 兼 副社⻑執⾏役員

⽣年⽉⽇
1949年8⽉7⽇⽣

略歴および地位
当社⼊社
当社専任役員
ダイキン ヨーロッパ エヌ ブイ 取締役副社⻑
当社執⾏役員
当社取締役兼常務執⾏役員
当社取締役兼専務執⾏役員（現職）
グローバル戦略本部担当（現職）、⽣産技術担当（現職）
当社ATTプロジェクトリーダー（現職）、SSJプロジェクトリーダー（現職）

取締役候補者とした理由
冨⽥次郎⽒は、主に⽣産・⽣産技術などグローバル空調事業の業務に携わり、豊富な経験と実績を有しており、今後の
持続的な企業価値向上の実現のために適切な⼈材と判断したことから、引き続き取締役候補者といたしました。
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1982年4⽉ 
2004年6⽉ 
2008年6⽉ 
2010年6⽉ 
2012年6⽉ 
2015年6⽉ 
2016年5⽉ 

1979年4⽉ 
2006年6⽉ 
2007年6⽉ 
2010年6⽉ 
2011年6⽉ 

2013年6⽉ 
2014年6⽉ 

松崎隆

役職
取締役 兼 専務執⾏役員

⽣年⽉⽇
1958年12⽉23⽇⽣

略歴および地位
当社⼊社
当社執⾏役員
当社取締役兼常務執⾏役員
当社常務執⾏役員
当社取締役兼専務執⾏役員（現職）
北⽶R&D（アプライド・ソリューション、低温、フィルター・集塵含む）担当（現職）
当社GRTプロジェクトリーダー（現職）

取締役候補者とした理由
松崎隆⽒は、主にR&Dに関わる業務に携わり、豊富な経験と実績を有しており、今後の持続的な企業価値向上の実現の
ために適切な⼈材と判断したことから、引き続き取締役候補者といたしました。

髙橋孝⼀

役職
取締役 兼 常務執⾏役員

⽣年⽉⽇
1956年5⽉24⽇⽣

略歴および地位
当社⼊社
当社執⾏役員
当社経理財務・予算担当（現職）、経理財務本部⻑（現職）
当社取締役兼執⾏役員
当社情報開⽰委員会委員⻑（現職）、業務の適正を確保するための体制・整備構築委員会委員⻑（現
職）
当社IZSプロジェクトリーダー（現職）
当社取締役兼常務執⾏役員（現職）、IT推進担当（現職）

取締役候補者とした理由
髙橋孝⼀⽒は、主に経理・財務等の業務に携わり、豊富な経験と実績を有しており、今後の持続的な企業価値向上の実
現のために適切な⼈材と判断したことから、引き続き取締役候補者といたしました。
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1994年6⽉ 
2009年6⽉ 
2011年6⽉ 
2012年6⽉ 
2014年5⽉ 
2015年6⽉ 

⽅遠

役職
取締役（⾮常勤）

⽣年⽉⽇
1956年3⽉9⽇⽣

略歴および地位
当社上海事務所所⻑代理兼営業部⻑
⼤⾦（中国）投資有限公司 副総経理
同社 董事 副総経理
当社専任役員（現職）
⼤⾦冷気⾹港有限公司 董事⻑（現職）
当社グローバル戦略本部空調アセアン・オセアニア新興国地域⽀配⼈（現職）、⼤⾦（中国）投資有
限公司 副董事⻑ 副総経理（現職）

重要な兼職の状況

⼤⾦（中国）投資有限公司 副董事⻑ 副総経理
⼤⾦冷気⾹港有限公司 董事⻑

取締役候補者とした理由
⽅遠⽒は、中国およびアセアン・オセアニア地域の新興国における空調事業に関する豊富な経験と実績を有しており、
今後の持続的な企業価値向上の実現のために適切な⼈材と判断したことから、今回、取締役候補者といたしました。
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リスクマネジメントリスクマネジメント

基本的な考え⽅

業務を担当する取締役ならびに執⾏役員は、PL・品質、安全、⽣産・販売活動、災害等をはじめとして、⾃らの担当
領域について、グループ横断的にリスク管理の体制を構築する権限と責任を有しています。

その上で、全社横断的リスクについて、リスクマネジメントを統括する企業倫理・コンプライアンス担当役員のも
と、法務部⾨が中⼼となって、リスクアセスメントに基づいて、重要リスクを特定し、企業倫理・リスクマネジメント
委員会で審議の上、リスク対策を講じています。

リスクマネジメント推進体制

事業等のリスク

最重要リスクを特定し、対策を⽴案・実施

グループの急速な事業拡⼤を背景に、グローバルな視点からリスクの全体像を的確・迅速に把握し、その軽減を図る
ため、全社横断的なリスクマネジメントを導⼊しています。

全部⾨で毎年リスクアセスメントを実施して重要リスクを選定して対策を講じています。また、各部⾨のアセスメン
ト結果を踏まえ、全社としての最重要リスクを特定し、その対策を⽴案・実施することでリスクの低減に努めていま
す。

2015年度は「地震リスク」「PL・品質リスク」「知財リスク」「情報流出リスク」「海外危機管理」「不適切な会
計処理リスク」の6つを重要テーマとして取り組みました。
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地震リスク1. PL・品質リスク2. 知財リスク3.

情報流出リスク4. 海外危機管理5. 不適切な会計処理リスク6.

2015年度の全社横断的リスク

ダイキングループの財政状態、経営成績等に影響を及ぼす可能性のあるリスクを以下に記載します。
なお、⽂中の将来に関する事項は、2016年3⽉末⽇現在において判断したものです。

事業に直接影響するリスク

(1) 主要市場での政治・経済状況及び製品需給の急激な変動
当社グループは、全世界で商品やサービスを提供しており、⽇本、欧⽶、中国を含むアジア地域などの市場における

政治・経済動向が当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。
特に、ヨーロッパにおける新たな空調機器の⽣産拠点の設⽴や代理店買収、中国においても⽣産・販売会社を設⽴す

るなど海外での積極的な事業展開を図っており、各地域における経済状況の悪化、素材価格の⾼騰によるコストの上昇
や競合他社との競争激化等、事業環境の変化により業績に影響を及ぼす可能性がある。

また⽶国において、当社は、平成24年11⽉1⽇（⽶国現地時間）にグッドマン社（グッドマン グローバル グループ
インク 本社：⽶国テキサス州ヒューストン市）の買収に関する全ての⼿続きを完了した。なお、本件買収にかかる買収
価額（グッドマン社の借⼊の借換分を含む）は37億ドルであった。

本件の買収により、⽶国の住宅⽤空調・業務⽤空調市場に対して、グッドマン社の最⼤規模の販売網に当社の環境技
術を融合した環境先進商品を投⼊し、北⽶空調市場において新たな潮流を起こすことで環境貢献と事業拡⼤の両⽴を図
る。さらに、グッドマン社の持つローコスト経営ノウハウを、新興国・ボリュームゾーンの市場に展開するとともに、
先進国を含めたグループ全体の収益体質の改⾰に取り組むことで、⼀層の競争⼒向上を図るが、その進捗状況によって
は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。

(2) 冷夏及び天候不順に伴う空調需要の変動
当社グループの事業内容は、空調・冷凍機事業が連結売上⾼の89.4％を占めていることから、世界の主要マーケット

での気象情報や需要動向の把握に努めるとともに、その変化に対して影響を最⼩限にとどめるべくフレキシブルな⽣産
⽅式や販売政策を採っているが、冷夏及び天候不順に伴う空調需要の変動の⼤きさによっては業績に影響を及ぼす可能
性がある。

(3) 為替相場の⼤幅な変動
当社グループの連結売上⾼に占める海外売上⾼の割合は平成28年3⽉期75.4％であり、今後もグローバル展開の加速

により、海外売上⾼の割合がさらに増加する⾒込みである。連結財務諸表の作成にあたっては、各地域における売上、
費⽤、資産を含む現地通貨建ての項⽬を円換算している。従って、換算時の為替レートにより、これらの項⽬は、各地
域の現地通貨における価値が変わらなかったとしても円換算後の価値が影響を受けることになる。また、部材の調達、
商品やサービスについて外貨建てで取引しているものもあり、為替動向によって製造コストや売上⾼に影響する可能性
がある。当社グループでは、これらの為替リスクを回避するため、短期的には為替予約等によりリスクヘッジを⾏って
おり、中⻑期的には為替変動に連動した最適調達・⽣産分担の構築、通貨毎の輸出⼊バランス化等により為替変動に左
右されない体質の実現に取り組んでいるが、これにより当該リスクを完全に回避できるものではない。

(4) 重⼤な品質クレーム
当社グループでは国内外を問わず⽣産する全ての商品について、万全の品質管理に努めている。新商品の開発につい

ては、設計・⽣産技術・購買・サプライヤーを開発の前段階から巻き込んだ四位⼀体となった同時並⾏の協業展開へと
プロセスの⾰新を進め、品質、コスト、さらには開発スピードの⾰新を図っている。また、予期せぬ品質クレームに備
え賠償保険に加⼊しているが、重⼤な品質クレームが発⽣した場合には当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ
る。
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(5) 重⼤な⽣産トラブル
当社グループでは国内外を問わず全ての⼯場の設備の予防保全に努めるとともに、特に化学事業については、設備の

安全審査、保安管理体制等の強化を図っている。また、⽣産トラブルに関しては、設備の損傷や逸失利益のための保険
に加⼊しているが、重⼤な⽣産トラブルが発⽣した場合には当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。

(6) 保有する有価証券の時価の⼤幅な変動
当社グループの保有する有価証券は、主に取引先との相互の事業拡⼤や取引関係の強化のために保有しているもので

あるが、株式市況の動向や取引先の経営破綻等によって当社グループの業績に影響する可能性がある。

(7) 固定資産の減損
当社グループは、事業⽤の資産や企業買収の際に⽣じるのれんなど様々な有形・無形の固定資産を計上している。こ

れらの資産については、今後の業績動向や時価の下落等によって、期待されるキャッシュ・フローを⽣み出さない状況
により、減損処理が必要となる場合がある。これらの処理が発⽣した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可
能性がある。

(8) ⾃然災害
地震・台⾵等の⾃然災害が発⽣した場合、当社グループの⽣産、販売、物流拠点に影響が出ることで、当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性がある。

地震リスクへの対策

地震リスク対策の再構築と安全対策強化に努めています

地震リスク対策を全社最重要テーマに定め、課題ごとにチームを組み、対策を実⾏しています。
国の中央防災会議の被害想定予測（最⼤震度、最⼤津波⾼さなど）に基づき、製作所建屋の耐震補強と化学プラント

の浸⽔対策、浸⽔拠点の避難訓練等について計画を⽴案し、着実に実⾏しています。
事業継続計画（BCP）の構築も進めており、リスクを洗い出し具体的対策を⽴案し、実⾏に着⼿しています。
グループ会社についても、同様に進めています。

情報流出リスクへの対策

情報流出リスク対策の強化に努めています

情報流出リスク対策を全社最重要テーマに定め、IT部⾨とコンプライアンス部⾨が連携して、全部⾨に配置された情
報管理者およびITセキュリティ管理者を核として、リスク軽減に取り組んでいます。

最近では、リスクが⾼まっている標的型メール攻撃について、教育研修と合わせて標的型メール攻撃を模した訓練
メールを実施するなどして対策を強化しています。
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コーポレート・ガバナンス

コンプライアンスコンプライアンス

基本的な考え⽅

グループコンプライアンス指針は、ダイキングループが、グローバルに企業活動を展開するにあたり、グローバル・
グループ各社の役員・従業員⼀⼈ひとりが遵守すべきコンプライアンス上の基本的な事柄を定めたものです。

グループコンプライアンス指針で掲げた項⽬の違反をリスクの⼀つと考え、グループ全体でコンプライアンスとリス
クマネジメントを⼀体としてその推進に取り組んでいます。

グループコンプライアンス指針

安全で⾼品質な商品・サービスの提供
私たちは、お客様の視点に⽴って商品・サービスの安全性と品質の確保に努めます。また、安全性に関わる問題発
⽣時には、迅速・適切な対応を⾏います。

1. 

⾃由な競争と公正な取引
私たちは、各国・地域の公正な競争および公正な取引に関する法令を遵守し、フェアな企業活動を⾏います。

2. 

貿易関連法令の遵守
私たちは、各国・地域の貿易関連法令およびグループ⾃主管理⽅針を遵守し、国際的な平和と安全、世界秩序の維
持を阻害するおそれのある取引に関与しません。

3. 

知的財産権の尊重および保全
私たちは、当社の知的財産権が重要な会社財産であることを認識し、その権利の保全に努めるとともに有効に活⽤
します。また、他社の知的財産権を尊重し、侵害しないように努めます。

4. 

情報の適切な管理と活⽤
私たちは、当社の機密情報、お取引先等から⼊⼿した他社の機密情報およびお客様・従業員等の個⼈情報を適切に
管理し、有効に活⽤するとともに、これらの情報を不正に⼊⼿しません。また、情報システムのセキュリティー管
理を徹底します。

5. 

インサイダー取引の禁⽌
私たちは、株主・投資家からの信⽤を維持するため、ダイキングループや他社の未公開の情報を利⽤した株式など
の売買（インサイダー取引）を⾏いません。

6. 

企業情報の適時・適切な開⽰
私たちは、社会から信⽤される、透明性の⾼い「開かれた企業」を⽬指し、株主・投資家などはもとより、広く社
会に対し、企業情報を積極的かつタイムリーに開⽰し、双⽅向のコミュニケーション活動を⾏います。

7. 

地球環境の保全
私たちは、環境に関する各国・地域の法令を遵守するとともに、商品開発、⽣産、販売、物流、サービスなど経営
全般にわたり、地球環境の維持向上の取組みを実践します。また、⼀⼈ひとりが、環境を意識し、地球にやさしい
⾏動に努めます。

8. 
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中国（蘇州）でのコンプライアンス会議

安全操業の確保
私たちは、職場の安全確保はもとより、地域の⽅々の信頼をより確かなものとするために、「安全第⼀」の考え⽅
に⽴ち、安全操業に万全の注意を払い、⾏動します。

9. 

職場での⼈権・多様性の尊重と労働関連法令の遵守
私たちは、⼀⼈ひとりの⼈権や多様な価値観、勤労観を尊重するとともに、安全で働きやすい職場づくりに努めま
す。また、強制・意思に反しての労働 (強制労働) や、各国・地域の法令が定める雇⽤最低年齢に満たない児童の就
労 (児童労働) を排除し、各国・地域の労働関連法令およびその精神を徹底して遵守します。

10. 

会社資産の保護
私たちは、会社の有形・無形の資産を⼤切に保護し、有効に活⽤するため、適切な管理を徹底します。

11. 

適正な経理処理
私たちは、会計基準、各種税法や社内ルールに従い、適正に経理処理を⾏い、内部統制の⾼度化に努めます。

12. 

節度ある接待・贈答
私たちは、業務に関わっての接待・贈答について、各国・地域の法令に従い、社会的常識の範囲内において節度を
もって⾏います。特に、国内外の公務員に対しては、各国・地域の法令に違反する⾦品の贈与・接待は⾏いませ
ん。

13. 

反社会的⾏為への毅然たる姿勢
私たちは、市⺠社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢⼒・団体に対しては、毅然とした態度で臨みます。

14. 

各種業法の遵守
私たちは、各々が携わっている事業に適⽤される各国・地域の法令を的確に把握し、遵守します。

15. 

推進体制

コンプライアンスとリスクマネジメントを統合してグループ全体で推進

グループ全体の推進機関である「企業倫理・リスクマネジメント委員会」は、企業倫理・コンプライアンス担当役員
を委員⻑とし、各部⾨⻑と国内主要グループ会社社⻑で構成されています。原則年2回開催し、強化すべき課題の抽出
とその解決の促進に取り組んでいます。また、その審議の内容を年2回、経営トップに報告しています。

また、各部⾨と国内主要グループ会社にコンプライアンス・リスクマネジメントリーダー（CRL）を任命し、毎⽉
CRL会議を開催しています。各部⾨・国内主要グループ会社でのコンプライアンス・リスクマネジメントの取り組み状
況の確認や情報共有、コンプライアンス教育研修を⾏うことにより、「しない⾵⼟」の醸成と「させない仕組み」の⾼
度化をめざしています。

海外グループ会社のコンプライアンス・リスクマネジメント体制を整備

国内でのダイキン⼯業の取り組みをモデルとして、各社・各地域の
実情に応じたコンプライアンス・リスクマネジメント体制の構築を各
地域単位で推進しています。

コンプライアンス委員会の設置、企業倫理ハンドブックの策定と周
知、⾃⼰点検・リスクアセスメントなどの活動を実施しています。

また、ダイキン⼯業の企業倫理・リスクマネジメントグループのメ
ンバーが海外グループ会社を定期的に訪問して、また、各域内のコン
プライアンス委員会に参画し、コンプライアンス・リスクマネジメン
トの取り組み状況を確認し、情報共有を図っています。この過程で、
例えば海外グループ会社の先進的な取り組みをダイキン⼯業に取り⼊
れるなど、双⽅向での活動の⾼度化に努めています。
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企業倫理ハンドブック

企業倫理・リスクマネジメント推進体制

コンプライアンス・リスクマネジメントの取り組み

企業倫理ハンドブックを策定するとともに、当社独⾃の「⾃⼰点検」を実施

国内でのコンプライアンスの推進のために、従業員⼀⼈ひとりが遵守すべき⾏動をまとめ
た「企業倫理ハンドブック」を策定しています。あわせて⽇々⾃らの⾏動をチェックするた
めの「コンプライアンスカード」を国内グループ会社の全従業員に配付し、常時携帯を義務
付けてコンプライアンス意識の徹底を促しています。

また、各部⾨のコンプライアンス・リスクマネジメントリーダーが中⼼となり、最新の法
令情報を⽇々収集し、各種法令が規程・マニュアルに的確に反映されているか、法令および
規程・マニュアルが守られているかについてチェックする「⽇々のトリプルチェック」を実
施しています。さらに、各部⾨・グループ会社では、当社独⾃の「⾃⼰点検」によって法令
⾯でのセルフチェックを毎年⾏っています。⾃⼰点検の結果を踏まえて、法務部⾨による
「法令監査」を各部⾨・グループ会社に対して実施するとともに、内部監査室による業務監査の中でも法令遵守につい
て確認しています。

リスクマネジメントについては、⾃⼰点検の実施に合わせて全部⾨でリスクアセスメントを実施しており、アセスメ
ント結果から重要リスクを選定し、対策を講じることでリスクの低減に努めています。

海外のグループ会社に対しても、法務部⾨のメンバーが順次訪問し展開を図っており、海外のグループ会社にて「企
業倫理ハンドブック」を策定し「⾃⼰点検」を実施しています。

サプライチェーン全体での法令遵守マネジメント（サプライチェーン・マネジメント）（P225）
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教育啓発活動

コンプライアンスの徹底に向けた教育に注⼒

グループの隅々までコンプライアンス意識を徹底するため、コンプライアンス教育ツールの充実、コンプライアンス
の重要性発信の強化など、教育啓発活動には特に注⼒しています。

具体的には、営業、製造、購買などの業務ごとに関係する重要な法令についてのケーススタディを交えた教育を⾏う
とともに、役員、新⼊社員、新任基幹職、コンプライアンス・リスクマネジメントリーダーなどの階層別教育を実施し
ています。

また、従業員⼀⼈ひとりのコンプライアンス意識を向上させるために、教育研修に加えて、部⾨⻑や基幹職がさまざ
まな機会を利⽤して⾃らの⾔葉でコンプライアンスの重要性を繰り返し職場に発信するようにしています。

2012年度から、「コンプライアンス・キャラバン」と称し、法務部⾨と事業部⾨・グループ会社が共同で国内各地
の分散拠点に出向き、「想定されるリスク」「徹底のポイント」を説明。業務と密接したケーススタディを交えながら
対話形式の研修を実施しています。

また、2ヵ⽉に1回、「DAIKINコンプライアンスNEWS」をメール発信し、従業員が⾝近な事例からコンプライアン
スの重要性を意識できるよう情報共有に努めています。

2014年度は、法務部⾨のメンバーが国内外のグループ会社を順次訪問し、贈収賄ガイドラインについて説明、教育
を⾏いました。

2015年度ダイキングループにおける重⼤な法令違反

ダイキンは、グループの事業運営において、重⼤な法令違反については公表することを原則としています。
2015年度のダイキングループの事業運営において、重⼤な法令違反はありませんでした。

相談・通報窓⼝

「企業倫理相談窓⼝」を設け、従業員からの相談・意⾒を受け付け

法務部⾨内に「企業倫理相談窓⼝」を設け、従業員からの企業倫理全般に関する相談や意⾒を受け付けています。窓
⼝では、寄せられた相談や意⾒に関わる秘密を守り、迅速かつ適切に対応しています。相談者はもちろん、事実関係の
確認に協⼒した⽅に不利益な扱いは⾏っていません。

報告・通報を受けた法務部⾨はその内容を調査し、担当部⾨と協議したうえで再発防⽌策を決定し、速やかな措置を
とる体制を確⽴しています。

また、窓⼝の周知のため、従業員が携帯する「コンプライアンスカード」に企業倫理相談窓⼝の連絡先を記載してい
ます。
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コーポレート・ガバナンス

⾃由な競争と公平な取引⾃由な競争と公平な取引

⾃由な競争と公平な取引

独占禁⽌法・景表法・下請法など法令遵守の徹底を図っています

グループコンプライアンス指針に「⾃由な競争と公正な取引」を掲げ、独占禁⽌法・景表法・下請法を遵守するため
の取り組みを実施し、フェアな企業活動を推進しています。
具体的には、各部⾨で年間の研修計画を⽴案し、その取り組みの中で各部⾨からの要請を受け、弁護⼠事務所や法務
部⾨から講師を派遣するなど、部⾨と連携して徹底を図っています。同時に「⾃⼰点検」の中で当該法令の遵守状況を
チェックしています。

コンプライアンス教育の詳細は「教育啓発活動」参照（P211）

コーポレート・ガバナンス

贈収賄の禁⽌贈収賄の禁⽌

贈収賄の禁⽌の基本的な考え⽅

ダイキングループはグループコンプライアンス指針に「業務に関わる接待・贈答は、各国・地域の法令に従い社会的
常識の範囲で節度を持って⾏う」と明記しています。
特に公務員に対しては国内外を問わず、法令に違反する⾦品の接待・贈答を禁じています。

節度ある接待・贈答のための取り組み

官公庁などとの健全かつ透明な関係の維持、政治資⾦規正法や公職選挙法の遵守、取引先に対する節度ある接待・贈
答などについて、全社的な教育研修で徹底を図っています。
2014年度に、国内外の公務員等への接待・贈答・招待に関する具体的な⾏動指針となるガイドラインを作成。2015
年度も前年度に引き続き、各部⾨、国内外のグループ会社に周知しました。
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コーポレート・ガバナンス

情報セキュリティ情報セキュリティ

情報の適切な管理と活⽤

他社情報を含む機密情報の適切な管理と活⽤に努めています

グループコンプライアンス指針に「情報の適切な管理と活⽤」を掲げ、各部⾨の情報管理者が核となり、社内ルール
に沿って、他社から預かった情報も含めた機密情報の管理と活⽤の徹底を図っています。その運⽤状況は、従業員⼀⼈
ひとりが⾃らの⾏動をチェックする⾃⼰点検、法務部⾨による法令監査、内部監査室による内部監査などで確認し、改
善を図っています。
また、インターネットを介した情報漏えいやトラブルが社会問題化していることを受け、従業員がソーシャルメディ
アを利⽤する際の社内ポリシーを策定するなど、情報管理意識の向上に取り組んでいます。

個⼈情報保護

お客様情報の保護（顧客満⾜）（P166）
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コーポレート・ガバナンス

知的財産権の尊重知的財産権の尊重

知的財産権の尊重

当社の知的財産権の取得と活⽤に努めるとともに、他社の知的財産権を尊重

ダイキン⼯業は、知的財産権は重要な会社財産であることを認識し、その権利の保全に努めるとともに有効に活⽤す
ること、また、他社の知的財産権を尊重し、侵害しないように努めることを「グループコンプライアンス指針」に明記
しています。そして、この指針を受け、より具体的にコンプライアンスのポイントを⽰した「コンプライアンス⾏動指
針」を定め、研究開発の責任者は特許の責任者であることや、研究開発者は「特許活動は開発⾏為そのもの」と認識し
て特許の取得・活⽤・侵害回避に主体的に取り組むことなどを明らかにしています。
新商品・新技術の開発にあたっては、デザインレビューの⼀環として特許やコンプライアンス⾯から検証する仕組み
を整えています。また、他社と協業するにあたっては、開⽰する技術とノウハウとして秘匿する技術とを峻別し、ノウ
ハウとして秘匿する技術についてはブラックボックス化するなどの取り組みを進めています。

研究部⾨に知的財産担当者を配置

研究開発者の活動を能動的に⽀援するため、ダイキン⼯業の法務部⾨を中⼼として、各事業部の研究部⾨にも知的財
産担当者を配置しています。
知的財産担当者は、互いに連携を取りながら、⽇常発⽣するあらゆる知財業務（国内外での出願・権利化、他社特許
抵触リスクの判断と他社特許潰しによる問題特許対応など）を進めるとともに、従業員に対する職種別・階層別の知財
教育や発明奨励活動を⾏い、さらには知財活動を戦略的に推進するため、研究開発者と共同で、有効な特許網を創り上
げる機能やグローバルな調査機能の強化に取り組んでいます。
また、開発拠点のグローバル化に伴い、海外開発拠点についても知的財産担当者の配置を進めています。
今後も、「事業で勝つ」ための知財運営強化をめざし、質・量ともに⾼い特許の取得、活⽤をグローバルベースで実
⾏していきます。

ビジネスのグローバル化と開発拠点のグローバル化に対応した知的財産権体制を強化

海外の開発拠点においても、知的財産権に関する体制強化に取り組んでいます。ダイキン⼯業はもとより、中国グ
ループ会社の開発拠点を筆頭に、海外の開発拠点で、さまざまな知的財産権の取得に努めています。
中国は、特許出願件数が⽶国を抜いて世界⼀位となり、知的財産関係の訴訟も⽶国を上回る件数となっています。こ
のような状況の下、ダイキングループは中国における積極的な知的財産権の取得と、特許・実⽤新案・意匠・商標の全
般にわたる出願を強化しています。また、東南アジア、インド、ブラジルなど新興国に対しても、特許出願や模倣対策
に有効な意匠出願の強化を進めています。
2015年度は海外開発拠点の知的財産権担当者と開発者を対象に、座学とOJTで啓発を⾏いました。OJTではダイキン
⼯業が⻑年培ってきた発明事案の発掘や、他社からの特許侵害を回避する⼿法の移⾏を進めています。
また、2014年度に続き、グローバル知財会議（第2回）を開催し、各拠点での活動内容の情報交換を通じて担当者間
の連携強化を図っています。
2016年度は海外開発拠点における知的財産業務の⾃⽴化を計画的に進める予定です。
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従業員の知的財産の創造促進

知的財産の創造促進（⼈材）（P190）

科学技術の移転

環境負荷低減に貢献する冷媒の基本的な特許を全世界で無償開放

「冷媒HFC32を使⽤した空調機の製造・販売に不可⽋な基本特許」延べ93件を、2011年9⽉から新興国において、 
2015年9⽉から先進国を含む全世界において無償で開放し、R32の利⽤を世界で推進しています。

詳細は2015年度の活動ハイライト「環境―地球温暖化の抑制に貢献する新たな市場環境を創り出す」をご覧くだ
さい。（P46）
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⼈権の尊重

ダイキングループは、各国・地域の法
令等を踏まえ、⼈権に関するさまざま
な国際規範を理解し、基本的⼈権を尊
重します。

基盤的CSR

⼈権の尊重⼈権の尊重

グローバルに事業を展開するメーカーの場合、ビジネスが⼈権に及ぼすマイナスの影響とし
て、⼯場からの排出ガスや排⽔による⼤気・⽔質汚染を原因とする、地域住⺠の健康被害や⽣態
系の破壊、サプライヤでの児童労働・強制労働などの可能性が考えられます。
国連が発表した「ビジネスと⼈権に関する指導原則」をはじめとして、サプライチェーン全体

で、⼈権を保護し、尊重する取り組みが多国籍企業には求められています。

ダイキングループは、各国・地域の法令等を踏まえ、⼈権に関するさまざまな国際規範を理解し、基本的
⼈権を尊重します。
⼈権や労働などに関する普遍的な原則を⽀持し実践する「国連グローバル・コンパクト」に参加すると同

時に、「グループコンプライアンス指針」で、⼈権や多様な価値観、勤労観を尊重するとともに、児童労
働、強制労働を認めないことを定めています。
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⼈権の尊重

⼈権の尊重⼈権の尊重

⽅針、遵守の体制

グローバル・コンパクトに基づく⾏動指針で⼈権に配慮

ダイキングループは、各国・地域の法令等を踏まえ、⼈権に関するさまざまな国際規範を理解し、基本的⼈権を尊重
します。
⼈権や労働などに関する普遍的な原則を⽀持し実践する「国連グローバル・コンパクト」に参加。「グループコンプ
ライアンス指針」では、⼈権や多様な価値観、勤労観を尊重するとともに、児童労働、強制労働を認めないことを定め
ています。

グローバル・コンパクトへの参加（P42）

ビジネスが⼈権に与える影響例

⼯場・サイト建設
⼤規模サイトを建設したことにより、地域の環境に影響し、地域住⺠に被害を与
える

調達
サプライヤが、児童労働や強制労働を疑われる
コンゴおよびその隣接国を原産とする鉱物を、サプライヤが使⽤していないか開
⽰を求められる

⽣産
海外現地法⼈が、現地の労働基準を超えて労働者に残業をさせたり、最低賃⾦を
下回った賃⾦を⽀給する
⼯場の排出ガス・排⽔が⼤気・⽔質汚染を起こし、地域住⺠の健康に害を及ぼす

販売 販売した製品をユーザーが誤って使⽤したため、地域住⺠の⼈権を侵害する
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⼈権尊重の取り組み

「⾃⼰点検」で取り組み確認

国内のダイキングループは、「企業倫理ハンドブック」の中に遵守すべき法規制と⾏動をまとめた「グループコンプ
ライアンス指針」を定めており、職場での⼈権尊重も明記しています。また、毎年、コンプライアンスの観点から実施
している「⾃⼰点検」の中に⼈権尊重についても項⽬を設け、⼈権侵害などの問題が起きていないかを確認していま
す。
海外グループ会社でも、「グループコンプライアンス指針」に基づいて各社独⾃の「企業倫理ハンドブック」を作成
しており、職場での⼈権尊重の徹底を推進しています。
このほか、グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパンの活動に参加し、グローバルな⼈権問題について他社
の実践や専⾨家から学び、⾃社の取り組み向上につなげています。
2016年度には、サプライチェーンにおける⼈権の尊重も含む「サプライチェーンCSR推進ガイドライン」を作成す
る予定です。

⼈権教育

定期的な啓発・点検によって⼈権意識を向上

ダイキン⼯業は、⼈間を尊重し、差別をしない職場⾵⼟づくりをめざし、⼈権問題の啓発活動に取り組んでいます。
ダイキン⼯業は、毎年、全役員・関係会社を含む新⼊社員・新任基幹職・中堅社員を対象とする啓発研修を実施する
ほか、社内報に⼈権シリーズの記事を掲載して、⼈権への意識を⾼めています。また、ダイキンアメリカ社では、同僚
を尊重する職場環境づくりに焦点を置いた教育を、全従業員に毎年実施しています。

ハラスメントの防⽌

セクハラ・パワハラ防⽌のための研修を実施しています

ダイキン⼯業の「コンプライアンス⾏動指針」では、「職場での⼈権・多様性の尊重と労働関連法令の遵守」を掲
げ、セクシャルハラスメントやパワーハラスメントがない公正で明るい⽣き⽣きとした職場づくりに努める「⼈権の尊
重」を⽅針としています。
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取引の考え⽅

購買基本⽅針を制定し、取引先様との
公正な取引に努めています。

取引先様との連携

製品の品質向上や安全性確保に向け
て、取引先様とのコミュニケーション
を重ね信頼関係を深めています。

グリーン調達ガイドライン

グリーン調達ガイドラインを運⽤し、
取引先様の協⼒のもと、グリーン調達
を推進しています。

基盤的CSR

サプライチェーン・マネジメントサプライチェーン・マネジメント

グローバリゼーションに伴い、サプライチェーンも世界各地に広がり、途上国を中⼼とする⼈
権や児童労働・強制労働、安全衛⽣など労働上の問題、環境破壊などが問題視されるようになり
ました。また、こうしたサプライチェーン上の問題がある企業に対する不買運動などによって環
境や社会的な課題を解決しようとする傾向も⾼まっています。企業は、⾃社のみならず、そのサ
プライチェーンも含めてCSRの取り組みを強化していく必要があります。

ダイキングループでは、1992年に購買基本⽅針を制定し、取引先様との公正な取引に努めています。
グループ内にとどまらず、サプライチェーン全体を当社の社会的責任の範囲と捉え、グリーン調達に加え

て、サプライチェーンにおける、品質、⼈権、労働⾯などのCSR取り組みを推進しています。
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サプライチェーン・マネジメント

取引の考え⽅取引の考え⽅

公正な取引のための考え⽅

購買基本⽅針に基づいて取引しています

ダイキングループでは、1992年、購買基本⽅針を制定し、取引先様との公正な取引に努めています。

購買基本理念・購買基本⽅針

購買基本理念
「主体性の尊重」と「協調と競争」

購買基本⽅針
オープン・ドア・ポリシーに基づく公正な取引
国籍・企業規模・取引実績を問わずオープンで公正・公平な参⼊機会を提供します。

相互信頼に基づく相互発展
取引条件をオープンにし、⾃由競争を尊重します。

よきパートナーの探求
国際調達の中で、共通の利益をわかちあい社会に有⽤な製品を提供してくるパートナーを求めています。

法の順守・機密保持
取引に関する法令を順守し、その精神を尊重します。

サプライチェーンCSR推進ガイドラインを策定予定

サプライチェーンにおける環境、⼈権、労働⾯などのCSR取り組みを推進しており、特にCO2排出量の把握と指定化
学物質や紛争鉱物など国際的な規制対象物質の適正な管理に努めています。
2016年度は、サプライヤCSR推進ガイドラインを策定し、取引先様に説明をしていく予定です。

グリーン調達を推進し、化学物質の管理を徹底

ダイキングループはグリーン調達ガイドラインを策定し、製品に含有する化学物質の使⽤制限をはじめ、国内外の取
引先様に遵守をお願いしています。グリーン調達調査表を配布・回収して、取引先様の環境保全活動状況を評価・管理
しています。

グリーン調達（環境マネジメント）（P125）
グリーン調達ガイドライン（P229）
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グリーン調達における基本的な考え

お取引先様との取引に際しましては、当社要求事項に対して積極的に取り組まれるお取引先様を優先とさせ
ていただきます。特に、化学物質に関しては、当社の要求事項を順守していただきます。
お取引先様と連携した温室効果ガス削減の取り組みとして、お取引先様の使⽤エネルギーCO2排出量を把握
して参ります。
排出物削減による資源保護や地球温暖化防⽌活動を通じて、⽣物多様性保全および⽔資源保護のグリーン調
達活動を推進します。

紛争鉱物への対応⽅針を策定

ダイキングループはコンゴ⺠主共和国およびその近隣周辺地域で産出された、⾮⼈道的⾏為にかかわる紛争鉱物を使
⽤しません。2013年7⽉紛争鉱物に関する基本⽅針を制定しました。

紛争鉱物に関する基本⽅針

ダイキングループは、コンゴ⺠主共和国とその周辺国における武装集団の⾮⼈道的な⾏為に加担することがな
いように、調達取引先の皆様と連携しサプライチェーンの透明性を⾼めて、適切な鉱物調達に取り組みます。

公正な取引徹底の体制

広く⾨⼾を開放し、均等な取引機会を提供

ダイキングループでは、取引希望企業に対して、国籍や企業規模、取引実績を問わず広く⾨⼾を開放しています。
空調部⾨では、WEBサイト上に部品スペックや品質・⽬標コスト・納期を公開し、複数企業からの⾒積や提案を受け
付けることで、取引機会の均等を図っています。原則として、基準を満たしている企業はすべて取引対象としていま
す。
化学部⾨においても、要求事項（仕様、品質、価格、納期）をクリアする企業であれば取引を制限していません。

定期的に取引先様を評価し、取引関係を⾒直し

ダイキングループでは、取引開始にあたって、当社の購買基本⽅針を理解いただくとともに、⼀定の評価基準を⽤い
て評価しています。また、取引開始後には、ISO9001に基づいて定期的に再評価し、取引関係を⾒直しています。
空調部⾨では、新規に取引先を選定する際に、「取引先評価基準シート」を使って、「経営」「品質」「価格」「納
期」「環境」の5つの観点から評価しており、2015年度は3社と新規取引を開始しました。取引開始後も、年に1回、
「継続取引評価制度」に基づいて再評価を実施し、継続取引の可否を判定しています。基準に満たない取引先様に対し
ては、改善計画を提出してもらい、ダイキンもフォローをしています。
化学部⾨においても、ISO9001に基づいて「経営管理」「安全管理」「品質管理」「環境管理」「供給能⼒」の5つ
の観点で新規・継続取引先の評価をしています。2015年度は6社と新規取引を開始しました。取引開始後は複数⼈で商
談し定期的に責任者が訪問するなど、できるかぎり多数の公平な視点で取引先を評価するよう⼼掛けています。
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取引先様に対する表彰制度

ダイキングループでは、取引先様の⽇々の貢献を称えるため、年1回、「CEO賞」「COO賞」「特別賞」を選出し、
表彰する制度を設けています。
各部⾨でその年度、開発、⽣産、品質、価格、デリバリー、環境、グローバル貢献などの項⽬で顕著な貢献があった
取引先様に対し、「特別賞」を選出。さらにその中から際⽴った貢献が認められた取引先様を全部⾨で協議し、社⻑表
彰として「COO賞」、会⻑表彰として「CEO賞」として表彰しています。また、5年間の平均取引が⼀定額以上あり今
後も継続的に取引していただける取引先様に対しても、⻑年の貢献への感謝を込めて、10年単位の「永年取引先表彰」
をお贈りしています。

サプライチェーンにおけるリスクマネジメント

サプライチェーンにおけるリスクとして、地震等の⾃然災害による供給問題の発⽣、サプライヤの経営不振による倒
産、法令違反や事故による供給問題の発⽣、カントリーリスクによる国際物流の停⽌などのリスクを認識しています。
さらに、影響を受ける取引先様を瞬時に判断できる社内システムを構築しており、随時、データベースを更新するこ
とによって、問題発⽣時の対応⼒を強化しています。
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サプライチェーン・マネジメント

取引先様との連携取引先様との連携

サプライチェーン全体での法令遵守マネジメント

取引先様の法令遵守の徹底を⽀援

ダイキングループは、サプライチェーン全体での法令遵守マネジメントをめざし、取引先様の法令遵守の徹底を⽀援
しています。
空調部⾨では、遵守を依頼する事項について、⽂書で通達するほか、年4回開催する取引先説明会の中でケーススタ
ディを紹介し、意識の向上を図っています。
その他、取引先様専⽤WEBサイトで、環境に関連する法令情報を提供しています。
化学部⾨では、不定期に監査を実施しています。また、継続取引の評価時に取引先様に配布・回収する「供給者⾃⼰
診断シート」の中に、過重労働の是正、不適正な労働の排除、⼈権への配慮のためのマネジメントに関する設問を設
け、取引先様の状況の把握に努めています。

取引に関わる各部⾨に、下請法の遵守を徹底

ダイキン⼯業の仕⼊先・委託先のうち、下請法の対象となる企業は数千社に上ります。当社は、「下請法遵守ガイド
ライン」を制定し、⽀払い遅延などがないよう各部⾨やグループ会社に徹底しています。また、各部⾨で従業員を対象
に下請法遵守に関する教育を実施したり、外部講習会に参加させるなど、この法律に対する意識の向上を図っていま
す。
遵守状況については、コンプライアンス全般の点検の中で適正な⽀払いがなされているかどうかを監視しています。
また、下請対象供給者や⽣産委託供給者の財務状況には常に注意を払い、状況に応じて⽀払い条件の緩和などの救済
処置を実施する場合もあります。

取引先様への環境マネジメントシステム構築⽀援

取引先様の環境マネジメントシステムの充実をサポート

ダイキン⼯業では、取引先様に対して環境⾯で「グリーン調達ガイドライン」の順守を依頼し、環境マネジメントシ
ステムの構築と運⽤を要請しています。
ますます厳格化する化学物質規制などに対応し、2014年度は禁⽌化学物質（BNSTとPHAs）を指定化学物質に追加
して、グリーン調達ガイドライン［第8版］を改訂発⾏しました。
取引先様には環境・品質マネジメントシステムの構築とその適確な運⽤を前提とした「環境・品質サプライチェー
ン」をつないでいただく必要があります。そこで、ダイキン⼯業は取引先様の環境マネジメトシステムの運⽤状況を
「グリーン調達調査」で把握しています。
2015年度もCSR調達の⼀環で紛争鉱物（コンゴ⺠主共和国とその周辺国から産出され、武装勢⼒の資⾦源となって
いることが懸念されるスズ、タンタル、タングステン、⾦の4種類の鉱物）の調査を取引先様に実施しました。

グリーン調達（環境マネジメント）（P125）
グリーン調達ガイドライン（P229）
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品質改善報告会

取引先様と連携した製品の品質向上・安全性確保

取引先様も参加する品質向上策の発表会開催や、品質指導を実施

お客様に信頼性の⾼い商品を提供するためには、取引先様の協⼒が
⽋かせません。当社は、取引先様と密接に連携し品質向上に努めてい
ます。
空調部⾨では、「取引先説明会」を実施し、不良率ゼロの取り組み
など、当社の品質向上策について説明し、協⼒を要請しています。ま
た、毎⽉1回「サプライヤ品質会議」を開催し、納⼊品に不具合が発⾒
された取引先様に対しては、納⼊品の品質を評価・分析を⾏い、特に
重要と判断される内容について「品質改善報告会」や「品質改善検討
会」で改善への取り組みの報告を要請しています。その他、取引先様
の⽣産現場を訪問し直接指導するなど、取引先様の品質改善活動に積
極的に関与しています。
さらに、取引先様に、ダイキングループの卓越技能者である「マイスター」を派遣したり、技能オリンピックへの参
加を促すなど、技術⼒の向上に取り組んでいます。
化学部⾨では、年1回「品質フォーラム」を開催し、当社の品質⽅針の伝達、取引先様の品質向上活動の紹介などを
⾏っています。また、取引先様への品質監査も実施し、品質の維持向上への対応を確認しています。
国内外の各拠点では、定期的な取引先様の⽣産現場において品質監査を実施するほか、説明会を開いて品質⽅法やそ
の改善⽅法などについて対話する機会を設けています。
今後も取引先様とのコミュニケーションを深め、品質管理を徹底していきます。

取引先様への品質向上⽀援

空調部⾨

取引先説明会 ダイキン⼯業の⽅針・状況を説明するほか、適宜事例をあげて法令遵守を徹底。
（年4回開催、2015年度は128社参加）

サプライヤ品質会議 納⼊品の品質不良について、⽉ごとの実績把握と品質向上対策を実施。
（毎⽉開催）

品質改善報告会、
品質改善検討会

品質上問題のあった取引先様から改善のための報告。
（2015年度は、「品質改善報告会」計4回、延べ59社参加。「品質改善検討会」35社を対象
に計228回実施）

品質監査 監査機関による外部定期監査、空調⽣産本部と取引先様共同での内部監査を実施。

取引先訪問 基幹職が適宜訪問。

化学部⾨

品質フォーラム
ダイキン⼯業の品質⽅針の紹介、調達品の不良率や品質コスト、各社の品質異常と、品質向上
活動の紹介・発表など。
（年1回開催、2015年度は69社が参加）

品質監査 重要資材および品質異常を発⽣させた供給者に対し、ISO9001を規範とした監査を実施。
（2015年度は18社に実施）
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取引先様による品質改善の発表
（⼤⾦空調（上海）有限公司）

不良品ゼロに向けた「ZD活動」を国内外で展開

空調部⾨では、「サプライヤ品質会議」に参加する取引先様と連携し、2007年度から「ZD（ゼロディフェクト）活
動」を展開しています。これは3S活動（整理・整頓・清掃）、未然防⽌活動（製造⼯程で起こりうる不良品の予知管
理）、再発防⽌（過去に起こったトラブルの再発防⽌、維持管理）によって不良品をゼロにしようとする活動です。
2015年度はZD報告会を1回、国内18社が参加する個別報告会を各2回実施し情報共有を⾏うほか、新機種の⽣産準備
段階でのZD活動で新技術採⽤部品の⼯程監査を実施し、不良流出防⽌に取り組みました。

取引先様と取り組むZD活動

中国で品質管理を強化

⼤⾦空調（上海）有限公司では、2015年度に取引先様の品質
管理の強化に取り組みました。参加する取引先様数を前年度の
20社から97社に拡⼤し、取引先様の品質管理担当者に対する基
礎知識教育と試験を実施。試験合格者に品質問題に対する改善
提案を提出してもらい、優秀な成績を収めた10社を表彰しまし
た。
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油機部⾨の代理店向け勉強会

化学部⾨の品質フォーラム

製作所内の取引先様の安全確保

業務請負企業に対する安全情報の提供、構内パトロールを実施

ダイキン⼯業では、取引先様などと協⼒し、製作所内の安全確保に努めています。
製作所内では多くの業務請負企業の⽅々が働いています。業務請負企業の⽅々の安全を守るため、構内パトロールを
実施しています。さらに2ヵ⽉に1回の「構内安全連絡会」を開催するとともに、週に1回の⼈材派遣業者管理者対象の
会合を開催し、安全に関する啓発と情報共有に努めています。
また、製作所に出⼊りする多くの取引先様の納品⾞両には、安全⾛⾏を徹底しています。納品⾞両の運転⼿に対する
「安全講習会」を定期的に実施し、構内外での交通規制などを学んでいただくとともに、安全⾛⾏への注意を喚起して
います。
化学部⾨では年1回、⼤規模定期整備を実施しており、⼯事の⼤半を協⼒会社の作業者が担っています。そこで、安
全教育、施⼯品質管理教育などの事前準備やSDS（化学物質安全性データシート）による化学物質の危険有害性情報の
提供などを実施し、作業者の安全確保に努めています。
2015年度は、ルールや作業環境に不慣れな作業者に焦点を当て、ルール遵守と安全作業の⾒守り・サポートを⾏
い、相互のコミュニケーションを向上させることを⽬的に「アドバイザーチーム」を⽴ち上げました。さらに運転管理
者と運転⼿を対象とした化学部⾨の安全講習会を6⽉に開催し、約400名が参加しました。

労働安全衛⽣（⼈材）（P181）

ともに成⻑・発展する関係づくり

理解と信頼を深めるためのコミュニケーションを⼤切に

ダイキングループは、取引先様と互いに理解し合い、信頼関係を深
め、切磋琢磨しながらともに成⻑していくために、あらゆる機会をと
らえてコミュニケーションを図るよう努めています。
空調部⾨では、グローバル調達本部⻑や部⻑、基幹職が折々に取引
先様を訪問したり、取引先説明会、賀詞交歓会、表彰式典を開催した
りして、取引先様とのコミュニケーションの深化に努めています。
2014年4⽉より、⼀時中断していた「空調購買協⼒会」を再発⾜し
ました。これはグローバル化の陰で⽇本のモノづくり⼒が弱体化する
中、国内サプライヤが国際競争⼒を確保すること、為替・市況などの
急激な環境変化に迅速に対応できること、新たなモノづくりに向けた
イノベーションのきっかけをつくることを⽬的としています。年4回の
情報交換会を通じて、取引先様間で互いに情報を共有したり、異業種
間で議論することで相互に発展をめざす関係を維持したりしていま
す。
2015年度は、株式会社安川電機様のみらい館の視察⾒学を⾏ったほ
か、会員企業の品質・⽣産技術の担当者を対象に⼯場⾒学を実施して
ダイキンにおける品質改善の取り組みを紹介しました。
化学部⾨では、継続的に実施している品質フォーラム以外にも、購
買担当者が積極的に取引先様と⾯談し、技術や品質、価格などの課題
について情報収集と意⾒交換を⾏い、必要に応じて臨時あるいは応急
的なサポートを関連部署に要請し問題解決に努めています。
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サプライチェーン・マネジメント

グリーン調達ガイドライングリーン調達ガイドライン

グリーン調達ガイドライン

取引先様の法令遵守を⽀援

ダイキングループは、2000年度に「グリーン調達ガイドライン」を制定し、環境負荷のより⼩さい商品を提供する
ために、お取引先様をも含めた環境管理を進めています。

主要⽣産拠点がある⽇本、欧州、中国、東南アジアにおいて「お取引先様へのガイドライン遵守の徹底」「納⼊資材
に含まれる化学物質調査」を実施しています。

また、取引先様の法令遵守を⽀援するために、環境関連法やグループでの取り組み情報を共有する説明会を開催、
WEBで情報を公開しています。

グリーンガイドラインの内容を、PDFでご紹介します

グリーン調達ガイドライン 第8版 （2015年3⽉改定）
和⽂版 (PDF/589KB )（http://www.daikin.co.jp/csr/supplier/guide.pdf）
英⽂版 (PDF/290KB )（http://www.daikin.co.jp/csr/supplier/guidelines_e.pdf）
中⽂版 (PDF/698KB )（http://www.daikin.co.jp/csr/supplier/guidelines_c.pdf）

グリーン調達調査表 第8版
和⽂版 (PDF/570KB )（http://www.daikin.co.jp/csr/supplier/chosahyo.pdf）
英⽂版 (PDF/385KB )（http://www.daikin.co.jp/csr/supplier/chosahyo_e.pdf）
中⽂版 (PDF/1,682KB )（http://www.daikin.co.jp/csr/supplier/chosahyo_c.pdf）

PDFデータをご覧いただくには、Adobe Readerが必要となります。
Adobe Readerは、Adobe社HPで無償配布されています。
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ステークホルダー・エンゲージ
メント

⽇常的なさまざまな仕組みを通じてス
テークホルダーの皆様のご意⾒を聞
き、経営に活かしています。

株主・投資家の皆様との対話

経営状況に関する説明責任を果たすた
めに、タイムリーで適切な情報開⽰を
重視しています。

政府・業界団体などとの対話

社会的課題の改善・解決のために積極
的な対話や、適切な提⾔・提案・働き
かけを⾏っています。

基盤的CSR

ステークホルダー・エンゲージメントステークホルダー・エンゲージメント

企業の事業活動は、その企業の利害関係者（ステークホルダー）や社会・環境に直接的・間接
的な影響を及ぼします。企業が持続可能な成⻑を続けていくためには、独断で事業を進めるので
はなく、対話を通じてステークホルダーの懸念や期待を把握し、互いの関係性が好循環となるよ
うな企業経営の決定をしていく必要があります。こうしたプロセスを「ステークホルダー・エン
ゲージメント」と呼び、企業の社会的責任を果たすうえでの中⼼的な取り組みです。

ダイキングループの主なステークホルダーは、当社グループが製品・サービスを提供しているお客様と、
当社グループの事業に直接的に影響を与える株主・投資家の皆様・取引先様・従業員、当社グループの事業
展開が影響を及ぼす地域社会の皆様です。また、製品・サービスの環境性能向上や環境技術の普及に関して
は、各国政府・⾃治体や業界団体などが関係します。こうしたステークホルダーの皆様と積極的に対話し、
企業経営に活かしています。
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ステークホルダー・エンゲージメント

ステークホルダー・エンゲージメントステークホルダー・エンゲージメント

ステークホルダー・エンゲージメント

ダイキングループは、社会に貢献する企業であり続けるために、⽇常的なさまざまな仕組みを通じて、ステークホル
ダーの皆様のご意⾒を聞き、経営層に報告し経営に活かしていく、ステークホルダー・エンゲージメント注を重視して
います。

ダイキングループの主なステークホルダーは、当社グループが製品・サービスを提供しているお客様と、当社グルー
プの事業に直接的に影響を与える株主・投資家の皆様・取引先様・従業員、当社グループの事業展開が影響を及ぼす地
域社会の皆様です。また、製品・サービスの環境性能向上や環境技術の普及に関しては、各国政府・⾃治体や業界団体
などが関係します。いずれのステークホルダーも重要であり、優先順位を付すという考えはありません。

注 ステークホルダー・エンゲージメント：
企業が社会的責任を果たしていく過程において、相互に受け⼊れ可能な成果を達成するために、対話などを通じてステークホルダーと積
極的にかかわりあうプロセス（⽇本経団連企業⾏動憲章より）
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ステークホルダー・エンゲージメントの取り組み

ステークホルダー 主な対話の⽅法・機会 主な対話窓⼝

お客様（P152）

⽇常の営業活動
コンタクトセンター
ショールーム
修理時訪問時の対話
代理店感謝会、商品説明会

営業部⾨
サービス部⾨

株主・投資家（P234）

株主総会
投資家向け説明会
アニュアルレポートや事業報告書
投資家向けWEBサイト

総務部⾨
コーポレートコミュニケーション部⾨

調達取引先（P220）

⽇常の調達活動
取引先説明会
サプライヤ品質会議
品質改善報告会
品質監査

調達部⾨

従業員（P167）

⾃⼰記録表に基づく⾯談
経営協議会・労働協議会
グループ経営会議
グローバルマネージャーミーティ
ング

⼈事部⾨
経営企画部⾨

地域社会（P238）
防災訓練時などの地域への説明
地域の⽅対象の⼯場⾒学会
地域団体・イベントへの参加

各社、事業場

NPO・NGO（P236） NPO・NGOとの対話 CSR部⾨

政府・⾃治体・業界・学界（P236）

各国政府担当者との対話
国連担当者との対話
業界活動への参画
産学連携による研究

各社、事業場、渉外部⾨、CSR部⾨、研
究部⾨

地球環境（P236）
空調懇話会
環境フォーラム・展⽰会
各種環境広報・環境教育

CSR部⾨
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アナリスト・投資家向け決算説明会

ステークホルダー・エンゲージメント

株主・投資家の皆様との対話株主・投資家の皆様との対話

考え⽅

ダイキン⼯業ではステークホルダーへの責任としてタイムリーで適切な情報開⽰を重視しています。特に、株主・投
資家の皆様に対しては、経営の透明性を⾼め、情報を積極的に開⽰することを重要な責務と考えて、情報開⽰の基準や
⽅法などについて「ディスクロージャーポリシー」で定めています。

リコールや、有価証券の評価損などの発⽣事実や、販売会社の設⽴などの決定事項については、「ディスクロー
ジャーポリシー」および東京証券取引所が定める適時開⽰基準にのっとり、WEBサイトや報道機関、東京証券取引所が
提供するWEBシステムTD-NETにて情報開⽰しています。また、製品や技術など発表すべきと判断した情報について
も、担当部⾨と協議したうえで開⽰しています。

タイムリーで公平な情報開⽰

説明会やWEBサイトで積極的な情報開⽰

ダイキン⼯業では、株主・投資家の皆様に当社の実態や経営の考え
⽅などを理解していただくために、さまざまなIR活動を実施していま
す。

アナリストや機関投資家の皆様には、第2四半期・期末決算発表時に
決算説明会を開催し、第1四半期・第3四半期決算時には電話会議を開
催しています。また、国内外の機関投資家への訪問や、事業説明会・
⼯場⾒学会、個別⾯談を実施するなど、年間350回近い対話の機会を
設定しています。

WEBサイトのIRページでは、有価証券報告書など法定書類、その他
当社の業績に関する発表資料を公開し、公平でタイムリーな情報開⽰
を⾏っています。また、説明会の内容を⾳声配信し、経営者の考え⽅
や意思が広く伝わるよう努めています。

株主・投資家の皆様からお寄せいただいたご意⾒は、さまざまな経営施策に反映しています。2010年度からは、東
京⽀社にもIR担当マネージャーを置き、機関投資家にきめ細やかに対応しています。

今後も投資家の皆様との対話を重視し、積極的な情報開⽰に努めていきます。
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議決権⾏使の尊重

招集通知を充実し、より多くの株主様の議決権⾏使を可能に

ダイキン⼯業は、株主様に議案を⼗分ご検討のうえで議決権を⾏使いただくために、株主総会の招集通知を法定期限
よりも1週間以上繰り上げて発送するほか、発送前に当社WEBサイトおよび東京証券取引所のWEBサイトで開⽰してい
ます。

外国⼈機関投資家の皆様に対しては、招集通知を英訳して送付するとともに、当社WEBサイトにも英⽂版を掲載。議
決権⾏使結果もWEBサイトで掲載するなど、国内外での情報格差を埋めるよう努めています。

また、より多くの株主様に議決権を⾏使していただくため、パソコンや携帯電話からの議決権⾏使を可能にするとと
もに、議決権⾏使プラットフォームを採⽤し、機関投資家の皆様にご利⽤いただきやすい環境を整えています。

これらの結果、2016年3⽉期の議決権⾏使率は、85.68％と⾼い⽔準を維持しています。また、電磁的⽅法による議
決権⾏使数は、2016年3⽉期は1,495,992個（株主数902名）となりました。

議決権⾏使率

議決権⾏使率
(％)

電磁的⽅法による
議決権⾏使数 (個)

電磁的⽅法による
議決権⾏使株主数(⼈)

2012年3⽉期 78.18 1,056,103 1,115

2013年3⽉期 81.55 1,244,629 900

2014年3⽉期 82.07 1,337,000 868

2015年3⽉期 83.24 1,443,620 923

2016年3⽉期 85.68 1,495,992 902

株主構成⽐（2016年3⽉31⽇）
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ステークホルダー・エンゲージメント

政府・業界団体などとの対話政府・業界団体などとの対話

環境政策⽴案への協⼒

次世代冷媒の選択に向けて積極的な働きかけ

ダイキングループは、世界各国で事業を展開するにあたり、社会的課題の改善・解決のために、政府・⾃治体や産業
界と連携・協⼒し、適切な提⾔・提案・働きかけを⾏っています。

特に次世代冷媒の選択・実⽤化に向けて、国際会議・各種セミナー、学会や展⽰会などの機会に、業界団体や国連機
関、各国の環境⾏政関係者なども交えて、各地の冷媒の動向や削減の取り組み、規制・規格などについての議論を交わ
しており、各国の新冷媒選択に役⽴つ情報を積極的に提供しています。

今後も冷媒技術について、各国の関係者に情報を開⽰していく⽅針です。

政府や国際団体のプロジェクトに参画

経済産業省や国際協⼒機構（JICA）などが主催する新興国⽀援プログラムに協⼒して、新興国の研修団の受け⼊れや
現地メーカー・販売店への冷媒転換⽀援に取り組んできました。

インドでは、平成24年度地球温暖化対策技術普及等推進事業を経済産業省より受託し、R32冷媒を使ったインバータ
エアコン普及のための調査事業を実施。2020年単年で、R32とインバータの効果により1,745万トンのCO2の削減が可
能であるとの試算効果を報告しました。

加えて経済産業省がモントリオール議定書に基づく途上国⽀援の⼀環として資⾦協⼒しているタイでR32への転換プ
ロジェクトに参画するほか、国連が主導する湾岸諸国冷媒転換プロジェクトに参画しています。

2015年度の活動ハイライト「環境―地球温暖化影響の抑制に貢献する新たな市場環境を創り出す」もご覧ください。
（P46）

環境フォーラム・展⽰会

世界の空調・環境課題について意⾒交換

ダイキングループは、空調、設計に関わる有識者と「将来の空調のあり⽅」について意⾒交換する場として、1995
年から国内で空調懇話会を開催しています。当社の急速なグローバル化に合わせて2007年度以降、欧州、中国、⽶
国、アジア・オセアニア地域にもその輪を広げ、各地域を代表する有識者の⽅々と環境やエネルギー問題について意⾒
交換を⾏い、技術や製品開発、事業展開に活かしています。

2015年度はメキシコでも省エネ技術や次世代冷媒に関する議論をしたほか、欧州ではテクノロジー・イノベーショ
ンセンターの活動についての期待が寄せられました。

さらに、2015年8⽉には⽇本で初めて開催された第24回国際冷凍会議（ICR2015）に参加し、冷媒や省エネに関す
る情報を提供しました。また、スポンサーシップへの協⼒や、⽇本冷凍空調学会の⼀員として実⾏委員会に参画し、企
画や準備・運営に携わりました。
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北⽶の空調懇話会 国内外で国際展⽰会に参画し、新冷媒を使った空調機
を展⽰

ダイキングループは、これまで参加してきた⽇本冷凍空調⼯業会や⽶国暖房冷凍空調学会等が主催する国際会議に加
え、今後、⽇本で開催される国際吸収・吸着ヒートポンプ会議（2017年）、アジア冷凍空調会議（2018年）にも積極
的に参加していく予定です。

2015年度 空調懇話会

地域 年⽉ 意⾒交換の主なテーマ 外部出席者

北⽶ 2015年5⽉ ⽶国空調業界の最近の動向、スマート空調の役割 ⼤学教授・専⾨家など
19名

欧州 2016年1⽉ テクノロジー・イノベーションセンターの施設や
コンセプト、取り組みテーマ

⼤学教授・専⾨家など
10カ国19名

アジア・オセアニア 2016年3⽉ グリーンビルディングにおける持続可能性の取り
組み、IAQ改善に関する取り組み

⼤学教授・専⾨家など
10カ国22名

⽇本 2015年6⽉,12⽉
TICのnZEB取組、外部講師による講演「スマート
社会とBig-Data活⽤について」、英国マンチェス
タープロジェクト紹介

⼤学教授、専⾨家など
21名

NPO・NGOと積極的に意⾒交換

環境などさまざまな分野のNPO・NGOと積極的に意⾒交換を⾏い、経営に活かしています。
2015年9⽉には、Institute for Governance & Sustainable Development（IGSD）と、R32冷媒を⽤いたエアコン

の基本的な特許を全世界で無償開放することについて意⾒交換しました。IGSDは、気候変動への対応をはじめ、持続
可能な開発の⽀援を⽬的に活動しているアメリカのNGO団体です。IGSD代表のDurwood Zaelke⽒からは「ダイキン
のこの先進的な取り組みは、気候変動への影響緩和に貢献するとともに、環境先進企業をめざす他の企業にとって優良
な事例となる」というご意⾒をいただきました。

各種CSR関連団体へ参画し、他社と協業・連携

ダイキングループでは、国連や⽇本政府が主導する各種CSR関連団体に積極的に参画しています。CSRの考え⽅や取
り組みについて議論・情報交換を⾏い、他社と協業・連携しながら、CSR活動の強化や取り組み内容の向上に努めてい
ます。

2015年度は、グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパンのステークホルダーエンゲージメント分科会・
SRI/ESG分科会・サプライチェーン分科会・レポーティング分科会・関⻄分科会、CSR・コンプライアンス研究会、エ
コ・ファースト推進協議会、世界グリーンビル評議会に参画しました。

グローバル・コンパクトへの参加（P42）
エコ・ファースト企業認定（P143）
世界グリーンビル評議会への参画（P147） 
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社会貢献活動の考え⽅

事業を展開するそれぞれの地域に根ざ
した企業となることをめざして、各地
域に役⽴つ社会貢献の実践に努めてい
ます。

環境保全

グローバルに快適な空気環境を提供す
るダイキングループは、地球規模の環
境課題の解決に貢献します。

教育⽀援

先進の技術で社会に貢献するダイキン
グループは、次世代への教育を⽀援
し、技術の発展と持続可能な社会づく
りに貢献します。

基盤的CSR

地域社会地域社会

ダイキングループは世界各地に213社のグループ会社、80カ所以上の⽣産拠点を有し、145カ
国以上で事業を展開しています。特に、中国やインド、中南⽶など新興国でのエアコン需要が拡
⼤するにつれて、グローバルでの事業展開が加速度的に広がっています。それぞれの拠点で円滑
に事業を営んでいくためには、各地の⽂化的、歴史的背景を踏まえながら、コミュニティの⼀員
として地域の発展に貢献し、共存共栄できる関係づくりが不可⽋です。

地域の雇⽤拡⼤や現地企業との協調といった社会的責任を果たすことを前提に、各国・地域の⽂化・歴史
を尊重しながら、事業を営む地域社会の⼀員として、地域との強い絆をはぐくんでいくことを基本的な⽅針
としています。
「環境保全」「教育⽀援」「地域共⽣」への貢献を軸に、従業員が主体になって、各地域に役⽴つ活動を

実践するとともに、SDGs（持続可能な開発⽬標）も踏まえたグローバル視点での社会課題の解決に貢献して
いきます。
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地域共⽣―
地域との絆を強める

事業を展開する地域が必要とする⽀援
を⾏い、各地域の主体的な発展に貢献
します。

地域共⽣―
芸術・⽂化振興への貢献

地域共⽣の⼀環として、各国・地域の
⽂化、芸術の振興に貢献します。

地域共⽣―
スポーツ振興への貢献

地域共⽣の⼀環として、各国・地域の
スポーツの振興に貢献します。

社会貢献活動⼀覧

国内外のダイキングループ各社が取り
組む社会貢献活動を⼀覧しています。
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地域社会

社会貢献活動の考え⽅社会貢献活動の考え⽅

社会貢献活動の考え⽅

「環境保全」「教育⽀援」「地域共⽣」を柱にしています

グローバルに事業を展開するダイキングループは、それぞれの地域に根ざした企業となることをめざして、従業員が
主体となって各地域に役⽴つ社会貢献の実践に努めています。

「環境保全」「教育⽀援」「地域共⽣」への貢献を軸に、経営資源を有効に活⽤して、積極的な社会貢献活動に取り
組んでいます。

環境保全
グローバルに快適な空気環境を提供する私たちは、地球規模の環境課題の解決に貢献します。特に、地球の空気を
はぐくむ森林を守り育て次世代に引き継ぐための活動に注⼒します。

1. 

教育⽀援
先進の技術で社会に貢献する私たちは、次世代への教育を⽀援し、技術の発展と持続可能な社会づくりに貢献しま
す。

2. 

地域共⽣
世界各地で事業を展開する私たちは、各国・地域の⽂化、芸術、スポーツへの⽀援や災害⽀援など地域が必要とす
る⽀援を⾏い、地域の主体的な発展に貢献します。

3. 

寄付活動

芸術・⽂化・スポーツ・教育などさまざまな活動に寄付

ダイキングループは社会貢献の⼀環として、芸術・⽂化・スポーツ・教育などさまざまな活動に対して寄付活動を
⾏っています。

沖縄の⽂化・スポーツ振興、ダイキン⼯業現代美術振興財団への寄付を継続的に実施している中、国際交流・協⼒に
対する寄付の割合が近年顕著に伸び、社会貢献においてもグローバル化が進んでいます。

2015年度の寄付の内訳（ダイキングループ）
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被災地・被災者の皆様を⽀援

ダイキングループでは、⼤地震などの被害に遭われた皆様の救済や被災地の復興に役⽴てていただくための寄付を実
施しています。

2015年度は、4⽉にネパールで発⽣した地震に対して、ダイキンマレーシア社とダイキンコンプレッサーインダスト
リーズ社が寄付を実施しました。

また、2016年4⽉に発⽣した熊本地震の被災者の救済と被災地の復興に役⽴てるための義援⾦として⽇本⾚⼗字社を
通じて1,000万円を寄付しました。

災害⽀援⼀覧（P270）
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地域社会

環境保全環境保全

考え⽅

ダイキングループは、政府や地域住⺠、NGO、グループ従業員などさまざまな⼈々と連携して、世界的に貴重な⾃然
環境や事業所周辺地域の⾃然を保護し再⽣する取り組みを進めています。

世界的に貴重な⾃然環境保全の取り組み

「“空気をはぐくむ森”プロジェクト」

ダイキン⼯業は2014年、⽣物多様性の危機に瀕している世界7カ所で、 地球の空気をはぐくむ森を守り育て、未来
につなげていくことを⽬的とした“空気をはぐくむ森”プロジェクトをスタートしました。世界⾃然遺産にも登録された
知床半島をはじめ、インドネシア、ブラジル、カンボジア、インド、中国、リベリアで、コンサベーション・インター
ナショナルや知床財団と協定を結び、10年間の⽀援を⾏います。

世界中で森林が消滅している⼤きな原因は、農地開拓や薪炭財の利⽤など、⼈為的な要因が⼤きくなっています。そ
こで、ダイキンは地域の課題に応じ、住⺠の⽣活と森林や⽣物多様性の保全を両⽴させる取り組みを進めています。

「空気をはぐくむ森」プロジェクト（http://www.daikin.co.jp/csr/forests/index.html）
⽣物多様性の保全（P132）

世界7 カ所で取り組む“空気をはぐくむ森”プロジェクト
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植樹活動（ダイキンエアコンディショニングUK社）

事業所周辺地域での取り組み

イギリスで、事業活動で排出したCO2量を吸収する⽊を植樹

海外グループ会社でも地域の課題に応じて独⾃の植樹活動や、海や
川などでの⾃然保護活動に取り組んでいます。

ダイキンエアコンディショニングUK社は、2010年から事業活動で
排出されるCO2量と同じ量のCO2を吸収する⽊を植える取り組みを進
め、スコットランドの森林保護地区に植林しています。

2013年度に2,200本、2014年度に4,000本を植樹しました。これら
の⽊が吸収するCO2の量は、同社が事業活動で発⽣させるCO2の2倍に
相当すると試算しています。また、2015年は、さらに2,150本の植樹
をしました。

環境保全⼀覧（P263）
サイトレポート（http://www.daikin.co.jp/csr/report/site_data/index.html）
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ロールプレイによる森林会議の様⼦

従業員が講師となる出張授業

地域社会

教育⽀援教育⽀援

考え⽅

ダイキングループは拠点をもつ各地域で、若者への教育を⽀援しています。教育資⾦の援助や技術教育といった草の
根的な活動を⾏うことで、地域と共⽣し、地域から信頼される企業となることをめざしています。

⽇本での取り組み

⽣物多様性をテーマとした⼩学⽣向け環境教育プログラム「サークル・オブ・ライフ」を開発し無償で
提供

ダイキン⼯業は、インドネシアでの森林再⽣活動のパートナーであ
る、国際NGOコンサベーション・インターナショナルと協⼒し、⽣物
多様性をテーマとした⼩学⽣向け環境教育プログラム「サークル・オ
ブ・ライフ」を開発しました。

このプログラムは、当社がインドネシアで実施する植林プロジェク
トを題材としています。⽣態系のバランスの変化が⼈間の⽣活に与え
る影響や、世界の環境問題と⽇本に住む私たちの⽣活とのかかわりな
どについて、ロールプレイングの要素も⼊れながら、⼦どもたちが興
味と関⼼を持って学習できる内容としています。

教員による4回の授業を基本に、希望に応じて発展授業として当社従
業員が講師となる出張授業も実施します。

2010年4⽉から全国の⼩学校に教材を無償提供しており、2015年度
は30校、約2,000名がこのプログラムに参加しました。そのうち、出
張授業として15校に講師を派遣しました。

2014年度、「サークル・オブ・ライフ」は、産業界の優れた教育⽀
援活動を表彰する経済産業省主催の「第5回キャリア教育アワード」で
優秀賞を受賞しました。

環境教育プログラム「サークル・オブ・ライフ」
（http://www.daikin.co.jp/csr/edu/index.html）
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エアコンを題材にした理科実験授業

空気清浄機の仕組みを考える理科授業

⼩学校への出張授業（⿅島製作所）

⼩学校で理科実験授業を実施

ダイキン⼯業は、堺市教育委員会が推進する「創造性豊かな理科好
き⼦どもの育成事業」に賛同して、従業員が講師となる理科実験授業
を実施しています。エアコンを題材にして熱の伝わり⽅と空気が冷え
る仕組みや、空気清浄機を取り上げて電気集塵の仕組みについて、実
際に実験しながら学ぶプログラムです。

2015年度は15の⼩学校で実施し、約1,218名が受講しました。

中学⽣への理科授業を実施

⼤阪府堺市の中学⽣を対象に次世代科学者を育成する教育プログラ
ムである⼤阪府⽴⼤学の「未来の博⼠」育成ラボに、2015年度から協
⼒しています。

⼦どもたちが広い視野で考え⾏動するきっかけを提供していくこと
を狙いとし、空気清浄機の仕組みを学ぶ理科授業を提供し、当社従業
員が講師として参加しています。

地域の⼩学校への出張授業を実施

ダイキン⼯業⿅島製作所は、神栖市教育委員会からの依頼を受け、
⼦どもたちに理科に興味を持ってもらうことを⽬的として、2010年度
から出張授業を実施しています。保安管理課、化学事業部 ⿅島製造
部、エンジニアリング部のメンバーが講師となり、⼩学校⾼学年を対
象に体験型授業を実施しています。授業では参加者全員が実験や観察
を体験できるよう⼗分な数の教材を⽤意するなど、⼀⼈ひとりが科学
の楽しさに触れられる授業をめざしています。授業終了後は⼦どもた
ちの感想⽂を参考に、好評だった実験にはさらに改良を加えるなど、
授業内容を毎年⾒直しています。
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淀川製作所での⼯場⾒学

「フーハ東京」での「ヒートポンプの仕組み」体験 「フーハ⼤阪」での体験学習

⼩中学⽣を対象とした⼯場⾒学

各⼯場では、地域の⼩中学⽣の⼯場⾒学を受け⼊れています。
2015年度、淀川製作所では近隣の⼩学校2校から144名の⼯場⾒学

を受け⼊れました。児童は、エコキュート貯湯タンクラインや油圧機
器製造現場を⾒学し、ビス打ちドライバー体験を実習して、フッ素化
学の実験や「電気」「化学」「機械」の体感訓練を経験しました。ま
た、近隣中学校の職業体験授業として、2年⽣3名を受け⼊れ、製造現
場での部品仕分や部品組み⽴てなどを体験してもらいました。

堺製作所では、⼩学校3校から276名の⼯場⾒学を受け⼊れました。
滋賀製作所では、⼩学校1校から215名を受け⼊れました。

⼯場⾒学や職業体験実施後、児童・⽣徒から届いた感想⽂や⼿紙に
よると、いずれの事業所でも評価はおおむね良好でした。今後、さら
に地域に開かれた⼯場となるよう、積極的に⼯場⾒学を受け⼊れてい
きます。

⼯場⾒学の感想⽂（淀川製作所）

技術への興味を育む体験型イベントを開催

ダイキン ソリューションプラザ「フーハ東京」「フーハ⼤阪」では、⼦どもたちに⾝近な空気について興味をもって
もらうことを⽬的に、「めざせ！空気博⼠」を開催しています。エアコンを分解しながら「ヒートポンプの仕組み」を
体験するイベントなど、実験を交えながら地球環境の⼤切さを伝え、ダイキンの取り組みについても講義しています。
また、⼤⼈を対象とした「⼤⼈のエアコン分解」や「⼤⼈の⾃由研究」も開催しています。

2015年度は、「フーハ東京」では延べ4,550名が、「フーハ⼤阪」では延べ240名がイベントに参加しました。
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「ダイキン学級」（⼤⾦空調（上海）有限公司）

インドの学校での⽀援（トイレの設置）

⽇本⼈学⽣の海外留学を⽀援

ダイキン⼯業は、⽂部科学省が主催する官⺠協働で⼤学⽣や⾼校⽣の海外留学を⽀援する
制度「トビタテ！留学JAPAN ⽇本代表プログラム」に賛同し、留学時の奨学⾦などを⽀援し
ています。⽇本⼈の留学機会を増やし、多様な価値観を持つグローバル⼈材の育成に貢献し
ます。

海外での取り組み

特に新興国での技術系学⽣の育成に注⼒

新興国の技術系学⽣を中⼼に、学⽣就業機会の増加につながる奨学
⾦の付与やインターンシップの受け⼊れを⾏っています。また、世界
各地で技術への関⼼を⾼めるための学⽣向け⼯場⾒学を積極的に開催
しています。

例えば、⼤⾦空調（上海）有限公司では、地⽅学⽣に就業機会を提
供するため、⽢粛省の職業技術学校と連携した「ダイキン学級」を設
け、インターンシップや奨学⾦の提供を⾏っています。

保育園、学校の建設を⽀援

ダイキンヨーロッパ社は、⻄アフリカのガンビアで保育園の建設を
⽀援しました。181名の⼦どもたちが通っています。

ダイキンエアコンディショニングインド社では、公⽴学校4校で、壁
やドアの修繕、飲料⽤⽔施設やトイレ・扇⾵機の設置、机やいすの提
供などの⽀援を⾏いました。

教育⽀援⼀覧（P264）
サイトレポート（http://www.daikin.co.jp/csr/report/site_data/index.html）
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草加事業所での環境コミュニケーション

地域社会

地域共⽣地域共⽣

考え⽅

企業市⺠として、事業を展開する各地域のニーズや課題を敏感に捉え、それらを解決に導く貢献をしていきたいと考
えています。
これまで、各地の拠点では従業員が⼿づくりで、地域社会と交流する催しを企画してきました。これからも、従業員
が主体となって各地域で何が求められるかを考え実践することで⼀層愛され、親しまれるグループをめざします。

地域との信頼関係づくり

地域から寄せられたご意⾒に誠実に対応

各事業場に地域社会とのコニュニケーションを推進する部署・担当
者を配置しています。また、地域住⺠の代表と定期的な会合を開催す
るなど、相互交流を積極的に図り、苦情などがあれば受け付けていま
す。また、各⼯場では、開かれた⼯場をめざし、地域⾃治会や住⺠の
⽅を対象とした⼯場⾒学を実施しています。
地域住⺠の皆様から寄せられた苦情やご意⾒は、その事業場内で内
容を検討し、必要に応じて本社の関係部⾨と協議のうえ、誠実に対応
しています。
草加事業所では事業所のフロンガスの排出量がここ数年著しく低減
していることから、埼⽟県より意⾒交換会の開催要望を受けました。
そこで2013年10⽉、近隣住⺠、⾏政（経済産業省・環境省・県・
市）担当者を交えた「環境コミュ⼆ケーション」を実施。参加者からは「草加事業所の業務内容、フロンガス排出削減
の取り組みがよく理解できた」と好評でした。
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各事業場での地域住⺠との対話

事業場 対話窓⼝・⼿段

堺製作所
地域⾃治会との懇談会（年1回）
市、警察、消防、労働基準監督署の協会を通じた交流
堺市環境都市推進協議会への参画

滋賀製作所

⼯業団地内企業訪問（年1回）
地元主要企業との情報交換会（年2回）
近隣⾃治会役員への訪問（年2回ほど）
関係官公庁・外郭団体との交流（市役所、警察、消防など関係部署の総会、役員会への出席）（都度
各年4回ほど）

淀川製作所

地域⾃治会役員の⼯場⾒学会・懇談会（年1回）
地域⾃治会交流会（年4回）
市、警察、消防、監督署等と協会活動や｢テーマ｣を持っての懇談会を実施
2年にわたるＴＩＣ建設の地域影響をきっかけに地域コミュニケーションの更なる進化と、真の信頼関
係醸成

振動・騒⾳など影響が避けがたい隣接する地域の⽅へは、予め⼀軒⼀軒のお宅を⽵中・施設・総
務が⼀体となり訪問。判りやすく丁寧に説明を継続
少しでも「不満」の声が上がれば、すぐにご⾃宅に伺い、⼀緒に影響を確認し、対処策を実⾏。
地域の⽅から、「ちょっと気になるけど・・」と⾔う声を直接聞かせていただける関係を築け
た。

近隣⾃治会幹部らからの要望により、淀川製作所の近況を知らせる「淀川かわら版」を発⾏。年間2回
発⾏し、近隣地域の21⾃治会の回覧板に乗せ、地域とのコミュニケーションツールとして活⽤
各種地域社会活動に⼈員などを派遣

⿅島製作所
⾏政委員の⼯場⾒学会
企業連絡会の⾏政委員懇談会への出席
⽇本レスポンシブル・ケア協議会の地域対話集会への参加

草加事業所
市⾏政、近隣町内会との集会、⾯談
消防、警察、⼯業会などへの参加

地域に開かれた安全な⼯場をめざして

ダイキングループは⼯場周辺住⺠の⽅々に、安⼼して暮らしていただくために、「安全」を最重要課題と認識し、⼯
場の安全確保に努めています。各⼯場では、操業にともなう騒⾳・振動などの発⽣時に、地域からご連絡いただく窓⼝
を設け、迅速な対応に努めています。
地域⾃治体との懇談会を通じて安全や防災について話し合うほか、地域の防災訓練に参加するなど、安全な⼯場に向
けた地域との交流に努めています。

⾃然災害に備えて各事業場で対策や防災訓練を実施

ダイキングループは万⼀の⾃然災害に備え、各事業場で対策を検討しています。災害時に避難所として⼯場内グラウ
ンドを提供することはもちろん、備品として⽔・⾷料・防災機器などの確保に努めています。
2012年8⽉、国の中央防災会議は、近い将来起きるとされる南海トラフ巨⼤地震による被害想定を発表しました。各
事業場では、東⽇本⼤震災で得た教訓を活かすとともに、新たに公表された被害想定に基づき地震対策を⾒直しまし
た。
また、各事業所では毎年防災訓練を実施し、訓練で抽出した課題を検討。国内各拠点では「安否確認システム」を導
⼊し、災害発⽣時に従業員の安否が把握できる体制を確⽴しています。

製作所の安全・防災対策（P253）
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ダイキンアメリカ社の盆踊り⼤会には2万⼈の地域住
⺠の皆様が参加

地域社会との交流（⽇本）

地域社会と交流を深める

地域の⼀員として、地元の皆様とのふれあいを⼤切にしています。
ダイキン⼯業は1973年、他企業に先駆けて「地域社会課」を発⾜さ
せ、地元の皆様との交流を深めてきました。現在は「地域社会課」に
代わり、各製作所が地域の窓⼝となって住⺠の皆様との交流に取り組
んでおり、⼈と⼈が⼼ふれあうように、企業も⼀市⺠として、地域社
会とふれあい、ともに歩むことによって、少しでも地域の豊かな暮ら
しのお役に⽴つことができれば、と考えています。
⼯場⾒学、夏祭りなどの各種活動を通じて地域住⺠の⽅々とコミュ
ニケーションを図り、地域に理解され、地域に貢献する⼯場となるこ
とをめざしています。

国内外で地域との絆を深める「盆踊り⼤会」を開催

夏の⾵物詩、ダイキン⼯業主催の盆踊り⼤会は地域の⽅々が多数参
加する⼤イベントです。1971年、当社淀川製作所の若⼿従業員向け厚
⽣施策として企画された盆踊り⼤会は、その後、準備段階で地元の
⽅々にも参加していただける、地域ぐるみの⼤会に発展。企業主催の
盆踊り⼤会としては全国でも最⼤級の規模となり、優れた企業⽂化と
して国内のみならず国外のメディアからも⾼い評価を受けています。
2015年度は国内の製作所で合わせて4万⼈以上に来場いただきまし
た。堺製作所では開催40回⽬になるのを記念し、若⼿従業員らが太⿎
を演奏し、参加者に先着で記念品を配布するなど趣向を凝らした「納
涼祭」を開催しました。
そのほか、中国やアメリカなど世界の主要な⽣産拠点でも開催して
います。

2016年度「盆踊り⼤会」⽇程のお知らせ

淀川製作所 8⽉26⽇（⾦）18:30-22:00
堺製作所（⾦岡⼯場）8⽉26⽇（⾦）17:00-20:30
滋賀製作所 8⽉5⽇（⾦） 17:20-21:00
草加事業所 8⽉26⽇（⾦）18:00-20:30
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淀川製作所での清掃活動

⼤⾦空調（上海）有限公司

環境保護や地域貢献に取り組む、
ボランティア隊を結成しました。

ダイキンオーストラリア社

家庭内暴⼒の避難施設にいる⼦どもたちに
クリスマスプレゼントを贈りました。

地域の清掃、美化活動を実施

淀川、滋賀、堺、⿅島製作所では、⼯場周辺の清掃や除草活動に取
り組んでいます。
淀川製作所では「クリーンアップ作戦」として地域清掃活動を継続
し、2015年は延べ1,303名の従業員が参加しました。また、淀川製作
所の境界を巡る⽔路の清掃を、地域の「⽔路を守る会」と共同で実施
しています。2015年度は豪⾬⽔害リスクの増加、⾼齢化による清掃担
い⼿の不⾜といった地域の⽅々からの声を受けて、年1回の開催から、
春・秋の年2回の開催とし、部課⻑、労組、寮、係⻑会や協⼒会社も含
めて137名が参加しました。
堺製作所では「堺市まち美化促進プログラム」に基づき、⽉1回、従
業員全員が交代で地域清掃・美化活動に参加しています。⾦岡⼯場で
は⼯場周辺緑化と清掃活動を、臨海⼯場では⼯場周辺と道路中央分離帯のゴミ回収活動を実施し、それぞれに毎回、50
名程度が参加しています。
滋賀製作所でも「ゴミゼロ作戦」として年3回の周辺地域の清掃活動を実施し、延べ1,500名が参加しています。
⿅島製作所でも「製作所清掃」として⽉1回の製作所外周の清掃活動と年1回の除草活動を実施し、延べ210名が参加
しています。
東京⽀社でも、2015年12⽉に東京都港区とアドプトプログラムの協定を締結し、2016年1⽉より⽉1回、JR品川駅
港南⼝周辺の清掃活動を実施しています。2016年1⽉〜3⽉の延べ参加者数は71名でした。

地域社会との交流（海外）

世界各地で地域に貢献する活動を実施

各地域のニーズに応じた貢献・交流活動に取り組んでいます。
地域に根ざす企業をめざすダイキングループでは、住⺠の⽅々により深くご理解をいただけるよう、海外の⼯場でも
積極的に⼯場⾒学を受け⼊れています。
また、海外の各拠点の従業員ボランティアが、周辺地域や景勝地での清掃活動に参加しています。

市⺠活動⼀覧（P268）
サイトレポート（http://www.daikin.co.jp/csr/report/site_data/index.html）
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製作所の安全・防災対策

消防活動⽀援

拠点 活動の名称 活動概要／実績など

堺製作所 ⾃衛消防組織の結成 防災体制として、製作所が⾃衛消防本部を、各部⾨において⾃衛消防
組織を構築。

淀川製作所

「摂津市機能別消防分団」への⼊団

全国初の取り組みである「摂津市機能別消防分団」に淀川製作所から
13名が⼊団。2010年1⽉以降、摂津地域内における⼤災害の際に、製
作所所有の消防⾞を使⽤して駆けつけ、摂津市消防本部の指揮下で消
防活動を⽀援する。
2015年1⽉に摂津市消防出初式に参加。 

滋賀製作所 ⾃衛消防組織の結成 防災体制として、製作所が⾃衛消防本部を、各部⾨において⾃衛消防
組織を構築。

⿅島製作所 ⾃衛消防組織の結成 災害時には消⽕、誘導、救出、情報の各班が⾃衛消防組織として組織
される。消⽕班は公設消防到着までの初期消⽕にあたる。

草加事業所 ⾃衛消防組織の結成
各部⾨において⾃衛消防隊を組織。
事業所防災訓練（年2回、4・11⽉に開催）で避難・消⽕訓練を実
施。

つくば研修所 ⾃衛消防組織の結成 つくばに勤務する全部署において⾃衛消防隊を組織。年1回消防署と合
同で避難訓練および消⽕訓練を実施。

本社 ⾃衛消防組織の結成 防災体制として、本社、江坂に⾃衛消防隊を組織。消防訓練を定期的
に実施。

東京⽀社 ⾃衛消防組織の結成 各部⾨において⾃衛消防隊を組織。年1回JR品川イーストビル主催の
総合防災訓練に参加し、避難訓練および消⽕訓練を実施。
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近隣企業・住⺠との連携

拠点 活動の名称 活動概要／実績など

堺製作所 近隣企業との連携
臨海⼯場では、堺・泉北臨海特別防災地区協議会（17社）に加盟し、
近隣企業と定期的に会合を持ち、緊急時の連絡体制網を確⽴しなが
ら、通報訓練や特防協総合防災訓練に参加している。

淀川製作所 「地域駆けつけ隊」の編成 近隣在住の従業員110名を登録。⾃宅、会社その他事情に応じ、臨機
応変に編成。

滋賀製作所
被害住⺠の救出⽀援体制の構築

被災者救出について⾃治体と協⼒。
近隣地域住⺠への避難場所の提供（製作所グラウンドの開放な
ど）。

災害時の消防活動等⽀援 産業医の派遣、⾃衛消防隊の派遣、避難所の提供を⾏うこととする。

⿅島製作所 近隣企業との連携 地域の連携組織の幹事として、近隣企業とも連携して地域および⾏政
の窓⼝となる。

草加事業所
「地域防災協定」締結

2000年に草加事業所、草加市、5隣接地域町会の3者で「地域防災協
定」を締結。
⼤地震発⽣直後の地域⽀援策を平常時から3者間で協議し、協定を締
結。
企業が地域住⺠と⾃治体との災害⽀援の架け橋を担うものとして、内
閣府の中央防災会議における専⾨調査会で評価され、推奨されていま
す。

地域合同防災訓練の実施 防災協定に基づく具体的な活動として、近隣町会との合同防災訓練を
実施。2016年5⽉、627名参加。

つくば研修所 近隣企業との連携 ⻄部⼯業団地連絡協議会に参画し、環境推進・防災体制・献⾎活動な
どの情報を共有。

東京⽀社 近隣企業との連携
JR品川イーストビル防⽕・防災管理協議会主催の合同テナント会議
（7⽉）への出席、飲⾷店舗での防災訓練（3⽉）へのオブザーバー参
加を通して、ビル全体の防災体制を確認。
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地域の安全への貢献

拠点 活動の名称 活動概要／実績など

本社 地域の安全活動への協⼒
近畿警察管区「曽根崎友の会」を通じた「24時間安全の街・曽根崎」
への取り組み。
曽根崎交通安全協会に参加。

堺製作所

地域の安全活動への協⼒ 北堺警察防犯協議会、北・⻄堺交通安全協会への参画。
北消防署防災協会への参画。

⼦ども110番駆け込み窓⼝ 事業場として登録。 

防災訓練 堺・泉北臨海特別防災地区協議会主催の地域防災合同訓練に参加。

淀川製作所

総合防災訓練の実施（地域の消防、警察も参
画）

災害鎮静化、安否（避難）確認、地震訓練等、防災訓練の実施（年3
回）。
空気呼吸器装着、消⽕栓操法競技会の開催（年1回）。

地域の安全⾏事への参加

⼤阪府、摂津市防災訓練に参画（各年1回）。
歳末夜警への参画。
全国（春季・秋季）⽕災予防運動の啓発活動へ参画。
全国交通安全啓発運動への参画。

安全講習会開催 取引先様への安全講習開催（所内交通ルールの徹底、年2回）。
警察より講師を招き、従業員対象に交通安全講習会開催(年1回)

⼦ども110番駆け込み窓⼝ 事業場として登録。

滋賀製作所

防災訓練 構内・寮の防災訓練（年1回）、消⽕器操法訓練⼤会（10⽉）、⼯場
防災訓練（6⽉、11⽉）、震災時の避難訓練。

防⽕保安協会への参画 消防局・消防署・防災研究会に参加。

地域の安全⾏事への参加

湖南消防本部：防災総合訓練⼤会に参加。

⿅島製作所

防災訓練 防災訓練（年2回）、消⽕栓操法協議会の訓練（年1回）、広報訓練
（年1回）。

地域の安全⾏事への参加

⼯業団地の企業連として消防本部との合同防災訓練（年1回）。
企業連として消防署員、労基署員、警察署員を講師に研修会を年1回、
各々開催し、保安・防災意識の向上を図っている。

（救急救命訓練）
消防署・労基署・警察署などの防災研究会に参加。

安全講習会開催 警察署から講師を招き、交通安全研修会を開催。所員の安全運転マ
ナーを向上（年1回）。

草加事業所
「無事故無違反コンテスト」 例年、警察署主催の「無事故無違反コンテスト」に参画。

地域合同防災訓練の実施 近隣5町会との合同防災訓練を毎年5⽉に実施。

東京⽀社
警視庁管内特殊暴⼒防⽌対策連合会への参画 定例総会、研修会への参加および各種依頼への対応。

地域の防災訓練への参画 JR品川イーストビル防⽕・防災管理協議会主催の総合防災訓練への参
加。
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災害時の施設活⽤と被災時備品の確保

拠点 活動の名称 活動概要／実績など

堺製作所  
被災時備品の確保 災害時に備え、緊急⽤備品として、⽔・⾷料・防災⽤品など備品を確

保。

機材の貸し出し 消防協⼒事業場の登録（緊急時には地域へのフォークリフト等を貸し
出し）。

淀川製作所

災害時の施設活⽤と近隣住⺠向けの被災時備
品の確保

（⼯場⾒学懇談会で防災備品庫備蓄品の確
認）

事業場施設（消防⾞、防災機器、⼈員派遣など）の有効活⽤
⼤規模地震災害に備え、近隣住⺠向けの被災時備品の充実
防災資器材を主要な建屋ごとに配備

滋賀製作所 被災時備品の確保 被災時備品の設置（⾮常⾷、飲料⽔、懐中電灯、簡易トイレ、⽑布な
ど）。

⿅島製作所

緊急⽤資材、⾮常⽤⾷料の確保

緊急⽤資材（防毒マスク、懐中電灯、メガホンなど）の準備と従業員3
⽇分の⾮常⽤⽣活⽤品（⾷料、飲料⽔、簡易トイレ、⽑布など）の備
蓄。物流事故を想定した緊急資材の拡充。

草加事業所
被災時備品の確保
地域合同防災訓練の実施

⽔、⾷料、防災⽤品等を備蓄。
近隣地域との合同防災訓練での展⽰、訓練。

つくば研修所 被災時帰宅困難者⽤備品確保 従業員および講習会受講⽣の3⽇分の⾷糧、飲料と被災時備品（懐中電
灯、簡易⽑布、ガスコンロ、簡易トイレ等）の備蓄。

本社
災害備蓄品の確保 本社、江坂ビル対象に防災備蓄品を購⼊、配備。消防訓練時に使⽤⽅

法の確認、訓練の実施（特に救助器具について）。

本社、江坂、福岡、名古屋、広島へのAED設
置

安全衛⽣委員会および⼈事本部が主導となり、本社管轄の各拠点に
AEDを設置。

東京⽀社

被災時備品および災害備蓄品の確保および
AED業務従事者の確保

被災時備品（ヘルメット、⼿袋、タオル、担架など）の定期点検
の実施。
東京都帰宅困難者対策条例（施⾏：2013年4⽉）に基づき、400
名×3⽇間分の防災備蓄品（⾮常⾷、⾮常飲料⽔）を確保。⼀⽅、
家庭の事情等でどうしても徒歩で帰宅せざる得ない⼈のために帰
宅⽀援グッズ約60名分を⽤意。
近隣消防署を招き、普通救命講習会を開催（1回／年）。⼀⼈でも
多くの救命技能認定者（AED業務従事者）の確保をめざす。
2014年6⽉ AEDを導⼊。
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地震対策

拠点 活動の名称 活動概要／実績など

堺製作所

⾼潮・津波対策
耐震補強と避難訓練  

⾼潮・津波発⽣を想定した⾏動基準の作成。
備品の確保。
敷地内の建屋の耐震診断、完了。計画通り、補強⼯事中。
地震・津波を想定した繰返し訓練の実施（初動・避難・夜間・孤
⽴後の対応・初期消⽕・救助活動）

淀川製作所

地震想定・規模の⾒直し
耐震補強
インフラ喪失対応
避難・緊急処置

【地震対策の基本⽅針】 ・・・⼈命第⼀、保安の確保
■ 「震度6強」対応 ： 現⾏耐震基準とし主要建屋の補強完了
（2009年度）
■ 「浸⽔2メートル」対応 ： 電源等のインフラ喪失対策

浸⽔まで（2時間以内）に緊急処置を完了、化学プラントを安全な
状態に収め、⾼所へ避難

1. 

⾃前の⾮常⽤電源で、危険薬品を封じ込め・無害化し放出、安全
に停⽌（⽌める・冷やす・封じ込める）

2. 

防災訓練（年3回の継続）
所全体の避難訓練実施（避難場所⇒⾼所）

⼀⻫避難と安否確認を2時間以内で実施
防災資機材の使⽤、⾮常持出し等の検証
夜間対策の検証
設備・機器の緊急停⽌・処置訓練

設備・機器等の転倒防⽌対策
統⼀基準（指針）の策定 （全事業場へ展開）
部⾨単位で対策実⾏（2014年度完了予定）

ハザードマップ作成（危険源・避難）
避難経路・避難場所、危険源の特定⾒直し
所全体の避難経路・避難場所⾒直し

緊急処置マニュアル
連絡⼿段の確保

衛星電話設置（事業場間の連絡）
無線機の導⼊（部⾨間および本部に各1台）

滋賀製作所 耐震補強と避難訓練

耐震補強⼯事完了（⾷堂、1⼯場、2⼯場、製品倉庫）、補強⼯事
の実⾏中（部品倉庫、治⼯具⼯場）
避難訓練の実施。（防災1回、⽕災2回）
防災無線機の設置（構内21台 ＋ ⼭寺社宅1台） 

⿅島製作所 津波対策

⼤津波警報発令時の避難場所を⾼所2ヵ所設定。

避難訓練を実施。

草加事業所
事業所防災訓練の内容⾒直し
製品保管ルールの⾒直し
什器の転倒防⽌対策

事業所防災訓練の内容⾒直し（被災経験を元に避難経路等を変
更）。また、地震に特化した避難訓練を実施（4⽉、11⽉）
被災経験をもとに製品の保管ルールを⾒直し。
事務所内の什器類を中⼼に転倒防⽌対策を実施。

- 257 -
地域社会



拠点 活動の名称 活動概要／実績など

つくば研修所 耐震補強と防災訓練の実施 転倒防⽌対策実施。
⼤規模地震（震度6弱）発⽣時の総合防災訓練の実施。

本社 地震リスク対策の推進
地震リスク対策推進＜地震に対応した建屋の移転計画策定、津波対
策、危機管理の充実計画策定＞についての連絡書を各事業場、各関係
会社に発⾏し、対策を推進。

東京⽀社 耐震補強と避難訓練、帰宅困難者対策

キャビネット、什器類およびキャスター付製品（複合機、レー
ザープリンタ、シュレッダー等）の転倒防⽌対策を実施。
JR品川イーストビル防⽕・防災管理協議会主催の総合防災訓練へ
の参加（9⽉）
衛星電話の通話訓練の実施（9⽉）
夜間・休⽇に災害が発⽣したとき、災害対策本部の設⽴に先⽴
ち、JR品川イーストビルの被災状況を先⾏で確認するために出動
する“⾮常動員者”を任命。
地震発⽣時の初動対応を⽰した⾏動指針を策定。品川イーストビ
ル勤務中での⼤地震発⽣は、原則ビル内待機であること、また、
基幹職に求める安否確認⾏動を明⽂化。

台⾵対策

拠点 活動の名称 活動概要／実績など

⿅島製作所 「台⾵対策会議」 台⾵が発⽣、接近するたびに「台⾵対策会議」を開催。プラント設備
の安全運転・予備的停⽌などの判断と各種事前対策を実施。

安否確認システム

拠点 活動の名称 活動概要／実績など

堺製作所 「安否確認システム」 「安否確認／⼀⻫通報サービス」を使⽤し、確認体制を構築。
1回／年の応答訓練を実施。

淀川製作所 「安否確認システム」 災害発⽣後約20分で所内の⼈員安否が把握できる体制を確⽴。
捜索・復旧に備え、防災資器材を主要な建屋ごとに配備。

滋賀製作所 「安否確認システム」
災害発⽣後従業員の⼈員安否が把握できる体制を確⽴。
安否確認システム稼働による返信訓練の実施（1回／四半期ご
と）：2013年12⽉より実施。

⿅島製作所 「安否確認システム」 災害発⽣後従業員の⼈員安否が把握できる体制を確⽴。
安否確認システム稼働による返信訓練の実施（1回／年）

草加事業所 「安否確認システム」 安否確認システム稼働による返信訓練の実施（2回／年）。 

つくば研修所 「安否確認システム」 安否確認システム稼働による返信訓練の実施（1回／年）、および安否
確認システム稼働時都度の応答チェック。

本社 「安否確認システム」 災害発⽣後従業員の⼈員安否が把握できる体制を確⽴。
現在、システムの強化策を策定中。

東京⽀社 「安否確認システム」

安否確認システム稼働による返信訓練の実施（2回／年）、および安否
確認システム稼働時都度の未応答者のチェック。
休⽇・夜間に災害が発⽣したときの東京⽀社の従業員と⾮常動員者、
さらには東京⽀社安全衛⽣委員会間どうしの緊急連絡⼿段として、安
否確認システムの⼀⻫通報機能を使⽤する体制を確⽴。⼀⻫通報機能
による返信訓練の実施（2回／年）。
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関⻄フィルハーモニー管弦楽団

地域社会

地域共⽣―芸術・⽂化振興への貢献地域共⽣―芸術・⽂化振興への貢献

考え⽅

芸術・⽂化の振興のために、ダイキン⼯業は「ダイキン⼯業現代美術振興財団」を設⽴し、国⽴国際美術館が⾏う展
覧会、講演会、学術研究、出版事業などの活動を⽀援しています。また、海外でも⾳楽会への協賛などを通じて現地⽂
化の振興に貢献しています。

⽇本での取り組み

ダイキン⼯業現代美術振興財団を設⽴

優れた芸術は国境を越え⺠族の枠を越えて、⼈々に感動を与える⼒を持って
います。ダイキン⼯業では、「できるだけ多くの⽅々に国内のみならず世界中
の芸術や⽂化に触れ、感動できるような場を提供したい。真の創造⼒に触れる
機会を作りたい」との想いから、美術や⾳楽の振興に⼒を注いでいます。
ダイキン⼯業は創業70年（1994年10⽉25⽇）を記念し、1996年3⽉に財
団法⼈ダイキン⼯業現代美術振興財団を設⽴しました。基本財産として初年度
に2億円、さらに3年後に2億円を追加し、そして創業80周年を迎えた2004年
には、同財団に1億円を追加し、現在までに累積5億円を寄付しています。
同財団は、国⽴国際美術館の事業を調査・研究から展⽰、講演会などに⾄る
まで幅広くバックアップしています。
2013年4⽉には公益財団法⼈に移⾏。2016年3⽉には財団創⽴20周年を迎
えました。これを契機に財団主催の事業を積極的に展開し、ダイキン⼯業発祥
の地、⼤阪の⽂化・芸術のさらなる活性化につなげたいと考えています。

NPO法⼈関⻄フィルハーモニー管弦楽団を⽀援

ダイキン⼯業は、⼤阪に拠点を置き活動するプロ・オーケストラ、
関⻄フィルハーモニー管弦楽団の活動を⽀援しています。同楽団は
1970年に発⾜し、2003年には特定⾮営利活動法⼈（NPO法⼈）に移
⾏。地元練習場での「コミュニティーコンサート」を⾏うなど地域密
着を重視し、関⻄出⾝の若⼿アーティストの起⽤にも積極的に取り組
んでいます。
2004年からは当社会⻑が同楽団の理事⻑を務め、地元⼤阪・奈良・
京都・兵庫でダイキン⼯業主催の公演を⾏うなど、同楽団の活動を⽀
援しています。
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中国でのコンサート

海外での取り組み

ダイキンインダストリーズチェコ社では、ピルゼン・フィルハーモ
ニー管弦楽団を⽀援しています。
⼤⾦（中国）投資有限公司でも、芸術・⽂化の振興を⽬的としたコ
ンサートを2007年から毎年開催しています。

芸術・⽂化振興⽀援⼀覧（P266）
サイトレポート
（http://www.daikin.co.jp/csr/report/site_data/index.html）
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アマチュア⼤会からはプロとして活躍する選⼿も誕⽣

第29回⼤会優勝 テレサ・ルー選⼿

地域社会

地域共⽣―スポーツ振興への貢献地域共⽣―スポーツ振興への貢献

考え⽅

スポーツの振興のために、ダイキングループは地元のスポーツチームのスポンサーやスポーツ⼤会の協賛などに取り
組んでいます。特に、⽇本の⼥⼦プロゴルフトーナメント開幕戦である「ダイキンオーキッドレディスゴルフトーナメ
ント」の主催を30年近くにわたり継続しています。

⽇本での取り組み

ゴルフを通して沖縄と本⼟との交流の架け橋になりたいという思いを込め、毎年春に沖縄で開催される⽇本⼥⼦プロ
ゴルフトーナメント開幕戦「ダイキンオーキッドレディスゴルフトーナメント」（以下、「ダイキンオーキッド」）を
主催しています。

ダイキンオーキッドレディスゴルフトーナメント
沖縄とともに未来に向かって⾶躍する⼤会“Ever onward with OKINAWA”を主催

ダイキン⼯業では、スポーツによって⼈との交流の輪を広げ、活⼒
に満ちた社会を実現することをめざし、⼥⼦プロゴルフトーナメント
「ダイキンオーキッド」を主催しています。スポーツ振興を通じて沖
縄の発展の⼀助となればと願っています。

1988年に⽇本⼥⼦プロゴルフツアーの開幕戦として産声を上げた本
⼤会は、沖縄とともに未来に向かってたくましく⾶躍したいとの思い
をこめて、⼤会理念として「Ever onward with OKINAWA」を掲げ
ています。

地元アマチュア選⼿にダイキンオーキッドレディスへの出場機会を提供

「ダイキンオーキッド」では、沖縄ゴルフ界の発展と活性化に少し
でも寄与したいという願いのもと、1997年から競技をオープン化し、
沖縄のアマチュア選⼿にトッププロとともにプレーするチャンスを提
供しています。

本戦への出場選⼿の選考を兼ねた「ダイキンオーキッドレディスア
マチュアゴルフ選⼿権」からは、宮⾥藍さん、諸⾒⾥しのぶさん（ダ
イキン⼯業所属プロ）、宮⾥美⾹さんなど、現在活躍する多くのプロ
選⼿が⽣まれています。また、ゴルフが2016年のオリンピックから正
式種⽬に復帰したことを機に、本戦への出場枠を4名から5名に拡⼤。
オリンピックでの活躍が期待される世代のアマチュア選⼿にプロの厳
しい試合を経験できる場を提供しています。
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オーキッドバウンティ贈呈式

ピルゼン・ホッケーチームに関する
書籍の出版を⽀援

「沖縄と本⼟の架け橋となりたい」と考えて

本⼤会前に⾏われる前夜祭とプロアマ⼤会は、本⼟と沖縄の経済⼈が交流を深める場として定着しています。こうし
た交流の中から、沖縄のさらなる発展について考える「沖縄懇話会」が発⾜しました。「沖縄懇話会」には著名企業の
トップやトップ経験者が参加し、沖縄振興開発への提⾔や各種フォーラムの開催などを活発に⾏っています。

2014年には「沖縄懇話会」の議論がきっかけとなり沖縄⼤交易会が開催されました。沖縄の国際物流ハブ化を推進
することにより、⽇本全国の特産品などの海外販路拡⼤に資することが期待できます。

地元ボランティアの⽅々のご協⼒で運営

⼤会では沖縄県南城市を中⼼とした地元の皆様に、ボランティアとして運営に参加していただいています。1997年
から始まったこの取り組みは2015年度も継続し、延べ567名の地元の⽅々のご協⼒を得られるまでになりました。毎
年、感謝のしるしとして、地元⽟城中学校に図書を寄贈しています。

「オーキッドバウンティ」は沖縄の⽂化・スポーツを⽀援

「オーキッドバウンティ」は、「ダイキンオーキッド」のプロアマ
⼤会出場の皆様のご理解とご⽀援のもとに浄財を募っています。これ
は主催者の寄付⾦と合わせて、⼤会開催地である沖縄県の芸術・⽂
化・スポーツ・教育等の振興に携わる個⼈・団体等の活動を⽀援する
⽬的で贈呈されています。

2016年には、沖縄県の11の個⼈・団体を選定し、総額570万円を贈
呈。1995年からの⽀援累計額は1億2,960万円になりました。

地元中学⽣をトーナメントに招待

⼤会では、多くの⼦どもたちにゴルフを通じてさまざまなことを学び感じてもらおうと、地元⽟城中学校の⽣徒を
トーナメントに招待しています。2015年度は1年⽣約125名を招待しました。

⼥⼦プロゴルファーたちによる真剣勝負を観戦するだけではなく、グリーンキーパーやマスコミ、トーナメントを運
営している⼈々の働きぶりを⾒学するなど、総合学習としての役割も担っています。

海外での取り組み

ダイキンインダストリーズチェコ社では、地元のピルゼン・ホッケーチームを応援
するために、チームに関する書籍の出版を⽀援するほか、ホッケーの試合のチケット
を購⼊し、従業員に配布しました。また、ピルゼン・チェコ・ハーフマラソンにも協
賛しています。

スポーツ振興⽀援⼀覧（P267）
サイトレポート（http://www.daikin.co.jp/csr/report/site_data/index.html）
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地域社会

社会貢献活動⼀覧社会貢献活動⼀覧

環境保全⼀覧

拠点 ⽀援先・⽀援内容

ダイキン⼯業株式会社（⽇本）

“空気をはぐくむ森”プロジェクト
知床・インドネシア・カンボジア・中国・インド・ブラジル・リベリアで森林保全

⼤阪府⾼槻市原城⼭の森づくり
⼤阪府茨⽊市泉原の森づくり 

ダイキンヨーロッパ社

植樹活動に従業員とその家族が参加

⾃宅と職場でエネルギー使⽤量削減に取り組む「Energy Hunt」キャンペーンに参加

環境負荷の削減のため、1週間、通勤に⾃転⾞や公共交通機関を使⽤する「Mobility Week」を実
施
⾃転⾞の貸し出しなど

ダイキンインダストリーズチェコ社 幼稚園児向けの環境教育プログラムを実施

ダイキンエアコンディショニングUK
社

植樹によるCO2オフセットの取り組み

⼤⾦空調（上海）有限公司 ⼯業区内の植樹活動
省エネ知識の宣伝活動

⻄安⼤⾦慶安圧縮機有限公司 地域の植樹活動に従業員が参加

⼤⾦フッ素化学（中国）有限公司
⼯場内のさくら公園解放⽇に環境イベントを実施

⼩学⽣向け環境教育

ダイキンマレーシア社 熱帯⾬林の⽣物多様性を保全するための植樹活動
環境意識を⾼めることを⽬的とした3R国際マラソンに参加

ダイキンインダストリーズタイランド
社 寺院への植樹活動

ダイキンコンプレッサーインダスト
リーズ社

⼯業区内の植樹活動
サンゴとマングローブの植樹活動

ダイキンアプライドアメリカズ社 環境教育⽀援
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教育⽀援⼀覧

拠点 ⽀援先・⽀援内容

ダイキン⼯業株式会社（⽇本）
⼩学校向け環境教育「サークル・オブ・ライフ」の実施
⼩学校向け理科実験授業の実施
⼤阪府⽴⼤学「未来の博⼠」育成ラボへの参画

ダイキン⼯業株式会社（堺製作所）

堺ラグビースクールへの⽀援
⽉3回⾦岡⼯場のグラウンドをスクールに開放
2015年度 約150名の⼩学⽣・中学⽣ラガーマンの育成に貢献

周辺⼩学校児童の社会勉強を⽬的とした⼯場⾒学の受け⼊
れ
2015年度実績：⼩学校3校、276名

ダイキン⼯業株式会社（淀川製作所）

ちびっこ剣道場の開設
週3回開催、毎回10名参加

近隣⼩学校の⼯場⾒学の実施
2015年度実績：⼩学校2校、144名

近隣中学校の職業体験受け⼊れ
2015年度実績：摂津市第四中学校2年⽣3名

ダイキン⼯業株式会社（滋賀製作所）

市内⼩学校の地域産業教育を⽬的とした⼯場⾒学の受け⼊
れ
⼩学校社会科における、『地域の産業』の教材として、市
内⼩学⽣に⾒学の場を提供
2015年度実績：⼩学校1校、215名

グラウンドの開放
運動会、野球⼤会、グラウンドゴルフ⼤会、ソフトボール⼤会などの会場として、地域住⺠の⽅に
開放

前庭の桜の花⾒に保育園の園児を招待
テニスコートの開放など

ダイキン⼯業株式会社（⿅島製作所） 地域の⼩学校への出張授業
2010年秋から、⼩学校⾼学年を対象にフッ素化学実験授業を実施

ダイキン⼯業株式会社（草加事業所） 地域住⺠の⽅にグラウンドは⼦ども・⻘少年の球技スポーツのために、ふれあい広場はグラウンド
ゴルフのために、⼟・⽇・祝⽇開放

ダイキンヨーロッパ社 インターンシップや、⼯場⾒学の受け⼊れ、学校への寄付など
⻄アフリカ・ガンビアの保育所に寄付し、施設建設を⽀援

ダイキンエアコンディショニングベル
ギー社 インターンシップや、⼯場⾒学受け⼊れなど

ダイキンインダストリーズチェコ社 インターンシップや、⼯場⾒学受け⼊れ、エアコンの寄贈など

ダイキンデバイスチェコ社 学⽣向けの⼯場⾒学、研修⽣の受け⼊れ、⽇本語授業提供、⼤学との連携

ロテックス社 インターンシップや、⼯場⾒学受け⼊れなど
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拠点 ⽀援先・⽀援内容

ダイキンケミカルフランス社 インターンシップや学校への寄付

ダイキンエアコンディショニングフラ
ンス社 インターンシップ

ダイキンエアコンディショニングイタ
リア社 ソーラーデカスロンへの⽀援

ダイキンエアコンディショニングポー
ランド社 インターンシップや、空調関連の学⽣向けの研修を実施

ダイキントルコ社
インターンシップや、⼯場⾒学受け⼊れ、奨学⾦の提供など

⼤学との産学共同研究、⼤学での講演会

⼤⾦（中国）投資有限公司

⼤学と共同で「復⾦創新型基⾦」を設⽴
⼤学⽣向けのマルチエアコン講座を実施
⼤⾦空調杯中国制冷⼤学⽣科学技術コンテストに協賛
内装デザイナーコンテストを実施

⼤⾦空調（上海）有限公司
⼤学⽣向けインターンシップ、⼯場⾒学受け⼊れ、セミナー開催など

職業訓練校に「ダイキン学級」を設置
奨学⾦の提供

⼤⾦空調（蘇州）有限公司 ⼯場⾒学の受け⼊れ

⼤⾦機電設備（蘇州）有限公司 提携⼤学への教育⽀援

⼤⾦フッ素化学（中国）有限公司
⼯場⾒学の受け⼊れ

地元の⼩学校、中学校に奨学⾦を提供

⼤⾦フッ素塗料（上海）有限公司 ⼯場⾒学の受け⼊れ、⼩学校への寄付

ダイキンマレーシア社

地元の⼤学や、海外の⼤学に通うマレーシア⼈学⽣50名のインターンシップ受け⼊れ

学⽣向け⼯場⾒学受け⼊れ、延べ171名が参加

奨学⾦を提供
学校の図書館にエアコンを寄付

ダイキンインダストリーズタイランド
社

⼤学⽣の⼯場⾒学の受け⼊れ
⼩学校に寄付

ダイキンコンプレッサーインダスト
リーズ社

⼩学⽣から⼤学⽣まで300名以上の⼯場⾒学受け⼊れ

1⽉の⼦どもの⽇にアマタ市の⼯業団地に奨学⾦を寄付

ダイキンインド社 学校の壁やドアの修繕、飲料⽤⽔施設やトイレ・扇⾵機の設置、机やいすの提供など

ダイキンオーストラリア社 教育センターへ製品の寄付

ダイキンアメリカ社
⼤学と提携し奨学⾦を提供
地域⾼校⽣を対象とした⽇本でのホームスティプログラムを実施
インターンシップの受け⼊れ

ダイキンアプライドアメリカズ社 インターンシップの受け⼊れ、奨学⾦の提供
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芸術・⽂化振興⽀援⼀覧

拠点 ⽀援先・⽀援内容

ダイキン⼯業株式会社（⽇本）

国⽴国際美術館

関⻄フィルハーモニー管弦楽団

関⻄⼆期会オペラ賛助会

⼤阪フィルハーモニー協会

⽇本テレマン協会後援会

東京⼆期会

新⽇本フィルハーモニー交響楽

NHK交響楽団

新国⽴劇場

企業メセナ協議会

上⽅⽂化芸能運営委員会

全⽇本⾼等学校ギター・マンドリン⾳楽振興会

国⽴国際美術館友の会

宝塚歌劇を後援し激励する会

⼤阪能楽養成会後援会

⼤阪交響楽団（⼤阪シンフォニカー協会）

国⽴⺠族学博物館

モーツアルト室内管弦楽団後援会

アートストリーム2014

狂⾔⾵オペラ公演2014

堂島薬師堂

懐徳堂記念会

⼤阪ワッソ⽂化交流協会

正倉院展

⽇本⾚⼗字社⼤阪⽀部

御堂筋イルミネーション

国際⾒本市 LIVING & DESIGN 2014

劇団四季

ダイキンインダストリーズチェコ社
ピルゼン・フィルハーモニー管弦楽団

若いプラハ⼈のための国際⾳楽フェスティバルに協賛

ダイキンアプライドヨーロッパ社

ローマ皇帝カリギュラの銅像復元に協⼒

⼤⾦（中国）投資有限公司 芸術・⽂化の振興を⽬的としたコンサートを2007年から毎年開催

ダイキンアメリカ社 地元劇場への寄付

ダイキンアプライドアメリカズ社 地域の⾳楽イベントや映画祭の後援
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スポーツ振興⽀援⼀覧

拠点 ⽀援先・⽀援内容

ダイキン⼯業株式会社（⽇本） ダイキンオーキッドレディスゴルフトーナメント

ダイキンインダストリーズチェコ社

ピルゼン・チェコ・ハーフマラソンを⽀援

ピルゼンホッケーチームに関する書籍の出版を⽀援

ダイキンアプライドヨーロッパ社

ドラゴンボートクラブ・クルー世界選⼿権⽀援

ダイキンセントラルヨーロッパ社

障がい者の⾞いすテニス⼤会に協賛

ダイキンアメリカ社 野球・ソフトボール⽤の競技場の建屋建設に寄付
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市⺠活動⼀覧

拠点 ⽀援先・⽀援内容

ダイキン⼯業株式会社（堺製作所）

盆踊り⼤会の開催

地域清掃活動（アドプトロード活動）継続
「堺市まち美化促進プログラム（アドプト制度）」に基づ
き、従業員全員が交代で⽉1回地域清掃・美化活動に参加
⾦岡⼯場では⼯場周辺緑化と清掃活動、臨海⼯場では⼯場
周辺と道路中央分離帯のゴミの回収を実施

騒⾳対策
操業を感じさせない静かな⼯場の維持のため、夜間パトロールによる騒⾳、振動チェック
⼯場周辺に防⾳壁を設置するとき、圧迫感を避けるために要所に透明の防⾳ガラスを使⽤するとと
もに植樹

景観配慮
隣接⾼層マンションからの景観に配慮し、⼯場屋上のサビの除去、塗装を実施

ダイキン⼯業株式会社（淀川製作所）

盆踊り⼤会の開催

清掃
事業場周辺清掃活動（⽉1回）
⽔路清掃活動への参画（年2回）
正⾨・⻄⾨周辺（バス停付近）の清掃（毎⽇）

都市景観づくり
「チューリップアートin摂津」への協賛
摂津市環境フェスティバルにて企業の部⾨で優秀賞を受賞

ダイキン⼯業株式会社（滋賀製作所）

盆踊り⼤会の開催

除草・清掃
社外の側道に伸びている草の除去、清掃を毎年実施

清掃
⼯場周辺のゴミ収集活動。（年3回）

緑化
敷地内外の、緑化、除草管理、桜並⽊の維持管理
2010年度は滋賀創⽴40周年を記念して、構内に桜40本を
植樹したほか、草津市へ桜の成⽊を寄贈
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拠点 ⽀援先・⽀援内容

ダイキン⼯業株式会社（⿅島製作所）

納涼祭の開催
製作所周辺清掃
清掃員（週2回）、製作所清掃⽇（⽉1回）

企業連合による⼯業団地内清掃に参加
年2回「波崎地区企業連絡会」（24社）で⼯業団地内の清掃を実施

ダイキン⼯業株式会社（草加事業所） 盆踊り⼤会の開催、事業所周辺清掃（年２回）、地域合同防災訓練、 献⾎活動

ダイキンヨーロッパ社

盆踊り⼤会の開催

献⾎活動

「シャンティ・シャンティ」と⾔う⾳楽の⼒で⼦どもたちを⽀援する団体をサポート

慈善団体への寄付

近隣の海岸の清掃活動

ダイキンインダストリーズチェコ社 ペットボトルキャップを収集し少⼥患者治療のために寄付

ダイキンデバイスチェコ社
従業員がクリスマスにチャリティ活動を実施し、孤児院に寄付
⼯場周辺の清掃活動
ビタミン剤を孤児院に寄付

ダイキンケミカルネザーランド社
ペットボトルキャップを収集し、介護⽝トレーニングセンターに寄付

切⼿やペットボトルキャップを収集し、盲導⽝や遺伝性疾患の⼀種である嚢胞性線維症の患者への
⽀援のために寄付

ダイキントルコ社

WWFの絶滅危惧種保護のために寄付

⼥性の社会進出運動「サクラプロジェクト」に協賛

登⼭道の清掃活動

⼤⾦空調（上海）有限公司

盆踊り⼤会の開催

献⾎活動

ボランティア隊の結成

⻄安⼤⾦慶安圧縮機有限公司 地域の環境キャンペーンに従業員40名が参加し、ゴミ拾いを実施

⼤⾦フッ素化学（中国）有限公司

揚⼦江周辺の清掃活動

献⾎活動

児童施設を訪問し寄付

⼤⾦フッ素塗料上海有限公司 ⼯場周辺の清掃活動
⽣活困難家庭への慰問

ダイキンマレーシア社 献⾎キャンページを実施し、従業員192名が参加

ダイキンインダストリーズタイランド
社

病院や警察にエアコンを寄贈

タイ⾚⼗字社への献⾎活動

「⼦どもの⽇」に、⼦どもたちのためのイベントやプレゼントを実施

海岸の清掃活動
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拠点 ⽀援先・⽀援内容

ダイキンコンプレッサーインダスト
リーズ社

学校などにエアコンを寄贈
学校に遊び場や、農業活動を⽀援するための⽔タンクや電動ポンプを寄付 知的障がい児のための
⽇⽤品の寄付

タイ⾚⼗字社への献⾎活動

ダイキンインド社 献⾎活動
クリケットアジアカップの試合観戦に地元の⼩学⽣を招待

ダイキンオーストラリア社

重要な役割を担っている地域のライフセーバー「Summer of Surf」を⽀援

NSW Police Legacyを⽀援し「⼦ども安全ハンドブック」の制作をサポート

クリスマス会を開催し集まった収益⾦を⼩児科病院に寄贈
トイドライブを実施し、クリスマスに家庭内暴⼒の避難施設にいる⼦どもたちにおもちゃを寄贈
フードバンクを実施し、慈善団体に⾷品を寄贈

ダイキンアメリカ社

盆踊り⼤会の開催

1994年から、募⾦を⾮営利団体に寄付する団体United Wayを通して、地域コミュニティに貢献
チャリティーゴルフ⼤会を開催

廃塗料や化学物質、オイル、蛍光灯などの適正処理・回収・再利⽤のための「ケミカル・コレク
ション・デー」に従業員ボランティアが参加

従業員ボランティアがホスピス患者のために庭仕事をお⼿伝い
⼥性の指導⼒を発展させる「ガールフレンド・ガラ」を従業員が⽀援
障害のある⽅々のクリスマスやイースターなどのパーティーを⽀援

ダイキンアプライドアメリカズ社 United Wayを通して、地域コミュニティに寄付

災害⽀援⼀覧

拠点 ⽀援先・⽀援内容

ダイキンヨーロッパ社 2015年4⽉にネパールで発⽣した地震に対して寄付

ダイキンマレーシア社 2015年4⽉にネパールで発⽣した地震に対して寄付

ダイキンコンプレッサーインダスト
リーズ社 2015年4⽉にネパールで発⽣した地震に対して寄付
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モーニングスター
社会的責任投資株価指数に選定 

トムソン・ロイターが選出する
「Top 100グローバル・イノベーター 2015」を受賞

企業の持続可能性評価「RobecoSAM Sustainability
Award 2016」において「ブロンズクラス」および
「インダストリームーバー」に選定

サステナビリティレポート

社会からの評価社会からの評価

2016年度の受賞実績

「第5回 いきものにぎわい企業活動コンテスト」でインドネシアでの⽣物多様性保全活動が『⽇本アロマ環境協会
賞』を受賞

サステナビリティレポート2016がUCDAアワード2016 アナザーボイス賞（CSR報告書部⾨）を受賞

2015年度の受賞実績

CSR全般（SRI社会的責任投資含む）

ダイキングループ

「MSCI Sustainability Indexes」に選定

THE INCLUSION OF DAIKIN INDUSTRIES, LTD IN ANY MSCI INDEX, AND THE USE OF MSCI LOGOS, TRADEMARKS, SERVICE MARKS OR INDEX NAMES HERIN, DO NOT
CONSTITUTE A SPONSORSHIP, ENDORSEMENT OR PROMOTION OF DAIKIN INDUSTRIES, LTD BY MSCI OR ANY OF ITS AFFILIATES. THE MSCI INDEXES ARE THE
EXCLUSIVE PROPERTY OF MSCI. MSCI AND THE MSCI INDEX NAMES AND LOGOS ARE TRADEMARKS OR SERVICE MARKS OF MSCI OR ITS AFFILIATES.

社会からの評価
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ダイキン⼯業

平成27年度省エネ⼤賞「HFC-32⾼性能空調機の世界
展開による省エネルギー推進」が「経済産業⼤⾂賞」
を受賞
ビル⽤マルチエアコン「VRVシリーズ」が「省エネル
ギーセンター会⻑賞」を受賞

「 HFC-32空調機の普及による温室効果ガスの削減」
が環境省による「平成27 年度地球温暖化防⽌活動環
境⼤⾂表彰」を受賞

ダイキン⼯業、Goodman社

⽶国政府より「環境貢献企業」に認定

⼤⾦空調（蘇州）有限公司

蘇州⼯業園区経済貿易発展局、蘇州⼯業園区購買貿易
協会、蘇州⼯業園区資源省エネとエネルギー管理協会
から「グリーン⼯場賞」を受賞

ダイキングループ

グッドデザイン賞を受賞
【商品部⾨】
「うるさら7」「中国浴室・台所⽤マルチエアコン⽤
室内機パネル」「豪州向けルームエアコン」
「BMS（家庭⽤エアコンベースモデルプラットフォー
ム）の取り組み」「トルコ向け ルームエアコン」
【空間部⾨】
ダイキンオー・ド・シエル蓼科 セミナーハウス

ダイキンインダストリーズタイランド社

⼀般社団法⼈⽇本能率協会主催の2015年度GOOD
FACTORY賞で「ファクトリーマネジメント賞」を受
賞

⼤⾦（中国）投資有限公司

中国製冷学会の「2015年度トップ10新⾵ブランド」、
「2015年度トップ10中央空調ブランド」に選定

中国家電研究院より「2015年空気清浄機年会推薦商
品」に認定

中国不動産研究会、中国不動産測評センター「2016中
国不動産デベロッパートップ500社空調分野最優秀取引
先」を受賞

環境に関する評価

製品に関する評価

社会からの評価
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ダイキン⼯業

平成27年度「新・ダイバーシティ経営企業100選」
「なでしこ銘柄」に選定、「えるぼし」の最⾼位を取
得

⼤⾦（中国）投資有限公司

中国の⼈材総合サービス会社51jobの「2015中国トッ
プ組織発展戦略企業」、「2015中国トップ100模範的
⼈材活⽤企業」を受賞

ダイキンお天気カレンダーが全国カレンダー展最⾼賞
「経済産業⼤⾂賞」を受賞

「CSR報告書2015」が環境省および⼀般財団法⼈地
球・⼈間環境フォーラム主催の環境コミュニケーショ
ン⼤賞「優良賞」を受賞

⼈材に関する評価

社会貢献・広報に関する評価

ダイキン⼯業

社会からの評価
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サステナビリティレポート

データ集データ集

環境パフォーマンス報告、社会パフォーマンス報告の指標のみを集約したページです。

各データの集計範囲：
ダイキン⼯業単体 単   国内グループ会社を含む ⽇本G   海外グループ会社のみ 海外G   国内外グループ全社
を含む 全

品質・CS（顧客満⾜）

ダイキンコンタクトセンター受付件数  ⽇本G （千件）

2011 2012 2013 2014 2015

修理受付 796 751 767 715 736

技術相談 719 725 735 699 674

部品受付 325 315 324 318 312

その他 40 38 42 44 48

合計 1,880 1,829 1,867 1,776 1,770

アフターサービスの顧客満⾜度注 単

2011 2012 2013 2014 2015

総合満⾜度 4.06 4.07 4.06 4.10 4.05

注 サービス完了後1〜2週間後に、サンプリングとして抽出したお客様にアンケートはがきを送付し、回答いただく「ふれいあいアンケー
ト」の結果。5段階評価の加重平均。

製品での環境配慮

資材使⽤量  単 （ｔ）

2011 2012 2013 2014 2015

鉄  52,349 48,757 62,734 67,760 61,986

銅  6,833 7,131 14,170 14,620 13,316

アルミニウム 8,297 8,043 11,637 11,408 11,667

プラスチック類  11,319 11,348 19,130 18,499 18,369

化学製品原材料 107,165 98,187 126,346注1 122,426 122,795

梱包材  10,990 13,515 10,253注2 8,079 10,371

その他⾦属  1,754 1,446 1,264

注1 2010年度から2012年度は、PRTR対象物質と冷媒を算出対象としていましたが、2013年度からその他の原材料を対象に加えました。
注2 2013年度から分類を変更し、梱包材のうち⽊材と紙以外はそれぞれの項⽬に含めました。
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住宅⽤エアコンリサイクル実績  ⽇本G

2011 2012 2013 2014 2015

回収総数（全メーカー合計）（万台） 234 236 296 222 150

（うちダイキン製品）（万台） 20 21 28 23 25

再資源化等処理重量（ｔ） 8,998 10,523 10,783 10,369

再資源化量（ｔ） 7,776 7,947 9,313 9,661 9,419

再資源化率（％） 86 88 88 89 90

再資源化内訳

鉄（％） 40 39 38 36 36

銅（％） 8 8 8 9 8

アルミニウム（％） 7 7 7 6 5

⾮鉄・鉄混合物（％） 35 33 34 34 35

フロン（％） 0.1

その他有価物（％） 10 13 13 15 16

フロン回収量（t） 128 135 158 164 160

⽣産時の環境配慮

1）温室効果ガス排出

温室効果ガス排出量（⽣産時）  全 （万ｔ-CO2）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

エネルギー起因CO2 54 55 55 51 49 58 59 58 67 68 71

HFC 76 68 50 27 20 12 12 11 15 14 14

PFC 284 205 177 92 65 94 84 65 49 65 40

合計 414 328 282 170 134 165 156 134 130 146 126

エネルギー起因⽣産⾼あたりのCO2排出原単位 全 （％）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

2005年度を100と
した原単位 100 86 80 80 86 83 75 74 81 85 85

輸送におけるCO2排出原単位（空調）  単 （％)

2001 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

2001年度を100と
したCO2排出原単位 100 80 72 74 72 71 69 68 67 65 63

フロン回収破壊事業における破壊処理量注 ⽇本G （ｔ）

2011 2012 2013 2014 2015

廃棄時回収量 33 31 30 58 72

修理時回収量 320 345 303 317 329

注 2013年度まではダイキン⼯業単体、2014年度からは国内グループ会社を含む。
注 当社淀川・⿅島製作所を含む全国の提携破壊処理施設で破壊処理した量。
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2）エネルギー使⽤

エネルギー使⽤量 全

2011 2012 2013 2014 2015

電⼒(MWh) 586,423 568,186 633,454 662,269 725,625

都市ガス(万m3) 7,902 7,586 8,277 8,181 8,549

LPG(t) 2,606 2,946 2,726 2,630 2,770

蒸気(GJ) 658,963 285,391 721,531 738,095 792,769

⽯油(kl) 4,108 5,366 2,719 2,218 1,571

3）グリーン調達

地域別グリーン調達率注 全 （％)

2011 2012 2013 2014 2015

⽇本 96 99 95 94 96

タイ 98 98 98 98 95

中国 91 92 96 97 95

欧州 81 83 86 91 93

その他のアジア・オ
セアニア 87 90 84 76 65

北⽶ 3 3 38 39 38

全地域 84 89 84 78 65

注 グリーン調達率＝評価基準に達した取引先様からの調達額÷全調達額

4）⽔

⽔使⽤量 全 （万m3）

2011 2012 2013 2014 2015

⽔使⽤量 668 671 731 707 701

⽣産⾼あたりの⽔使⽤量原単位  全 （％）

2011 2012 2013 2014 2015

2010年度を100と
した原単位 88 89 93 91 87

排⽔量  全 （万m3）

2011 2012 2013 2014 2015

排⽔量 494 482 504 469 523
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5）⽔質汚濁物質・⼤気汚染物質排出量

⼤気汚染物質排出量  単 （ｔ）

2011 2012 2013 2014 2015

NOｘ 24 39 28 31 31

SOｘ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

VOC 426 379 386 396 381

⼤気汚染物質排出量  ⽇本G （ｔ）

2011 2012 2013 2014 2015

NOｘ 27 39 28 31 31

SOｘ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

VOC 427 380 387 397 382

⼤気汚染物質排出量  海外G （ｔ）

2011 2012 2013 2014 2015

NOｘ 75 94 77 62 64

SOｘ 30 20 5 4 6

VOC 1,139 1,152 973 926 1,006

6）化学物質排出量

PRTR法対象物質排出量  単 （ｔ）

2011 2012 2013 2014 2015

PRTR法対象物質排
出量 114 108 93 90 99

PRTR法対象物質排出量  ⽇本G （ｔ）

2011 2012 2013 2014 2015

PRTR法対象物質排
出量 115 111 95 92 101
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PRTR集計結果（取扱量1t以上の対象物質）  ⽇本G （ｔ）

2015

化学物質名
環境への排出（t） 移動量（t）

⼤気 公共⽤⽔域 ⼟壌 廃棄物 下⽔

クロロジフルオロメタン（別名HCFC-22） 53.02 0.00 0.00 0.37 0.00

ジクロロメタン（別名塩化メチレン） 31.61 0.00 0.00 3.10 0.00

1-クロロ-1,1-ジフルオロエタン （別名HCFC-142b） 9.90 0.00 0.00 0.00 0.00

トルエン 3.35 0.00 0.00 0.59 0.00

2-クロロ-1,1,1,2-テトラフルオロエタン （別名HCFC-
124） 1.40 0.00 0.00 0.00 0.00

ノルマル－ヘキサン 1.15 0.00 0.00 1.00 0.00

クロロホルム 0.84 0.00 0.00 4.10 0.00

フェノール 0.76 0.00 0.00 0.77 0.00

キシレン 0.71 0.00 0.00 0.00 0.00

ホルムアルデヒド 0.42 0.68 0.00 0.30 0.00

1,2,4-トリメチルベンゼン 0.30 0.00 0.00 0.00 0.00

ふっ化⽔素及びその⽔溶性塩 0.24 0.00 0.00 75.00 0.00

エチルベンゼン 0.20 0.00 0.00 0.00 0.00

ポリ（オキシエチレン）＝アルキルエーテル （アルキル
基の炭素数が12から15までのもの及びその混合物に限
る。）

0.02 0.00 0.00 44.00 0.25

N,N-ジメチルアセトアミド 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00

メチルナフタレン 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00

N,N-ジメチルホルムアミド 0.01 0.00 0.00 5.10 0.00

アセトニトリル 0.00 0.00 0.00 3.10 0.04

ほう素化合物 0.00 0.43 0.00 0.58 0.01

塩化第⼆鉄 0.00 0.00 0.00 8.74 0.00

アンチモン及びその化合物 0.00 0.00 0.00 1.20 0.00

メチレンビス（4,1-フェニレン）＝ジイソシアネート 0.00 0.00 0.00 1.03 0.00

亜鉛の⽔溶性化合物 0.00 0.00 0.00 0.55 0.14

りん酸トリトリル 0.00 0.00 0.00 0.05 0.00

モリブデン及びその化合物 0.00 0.00 0.00 0.03 0.00

銅⽔溶性塩（錯塩を除く。） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

アリルアルコール 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

四塩化炭素 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

ペルオキソ⼆硫酸の⽔溶性塩 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

VOC排出量  全 （ｔ）

2011 2012 2013 2014 2015

⽇本 427 380 387 397 382

海外 1,150 1,164 981 931 1,006

グループ全体 1,577 1,544 1,368 1,328 1,388
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7）廃棄物

廃棄物・再資源化物発⽣量  全 （ｔ）

  2011 2012 2013 2014 2015

廃棄物・再資源化物
発⽣量 92,639 89,690 94,865 99,890 102,653

⽣産⾼あたりの廃棄物・再資源化物発⽣量原単位  全 （％）

  2011 2012 2013 2014 2015

2010年度を100と
したグループ全体排
出原単位

96 93 93 99.8 98

廃棄物の再資源化率  全 （％）

  2011 2012 2013 2014 2015

⽇本 99.8 99.8 99.7 99.7 99.9

海外 72.3 72.6 76.6 81.5 77.8

グループ全体 82.0 81.8 83.4 86.9 83.8

環境マネジメント

環境監査の指摘数  ⽇本G （件）

  2011 2012 2013 2014 2015

  内部環境
監査

認証機関
による審査

内部環境
監査

認証機関
による審査

内部環境
監査

認証機関
による審査

内部環境
監査

認証機関
による審査

内部環境
監査

認証機関
による審査

重⼤な不適合 2 0 5 0 3 0 0 0 0 0

軽微な不適合 38 0 43 0 37 0 24 0 17 0

改善事項 219 5 229 6 194 9 157 7 136 6

ISO14001認証取得組織従業員の対象組織従業員に占める割合  全 （％）

  2011 2012 2013 2014 2015

⽇本 100 100 100 100 100

海外 83 83 84 91 93
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従業員

1）従業員数、雇⽤など

全従業員数注  単 （⼈）

2010 2011 2012 2013 2014 2015

男性 ⼥性 男性 ⼥性 男性 ⼥性 男性 ⼥性 男性 ⼥性 男性 ⼥性

従業員数 6,717 961 6,705 974 6,774 1,025 6,810 1,084 6,839 1,151 6,844 1,189

平均勤続年数 17.1 10.0 16.8 10.5 16.5 10.4 16.4 10.3 16.6 10.3 16.7 10.5

平均年齢 41.8 34.2 41.2 34.3 41.7 35.1 41.6 34.6 41.5 34.5 41.3 33.8

基幹職数 936 16 933 21 939 21 951 22 957 29 984 36

役員数 44 1 45 1 47 1 47 1 46 1 48 1

外国⼈数 30 21 34 21 38 20 38 20 47 29 52 21

注 出向者を含む
注 年度末時点の数値

地域別従業員構成⽐注  全 （⼈）

2011 2012 2013 2014 2015

会社数 従業員数 会社数 従業員数 会社数 従業員数 会社数 従業員数 会社数 従業員数

ダイキン⼯業 （単独） 1 6,550 1 6,668 1 6,733 1 6,845 1 6,870

国内グループ （ダイキン⼯業除く） 29 4,594 28 4,673 28 4,707 28 4,729 28 4,848

中国 32 12,471 34 13,824 33 16,857 32 19,044 33 18,791

東南アジア／オセアニア 37 9,377 39 10,149 40 10,739 38 10,593 38 11,237

ヨーロッパ／中東／アフリカ 59 6,466 58 6,476 57 6,605 58 6,774 59 7,175

北⽶／中南⽶ 25 4,652 48 9,608 51 10,599 54 11,194 55 11,884

合計 183 44,110 208 51,398 210 56,240 211 59,179 214 60,805

注 年度末時点の数値

離職者数・離職率  単 （⼈）

2011 2012 2013 2014 2015

男性 204 266 236 247 254

⼥性 42 49 56 48 59

計 246 315 292 295 313

離職率 3.9% 4.0% 3.7% 3.7% 3.9%

定期採⽤者数と⼥性採⽤者⽐率注  単 （⼈)

2011 2012 2013 2014 2015

男性 172 215 170 179 174

⼥性 42 60 92 80 83

計 214 275 262 259 257

⼥性⽐率 19.6% 21.8% 35.1% 30.9% 32.3%

注 4⽉1⽇⼊社者数
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2）労働安全衛⽣

労働災害内訳  単 （件)

    2011 2012 2013 2014 2015

労働災害発⽣件数
業務上休業災害 15 5 1 4 3

通勤途上休業災害 6 3 2 1 1

度数率注   単

  2011 2012 2013 2014 2015

ダイキン⼯業 0.20 0.32 0.06 0.25 0.19

全国全産業平均 1.62 1.59 1.58 1.66 1.61

全国製造業平均 1.05 1.00 0.94 1.06 1.06

注 100万延べ実労働時間あたりの労働災害による死傷者数で労働災害の頻度を表したもの
度数率＝労働災害による死傷者数／延べ労働時間数×1,000,000

強度率注   単

  2011 2012 2013 2014 2015

ダイキン⼯業 0.00 0.01 0.01 0.00 0.00

全国全産業平均 0.11 0.10 0.10 0.09 0.07

全国製造業平均 0.08 0.10 0.10 0.09 0.06

注 1,000延べ実労働時間あたりの労働損失⽇数で災害の重さの程度を表したもの
強度率＝延べ労働損失⽇数／延べ労働時間数×1,000

3）再雇⽤

再雇⽤制度利⽤者数  単 （⼈)

 
2011 2012 2013 2014 2015

男性 ⼥性 男性 ⼥性 男性 ⼥性 男性 ⼥性 男性 ⼥性

定年退職者 185 2 170 7 136 4 105 6 123 7

再雇⽤制度利⽤者 171 1 150 6 120 4 96 6 103 5

再雇⽤率 92.0% 88.1% 88.6% 91.9% 83.1%

4）障がい者

障がい者雇⽤⼈数注1  ⽇本G

  2011 2012 2013 2014 2015

障害者雇⽤⼈数
（⼈） 301 287 294 297 303

雇⽤率注2（％） 2.49 2.34 2.07 2.19 2.15

注1 法定により重度障がい者1⼈につき、2⼈として計上
注2 雇⽤率＝障がい者雇⽤数÷常⽤雇⽤労働者数
注 年度末時点の数値
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5）ワーク・ライフ・バランス

産前産後休暇、育児休暇取得者  単 （⼈)

2011 2012 2013 2014 2015

産前産後休暇取得者 ⼥性 33 48 69 71 85

育児休暇取得者 

男性 93 93 120 130 128

⼥性 58 68 88 101 112

合計 151 161 208 231 240

合計 184 209 277 302 325

介護休暇取得者  単 （⼈)

2011 2012 2013 2014 2015

介護休暇取得者
男性 1 2 2 2 0

⼥性 0 1 1 1 0

計 1 3 3 3 0

有給休暇取得率  単 （％)

2011 2012 2013 2014 2015

ダイキン⼯業有給休
暇取得率 93.4 92.9 94.4 94.8 94.8

厚⽣労働省発表製造
業平均取得率 55.3 56.5 57.6 58.7 54.7

従業員⼀⼈あたり平均超過勤務時間  単 （時間）

2011 2012 2013 2014 2015

時間 222.30 225.60 227.50 205.60 201.70

定期健康診断結果  単 （％)

2011 2012 2013 2014 2015

受診率 97 97 97 98 99

有所⾒率 47 50 61 53 72

6）特許

特許出願件数  単

2010 2011 2012 2013 2014

国内出願 1,141 686 898 1,136 948

外国出願 242 202 378 344 344
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株主・投資家

事業別売上構成⽐（連結） （％)

2011 2012 2013 2014 2015

空調・冷凍機 85.5 86.8 89.3 89.3 89.5

化学 10.9 9.6 7.9 7.8 7.9

油機・特機・電⼦シ
ステム 3.6 3.6 2.8 2.9 2.6

地域別売上構成⽐（連結） （％)

2011 2012 2013 2014 2015

⽇本 38.9 38.3 28.9 26.0 24.6

中国 17.7 18.2 18.1 18.5 17.1

アジア、オセアニア 13.4 14.4 13.4 14.2 14.9

ヨーロッパ、中東、
アフリカ 19.5 18.4 16.9 15.8 16.7

北⽶、中南⽶ 10.5 10.7 22.7 25.5 26.7

売上⾼ （億円）

2011 2012 2013 2014 2015

連結 12,187 12,909 17,877 19,150 20,437

単独 4,466 4,627 5,037 4,776 5,004

総資産 （億円）

2011 2012 2013 2014 2015

連結 11,606 17,358 20,119 22,640 21,911

単独 7,977 11,401 12,648 13,467 13,083

経常利益 （億円）

2011 2012 2013 2014 2015

連結 818 941 1,556 1,942 2,095

単独 354 357 446 757 865

期末株価 （円）

2011 2012 2013 2014 2015

期末株価 2,253 3,690 5,782 8,046 8,412

配当額 （円）

2011 2012 2013 2014 2015

配当額 36 36 50 100 120
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株主構成⽐

  2011 2012 2013

  株主数 所有株式数
所有株式数

の割合
（％）

株主数 所有株式数
所有株式数

の割合
（％）

株主数 所有株式数
所有株式数

の割合
（％）

⾦融機関 160 135,128,030 46.1% 137 133,897,630 45.7% 139 124,217,630 42.4%

証券会社 96 11,044,961 3.8% 69 6,489,682 2.2% 84 10,276,183 3.5%

その他法⼈ 653 34,995,334 11.9% 580 29,567,732 10.1% 558 33,388,138 11.4%

外国法⼈ 476 77,871,495 26.6% 478 94,612,756 32.3% 586 104,370,042 35.6%

個⼈その他 48,782 34,074,153 11.6% 40,398 28,546,173 9.7% 33,431 20,861,980 7.1%

計 50,167 293,113,973 100.0% 41,662 293,113,973 100.0% 34,798 293,113,973 100.0%

  2014 2015

  株主数 所有株式数 所有株式数の
割合（％） 株主数 所有株式数 所有株式数の

割合（％）

⾦融機関 146 128,490,830 43.8% 152 140,252,048 47.9%

証券会社 79 7,541,543 2.6% 73 8,047,833 2.7%

その他法⼈ 516 33,322,051 11.4% 513 30,800,241 10.5%

外国法⼈ 672 105,460,144 36.0% 689 97,020,517 33.1%

個⼈その他 28,443 18,299,405 6.2% 27,500 16,993,334 5.8%

計 29,856 293,113,973 100.0% 28,927 293,113,973 100.0%

株主資本⽐率 （％）

  2011 2012 2013 2014 2015

資本⽐率 43.3 35.6 39.9 45.3 46.3

議決権⾏使率

  2011 2012 2013 2014 2015

議決権⾏使率（％） 78.18 81.55 82.07 83.24 85,68

電磁的⽅法による議
決権⾏使数（個） 1,056,103 1,244,629 1,337,000 1,443,620 1,495,992

電磁的⽅法による議
決権⾏使株主数
（⼈）

1,115 900 868 923 902
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業績・財務データ（連結）

2011 2012 2013 2014 2015 2016

H23年度
(2012年3⽉期)

H24年度
（2013年3⽉期）

H25年度
(2014年3⽉期)

H26年度
(2015年3⽉期)

H27年度
(2016年3⽉期)

H28年度
(計画)

売上⾼（億円） 12,187 12,909 17,877 19,150 20,437 20,800

営業利益（億円） 812 886 1,565 1,906 2,179 2,200

経常利益（億円） 818 941 1,556 1,942 2,095 2,170

当期利益（億円） 412 436 928 1,197 1,370 1,400

１株あたりの当期純
利益（円） 141.37 149.73 318.33 410.19 469.23 479.39

海外事業⽐率（%） 61 62 71 74 75 -

フリーキャッシュフ
ロー（億円） ▲ 350 357 869 602 783 -

総資本当期利益率
(ROA)（%） 3.6 3.5 4.9 5.6 6.3 -

株主資本当期利益率
(ROE)（%） 8.3 7.8 13.1 13.1 13.4 -

⾃⼰資本⽐率（%） 43.3 35.6 39.9 45.3 46.3 -

設備投資（億円） 483 543 594 784 1,127 -

研究開発費（億円） 330 336 402 528 461 -

有利⼦負債⽐率
（%） 33.6 40.7 34.5 29.3 27.8 -

寄付⾦内訳  単 （％）

2011 2012 2013 2014 2015

環境保全 26 22 25 45 64

教育⽀援 19 40 14 7 7

地域共⽣

スポーツ・芸術・⽂
化 12 12 26 4 11

地域社会・福祉・そ
の他 9 14 11 6 6

国際交流 10 13 17 39 11

災害救援 24 0 7 0 0
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コーポレート・ガバナンス

役員報酬額注

  2011 2012 2013 2014 2015

取締役
⼈数 13 13 12 13 12

報酬等の額（百万
円） 801 823 979 1,185 1,284

監査役
⼈数 5 4 6 4 5

報酬等の額（百万
円） 89 89 89 90 94

計
⼈数 18 17 18 17 17

報酬等の額（百万
円） 891 913 1,069 1,275 1,378

注 報酬等の額について
2011年度は、退任した取締役1名、監査役1名の在任中の報酬額を含んでいます。
2012年度は、退任した取締役1名の在任中の報酬額を含んでいます。
2013年度は、退任した監査役2名の在任中の報酬額を含んでいます。
2014年度は、退任した取締役1名の在任中の報酬額を含んでいます。
2015年度は、退任した監査役1名の在任中の報酬額を含んでいます。

初任給注 （円）

  2011 2012 2013 2014 2015

⼤学卒 215,000 215,000 220,000 225,000 225,000

修⼠了 234,800 234,800 239,800 244,800 244,800

博⼠了 258,800 258,800 263,800 268,800 268,800

注 4⽉時点の数値。
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サステナビリティレポート

第三者検証報告書第三者検証報告書

ダイキングループでは、報告内容に対する信頼性の確保のために、温室効果ガス排出量と⽔使⽤量、排⽔量につい
て、ビューローベリタスジャパン（株）による第三者検証を受けました。

検証の対象

2015年度の事業活動に伴う環境負荷データ

ダイキン⼯業株式会社の⽣産事業所4拠点、国内⽣産⼦会社8社、海外⽣産⼦会社42社の事業活動に伴う、スコープ
1及びスコープ2温室効果ガス排出量、⽔使⽤量及び排⽔量
GHG Protocol Corporate Value Chain（ Scope3） Accounting and Reporting Standardに基づいて算定された
スコープ3排出量のうち、カテゴリー1（調達）、4（輸送）、6（出張）、11（製品の使⽤）の排出量

レビューの対象

販売した製品による温室効果ガス排出抑制貢献量

新興国におけるインバータエアコン（2015年度販売分）の使⽤に伴うCO2排出抑制貢献量
⽇本で2015年度に販売したエアコンの使⽤に伴うCO2排出抑制貢献量
全世界で2015年度に販売したエアコンの低温暖化冷媒R32への切替えによる温室効果ガス排出抑制貢献量
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第三者検証報告書

温室効果ガス排出データの算定⽅法温室効果ガス排出データの算定⽅法

温室効果ガス排出データは、以下のとおり算定しています。

（1）事業所内の燃料の使⽤（エネルギー起源CO2） スコープ1

算定範囲はダイキン⼯業株式会社の⽣産事業所4拠点と国内⽣産⼦会社8社、海外⽣産⼦会社43社。
ただし、連結⼦会社化されたばかりの拠点、設⽴直後等の理由でデータ収集体制が整備されていないサイト、また
は排出量が極めて⼩さいサイトは算定していない場合もある。また、データ⼊⼿困難な⼀部のサイトでは、過去の
実績等に基づく推計計算を実施。
単位発熱量、CO2排出係数：「環境活動評価プログラム・エコアクション21（環境庁・1998年）」、うち⽇本の都
市ガスは地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく係数を使⽤。

（2）事業所内の製造プロセスにおけるHFCとPFCの排出 スコープ1

算定範囲はダイキン⼯業株式会社の⽣産事業所4拠点と国内⽣産⼦会社8社、海外⽣産⼦会社43社。
HFCおよびPFC排出量の推計は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」で定める⼿法に基づき、物質収⽀または
排出係数を設定し、算定している。
HFCおよびPFCの地球温暖化係数：IPCC2次レポートにより提供される係数。

（3）事業所内の製造プロセスにおける⾮エネルギー起源CO2、CH4、N2O、SF6の排出 スコープ1

算定範囲は以下のとおり。
（⾮エネルギー起源CO2、CH4、N2O、SF6）ダイキン⼯業株式会社の⽣産事業所4拠点
算定⽅法は「地球温暖化対策の推進に関する法律」で定める排出係数に基づき算定している。
地球温暖化係数：IPCC2次レポートにより提供される係数。

（4）事業所内の電⼒、熱の使⽤（エネルギー起源CO2） スコープ2

算定範囲はダイキン⼯業株式会社の⽣産事業所4拠点と国内⽣産⼦会社8社、海外⽣産⼦会社43社。
CO2排出係数については以下のとおり。  

購⼊電⼒：【⽇本】0.384kg-CO2/kWh
「環境活動評価プログラム・エコアクション21（環境庁・1998年）」

【海外】「各国における発電部⾨CO2排出原単位の推計調査報告書（⽇本電機⼯業会）」、もしくは各サイ
トが電⼒会社に確認した係数

購⼊熱： 0.068kg-CO2/MJ
「環境活動評価プログラム・エコアクション21（環境庁・1998年）」
⿅島事業所については、0.05kg-CO2/MJ（事業所による調査値）

（5）購⼊した製品・サービス（エネルギー起源CO2） スコープ3

期間は2014年4⽉1⽇〜2015年3⽉31⽇
算定範囲は⽇本、中国、タイ、マレーシア、ベルギー、チェコで⽣産する空調、給湯器、油圧機器、フッ素化学製
品向けに購⼊した部品、材料。
算定⽅法はそれぞれの購⼊量×CO2排出係数
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CO2排出係数は、「CFPプログラム 基本データベースver.1.01（国内データ）/産業環境管理協会」および
「Inventory Database for Environment Analysis/産業技術総合研究所、産業環境管理協会」を使⽤。
化学物質については、使⽤量ベースで多いもの約80%を選択し、100%値を推定計算。

（6）輸送・配送（上流）（エネルギー起因CO2） スコープ3

期間は2014年4⽉1⽇〜2015年3⽉31⽇
算定範囲はダイキン⼯業株式会社が国内で販売する製品、及び部品（圧縮機）の輸送で、輸⼊品を含む。
算定⽅法は輸送トンキロ（輸送重量×輸送距離）にCO2換算係数を乗じて算出。
CO2換算係数は  
【⽇本国内】「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づく係数
【海外から⽇本まで】「物流CO2排出量簡易算定ツール（国⼟交通政策研究所）」を使⽤

（7）出張（エネルギー起源CO2） スコープ3

期間は2014年4⽉1⽇〜2015年3⽉31⽇
算定範囲はダイキン⼯業株式会社および国内連結⼦会社従業員の⽇本国内および海外出張。
算定⽅法は交通費にCO2排出係数を乗じて算定。交通費は旅費から宿泊費、⽇当等除外できるもの除外した。
【⽇本国内】交通費×⽀払⾦額あたりの排出係数（航空機：国内線）
【海外】交通費×⽀払⾦額あたりの排出係数（航空機：国際線）
CO2排出係数は、「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース
（ver.2.0）/環境省、経済産業省」を利⽤。排出係数の⼀番⾼い航空機を使⽤。

（8）販売された製品の使⽤に伴うCO2排出量（エネルギー起源CO2） スコープ3

算定範囲は、2014年度に⽇本、アセアン、中国、⾹港、台湾、オーストラリア、EUで販売されたビル・店舗・オ
フィス⽤エアコン、⼯場⽤エアコン、家庭⽤エアコン、家庭⽤給湯器、セントラル空調機器、家庭⽤空気清浄機の
使⽤に伴うCO2排出量。
算定⽅法は、年間消費電⼒×製品寿命×電⼒CO2排出係数×2014年度販売台数
年間消費電⼒等については以下のとおり。

年間消費電⼒： ルームエアコンはカタログ値、他は実使⽤条件を想定し算定。
製品寿命： ルームエアコン、給湯器、空気清浄機は10年、他は13年。
電⼒CO2排出係数：【⽇本】0.384kg-CO2/kWh

「環境活動評価プログラム・エコアクション21（環境庁・1998年）」
【海外】「各国における発電部⾨のCO2排出原単位の調査報告書（⽇本電機⼯業会）」もしくは

「Methodology for Ecodesign of Energy-related Products (COWI, VHK)」
台数ベースで多い順に合計で総販売台数の80%となるまで算定し、100%値を推定計算。

（9）販売された製品の使⽤に伴う冷媒漏えい量 スコープ3

算定範囲は、2014年度に⽇本、アセアン、中国、⾹港、台湾、オーストラリア、EUで販売された冷凍空調機器の
使⽤時の冷媒漏洩量。
算定⽅法は、年間漏えい率×製品寿命×冷媒の地球温暖化係数×2014年度販売台数
年間漏えい率等は以下のとおり。  

年間漏えい率：「冷凍空調機器に関する使⽤時排出係数等の⾒直しについて」経済産業省製造産業局・平成21年
3⽉17⽇
製品寿命：家庭⽤は10年、業務⽤冷凍空調は13年。  
冷媒の地球温暖化係数：IPCC2次レポートの値

台数ベースで多い順に合計で総販売台数の80%となるまで算定し、100%値を推定計算。
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サステナビリティレポート

ガイドライン対照表ガイドライン対照表

サステナビリティに向けた取り組みに関する2015年度の報告内容について、各種ガイドラインとの対応を下記⼀覧表
にしています。

GRIガイドラインのパフォーマンス指標、環境報告ガイドラインで記載が求められている情報・指標は、データ集にも
まとめて開⽰しています。ご参照ください。

「GRIサステナビリティ・レポーティング・ガイドライン第4版（G4）」との対照表

本ページにはGRIサステナビリティ・レポーティング・ガイドラインによる標準開⽰項⽬の情報を記載しています。
ダイキングループでは2015年度まで「環境」「品質・CS」「⼈材」「社会貢献」の4分野をCSRの重点取り組みテーマ
に定め、中⻑期的なCSR⽬標・計画を策定し取り組んできました。そのCSR⽬標・計画と、G4の特定標準開⽰項⽬にお
ける側⾯との関連性を以下にまとめています。
2016年度以降のCSR⽬標・計画については現在、策定中です。

ダイキングループのマテリアリティ特定の詳細は、「CSRマネジメント」をご覧ください。 （P32）

ダイキングループのCSR重点テーマとG4側⾯との関連性

CSR重点取り組みテーマ 中期的なCSR⽬標・計画
（2015年度） バウンダリー G4の側⾯ 重要である理由

環境
お客様の省エネに貢献する商品を世界中で提供します

●省エネエアコンの普及拡⼤によ
るCO2排出削減

●ヒートポンプ式暖房機の普及拡
⼤

●省エネソリューション事業の展
開

●次世代冷媒の開発

●インバータ機などの普及拡⼤によ
り、新興国のCO2排出抑制貢献量
 3,000万t-CO2

●R32エアコンの普及

ダイキン
グループ
消費者

⼤気への排
出
製品および
サービス

多くの電⼒を消費するエアコ
ンと、冷媒として使⽤される
フロンの気候変動への影響を
重要視し、その影響を緩和す
る製品・サービスの開発・提
供に努めています。

⽣産活動等での環境負荷を最⼩化します

●温室効果ガス 2015年度に温室効果ガスを2005年
度⽐で1/3に削減

ダイキン
グループ
サプライ
ヤ

⼤気への排
出

メーカーとして⽣産活動等で
の環境負荷の低減は必須事項
であり、サプライチェーン全
体での温室効果ガス排出量の
低減に取り組んでいます。

●排出物 総排出物量を削減 排⽔および
廃棄物

●⽔ ⽔使⽤量を削減 ⽔

●化学物質 ●PRTR法対象物質排出量の削減
●VOC対象物質排出量の削減

⼤気への排
出

排⽔および
廃棄物
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CSR重点取り組みテーマ 中期的なCSR⽬標・計画
（2015年度） バウンダリー G4の側⾯ 重要である理由

●グリーンハートファクトリー

●主要⽣産拠点をスーパーグリーン
ハートファクトリーに

●すべての⽣産拠点をグリーンハー
トファクトリーに

ダイキン
グループ
サプライ
ヤ

－
メーカーとして⽣産活動等で
の環境負荷の低減は必須事項
であり、サプライチェーン全
体での温室効果ガス排出量の
低減に取り組んでいます。●グリーンハートオフィス 国内主要拠点をグリーンハートオ

フィスに －

世界中にグリーンハートの輪を広げます

環境社会貢献活動
地域・⾃治体・NGO等と連携し、
地域特性に応じた環境社会貢献活動
の実施

ダイキン
グループ
地域社会

⽣物多様性
地域コミュ
ニティ
⼤気への排
出

気候変動の要因の⼀つである
森林の消失を防ぐため、地域
コミュニティと連携して森林
保全に注⼒しています。

品質・CS
お客様に最⾼の満⾜を提供します

●安全・品質
●CS(顧客満⾜)

●世界各地の顧客信頼度を満たす最
適・最良な品質⽔準の確保

●世界中の顧客ニーズに応える商品
開発⼒の構築

ダイキン
グループ
消費者
サプライ
ヤ

顧客の安全
衛⽣
製品および
サービスの
ラベリング

海外事業展開を加速している
中で、現地ニーズに合致した
品質・CSの追求を重視してい
ます。

⼈材
⼈を基軸におく経営で能⼒を発揮できる環境をつくります

●⼈材育成
●多様性の確保
●ワーク・ライフ・バランス
●労働安全衛⽣

●グループ各社が、経営理念や共通
の⽅針・戦略に基づきながら、⾃
主性を発揮して縦横無尽に活躍す
る多国籍企業グループの実現

●本社・現地双⽅向コミュニケー
ション

●⼥性・ベテラン層の活躍推進の加
速

ダイキン
グループ

研修および
教育
多様性と機
会均等
雇⽤
労働安全衛
⽣

海外グループ従業員が増加し
ている中で、「⼀⼈ひとりの
成⻑の総和がグループの発展
の基盤」と考え、従業員が成
⻑できる環境づくりに注⼒し
ています。

社会貢献
地域に根ざした活動を従業員主体で実践します

●「環境保全」「教育⽀援」「地
域共⽣」への貢献を軸に、従業
員が主体となって、各地域に役
⽴つ社会貢献を実践しています

●世界各地で現地に根ざし、尊敬さ
れ信頼される企業としての社会貢
献の実⾏

ダイキン
グループ
地域社会

地域コミュ
ニティ
⽣物多様性

事業を展開する現地と協調
し、共に地域の発展に寄与す
ることが、当社の事業成⻑に
つながると考えています。

- 297 -
ガイドライン対照表



G4ガイドライン対照表

⼀般項⽬の標準開⽰

中核 指標 内容 GC原則 ISO26000
中核主題

2016年版
冊⼦

2016年版
WEB 外部保証

戦略および分析

◎ G4-1

a. 組織の持続可能性の関連性と組織の持続
性に取り組むための戦略に関して、組織
の最⾼意思決定者（CEO、会⻑またはそ
れに相当する上級幹部）の声明を記載す
る。

6.2 P7-8 トップコミットメ
ント

G4-2 a. 主要な影響、リスクと機会について説明
する。

組織のプロフィール
◎ G4-3 a. 組織の名称を報告する。

6.3.10
6.4.3
6.4.4
6.4.5
6.8.5

P48

ダイキングループ
の事業展開

◎ G4-4 a. 主要なブランド、製品およびサービスを
報告する。 P3、P48

◎ G4-5 a. 組織の本社の所在地を報告する。 P48

◎ G4-6

a. 組織が事業展開している国の数、および
組織が重要な事業所を有している国、報
告書中に掲載している持続可能性のテー
マに特に関連のある国の名称を報告す
る。

P4

◎ G4-7 a. 組織の所有形態や法⼈格の形態を報告す
る。 P48

◎ G4-8
a. 参⼊市場（地理的内訳、参⼊セクター、

顧客および受益者の種類を含む）を報告
する。

P3-4

◎ G4-9

a. 組織の規模（次の項⽬を含む）を報告す
る。

・総従業員数
・総事業所数
・純売上⾼（⺠間組織について）、純収⼊

（公的組織について）
・株主資本および負債の内訳を⽰した総資

本（⺠間組織について）
・提供する製品、サービスの量

P5-6、P48

◎ G4-10

a. 雇⽤契約別および男⼥別の総従業員数を
報告する。

b. 雇⽤の種類別、男⼥別の総正社員数を報
告する。

c. 従業員・派遣労働者別、男⼥別の総労働
⼒を報告する。

d. 地域別、男⼥別の総労働⼒を報告する。
e. 組織の作業の相当部分を担う者が、法的

に⾃営業者と認められる労働者であるか
否か、従業員や請負労働者（請負業者の
従業員とその派遣労働者を含む）以外の
者であるか否かを報告する。

f. 雇⽤者数の著しい変動（例えば観光業や
農業における雇⽤の季節変動）があれば
報告する。

GC原則
6 P4、P48 ⼈材の多様性確

保・機会の均等
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中核 指標 内容 GC原則 ISO26000
中核主題

2016年版
冊⼦

2016年版
WEB 外部保証

◎ G4-11 a. 団体交渉協定の対象となる全従業員の⽐
率を報告する。

GC原則
3

6.3.10
6.4.3
6.4.4
6.4.5
6.8.5

－ 労使関係

◎ G4-12 a. 組織のサプライチェーンを記述する。 P13-14 バリューチェーン

◎ G4-13

a. 報告期間中に、組織の規模、構造、所有
形態またはサプライチェーンに関して重
⼤な変更が発⽣した場合はその事実を報
告する。例えば、

・所在地または事業所の変更（施設の開設
や閉鎖、拡張を含む）

・株式資本構造の変化、その他資本の形
成、維持、変更⼿続きの実施による変化
（⺠間組織の場合）

・サプライヤーの所在地、サプライチェー
ンの構造、またはサプライヤーとの関係
の変化（選択や終了を含む）

－ －

外部のイニシアティブへのコミットメント

◎ G4-14
a. 組織が予防的アプローチや予防原則に取

り組んでいるか否か、およびその取り組
み⽅について報告する。

P38-39 リスクマネジメン
ト

◎ G4-15

a. 外部で作成された経済、環境、社会憲
章、原則あるいはその他のイニシアティ
ブで、組織が署名または⽀持したものを
⼀覧表⽰する。

P8 グローバル・コン
パクトへの参加

◎ G4-16

a. （企業団体など）団体や国内外の提⾔機
関で、組織が次の項⽬に該当する位置付
けにあるものについて、会員資格を⼀覧
表⽰する。

・ガバナンス組織において役職を有してい
るもの

・プロジェクトまたは委員会に参加してい
るもの

・通常の会員資格の義務を超える多額の資
⾦提供を⾏っているもの

・会員資格を戦略的なものとして捉えてい
るもの

－ －

特定されたマテリアルな側⾯とバウンダリー

◎ G4-17

a. 組織の連結財務諸表または同等⽂書の対
象になっているすべての事業体を⼀覧表
⽰する。

b. 組織の連結財務諸表または同等⽂書の対
象になっている事業体のいずれかが報告
書の掲載から外れていることはないか報
告する。

P47 報告にあたって

◎ G4-18

a. 報告書の内容および側⾯のバウンダリー
を確定するためのプロセスを説明する。

b. 組織が「報告内容に関する原則」をどの
ように適⽤したかを説明する。

P47 報告にあたって

◎ G4-19
a. 報告書の内容を確定するためのプロセス

で特定したすべてのマテリアルな側⾯を
⼀覧表⽰する。

    P13-14 CSRマネジメント
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中核 指標 内容 GC原則 ISO26000
中核主題

2016年版
冊⼦

2016年版
WEB 外部保証

◎ G4-20

a. 各マテリアルな側⾯について、組織内の
側⾯のバウンダリーを次の通り報告す
る。

・当該側⾯が組織内でマテリアルであるか
否かを報告する

・当該側⾯が、組織内のすべての事業体
（G4-17による）にとってマテリアルで
ない場合、次の2つの⽅法のどちらかを
選択して報告する
––G4-17の⼀覧に含まれており、その側
⾯がマテリアルでない事業体または事業
体グループの⼀覧、または、
––G4-17の⼀覧に含まれており、その側
⾯がマテリアルである事業体または事業
体グループの⼀覧

・組織内の側⾯のバウンダリーに関して具
体的な制限事項があれば報告する

ー CSRの⽬標と実績

◎ G4-21

a. 各マテリアルな側⾯について、組織外の
側⾯のバウンダリーを次の通り報告す
る。

・当該側⾯が組織外でマテリアルであるか
否かを報告する。

・当該側⾯が組織外でマテリアルである場
合には、当該側⾯がマテリアルである事
業体または事業体グループ、側⾯がマテ
リアルとされる理由となった要素を特定
する。また、特定した事業体で当該側⾯
がマテリアルである地理的所在地を記述
する

・組織外の側⾯のバウンダリーに関する具
体的な制限事項があれば報告する

ー CSRの⽬標と実績

◎ G4-22
a. 過去の報告書で提供した情報を修正再記

述する場合には、その影響および理由を
報告する。

－ －

◎ G4-23
a. スコープおよび側⾯のバウンダリーにつ

いて、過去の報告期間からの重要な変更
を報告する。

－ －

ステークホルダー・エンゲージメント

◎ G4-24 a. 組織がエンゲージメントしたステークホ
ルダー・グループの⼀覧を提⽰する。 P42

ステークホル
ダー・エンゲージ
メント

◎ G4-25
a. 組織がエンゲージメントしたステークホ

ルダーの特定および選定基準を報告す
る。

P42
ステークホル
ダー・エンゲージ
メント

◎ G4-26

a. ステークホルダー・エンゲージメントへ
の組織のアプローチ⽅法（種類別、ス
テークホルダー・グループ別のエンゲー
ジメント頻度など）を報告する、またエ
ンゲージメントを特に報告書作成プロセ
スの⼀環として⾏ったものか否かを⽰
す。

P42
ステークホル
ダー・エンゲージ
メント
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中核 指標 内容 GC原則 ISO26000
中核主題

2016年版
冊⼦

2016年版
WEB 外部保証

◎ G4-27

a. ステークホルダー・エンゲージメントに
より提起された主なテーマや懸念、およ
びそれに対して組織がどう対応したか
（報告を⾏って対応したものを含む）を
報告する。また主なテーマや懸念を提起
したステークホルダー・グループを報告
する。

P42
ステークホル
ダー・エンゲージ
メント

報告書のプロフィール

◎ G4-28 a. 提供情報の報告期間（会計年度、暦年な
ど）。 P47 報告にあたって

◎ G4-29 a. 最新の発⾏済報告書の⽇付（該当する場
合）。 P47 報告にあたって

◎ G4-30 a. 報告サイクル（年次、隔年など）。 P47 報告にあたって

◎ G4-31 a. 報告書またはその内容に関する質問の窓
⼝を提⽰する。 P47

CSR・環境への取
り組みについてお
問い合わせ

GRI内容索引

◎ G4-32

a. 組織が選択した「準拠」のオプションを
報告する。

b. 選択したオプションのGRI内容索引を報
告する。

c. 報告書が外部保証を受けている場合、外
部保証報告書の参照情報を報告する。
（GRIでは外部保証の利⽤を推奨してい
るが、これは本ガイドラインに「準拠」
するための要求事項ではない）。

－ ガイドライン対照
表

保証

◎ G4-33

a. 報告書の外部保証に関する組織の⽅針お
よび現在の実務慣⾏を報告する。

b. サステナビリティ報告書に添付された保
証報告書内に記載がない場合は、外部保
証の範囲および基準を報告する。

c. 組織と保証の供者の関係を報告する。
d. 最⾼ガバナンス組織や役員が、組織のサ

ステナビリティ報告書の保証に関わって
いるか否かを報告する。

P45 第三者検証報告書

コーポレート・ガバナンス
ガバナンス構造と構成

◎ G4-34

a. 組織のガバナンス構造（最⾼ガバナンス
組織の委員会を含む）を報告する。経
済、環境、社会影響に関する意思決定の
責任を負う委員会があれば特定する。

6.2

P37-39 コーポレート・ガ
バナンス

G4-35
a. 最⾼ガバナンス組織から役員や他の従業

員へ、経済、環境、社会テーマに関して
権限委譲を⾏うプロセスを報告する。

－ －

G4-36

a. 組織が、役員レベルの地位にある者を経
済、環境、社会テーマの責任者として任
命しているか、その地位にある者が最⾼
ガバナンス組織の直属となっているか否
かを報告する。

  P37-39 CSRマネジメント
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中核 指標 内容 GC原則 ISO26000
中核主題

2016年版
冊⼦

2016年版
WEB 外部保証

G4-37

a. ステークホルダーと最⾼ガバナンス組織
の間で、経済、環境、社会テーマについ
て協議するプロセスを報告する。協議が
権限移譲されている場合は、誰に委任さ
れているか、最⾼ガバナンス組織への
フィードバック・プロセスがある場合
は、そのプロセスについて記述する。

6.2

－ －

G4-38

a. 最⾼ガバナンス組織およびその委員会の
構成を、次の項⽬別に報告する。

・執⾏権の有無
・独⽴性
・ガバナンス組織における任期
・構成員の他の重要な役職、コミットメン

トの数、およびコミットメントの性質
・ジェンダー
・発⾔権の低いグループのメンバー
・経済、環境、社会影響に関する能⼒
・ステークホルダーの代表

P37-39 取締役の経歴

G4-39

a. 最⾼ガバナンス組織の議⻑が執⾏役員を
兼ねているか否かを報告する（兼ねてい
る場合は、組織の経営における役割と、
そのような⼈事の理由も報告する）。

兼ねていな
い。

コーポレート・ガ
バナンス

G4-40

a. 最⾼ガバナンス組織とその委員会のため
の指名・選出プロセスを報告する。また
最⾼ガバナンス組織のメンバーの指名や
選出で⽤いられる基準を、次の事項を含
めて報告する。

・多様性が考慮されているか、どのように
考慮されているか

・独⽴性が考慮されているか、どのように
考慮されているか

・経済、環境、社会テーマに関する専⾨知
識や経験が考慮されているか、どのよう
に考慮されているか

・ステークホルダー（株主を含む）が関与
しているか、どのように関与しているか

P37-39 コーポレート・ガ
バナンス

G4-41

a. 最⾼ガバナンス組織が、利益相反が排除
され、マネジメントされていることを確
実にするプロセスを報告する。ステーク
ホルダーに対して利益相反に関する情報
開⽰を⾏っているか、また最低限、次の
事項を開⽰しているか報告する。

・役員会メンバーの相互就任
・サプライヤーその他ステークホルダーと

の株式の持ち合い
・⽀配株主の存在
・関連当事者の情報

－ －

⽬的、価値、戦略の設定における最⾼ガバナンス組織の役割

G4-42

a. 経済、環境、社会影響に関わる組織の⽬
的、価値、ミッション・ステートメン
ト、戦略、⽅針、および⽬標、策定、承
認、更新における最⾼ガバナンス組織と
役員の役割を報告する。

6.2 P11-12 CSR理念
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中核 指標 内容 GC原則 ISO26000
中核主題

2016年版
冊⼦

2016年版
WEB 外部保証

最⾼ガバナンス組織の能⼒およびパフォーマンスの評価

G4-43
a. 経済、環境、社会テーマに関する最⾼ガ

バナンス組織の集合的知⾒を発展・強化
するために講じた対策を報告する。

6.2

－ －

G4-44

a. 最⾼ガバナンス組織の経済、環境、社会
テーマのガバナンスに関わるパフォーマ
ンスを評価するためのプロセスを報告す
る。当該評価の独⽴性が確保されている
か否か、および評価の頻度を報告する。
また当該評価が⾃⼰評価であるか否かを
報告する。

b. 最⾼ガバナンス組織の経済、環境、社会
テーマのガバナンスに関わるパフォーマ
ンスの評価に対応して講じた措置を報告
する。この報告では少なくとも、メン
バーの変更や組織の実務慣⾏の変化を記
載する。

－ －

リスク・マネジメントにおける最⾼ガバナンス組織の役割

G4-45

a. 経済、環境、社会影響、リスクと機会の
特定、マネジメントにおける最⾼ガバナ
ンス組織の役割を報告する。この報告に
は、デュー・デリジェンス・プロセスの
実施における最⾼ガバナンス組織の役割
を含める。

b. ステークホルダーとの協議が、最⾼ガバ
ナンス組織による経済、環境、社会影
響、リスクと機会の特定、マネジメント
をサポートするために活⽤されているか
否かを報告する。

6.2

P38-39 リスクマネジメン
ト

G4-46

a. 組織の経済、環境、社会的テーマに関わ
るリスク・マネジメント・プロセスの有
効性をレビューする際に最⾼ガバナンス
組織が負う役割を報告する。

P38-39 リスクマネジメン
ト

G4-47
a. 最⾼ガバナンス組織が実施する経済、環

境、社会影響、リスクと機会のレビュー
を⾏う頻度を報告する。

P38-39 リスクマネジメン
ト

サステナビリティ報告における最⾼ガバナンス組織の役割

G4-48

a. 組織のサステナビリティ報告書の正式な
レビューや承認を⾏い、すべてのマテリ
アルな側⾯が取り上げられていることを
確認するための最⾼位の委員会または役
職を報告する。

6.2 － －

経済、環境、社会パフォーマンスの評価における最⾼ガバナンス組織の役割

G4-49
a. 最⾼ガバナンス組織に対して重⼤な懸念

事項を通知するためのプロセスを報告す
る。

6.2

－ －

G4-50

a. 最⾼ガバナンス組織に通知された重⼤な
懸念事項の性質と総数、およびその対応
と解決のために実施した⼿段を報告す
る。

－ －
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中核 指標 内容 GC原則 ISO26000
中核主題

2016年版
冊⼦

2016年版
WEB 外部保証

  報酬とインセンティブ

  G4-51

a. 最⾼ガバナンス組織および役員に対する
報酬⽅針を、次の種類の報酬について報
告する。

・固定報酬と変動報酬
–パフォーマンス連動報酬
–株式連動報酬
–賞与
–後配株式、権利確定株式

・契約⾦、採⽤時インセンティブの⽀払い
・契約終了⼿当
・クローバック
・退職給付（最⾼ガバナンス組織、役員、

その他の全従業員について、それぞれの
給付制度と拠出⾦率の違いから⽣じる差
額を含む）

b. 報酬⽅針のパフォーマンス基準が最⾼ガ
バナンス組織および役員の経済、環境、
社会⽬的にどのように関係しているか
を報告する。

 

6.2

P37-39 コーポレート・ガ
バナンス  

  G4-52

a. 報酬の決定プロセスを報告する。報酬コ
ンサルタントが報酬の決定に関与してい
るか否か、また報酬コンサルタントが経
営陣から独⽴しているか否かを報告す
る。報酬コンサルタントと組織の間にこ
の他の関係がある場合には、報告する。

  P37-39 コーポレート・ガ
バナンス  

  G4-53

a. 報酬に関するステークホルダーの意⾒を
どのように求め考慮しているかを報告す
る。該当する場合は、報酬⽅針や提案に
関する投票結果も記述する。

  － －  

  G4-54

a. 組織の重要事業所があるそれぞれの国に
おける最⾼給与受給者の年間報酬総額に
ついて、同じ国の全従業員の年間報酬総
額の中央値（最⾼給与受給者を除く）に
対する⽐率を報告する。

  － コーポレート・ガ
バナンス  

  G4-55

a. 組織の重要事業所があるそれぞれの国に
おける最⾼給与受給者の年間報酬総額の
増加率について、同じ国の全従業員の年
間報酬総額の中央値（最⾼給与受給者を
除く）の増加率に対する⽐率を報告す
る。

  － －  

  倫理と誠実性

◎ G4-56
a. 組織の価値、理念および⾏動基準・規範

（⾏動規範、倫理規定など）を記述す
る。

GC原則
10

6.6.3

P11-12 CSR理念  

  G4-57

a. 倫理的、法的⾏為や誠実性に関する事項
について助⾔を与えるため組織内外に設
けてある制度（電話相談窓⼝）を報告す
る。

GC原則
10 － コンプライアンス  

  G4-58

a. ⾮倫理的あるいは違法な⾏為についての
懸念や、組織の誠実性に関する事項の通
報のために組織内外に設けてある制度
（ライン管理職による上申制度、内部告
発制度、ホットラインなど）を報告す
る。

GC原則
10 － コンプライアンス  
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特定項⽬の標準開⽰

重要 指標 内容 2016年版冊⼦ 2016年版WEB 外部保証

経済

マネジメントアプローチに関する開⽰(DMA) P11-12 CSRと経営戦略

経済的パフォーマンス

G4-EC1 創出、分配した直接的経済価値

6.8
6.8.3
6.8.7
6.8.9

－ 寄付活動

G4-EC2 気候変動によって組織の活動が受ける財務
上の影響、その他のリスクと機会

GC原則
7 6.5.5 P7-8 環境会計

G4-EC3 確定給付型年⾦制度の組織負担の範囲 6.8.7 － －

G4-EC4 政府から受けた財務援助 － －

地域での存在感

G4-EC5 重要事業拠点における地域最低賃⾦に対す
る標準最低給与の⽐率（男⼥別）

GC原則
6

6.3.7
6.3.10
6.4.3
6.4.4
6.8 

－ －

G4-EC6 重要事業拠点における、地域コミュニティ
から採⽤した上級管理職の⽐率

GC原則
6

6.4.3
6.8
6.8.5
6.8.7

P6 CSRの⽬標と実績

間接的な経済影響

G4-EC7 インフラ投資および⽀援サービスの展開と
影響

6.3.9
6.8
6.8.7
6.8.9

P15-20 活動ハイライト：
環境

G4-EC8 著しい間接的な経済影響（影響の程度を含
む）

6.3.9
6.6.6
6.6.7
6.7.8
6.8
6.8.5
6.8.7
6.8.9 

－ －

調達慣⾏

G4-EC9 重要事業拠点における地元サプライヤーへ
の⽀出の⽐率

6.4.3
6.6.6
6.8
6.8.7

－ －

環境
マネジメントアプローチに関する開⽰(DMA) P21 環境

原材料

G4-EN1 使⽤原材料の重量または量 GC原則
7、8 6.5.4 － 事業活動における

環境負荷の全体像

G4-EN2 使⽤原材料におけるリサイクル材料の割合 GC原則
8 6.5.4 － －
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重要 指標 内容 2016年版冊⼦ 2016年版WEB 外部保証

エネルギー

G4-EN3 組織内のエネルギー消費量 GC原則
7、8 6.5.4 － 事業活動における

環境負荷の全体像

G4-EN4 組織外のエネルギー消費量 GC原則
8 6.5.4 － 事業活動における

環境負荷の全体像

G4-EN5 エネルギー原単位 GC原則
8 6.5.4 － －

G4-EN6 エネルギー消費の削減量 GC原則
8、9

6.5.4
6.5.5 P24 ⽣産・輸送時の温

室効果ガス削減

G4-EN7 製品およびサービスが必要とするエネル
ギーの削減量

GC原則
8、9

6.5.4
6.5.5

P13-14、
P22-23

事業活動における
環境負荷の全体像

⽔

○

G4-EN8 ⽔源別の総取⽔量 GC原則
7、8 6.5.4 P24

⽔資源の保全

◎

G4-EN9 取⽔によって著しい影響を受ける⽔源 GC原則
8 6.5.4 －

G4-EN10 リサイクルおよびリユースした⽔の総量と
⽐率

GC原則
8 6.5.4 －

⽣物多様性

○

G4-EN11
保護地域の内部や隣接地域または保護地域
外の⽣物多様性価値の⾼い地域に所有、賃
借、管理している事業サイト

GC原則
8 6.5.6  － －

G4-EN12

保護地域や保護地域外の⽣物多様性価値の
⾼い地域において、活動、製品、サービス
が⽣物多様性に対して及ぼす著しい影響の
記述

GC原則
8 6.5.6  P43 ⽣物多様性の保全

G4-EN13 保護または復元されている⽣息地 GC原則
8 6.5.6  P43 ⽣物多様性の保全

G4-EN14
事業の影響を受ける地域に⽣息するIUCN
レッドリストおよび国内保全種リスト対象
の⽣物種の総数

GC原則
8 6.5.6  － －

⼤気への排出

○

G4-EN15 直接的な温室効果ガス（GHG）排出量（ス
コープ1）

GC原則
7、8 6.5.5  P19、P21

事業活動における
環境負荷の全体像
⽣産・輸送時の温
室効果ガス削減

◎

G4-EN16 間接的な温室効果ガス（GHG）排出量（ス
コープ2）

GC原則
7、8 6.5.5  P19、P21

事業活動における
環境負荷の全体像
⽣産・輸送時の温
室効果ガス削減

◎

G4-EN17 その他の間接的な温室効果ガス（GHG）排
出（スコープ3）

GC原則
7、8 6.5.5  P19、P21

事業活動における
環境負荷の全体像
⽣産・輸送時の温
室効果ガス削減

◎

G4-EN18 温室効果ガス（GHG）排出原単位 GC原則
8 6.5.5  P41 ⽣産・輸送時の温

室効果ガス削減

G4-EN19 温室効果ガス（GHG）排出量の削減量 GC原則
8、9 6.5.5  P21 ⽣産・輸送時の温

室効果ガス削減
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重要 指標 内容 2016年版冊⼦ 2016年版WEB 外部保証

○

G4-EN20 オゾン層破壊物質（ODS）の排出量 GC原則
7、8

6.5.3 
6.5.5  P13-16、P25

冷媒の環境負荷低
減
フロンの回収・破
壊

G4-EN21 NOX、 SOX、およびその他の重⼤な⼤気
排出

GC原則
7、8 6.5.3  － 事業活動における

環境負荷の全体像

排⽔および廃棄物

○

G4-EN22 ⽔質および排出先ごとの総排⽔量 GC原則
8

6.5.3 
6.5.4  － 事業活動における

環境負荷の全体像 ◎

G4-EN23 種類別および処分⽅法別の廃棄物の総重量 GC原則
8 6.5.3  P24

事業活動における
環境負荷の全体像
廃棄物の削減

G4-EN24 重⼤な漏出の総件数および漏出量 GC原則
8 6.5.3  － 環境リスクマネジ

メント

G4-EN25
バーゼル条約2付属⽂書I、II、III、Ⅷに定
める有害廃棄物の輸送、輸⼊、輸出、処理
重量、および国際輸送した廃棄物の⽐率

GC原則
8 6.5.3  － 廃棄物の削減

G4-EN26
組織の排⽔や流出液により著しい影響を受
ける⽔域ならびに関連⽣息地の場所、規
模、保護状況および⽣物多様性価値

GC原則
8

6.5.3 
6.5.4 
6.5.6 

－ ⽔資源の保全

製品およびサービス

○

G4-EN27 製品およびサービスによる環境影響緩和の
程度

GC原則
7、8、9

6.5.3 
6.5.4 
6.5.5 
6.7.5 

P13-14、
P22-23

バリューチェーン
環境配慮設計

G4-EN28 使⽤済み製品や梱包材のリユース、リサイ
クル⽐率（区分別）

GC原則
8

6.5.3 
6.5.4 
6.7.5 

－ 製品での資源の有
効利⽤

コンプライアンス

G4-EN29 環境法規制の違反に関する⾼額罰⾦の額、
罰⾦以外の制裁措置の件数

GC原則
8 －

2015年度ダイキ
ングループにおけ
る重⼤な法令違反

輸送・移動

G4-EN30
製品の輸送、業務に使⽤するその他の物品
や原材料の輸送、従業員の移動から⽣じる
著しい環境影響

GC原則
8

6.5.4 
6.6.6  －

事業活動における
環境負荷の全体像
輸送時のCO2排出
削減

環境全般

G4-EN31 環境保護⽬的の総⽀出と総投資（種類別） GC原則
7、8、9 6.5 － 環境会計

サプライヤーの環境評価

G4-EN32 環境クライテリアにより選定した新規サプ
ライヤーの⽐率

GC原則
8

6.3.5 
6.6.6  －

サプライチェー
ン・マネジメント

G4-EN33
サプライチェーンにおける著しいマイナス
環境影響（現実的、潜在的なもの）、およ
び⾏った措置

GC原則
8

6.3.5 
6.6.6  －

環境に関する苦情処理制度

G4-EN34
環境影響に関する苦情で、正式な苦情処理
制度を通じて申⽴、対応、解決を⾏ったも
のの件数

GC原則
8 6.3.6  － 該当なし
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重要 指標 内容 2016年版冊⼦ 2016年版WEB 外部保証

社会
労働慣⾏とディーセントワーク

マネジメントアプローチに関する開⽰(DMA) P33-36 ⼈材

雇⽤

○

G4-LA1 従業員の新規雇⽤者と離職者の総数と⽐率
（年齢、性別、地域による内訳）

GC原則
6 6.4.3  －

⼈材の多様性確
保・機会均等
ワーク・ライフ・
バランス

G4-LA2
派遣社員とアルバイト従業員には⽀給せ
ず、正社員に⽀給する給付（主要事業拠点
ごと）

6.4.4 
6.8.7  － －

G4-LA3 出産・育児休暇後の復職率と定着率（男⼥
別）

GC原則
6 6.4.4  － －

労使関係

G4-LA4 業務上の変更を実施する場合の最低通知期
間（労働協約で定めているか否かも含む）

GC原則
3 6.4.3  － －

労働安全衛⽣

○

G4-LA5

労働安全衛⽣プログラムについてモニタリ
ング、助⾔を⾏う労使合同安全衛⽣委員会
に代表を送る⺟体となっている総労働⼒の
⽐率

6.4.6  － －

G4-LA6
傷害の種類と、傷害・業務上疾病・休業⽇
数・⽋勤の⽐率および業務上の死亡者数
（地域別、男⼥別）

6.4.6 
6.8.8  － 労働安全衛⽣

G4-LA7 業務関連の事故や疾病発症のリスクが⾼い
労働者数

6.4.6 
6.8.8  － －

G4-LA8 労働組合との正式協定に定められている安
全衛⽣関連のテーマ 6.4.6  － 労働安全衛⽣

研修および教育

○

G4-LA9 従業員⼀⼈あたりの年間平均研修時間（男
⼥別、従業員区分別）

GC原則
6 6.4.7  － ⼈材育成

G4-LA10
スキル・マネジメントや⽣涯学習のプログ
ラムによる従業員の継続雇⽤と雇⽤終了計
画の⽀援

6.4.7 
6.8.5  － ⼈材育成

G4-LA11
業績とキャリア開発についての定期的評価
を受けている従業員の⽐率（男⼥別、従業
員区分別）

GC原則
6 6.4.7  － 評価・処遇

多様性と機会均等

○ G4-LA12
ガバナンス組織の構成と従業員区分別の内
訳（性別、年齢、マイノリティーグループ
その他の多様性指標別）

GC原則
6

6.2 
6.3.7 
6.3.10 
6.4.3 

P37

コーポレート・ガ
バナンス
⼈材の多様性確
保・機会均等

男⼥同⼀報酬

G4-LA13 ⼥性の基本給と報酬総額の対男性⽐（従業
員区分別、主要事業拠点別）

GC原則
6

6.3.7 
6.3.10 
6.4.3 
6.4.4 

－ －
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重要 指標 内容 2016年版冊⼦ 2016年版WEB 外部保証

サプライヤーと労働慣⾏評価

G4-LA14 労働慣⾏クライテリアによりスクリーニン
グした新規サプライヤーの⽐率

6.3.5 
6.4.3 
6.6.6 

－

サプライチェー
ン・マネジメント

G4-LA15
サプライチェーンでの労働慣⾏に関する著
しいマイナス影響（現実のもの、潜在的な
もの）と実施した措置

6.3.5 
6.4.3 
6.6.6 

－

労働慣⾏に関する苦情処理制度

G4-LA16
労働慣⾏に関する苦情で、正式な苦情処理
制度により申⽴、対応、解決を図ったもの
の件数

6.3.6  － 該当なし

⼈権

マネジメントアプローチに関する開⽰(DMA) P40 ⼈権の尊重

投資

G4-HR1
重要な投資協定や契約で、⼈権条項を定め
ているもの、⼈権スクリーニングを受けた
ものの総数とその⽐率

GC原則
2

6.3.3 
6.3.5 
6.6.6 

－ －

G4-HR2
業務関連の⼈権側⾯についての⽅針、⼿順
を内容とする従業員研修を⾏った総時間
（研修を受けた従業員の⽐率を含む）

GC原則
1 6.3.5  － ⼈権の尊重

⾮差別

G4-HR3 差別事例の総件数と実施した是正措置 GC原則
6 6.3.6  － 該当なし

結社の⾃由と団体交渉

G4-HR4

結社の⾃由や団体交渉の権利⾏使が、侵害
されたり著しいリスクにさらされているか
もしれないと特定された業務やサプライ
ヤー、および当該権利を⽀援するために実
施した対策

GC原則
3

6.3.3 
6.3.4 
6.3.5 
6.3.8 
6.3.10 
6.4.5 
6.6.6 

－ －

児童労働

G4-HR5

児童労働事例に関して著しいリスクがある
と特定された業務やサプライヤー、および
児童労働の効果的な根絶のために実施した
対策

GC原則
5

6.3.3 
6.3.4 
6.3.5 
6.3.7 
6.3.10 
6.6.6 
6.8.4 

P40 ⼈権の尊重

強制労働

G4-HR6

強制労働事例に関して著しいリスクがある
と特定された業務やサプライヤー、および
あらゆる形態の強制労働を撲滅するための
対策

GC原則
4

6.3.3 
6.3.4 
6.3.5 
6.3.7 
6.3.10 
6.6.6 

P40 ⼈権の尊重

保安慣⾏

G4-HR7 業務関連の⼈権⽅針や⼿順について研修を
受けた保安要員の⽐率

GC原則
1

6.3.4 
6.3.5 
6.6.6 

－ －
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重要 指標 内容 2016年版冊⼦ 2016年版WEB 外部保証

先住⺠の権利

G4-HR8 先住⺠族の権利を侵害した事例の総件数と
実施した措置

GC原則
1

6.3.4 
6.3.6 
6.3.7 
6.3.8 
6.6.7 
6.8.3 

－ －

⼈権評価

G4-HR9 ⼈権レビューや影響評価の対象とした業務
の総数とその⽐率

GC原則
1

6.3.3 
6.3.4 
6.3.5 

－ －

サプライヤーの環境評価⼈権評価

G4-HR10 ⼈権クライテリアによりスクリーニングし
た新規サプライヤーの⽐率

GC原則
2

6.3.3 
6.3.4 
6.3.5 
6.6.6 

－

サプライチェー
ン・マネジメント

G4-HR11
サプライチェーンにおける⼈権への著しい
マイナスの影響（現実のもの、潜在的なも
の）および実施した措置

GC原則
2

6.3.3 
6.3.4 
6.3.5 
6.6.6 

－

⼈権に関する苦情処理制度

G4-HR12
⼈権影響に関する苦情で、正式な苦情処理
制度により申⽴、対応、解決を図ったもの
の件数

GC原則
1 6.3.6 － 該当なし

社会

マネジメントアプローチに関する開⽰(DMA) P38-39、
P43-44

コンプライアンス
地域社会

地域コミュニティ

○

G4-SO1
事業のうち、地域コミュニティとのエン
ゲージメント、影響評価、コミュニティ開
発プログラムを実施したものの⽐率

GC原則
1

6.3.9 
6.5 
6.5.3 
6.8 

－ －

G4-SO2
地域コミュニティに著しいマイナスの影響
（現実のもの、潜在的なもの）を及ぼす事
業

GC原則
1

6.3.9 
6.5.3 
6.8 

－ －

腐敗防⽌

G4-SO3 腐敗に関するリスク評価を⾏っている事業
の総数と⽐率、特定した著しいリスク

GC原則
10

6.6 
6.6.3  P38-39 コンプライアンス

G4-SO4 腐敗防⽌の⽅針や⼿順に関するコミュニ
ケーションと研修

GC原則
10

6.6.3 
6.6.6  P38-39 コンプライアンス

贈収賄の防⽌

G4-SO5 確定した腐敗事例、および実施した措置 GC原則
10 6.6.3  － 該当なし

公共政策

G4-SO6 政治献⾦の総額（国別、受領者・受益者
別）

GC原則
10

6.6 
6.6.4  － －

反競争的⾏為

G4-SO7
反競争的⾏為、反トラスト、独占的慣⾏に
より法的措置を受けた事例の総件数および
その結果

6.6 
6.6.5 
6.6.7 

P38-39
コンプライアンス
⾃由な競争と公正
な取引
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コンプライアンス

G4-SO8 法規制への違反に対する相当額以上の罰⾦
⾦額および罰⾦以外の制裁措置の件数 －

2015年度ダイキ
ングループにおけ
る重⼤な法令違反

サプライヤーの社会への影響評価

G4-SO9
社会に及ぼす影響に関するクライテリアに
よりスクリーニングした新規サプライヤー
の⽐率

6.3.5 
6.6 
6.6.6 
6.8 

－ サプライチェー
ン・マネジメント

G4-SO10
サプライチェーンで社会に及ぼす著しいマ
イナスの影響（現実のもの、潜在的なも
の）および実施した措置

6.3.5 
6.6 
6.6.6 
6.8 

社会への影響に関する苦情処理制度

G4-SO11
社会に及ぼす影響に関する苦情で、正式な
苦情処理制度に申⽴、対応、解決を図った
ものの件数

6.3.6 
6.6 
6.8 

－ 該当なし

製品責任

マネジメントアプローチに関する開⽰(DMA) P29-32 顧客満⾜

顧客の安全衛⽣

○

G4-PR1 主要な製品やサービスで、安全衛⽣の影響
評価を⾏い、改善を図っているものの⽐率

6.7 
6.7.4 
6.7.5 
6.8.8 

P32 製品の品質・安全
確保

G4-PR2

製品やサービスのライフサイクルにおいて
発⽣した、安全衛⽣に関する規制および⾃
主的規範の違反事例の総件数（結果の種類
別）

6.7 
6.7.4 
6.7.5 
6.8.8 

－ 不具合発⽣時の対
応

製品およびサービスのラベリング

○

G4-PR3

組織が製品およびサービスの情報とラべリ
ングに関して⼿順を定めている場合、⼿順
が適⽤される製品およびサービスに関する
情報の種類と、このような情報要求事項の
対象となる主要な製品およびサービスの⽐
率

6.7 
6.7.3 
6.7.4 
6.7.5 
6.7.9 

－ 製品情報の開⽰

G4-PR4
製品およびサービスの情報とラベリングに
関する規制ならびに⾃主的規範の違反事例
の総件数（結果の種類別）

6.7 
6.7.3 
6.7.4 
6.7.5 
6.7.9

－ 該当なし

G4-PR5 顧客満⾜度調査の結果 6.7 
6.7.6  － お客様満⾜

（CS）の向上

マーケティング・コミュニケーション

G4-PR6 販売禁⽌製品、係争中の製品の売上 － 該当なし

G4-PR7

マーケティング・コミュニケーション（広
告、プロモーション、スポンサー活動を含
む）に関する規制および⾃主的規範の違反
事例の総件数（結果の種類別）

6.7 
6.7.3  － 該当なし
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顧客プライバシー

G4-PR8
顧客プライバシーの侵害および顧客データ
の紛失に関して実証された不服申⽴の総件
数

6.7 
6.7.7  － 該当なし

コンプライアンス

G4-PR9
製品およびサービスの提供、使⽤に関する
法律や規制の違反に対する相当額以上の罰
⾦⾦額

6.7 
6.7.6  － 該当なし

環境省「環境報告ガイドライン（2012年版）」との対照表

項⽬ 2016年版冊⼦ 2016年版WEB

1. 環境報告の基本的事項
1. 報告にあたっての基本的要件

（1）報告対象組織の範囲・対象期間 P47 報告にあたって

（2）対象範囲の補⾜率と対象期間の差異 P47 報告にあたって

（3）報告⽅針 P47 報告にあたって

（4）公表媒体の⽅針等 P47 報告にあたって

2. 経営責任者の緒⾔ P7-8 トップコミットメント

3. 環境報告の概要

（1）環境配慮経営等の概要 P48 ダイキングループの事業展
開

（2）KPIの時系列⼀覧 P2 環境⾏動計画

（3）個別の環境課題に関する対応総括 P2 環境⾏動計画

4. マテリアルバランス - 環境負荷の全体像

2. 環境マネジメント等の環境配慮経営に関する状況
1. 環境配慮の⽅針、ビジョン及び事業戦略等

（1）環境配慮の⽅針 - グループ環境基本⽅針

（2）重要な課題、ビジョン及び事業戦略等 P21 環境⾏動計画

2. 組織体制及びガバナンスの状況

（1）環境配慮経営の組織体制等 - 環境マネジメントシステム

（2）環境リスクマネジメント体制 - 環境リスクマネジメント

（3）環境に関する規制等の遵守状況 - 違反なし

3. ステークホルダーへの対応の状況

（1）ステークホルダーへの対応 - 環境コミュニケーション

（2）環境に関する社会貢献活動等 P43
環境コミュニケーション

環境保全
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4. バリューチェーンにおける環境配慮等の取組状況

（1）バリューチェーンにおける環境配慮の取組⽅針、戦略等 P13-14 バリューチェーン

（2）グリーン購⼊・調達 - グリーン調達

（3）環境負荷低減に資する製品・サービス等 P22-23 環境配慮設計

（4）環境関連の新技術・研究開発 P22-23 環境配慮設計

（5）環境に配慮した輸送 - 輸送時のCO2排出削減

（6）環境に配慮した資源・不動産開発／投資等 - ⽣物多様性の保全

（7）環境に配慮した廃棄物処理／リサイクル - 資源の有効活⽤

3. 事業活動に伴う環境負荷及び環境配慮等の取組に関する状況注

1. 資源・エネルギーの投⼊状況

（1）総エネルギー投⼊量及びその低減対策 P24 ⽣産・輸送時の温室効果ガ
ス削減

（2）総物質投⼊量及びその低減対策 - 資源の有効活⽤

（3）⽔資源投⼊量及びその低減対策 P24 ⽔資源の保全

2. 資源等の循環的利⽤の状況（事業エリア内） - 資源の有効活⽤

3. ⽣産物・環境負荷の産出・排出等の状況

（1）総製品⽣産量⼜は総商品販売量等 - 環境負荷の全体像

（2）温室効果ガスの排出量及びその低減対策 P24

環境負荷の全体像

⽣産・輸送時の温室効果ガ
ス削減

フロンの回収・破壊

（3）総排⽔量及びその低減対策 P24
環境負荷の全体像

⽔資源の保全

（4）⼤気汚染、⽣活環境に係る負荷量及びその低減対策 -
環境負荷の全体像

サイトレポート

（5）化学物質の排出量、移動量及びその低減対策 P24
環境負荷の全体像

化学物質の管理・削減

（6）廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその低減対策 P24
環境負荷の全体像

廃棄物の削減

（7）有害物質等の漏出量及びその防⽌対策 - 環境リスクマネジメント

4. ⽣物多様性の保全と⽣物資源の持続可能な利⽤の状況 - ⽣物多様性の保全

4. 環境配慮経営の経済・社会的側⾯に関する状況
1.環境配慮経営の経済的側⾯に関する状況

（1）事業者における経済的側⾯の状況 - 環境会計

（2）社会における経済的側⾯に関する状況 - 環境会計
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2.環境配慮経営の社会的側⾯に関する状況

（組織統治等）
倫理、コンプライアンス、個⼈情報保護、取引先企業に対する公正取引、独占禁
⽌法の遵守、知的財産権

P37-39 コーポレート・ガバナンス

（⼈権）
原料調達先における児童労働、劣悪な環境での労働、搾取的労働
紛争鉱物の使⽤

P40

グローバル・コンパクトへ
の参加

⼈権の尊重

（労働慣⾏）
職場環境の改善、⻑時間労働、ダイバーシティ、ワークライフバランス
従業員の健康管理、労働災害の防⽌、メンタルヘルス、MSDS制度

P33-36 ⼈材

（消費者保護・製品安全）
製品・サービスの設計・製造、消費者クレーム対応、製品リコール P29-32 顧客満⾜

（地域・社会）
地域⽂化、コミュニティの尊重、フェアトレード、CSR調達の確⽴ P43-44 地域社会

（その他）
付加価値分配⽅針
動物実験、武器・軍事転⽤可能な商品

- -

5. その他の記載事項
1.後発事象等

（1）後発事象 - -

（2）臨時的事象 - -

2.環境情報の第三者審査等 P45 第三者検証報告書

注） 事業活動に伴う環境負荷及び環境配慮等の取組に関する状況については、データ集もご参照ください。 （P275）
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	05-01-環境マネジメントシステム
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